
備 考

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

大 学 の 目 的

　創立者井上円了博士の建学の精神に基づき、「国際化」「キャリア教育」そして
その基盤となる「哲学教育」の3つを教育の柱とし、時代や環境の変化に流されるこ
となく、地球規模の視点から物事を捉え、自分の未来を切り拓くことのできる「グ
ローバル人財」を育成することを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

　現在のライフデザイン学部、社会学部社会福祉学科、食環境科学部食環境科学科
スポーツ・食品機能専攻を発展的に改組して福祉社会デザイン学部、健康スポーツ
科学部を設置する。新学部設置に伴い、教育研究領域を従来よりも拡張し、各分野
で必要とされる人材をより多く養成することを目的として、収容定員を増加させ
る。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

フ リ ガ ナ ﾄｳﾖｳﾀﾞｲｶﾞｸ　

大 学 の 名 称 東洋大学  (Toyo University)

大 学 本 部 の 位 置 東京都文京区白山5丁目28番地20号

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ﾄｳﾖｳﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 学校法人　東洋大学

文学部第1部
[Faculty of Letters]

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

平成29年4月
第1年次

同上

　英米文学科
[Department of English
and American
Literature]

4 133 － 532 学士
（文学）

昭和24年4月
第1年次

同上

　日本文学文化学科
[Department of Japanese
Literature and Culture]

4 133 － 532 学士
（文学）

昭和24年4月
第1年次

東京都文京区白山五丁目
28番20号

　東洋思想文化学科
[Department of Eastern
Philosophy and Culture]

4 100 － 400 学士
（文学）

平成25年4月
第1年次

同上

　哲学科
[Department of
Philosophy]

4 100 － 400 学士
（文学）

平成20年4月
第1年次

同上

　国際文化コミュニケー
ション学科
[Department of
International Culture
and Communication
Studies]

4 100 － 400 学士
（文学）

平成29年4月
第1年次

同上

　教育学科初等教育専攻
[Department of
Education Primary
Education Course ]

4 50 － 200 学士
（教育学）

昭和24年4月
第1年次

同上

　教育学科人間発達専攻
[Department of
Education Human
Development Course]

4 100 － 400 学士
（教育学）

平成20年4月
第1年次

同上

　史学科
[Department of History]

4 133 － 532 学士
（文学）

　経済学科
[Department of
Economics]

4 250 － 1000 学士
（経済学）

昭和25年4月
第1年次

同上

経済学部第1部
[Faculty of Economics]
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　国際経済学科
[Department of
International
Economics]

4 183 － 732

　経営学科
[Department of Business
Administration]

4 316 －

同上

経営学部第1部
[Faculty of Business
Administration]

学士
（経済学）

平成12年4月
第1年次

同上

　総合政策学科
[Department of Policy
Studies]

4 183 － 732 学士
（経済学）

平成20年4月
第1年次

平成13年4月
第1年次

同上

　会計ファイナンス学科
[Department of
Accounting and Finance]

4 216 － 864 学士
（経営学）

平成18年4月
第1年次

同上

1264 学士
（経営学）

昭和41年4月
第1年次

同上

　マーケティング学科
[Department of
Marketing]

4 150 － 600 学士
（経営学）

昭和40年4月
第1年次

同上

社会学部第1部
[Faculty of Sociology]

　企業法学科
[Department of Business
Law]

4 250 － 1000 学士
（法学）

　法律学科
[Department of Law]

4 250 － 1000 学士
（法学）

昭和31年4月
第1年次

同上

法学部第1部
[Faculty of Law]

平成12年4月
第1年次

同上

　社会心理学科
[Department of Social
Psychology]

4 150 － 600 学士
（社会学）

平成12年4月
第1年次

同上

　メディアコミュニケー
ション学科
[Department of Media
and Communications]

4 150 － 600 学士
（社会学）

昭和34年4月
第1年次

同上

　国際社会学科
[Department of Global
Diversity Studies]

4 150 － 600 学士
（社会学）

令和3年4月
第1年次

同上

　社会学科
[Department of
Sociology]

4 150 － 600 学士
（社会学）

昭和36年4月
第1年次

埼玉県川越市大字鯨井字
中野台2100番地

　生体医工学科
[Department of
Biomedical Engineering]

4 113 － 452 学士
（理工学）

平成21年4月
第1年次

同上

　機械工学科
[Department of
Mechanical Engineering]

4 180 － 720 学士
（理工学）

平成4年4月
第1年次

同上

理工学部
[Faculty of Science and
Engineering]

　社会福祉学科
[Department of Social
Welfare]

4 0
(150)

－ 0
(600)

学士
（社会学）

昭和37年4月
第1年次

同上

　建築学科
[Department of
Architecture]

4 146 － 584 学士
（理工学）

昭和37年4月
第1年次

同上

　都市環境デザイン学科
[Department of Civil
and Environmental
Engineering]

4 113 － 452 学士
（理工学）

昭和36年4月
第1年次

同上

　応用化学科
[Department of Applied
Chemistry]

4 146 － 584 学士
（理工学）

昭和36年4月
第1年次

同上

　電気電子情報工学科
[Department of
Electrical, Electronic
and Communications
Engineering]

4 113 － 452 学士
（理工学）
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東京都文京区白山五丁目
28番20号

　国際地域学科国際地域
専攻　（昼間主コース）
[Department of Regional
Development Studies
Regional Development
Studies Course]

4 210 － 840 学士
（国際地域学）

平成29年4月
第1年次

同上

　グローバル・イノベー
ション学科
[Department of Global
Innovation Studies]

4 100 － 400 学士
（グローバル・イノ
ベーション学）

平成29年4月
第1年次

国際学部
[Faculty of Global and
Regional Studies]

　国際観光学科
[Department of
International Tourism
Management]

4 366 － 1464 学士
（国際観光学）

平成29年4月
第1年次

同上

320 学士
（国際地域学）

平成29年4月
第1年次

同上

国際観光学部
[Faculty of
International Tourism
Management]

　国際地域学科地域総合
専攻　（夜間主コース）
[[Department of
Regional Development
Studies Regional
Studies Course]]

4 80 －

平成21年4月
第1年次

同上

ライフデザイン学部
[Faculty of Human Life
Design]

　応用生物科学科
[Department of Applied
Biosciences]

4 113 － 452 学士
（生命科学）

　生命科学科
[Department of Life
Sciences]

4 113 － 452 学士
（生命科学）

平成9年4月
第1年次

群馬県邑楽郡板倉町泉野
1丁目1番1号

生命科学部
[Faculty of Life
Sciences]

平成17年4月
第1年次

同上

　人間環境デザイン学科
[Department of Human
Environment Design]

4 0
(160)

－ 0
(640)

学士
（人間環境デザイン

学）

平成18年4月
第1年次

同上

　健康スポーツ学科
[Department of Health
Care and Sports]

4 0
(180)

－ 0
(720)

学士
（健康スポーツ学）

平成21年4月
第1年次

東京都北区赤羽台一丁目
７番１１号

　生活支援学科子ども支
援学専攻
[Department of Human
Care and Support Social
Work and Child Care
Course]

4 0
(100)

－ 0
(400)

学士
（生活支援学）

平成21年4月
第1年次

同上

　生活支援学科生活支援
学専攻
[Department of Human
Care and Support Human
Care and Support
Course]

4 0
(116)

－ 0
(464)

学士
（生活支援学）

　食環境科学科フードサ
イエンス専攻
[Department of Food and
Life Sciences Food
Science Course]

4 70 － 280 学士
（食環境科学）

平成25年4月
第1年次

群馬県邑楽郡板倉町泉野
1丁目1番1号

食環境科学部
[Faculty of Food and
Nutritional Sciences]

　総合情報学科
[Department of
Information Sciences
and Arts]

4 260 － 1040 学士
（情報学）

平成21年4月
第1年次

埼玉県川越市大字鯨井字
中野台2100番地

総合情報学部
[Faculty of Information
Sciences and Arts]

平成25年4月
第1年次

同上　食環境科学科スポー
ツ・食品機能専攻
[Department of Food and
Life Sciences Sports
and Food Function
Course]

4 0
(50)

－ 0
(200)

学士
（食環境科学）

新
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※令和4年4月設置
届出予定

※令和4年4月設置
届出予定

※令和4年4月設置
届出予定

※令和4年4月設置
届出予定

※令和4年4月設置
届出予定

同上

情報連携学部
[Faculty of Information
Networking for
Innovation and Design]

新
設
学
部
等
の
概
要

　健康栄養学科
[Department of
Nutrition and Health
Sciences]

4 100 － 400 学士
（健康栄養学）

平成25年4月
第1年次

令和5年4月
第1年次

同上

　子ども支援学科
[Department of Child
Studies]

4 100
(0)

－ 400
(0)

学士
（子ども支援

学）

令和5年4月
第1年次

同上

　社会福祉学科
[Department of Social
Welfare Studies]

4 216
(0)

－ 864
(0)

学士
（社会福祉学）

平成29年4月
第1年次

東京都北区赤羽台一丁目
７番１１号

福祉社会デザイン学部
[Faculty of Design for
Welfare Society]

　情報連携学科
[Department of
Information Networking
for Innovation and
Design]

4 300 － 1200 学士
（情報連携学）

令和5年4月
第1年次

同上

　栄養科学科
[Department of
Nutritional Sciences]

4 100
(0)

－ 400
(0)

学士
（栄養科学）

令和5年4月
第1年次

同上

　健康スポーツ科学科
[Department of Health
and Sports Sciences]

4 230
(0)

－ 920
(0)

学士
（健康スポーツ

科学）

令和5年4月
第1年次

同上

健康スポーツ科学部
[Faculty of Health and
Sports Sciences]

　人間環境デザイン学科
[Department of Human
Environment Design]

4 160
(0)

－ 640
(0)

学士
（人間環境デザ

イン学）

平成29年4月
第1年次

同上

　教育学科
[Department of
Education]

4 40 － 160 学士
（文学）

昭和39年4月
第1年次

同上

　日本文学文化学科
[Department of Japanese
Literature and Culture]

4 50 － 200 学士
（文学）

　東洋思想文化学科
[Department of Eastern
Philosophy and Culture]

4 30 － 120 学士
（文学）

平成25年4月
第1年次

東京都文京区白山五丁目
28番20号

文学部第2部
[Faculty of Letters]

　経営学科
[Department of Business
Administration]

4 110 － 440 学士
（経営学）

昭和41年4月
第1年次

同上

経営学部第2部
[Faculty of Business
Administration]

　経済学科
[Department of
Economics]

4 150 － 600 学士
（経済学）

昭和32年4月
第1年次

同上

経済学部第2部
[Faculty of Economics]

　社会学科
[Department of
Sociology]

4 130 － 520 学士
（社会学）

昭和34年4月
第1年次

同上

社会学部第2部
[Faculty of Sociology]

　法律学科
[Department of Law]

4 120 － 480 学士
(法学)

昭和31年4月
第1年次

同上

法学部第2部
[Faculty of Law]

計
7,206

(7,156)

－ 28,824
(28,624

)
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○学部等設置

福祉社会デザイン学部（令和4年4月設置届出予定）

社会福祉学科　（216）

子ども支援学科　（100）

人間環境デザイン学科　（160）

健康スポーツ科学部（令和4年4月設置届出予定）

健康スポーツ科学科　（230）

栄養科学科（100）

健康スポーツ科学研究科（令和4年4月設置届出予定）

健康スポーツ科学専攻（博士前期課程20、博士後期課程5）

栄養科学専攻（博士前期課程10、博士後期課程3）

○廃止

社会学部第1部

社会福祉学科（廃止）　（△150）

ライフデザイン学部（廃止）

生活支援学科生活支援学専攻（△116）

生活支援学科子ども支援学専攻（△100）

健康スポーツ学科　（△180）

人間環境デザイン学科　（△160）

食環境科学部

食環境科学科スポーツ・食品機能専攻（廃止）　（△50）

ライフデザイン学研究科

健康スポーツ学専攻（廃止）（修士課程△10）

※令和5年4月学生募集停止

計

‐ ‐　科目 ‐　科目 ‐　科目 ‐　科目

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習

助手

新
設
分

文学部　第1部　哲学科
7 0 0 1 8 0

　　　　　　　 東洋思想文化学科

‐　単位

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計

36

(9) (0) (0) (1) (10) (0) (36)

9 0 0 1 10 0

34

(7) (0) (0) (1) (8) (0) (34)

0 36

(6) (5) (0) (1) (12) (0) (36)
　　　　　　 　英米文学科

6 5 0 1 12

0 64

(7) (6) (2) (1) (16) (0) (64)
　　　　　　　 日本文学文化学科

7 6 2 1 16

0 46

(17) (2) (1) (2) (22) (0) (46)
　　　　　　 　教育学科

17 2 1 2 22

0 44

(9) (2) (0) (1) (12) (0) (44)
　　　　　　 　史学科

9 2 0 1 12

0 55

(12) (11) (2) (2) (27) (0) (55)
経済学部　第1部　経済学科

12 11 2 2 27

0 58

(7) (2) (2) (1) (12) (0) (58)
　　　　　　 　国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

7 2 2 1 12

0 12

(12) (7) (0) (1) (20) (0) (12)
　　　　　　　 　総合政策学科

12 7 0 1 20

0 22

(12) (3) (7) (1) (23) (0) (22)
　　　　　　　 　国際経済学科

12 3 7 1 23

0 6

(8) (4) (2) (1) (15) (0) (6)
　　　　　　　 　ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科

8 4 2 1 15

0 32

(11) (14) (7) (2) (34) (0) (32)
経営学部　第1部　経営学科

11 14 7 2 34

0 21

(18) (9) (3) (2) (32) (0) (21)
法学部　第1部　法律学科

18 9 3 2 32

0 11

(12) (8) (1) (1) (22) (0) (11)
　　　　　　　 　会計ﾌｧｲﾅﾝｽ学科

12 8 1 1 22

0 24

(7) (7) (2) (2) (18) (0) (24)
社会学部　第1部　社会学科

6 7 2 2 17

0 16

(19) (6) (2) (1) (28) (0) (16)
　　　　　　　 企業法学科

19 6 2 1 28

0 39

(9) (5) (1) (1) (16) (0) (39)
　　　　　　　　 国際社会学科

9 5 1 1 16

-基本計画書-5-



教

員

組

織

の

概

要

新
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分

　　　　　　　　 ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科
12 0 3

(5) (3)

　　　　　国際地域学科
16

(17)

　　　　　　　　 社会心理学科
8 5 3 1 17

0 54

0 25

(8)

1 16 0 17

(12) (0) (3) (1) (16) (0)

0 14

(7) (5) (2) (1) (15) (0) (14)

(1) (17) (0) (25)

(9) (7) (2) (38) (0) (35)

国際学部　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学科
7 5 2 1 15

(54)

国際観光学部　国際観光学科
20 9 7 2 38 0 35

(20)

(17) (7) (2) (2) (28) (0)

7 2 2 27

0 31

(12) (5) (0) (1) (18) (0) (31)
　　　　　生体医工学科

12 4 0 1 17

0 15

(10) (6) (0) (1) (17) (0) (15)
理工学部　機械工学科

10 6 0 1 17

0 19

(11) (3) (0) (1) (15) (0) (19)
　　　　　応用化学科

11 3 0 1 15

0 15

(12) (2) (0) (1) (15) (0) (15)
　　　　　電気電子情報工学科

12 2 0 1 15

0 29

(8) (5) (2) (1) (16) (0) (29)
　　　　　建築学科

8 5 2 1 16

0 13

(6) (4) (0) (1) (11) (0) (13)
　　　　　都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科

6 4 0 1 11

0 18

(13) (1) (2) (1) (17) (0) (18)
生命科学部　生命科学科

12 1 2 1 16

0 24

(18) (7) (3) (5) (33) (0) (24)
総合情報学部　総合情報学科

18 7 3 5 33

0 9

(11) (6) (0) (2) (19) (0) (9)
食環境科学部　食環境科学科

11 4 0 2 17

0 1

(8) (5) (0) (1) (14) (0) (1)
　　　　　　応用生物科学科

8 5 0 1 14

0 13

(21) (12) (4) (6) (43) (0) (13)
情報連携学部　情報連携学科

21 12 4 6 43

5 5

(6) (6) (0) (1) (13) (5) (5)
　　　　　　　健康栄養学科

6 6 0 1 13

0 152

(7) (3) (1) (3) (14) (0) (152)
　　　　　　　 　　 子ども支援学科

7 3 1 0 11

0 144

(13) (10) (1) (9) (33) (0) (144)
福祉社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ学部　社会福祉学科

10 11 1 1 23

0 160

(9) (9) (4) (3) (25) (0) (160)
健康ｽﾎﾟｰﾂ科学部　健康ｽﾎﾟｰﾂ科学科

7 9 4 3 23

0 192

(9) (5) (0) (0) (14) (2) (192)
　　　　　　　 　　 人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科

8 5 0 0 13

0 0

(1) (1) (0) (0) (2) (0) (0)
文学部　第2部　東洋思想文化学科

1 1 0 0 2

2 138

(4) (2) (2) (3) (11) (2) (138)
　　　　　　　 　栄養科学科

5 3 2 3 13

0 0

(2) (2) (0) (0) (4) (0) (0)
　　　　　　　 教育学科

2 2 0 0 4

0 0

(1) (1) (0) (0) (2) (0) (0)
　　　　　　　 日本文学文化学科

1 1 0 0 2

0 0

(3) (2) (0) (0) (5) (0) (0)
経営学部　第2部　経営学科

3 2 0 0 5

0 0

(3) (2) (0) (0) (5) (0) (0)
経済学部　第2部　経済学科

3 2 0 0 5

0 0

(3) (2) (0) (0) (5) (0) (0)
社会学部　第2部　社会学科

3 2 0 0 5

0 0

(3) (2) (0) (0) (5) (0) (0)
法学部　第2部　法律学科

3 2 0 0 5

既
設
分

国際教育ｾﾝﾀｰ
0 2 13 0

IR室
1 0 0

(0)

7 1679

(440) (220) (68) (69) (797) (9) (1,679)
計

432 219 68 58 777

0 1 0 0

(1) (0) (0) (0) (1) (0)

15 0 11

(0) (2) (13) (0) (15) (0) (11)

7 1690

(441) (222) (81) (69) (813) (9) 1690
合　　　　計

433 221 81 58 793

(2) (13) (0) (16) (0) (11)
計

1 2 13 0 16 0 11

(1)
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(216) (606)

技 術 職 員
0 87 87

(0) (87) (87)

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
390 216 606

(390)

計
420 324 744

(420) (324) (744)

そ の 他 の 職 員
0 11 11

(0) (11) (11)

図 書 館 専 門 職 員
30 10 40

(30) (10) (40)

小 計 525,989.24 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 525,989.24 ㎡

そ の 他 302,924.81 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 302,924.81 ㎡

336,413.19 ㎡

運 動 場 用 地 189,576.05 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 189,576.05 ㎡

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 336,413.19 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

216,461.66 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 216,461.66 ㎡

（216,461.66 ㎡） （　　　　0　㎡） （　　　　0　㎡） （216,461.66 ㎡）

合 計 828,914.05 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 828,914.05 ㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

大学全体 910 室

大学全体
348室 142室 368室

39室 5室

（補助職員　9人） （補助職員0人）

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料機械・器具

（23,808〔23,624〕） （14,608） （73,723）

（23,808〔23,624〕）

0

計
1,616,816〔347,393〕　 16,342〔5,451〕　 23,808〔23,624〕　 15,360 73723 0

（1,590,888〔344,061〕） （　16,342〔5,451〕）

点

大学全体

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

1,616,816〔347,393〕　 16,342〔5,451〕　 23,808〔23,624〕　 15,360 73,723 0

（1,590,888〔344,061〕） （　16,342〔5,451〕）

大学全体
18,039.43㎡ 2,524 1,668,100

体育館
面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

21,067.33㎡ 野球場1面、サッカー場2面 テ ニ ス コ ー ト 13 面 等

（14,608） （73,723） 0

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

図書購入費には電
子ｼﾞｬｰﾅﾙ・ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽの整備費（運
用ｺｽﾄ含む。）を
含む。

図 書 購 入 費 180,056千円 180,056千円 180,056千円 180,056千円

－

理工、生命科、総
合情報、食環境科
学部

　　(千円)
教　授：694
准教授：641
講　師：589

　　(千円)
教　授：694
准教授：641
講　師：589

　　(千円)
教　授：694
准教授：641
講　師：589

　　(千円)
教　授：694
准教授：641
講　師：589

－ －

共 同 研 究 費 等 80,000千円 80,000千円

－

国際、国際観光、
福祉社会デザイ
ン、
健康スポーツ科、
情報連携学部

532千円 532千円 532千円 532千円 －
教員
１人
当り
研究
費等

文、経済、経営、
法、社会学部

527千円 527千円

学生
１人
当り
納付
金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次

文学部初等教育専攻学科を除く全学科、経済学部、経営学部、
法学部、社会学部社会学科の各第１部 1,180千円 930千円

180,056千円 － －

設 備 購 入 費 734,860千円 734,860千円 734,860千円 734,860千円 734,860千円 －

経費
の見
積り

80,000千円 80,000千円 － －

527千円 － －

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

527千円

930千円 930千円

社会学部第１部メディアコミュニケーション学科 1,190千円 940千円 940千円 940千円

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要
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令和2年より学生
募集停止

平成31年より学生
募集停止

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

学生
１人
当り
納付
金

社会学部第１部社会心理学科、社会学部第１部国際社会学科 1,195千円 945千円 945千円

国際学部国際地域学科地域総合専攻 710千円 530千円 530千円

総合情報学部 1,480千円 1,230千円 1,230千円 1,230千円

情報連携学部 1,500千円 1,250千円 1,250千円 1,250千円

530千円

文学部教育学科初等教育専攻 1,320千円 1,070千円 1,070千円 1,070千円

945千円

国際学部グローバル・イノベーション学科・国際地域
学科国際地域専攻、国際観光学部 1,250千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円

福祉社会デザイン学部　社会福祉学科、子ども支援学科 1,360千円 1,110千円 1,110千円 1,110千円

福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン学科 1,540千円 1,290千円 1,290千円 1,290千円

生命科学部、食環境科学部 1,580千円 1,330千円 1,330千円 1,330千円

理工学部 1,585千円 1,335千円 1,335千円 1,335千円

文学部、経済学部、経営学部、法学部、社会学部の各第２部 710千円 530千円 530千円 530千円

学生納付金以外の維持方法の概要
手数料収入、資産運用収入等ならびに国庫からの補助金収入によって維
持を図る。

健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学科 1,500千円 1,250千円 1,250千円 1,250千円

健康スポーツ科学部　栄養科学科 1,550千円 1,300千円 1,300千円 1,300千円

文学研究科

哲学専攻 2 5 － 10 修士(文学) 1.00 昭和27年度

開設
年度

所　在　地

年 人 年次
人

人 倍

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

0.80 昭和27年度 同上

中国哲学専攻 2 4 － 8 修士(文学) 0.62

日本文学文化専攻 2 10 － 20 修士(文学)

東京都文京区白山
5丁目28番20号

ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 2 4 － 8 修士(文学) 0.62 昭和27年度 同上

同上

史学専攻 2 6 － 12 修士(文学) 0.50 昭和42年度 同上

昭和29年度 同上

英文学専攻 2 5 － 10 修士(文学) 0.20 昭和31年度

平成31年度 同上

社会学研究科

社会学専攻 2 10 － 20 修士(社会学) 0.95

0.17 平成6年度 同上

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 2 10 － 20
修士

(国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ)

0.45

教育学専攻 2 20 － 40 修士(教育学)

法学研究科

私法学専攻 2 10 － 20

同上

福祉社会ｼｽﾃﾑ専攻 2 － － －
修士（社会学）又は
修士（社会福祉学） - 平成30年度 同上

昭和34年度 同上

社会心理学専攻 2 12 － 24
修士

(社会心理学) 0.58 平成16年度

0.30 昭和51年度 同上

経営学研究科

経営学･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 2 22 － 44
修士(経営学)又は
修士（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

修士(法学) 0.45 昭和39年度 同上

公法学専攻 2 10 － 20 修士(法学)

昭和47年度 同上

0.45 平成31年度 同上

経営学専攻 2 － － － 修士(経営学) -

既設
大学
等の
状況

大 学 の 名 称 東洋大学
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平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

既設
大学
等の
状況

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 2 28 － 56 修士(経営学) 1.01

平成26年度
埼玉県川越市鯨井
2100

応用化学専攻 2 12 － 24
修士

（理工学）
1.83 平成26年度

平成18年度 同上

理工学研究科

生体医工学専攻 2 18 － 36
修士

（理工学）
0.72

0.99 平成26年度 同上

都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 2 8 － 16 修士(工学) 0.62

電気電子情報専攻 2 11 － 22
修士

（理工学）

同上

機能ｼｽﾃﾑ専攻 2 15 － 30
修士

（理工学）
1.33 平成26年度 同上

同上

経済学研究科

経済学専攻 2 10 － 20 修士(経済学) 1.05 昭和51年度

平成26年度 同上

建築学専攻 2 14 － 28 修士(工学) 1.28 平成26年度

修士
(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

学)
0.45 令和2年度

東京都文京区白山
5丁目28番20号

国際地域学専攻 2 15 － 30
修士

(国際地域学)

国際学研究科

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学専
攻

2 10 － 20

東京都文京区白山
5丁目28番20号

公民連携専攻 2 30 － 60 修士(経済学) 0.78 平成18年度

東京都文京区白山
5丁目28番20号
東京都千代田区
大手町2丁目2番1号

0.86 平成30年度 同上

国際地域学研究科

国際地域学専攻 2 － － －
修士

(国際地域学)

0.96 平成30年度 同上

国際観光学研究科

国際観光学専攻 2 15 － 30
修士

(国際観光学)

平成17年度 同上

生命科学研究科

生命科学専攻 2 20 － 40
修士

(生命科学)
1.27

－ 平成13年度 同上

国際観光学専攻 2 － － －
修士

(国際観光学) －

平成30年度
東京都文京区白山
5丁目28番20号

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科

生活支援学専攻 2 10 － 20
修士（社会福祉学）
又は修士（保育学） 0.70

平成13年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

社会福祉学研究科

社会福祉学専攻 2 20 － 40
修士（社会福祉
学）又は修士
（ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ）

0.40

福祉社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科

社会福祉学専攻 2 － － －

同上

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 2 10 － 20
修士（人間環境ﾃﾞｻﾞ

ｲﾝ学） 1.00 平成30年度 同上

平成30年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

健康ｽﾎﾟｰﾂ学専攻 2 10 － 20
修士（健康ｽﾎﾟｰﾂ

学） 0.60 平成30年度

－ 平成18年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

修士(社会福祉学)又
は修士(ｿ-ｼｬﾙﾜ-ｸ) － 平成18年度

東京都文京区白山
5丁目28番20号

ﾋｭｰﾏﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 2 － － －
修士(社会福祉学)又
は修士(健康ﾃﾞｻﾞｲﾝ

学)
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平成31年より学生
募集停止

既設
大学
等の
状況

学際・融合科学研究科

ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 2 12 － 24

修士(情報学) 1.06 平成28年度 同上

食環境科学研究科

食環境科学専攻 2 10 － 20

修士(ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉ
ｻｲｴﾝｽ融合)

0.50 平成23年度
埼玉県川越市鯨井
2100

総合情報学研究科

総合情報学専攻 2 15 － 30

修士(情報連
携学)

0.35 平成29年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

大学院
博士後期課程

修士(食環境
科学)

0.90 平成28年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

情報連携学研究科

情報連携学専攻 2 20 － 40

0.44 昭和43年度
東京都文京区白山
5丁目28番20号

ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 3 3 － 9 博士(文学) 0.44

文学研究科

哲学専攻 3 3 － 9 博士(文学)

同上

中国哲学専攻 3 3 － 9 博士(文学) 0.11 平成11年度 同上

昭和29年度 同上

日本文学文化専攻 3 3 － 9 博士(文学) 0.11 昭和29年度

平成11年度 同上

教育学専攻 3 4 － 12 博士(教育学) 0.16 平成11年度

0.22 昭和39年度 同上

史学専攻 3 3 － 9 博士(文学) 0.33

英文学専攻 3 3 － 9 博士(文学)

博士(社会学) 0.22 昭和34年度 同上

社会心理学専攻 3 5 － 15
博士

(社会心理学)

社会学研究科

社会学専攻 3 3 － 9

同上

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 3 3 － 9
博士

(国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ)

0.22 平成31年度 同上

0.46 昭和41年度 同上

公法学専攻 3 5 － 15 博士(法学) 0.00

0.40 平成18年度 同上

法学研究科

私法学専攻 3 5 － 15 博士(法学)

平成31年度 同上

経営学専攻 3 － － － 博士(経営学) － 平成11年度

平成12年度 同上

経営学研究科

経営学･ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 3 4 － 12 博士(経営学) 0.16

博士
(理工学)

0.22 平成26年度
埼玉県川越市鯨井
2100

応用化学専攻 3 3 － 9
博士

(理工学)

理工学研究科

生体医工学専攻 3 3 － 9

同上

ﾋﾞｼﾞﾈｽ･会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 3 3 － 9
博士(経営学)または
博士(会計・ﾌｧｲﾅﾝｽ) 0.00 平成22年度 同上

平成26年度 同上

0.11 平成26年度 同上

機能ｼｽﾃﾑ専攻 3 3 － 9
博士

(理工学)
0.00
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平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

既設
大学
等の
状況

電気電子情報専攻 3 3 － 9
博士

(理工学)
0.00

同上

経済学研究科

経済学専攻 3 3 － 9 博士(経済学) 0.66 昭和53年度

平成26年度 同上

建築・都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 3 3 － 9 博士(工学) 0.11 平成26年度

同上

国際観光学研究科

国際観光学専攻 3 3 － 9
博士

(国際観光学) 0.88 平成30年度

東京都文京区白山
5丁目28番20号

国際学研究科

国際地域学専攻 3 5 － 15
博士

(国際地域学) 0.86 平成30年度

生命科学研究科

生命科学専攻 3 4 － 12

同上

国際観光学専攻 3 － － －
博士

(国際観光学) － 平成23年度 同上

同上

国際地域学研究科

国際地域学専攻 3 － － －
博士

(国際地域学) － 平成15年度

博士（社会福祉
学）又は博士
（ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ）

0.80 平成30年度
東京都文京区白山
5丁目28番20号

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ学専攻 3 5 － 15

博士
(生命科学)

0.33 平成15年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

社会福祉学研究科

社会福祉学専攻 3 5 － 15

0.08 平成30年度 同上

福祉社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科

社会福祉学専攻 3 － － －
博士(社会福祉学)又
は博士(ｿｰｼｬﾙﾜｰｸ)

博士（社会福祉学）
又は博士（健康ｽﾎﾟｰ

ﾂ学）
0.60 平成30年度

東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 3 4 － 12
博士（人間環境ﾃﾞｻﾞ

ｲﾝ学）

平成18年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

学際・融合科学研究科

ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 3 4 － 12
博士(ﾊﾞｲｵ・ﾅﾉ
ｻｲｴﾝｽ融合)

0.08

－ 平成18年度
東京都文京区白山
5丁目28番20号

ﾋｭｰﾏﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 3 － － －
博士(社会福祉学)又
は博士(健康ﾃﾞｻﾞｲﾝ

学)
－

平成30年度 同上

食環境科学研究科

食環境科学専攻 3 2 － 6
博士(食環境

科学)
0.50

平成19年度
埼玉県川越市鯨井
2100

総合情報学研究科

総合情報学専攻 3 3 － 9 博士(情報学) 1.10

平成31年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

平成30年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

情報連携学研究科

情報連携学専攻 3 4 － 12
博士(情報連

携学)
0.08
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平成29年より学生
募集停止

令和3年より学生
募集停止

既設
大学
等の
状況

文学部　第１部 1.00

東京都文京区白山
5丁目28番20号

東洋思想文化学科 4 100 － 400 学士(文学) 0.96 平成25年度 同上

哲学科 4 100 － 400 学士(文学) 1.01  昭和24年度

昭和24年度 同上

英語ｺﾐｭﾆｹ－ｼｮﾝ学科 4 － － － 学士(文学) － 平成12年度

1.02 平成12年度 同上

英米文学科 4 133 － 532 学士(文学) 1.00

日本文学文化学科 4 133 － 532 学士(文学)

昭和39年度 同上

教育学科人間発達専攻 4 100 － 400 学士(教育学) 0.99

教育学科

同上

史学科 4 133 － 532 学士(文学) 1.02 昭和24年度 同上

同上

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 100 － 400 学士(文学) 1.02 平成29年度 同上

平成20年度 同上

教育学科初等教育専攻 4 50 － 200 学士(教育学) 0.97 平成20年度

昭和25年度 同上

国際経済学科 4 183 － 732 学士(経済学) 1.02 平成12年度

1.01

経済学科 4 250 － 1000 学士(経済学) 1.00

経済学部　第１部

1.02

経営学科 4 316 － 1264 学士(経営学) 1.01

経営学部　第１部

同上

総合政策学科 4 183 － 732 学士(経済学) 1.01 平成12年度 同上

同上

会計ﾌｧｲﾅﾝｽ学科 4 216 － 864 学士(経営学) 1.01 平成18年度 同上

昭和41年度 同上

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科 4 150 － 600 学士(経営学) 1.02 昭和41年度

昭和31年度 同上

企業法学科 4 250 － 1000 学士(法学) 1.01 昭和40年度

1.01

法律学科 4 250 － 1000 学士(法学) 1.01

法学部　第１部

1.01 昭和34年度 同上

社会文化ｼｽﾃﾑ学科 4 － － － 学士(社会学) －

社会学科 4 150 － 600 学士(社会学)

同上

社会学部　第１部 1.01

同上

ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 150 － 600 学士(社会学) 1.01 平成12年度 同上

平成12年度 同上

国際社会学科 4 150 － 300 学士(社会学) 0.98 令和3年度

平成4年度 同上

1.03 平成12年度 同上

社会福祉学科 4 150 － 600 学士(社会学) 1.01

社会心理学科 4 150 － 600 学士(社会学)
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平成29年より学生
募集停止

平成29年より学生
募集停止

平成29年より学生
募集停止

既設
大学
等の
状況

理工学部 1.01

埼玉県川越市鯨井
2100

生体医工学科 4 113 － 452 学士(理工学) 1.00 平成21年度 同上

機械工学科 4 180 － 720 学士(理工学) 1.01 昭和36年度

昭和36年度 同上

都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 4 113 － 452 学士(工学) 1.02 昭和37年度

1.01 昭和36年度 同上

応用化学科 4 146 － 584 学士(理工学) 1.00

電気電子情報工学科 4 113 － 452 学士(理工学)

国際地域学科

国際地域学部

同上

建築学科 4 146 － 584 学士(工学) 1.03 昭和37年度 同上

同上

国際地域学科
地域総合専攻

4 － － －
学士

(国際地域学)
－ 平成22年度 同上

平成９年度
東京都文京区白山
5丁目28番20号

国際地域学科
国際地域専攻

4 － － －
学士

(国際地域学)
－ 平成22年度

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学科 4 100 － 400
学士

(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
学)

1.00 平成29年度

－ 平成13年度 同上

国際学部 1.00

国際観光学科 4 － － －
学士

(国際観光学)

1.00 平成29年度 同上

国際地域学科
地域総合専攻

4 80 － 320
学士

(国際地域学)
1.01

国際地域学科
国際地域専攻

4 210 － 840
学士

(国際地域学)

同上

国際地域学科 平成29年度 同上

国際観光学科 4 366 － 1464
学士

(国際観光学)
0.99 平成29年度 同上

平成29年度 同上

国際観光学部 0.99

平成９年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

応用生物科学科 4 113 － 452
学士

(生命科学)
0.97 平成21年度

0.98

生命科学科 4 113 － 452
学士

(生命科学)
0.99

生命科学部

平成17年度
東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

生活支援学科
生活支援学専攻

4 116 － 464
学士

(生活支援学)
1.03

生活支援学科

同上

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学部 1.01

同上

健康ｽﾎﾟｰﾂ学科 4 180 － 720
学士

(健康ｽﾎﾟ-ﾂ学) 0.99 平成17年度 同上

平成21年度 同上

生活支援学科
子ども支援学専攻

4 100 － 400
学士

(生活支援学)
0.97 平成21年度

総合情報学科 4 260 － 1040 学士(情報学) 1.03 平成21年度

1.05 平成18年度 同上

総合情報学部 1.03

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 4 160 － 640
学士

(人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学)

埼玉県川越市鯨井
2100
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令和4年度入学
定員減（100）

令和3年より学生
募集停止

通信教育部

平成30年より学生
募集停止

平成30年より学生
募集停止

平成25年度

東京都北区赤羽台1
丁目7番11号

食環境科学科 平成25年度
群馬県邑楽郡板倉町
泉野1丁目1番1号

既設
大学
等の
状況

食環境科学部 0.97

平成25年度 同上

健康栄養学科 4 100 － 400
学士

（健康栄養学） 0.97 平成25年度

0.95

情報連携学科 4 300 － 1500 学士(情報連携学)

同上

情報連携学部 0.98

同上

食環境科学科
ｽﾎﾟｰﾂ・食品機能専攻

4 50 － 200
学士

（食環境科学） 1.02

 食環境科学科
ﾌｰﾄﾞｻｲｴﾝｽ専攻

4 70 － 280
学士

（食環境科学）

0.98 平成29年度

東京都文京区白山
5丁目28番20号

日本文学文化学科 4 50 － 200 学士(文学) 0.98 昭和27年度 同上

東洋思想文化学科 4 30 － 120 学士(文学) 0.98 平成25年度

文学部　第２部 0.97

経済学科 4 150 － 600 学士(経済学) 1.03 昭和32年度

0.97 昭和39年度 同上

経済学部　第２部 1.03

教育学科 4 40 － 160 学士(教育学)

0.99 昭和41年度 同上

法学部　第２部 1.02

経営学科 4 110 － 440 学士(経営学)

同上

経営学部　第２部 0.99

同上

社会学部　第２部 1.01

法律学科 4 120 － 480 学士(法学) 1.02 昭和31年度

平成13年度 同上

文学部
  　日本文学文化学科

4 － － － 学士(文学)

1.01 昭和34年度 同上

社会福祉学科 4 － － － 学士(社会学) －

社会学科 4 130 － 520 学士(社会学)

昭和41年度 同上

附属施設の概要 ‐

－ 昭和39年度 同上

法学部
　　　　　　 法律学科

4 － － － 学士(法学) －
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【東洋大学】 【東洋大学】

文学部　第１部 文学部　第１部

哲学科 100 ― 400 哲学科 100 ― 400

東洋思想文化学科 100 ― 400 東洋思想文化学科 100 ― 400

日本文学文化学科 133 ― 532 日本文学文化学科 133 ― 532

英米文学科 133 ― 532 英米文学科 133 ― 532

史学科 133 ― 532 史学科 133 ― 532

教育学科 教育学科

人間発達専攻 100 ― 400 人間発達専攻 100 ― 400

初等教育専攻 50 ― 200 初等教育専攻 50 ― 200

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 100 ― 400 国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 100 ― 400

経済学部　第１部 経済学部　第１部

経済学科 250 ― 1000 経済学科 250 ― 1000

国際経済学科 183 ― 732 国際経済学科 183 ― 732

総合政策学科 183 ― 732 総合政策学科 183 ― 732

経営学部　第１部 経営学部　第１部

経営学科 316 ― 1264 経営学科 316 ― 1264

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科 150 ― 600 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ学科 150 ― 600

会計ﾌｧｲﾅﾝｽ学科 216 ― 864 会計ﾌｧｲﾅﾝｽ学科 216 ― 864

法学部　第１部 法学部　第１部

法律学科 250 ― 1000 法律学科 250 ― 1000

企業法学科 250 ― 1000 企業法学科 250 ― 1000

社会学部　第１部 社会学部　第１部

社会学科 150 ― 600 社会学科 150 ― 600

国際社会学科 150 ― 600 国際社会学科 150 ― 600

ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 150 ― 600 ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 150 ― 600

社会心理学科 150 ― 600 社会心理学科 150 ― 600

社会福祉学科 150 ― 600 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

理工学部 理工学部

機械工学科 180 ― 720 機械工学科 180 ― 720

学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

生体医工学科 113 ― 452 生体医工学科 113 ― 452

電気電子情報工学科 113 ― 452 電気電子情報工学科 113 ― 452

応用化学科 146 ― 584 応用化学科 146 ― 584

都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 113 ― 452 都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 113 ― 452

建築学科 146 ― 584 建築学科 146 ― 584

国際学部 国際学部

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学科 100 ― 400 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学科 100 ― 400

国際地域学科 国際地域学科

国際地域専攻 210 ― 840 国際地域専攻 210 ― 840

地域総合専攻 80 ― 320 地域総合専攻 80 ― 320

国際観光学部 国際観光学部

国際観光学科 366 ― 1464 国際観光学科 366 ― 1464

生命科学部 生命科学部

生命科学科 113 ― 452 生命科学科 113 ― 452

応用生物科学科 113 ― 452 応用生物科学科 113 ― 452

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学部

生活支援学科

生活支援学専攻 116 ― 464 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

子ども支援学専攻 100 ― 400 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

健康ｽﾎﾟｰﾂ学科 180 ― 720 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 160 ― 640 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

福祉社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ学部
学部の設置
（届出）

社会福祉学科 216 ― 864

子ども支援学科 100 ― 400

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 160 ― 640

健康ｽﾎﾟｰﾂ科学部
学部の設置
（届出）

健康ｽﾎﾟｰﾂ科学科 230 ― 920

栄養科学科 100 ― 400

総合情報学部 総合情報学部
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

総合情報学科 260 ― 1040 総合情報学科 260 ― 1040

食環境科学部 食環境科学部

食環境科学科 食環境科学科

ﾌｰﾄﾞｻｲｴﾝｽ専攻 70 ― 280 ﾌｰﾄﾞｻｲｴﾝｽ専攻 70 ― 280

ｽﾎﾟｰﾂ・食品機能専攻 50 ― 200 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

健康栄養学科 100 ― 400 健康栄養学科 100 ― 400

情報連携学部 情報連携学部

情報連携学科 300 ― 1200 情報連携学科 300 ― 1200

文学部　第２部 文学部　第２部

東洋思想文化学科 30 ― 120 東洋思想文化学科 30 ― 120

日本文学文化学科 50 ― 200 日本文学文化学科 50 ― 200

教育学科 40 ― 160 教育学科 40 ― 160

経済学部　第２部 経済学部　第２部

経済学科 150 ― 600 経済学科 150 ― 600

経営学部　第２部 経営学部　第２部

経営学科 110 ― 440 経営学科 110 ― 440

法学部　第２部 法学部　第２部

法律学科 120 ― 480 法律学科 120 ― 480

社会学部　第２部 社会学部　第２部

社会学科 130 ― 520 社会学科 130 ― 520

学部　計 7,156 ― 28,624 学部　計 7,206 ― 28,824

【東洋大学大学院】 【東洋大学大学院】

〔修士・博士前期課程〕 〔修士・博士前期課程〕

文学研究科 文学研究科

哲学専攻 5 ― 10 哲学専攻 5 ― 10

ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 4 ― 8 ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 4 ― 8

日本文学文化専攻 10 ― 20 日本文学文化専攻 10 ― 20

中国哲学専攻 4 ― 8 中国哲学専攻 4 ― 8

英文学専攻 5 ― 10 英文学専攻 5 ― 10
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

史学専攻 6 ― 12 史学専攻 6 ― 12

教育学専攻 20 ― 40 教育学専攻 20 ― 40

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 10 ― 20 国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 10 ― 20

社会学研究科 社会学研究科

社会学専攻 10 ― 20 社会学専攻 10 ― 20

社会心理学専攻 12 ― 24 社会心理学専攻 12 ― 24

法学研究科 法学研究科

私法学専攻 10 ― 20 私法学専攻 10 ― 20

公法学専攻 10 ― 20 公法学専攻 10 ― 20

経営学研究科 経営学研究科

経営学・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 22 ― 44 経営学・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 22 ― 44

ﾋﾞｼﾞﾈｽ・会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 28 ― 56 ﾋﾞｼﾞﾈｽ・会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 28 ― 56

理工学研究科 理工学研究科

生体医工学専攻 18 ― 36 生体医工学専攻 18 ― 36

応用化学専攻 12 ― 24 応用化学専攻 12 ― 24

機能ｼｽﾃﾑ専攻 15 ― 30 機能ｼｽﾃﾑ専攻 15 ― 30

電気電子情報専攻 11 ― 22 電気電子情報専攻 11 ― 22

都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 8 ― 16 都市環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 8 ― 16

建築学専攻 14 ― 28 建築学専攻 14 ― 28

経済学研究科 経済学研究科

経済学専攻 10 ― 20 経済学専攻 10 ― 20

公民連携専攻 30 ― 60 公民連携専攻 30 ― 60

国際学研究科 国際学研究科

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学専攻 10 ― 20 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学専攻 10 ― 20

国際地域学専攻 15 ― 30 国際地域学専攻 15 ― 30

国際観光学研究科 国際観光学研究科

国際観光学専攻 15 ― 30 国際観光学専攻 15 ― 30

生命科学研究科 生命科学研究科

生命科学専攻 20 ― 40 生命科学専攻 20 ― 40

社会福祉学研究科 社会福祉学研究科
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

社会福祉学専攻 20 ― 40 社会福祉学専攻 20 ― 40

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科 ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科

生活支援学専攻 10 ― 20 生活支援学専攻 10 ― 20

健康ｽﾎﾟｰﾂ学専攻 10 ― 20 0 ― 0
令和5年4月
学生募集停止

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 10 ― 20 人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 10 ― 20

健康スポーツ科学研究科
研究科の設置
（届出）

健康スポーツ科学専攻 20 ― 40

栄養科学専攻 10 ― 20

学際・融合科学研究科 学際・融合科学研究科

ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 12 ― 24 ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 12 ― 24

総合情報学研究科 総合情報学研究科

総合情報学専攻 15 ― 30 総合情報学専攻 15 ― 30

食環境科学研究科 食環境科学研究科

食環境科学専攻 10 ― 20 食環境科学専攻 10 ― 20

情報連携学研究科 情報連携学研究科

情報連携学専攻 20 ― 40 情報連携学専攻 20 ― 40

〔修士・博士前期課程〕　計 441 ― 882 〔修士・博士前期課程〕　計 461 ― 922

〔博士後期課程〕 〔博士後期課程〕

文学研究科 文学研究科

哲学専攻 3 ― 9 哲学専攻 3 ― 9

ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 3 ― 9 ｲﾝﾄﾞ哲学仏教学専攻 3 ― 9

日本文学文化専攻 3 ― 9 日本文学文化専攻 3 ― 9

中国哲学専攻 3 ― 9 中国哲学専攻 3 ― 9

英文学専攻 3 ― 9 英文学専攻 3 ― 9

史学専攻 3 ― 9 史学専攻 3 ― 9

教育学専攻 4 ― 12 教育学専攻 4 ― 12

国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 3 ― 9 国際文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ専攻 3 ― 9

社会学研究科 社会学研究科

社会学専攻 3 ― 9 社会学専攻 3 ― 9

社会心理学専攻 5 ― 15 社会心理学専攻 5 ― 15
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

法学研究科 法学研究科

私法学専攻 5 ― 15 私法学専攻 5 ― 15

公法学専攻 5 ― 15 公法学専攻 5 ― 15

経営学研究科 経営学研究科

経営学・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 4 ― 12 経営学・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ専攻 4 ― 12

ﾋﾞｼﾞﾈｽ・会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 3 ― 9 ﾋﾞｼﾞﾈｽ・会計ﾌｧｲﾅﾝｽ専攻 3 ― 9

理工学研究科 理工学研究科

生体医工学専攻 3 ― 9 生体医工学専攻 3 ― 9

応用化学専攻 3 ― 9 応用化学専攻 3 ― 9

機能ｼｽﾃﾑ専攻 3 ― 9 機能ｼｽﾃﾑ専攻 3 ― 9

電気電子情報専攻 3 ― 9 電気電子情報専攻 3 ― 9

建築・都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 3 ― 9 建築・都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 3 ― 9

経済学研究科 経済学研究科

経済学専攻 3 ― 9 経済学専攻 3 ― 9

国際学研究科 国際学研究科

国際地域学専攻 5 ― 15 国際地域学専攻 5 ― 15

国際観光学研究科 国際観光学研究科

国際観光学専攻 3 ― 9 国際観光学専攻 3 ― 9

生命科学研究科 生命科学研究科

生命科学専攻 4 ― 12 生命科学専攻 4 ― 12

社会福祉学研究科 社会福祉学研究科

社会福祉学専攻 5 ― 15 社会福祉学専攻 5 ― 15

ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科 ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ学研究科

ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ学専攻 5 ― 15 ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌ学専攻 5 ― 15

人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 4 ― 12 人間環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 4 ― 12

健康スポーツ科学研究科
研究科の設置
（届出）

健康スポーツ科学専攻 5 ― 15

栄養科学専攻 3 ― 9

学際・融合科学研究科 学際・融合科学研究科

ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 4 ― 12 ﾊﾞｲｵ･ﾅﾉｻｲｴﾝｽ融合専攻 4 ― 12

総合情報学研究科 総合情報学研究科

総合情報学専攻 3 ― 9 総合情報学専攻 3 ― 9
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学校法人東洋大学　設置認可等に関わる組織の移行表

令和４年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

令和５年度
入学
定員

編入学
定員

収容
定員

変更の事由

食環境科学研究科 食環境科学研究科

食環境科学専攻 2 ― 6 食環境科学専攻 2 ― 6

情報連携学研究科 情報連携学研究科

情報連携学専攻 4 ― 12 情報連携学専攻 4 ― 12

〔博士後期課程〕　計 107 ― 321 〔博士後期課程〕　計 115 ― 345

大学院　計 548 ― 1,203 大学院　計 576 ― 1,267
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【所在地】

白山キャンパス 東京都文京区白山5-28-20

赤羽台キャンパス 東京都北区赤羽台1-7-11

朝霞キャンパス 埼玉県朝霞市岡48-1

川越キャンパス 埼玉県川越市鯨井2100

板倉キャンパス 群馬県邑楽郡板倉町泉野1-1-1

総合スポーツセンター 東京都板橋区清水町92-1

東洋大学関連広域図

◎板倉ｷｬﾝﾊﾟｽ 

◎川越ｷｬﾝﾊﾟｽ 

◎白山ｷｬﾝﾊﾟｽ 

◎朝霞ｷｬﾝﾊﾟｽ 

◎総合ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ 

◎赤羽台ｷｬﾝﾊﾟｽ 

-図面-1-



Ｄ　板倉団地
生命科学部・食環境科学部 1.0km 【東武線日光線・伊勢崎線】
生命科学・食環境科学研究科 徒歩10分 （至　日光） 板倉東洋大前駅
位　置　　群馬県邑楽郡板倉町
校地面積　112,125.00㎡
（内　運動場用地　39,336.00㎡） 【ＪＲ東北本線】
（全部所有） Ｃ　朝霞団地 電車

28分
位　置　　埼玉県朝霞市岡
校地面積　69,774.00㎡
（内　運動場用地　40,072.73㎡）
（全部所有）

Ｆ　赤羽台団地

【ＪＲ埼京線】 赤羽台キャンパス
位置　東京都北区赤羽台

B　川越団地 電車 校地面積　20,046.00㎡
理工学部・総合情報学部 18分 （全部所有）
理工学・総合情報学研究科
位　置　　埼玉県川越市鯨井 情報連携学部
校地面積　271,181.87㎡ 情報連携学研究科
（内　運動場用地　102,751.32㎡） ライフデザイン学部
（全部所有） ライフデザイン学研究科

1.0km
徒歩　10分

1.0km
徒歩10分

【ＪＲ埼京線】 Ａ　白山団地

電車 白山キャンパス
　【ＪＲ武蔵野線】 9分 位置　東京都文京区白山

校地面積　35,897.67㎡
1.0km （所有校地）34,892.06㎡

（至　森林公園） 徒歩10分 【東武東上線】 【東武東上線】 （借用校地） 1,005.61㎡
鶴ヶ島駅

文・経済・経営・法・社会
電車16分（急行） 国際学部・国際観光学部

電車　38分（急行） 文･社会･法・経営・経済・
国際・ｌ国際観光・社会福祉学研究科
法科大学院

位　置　　東京都板橋区清水町
校地面積　16,964.70㎡
（内　運動場用地　7,416.00㎡） 電車
（全部所有） 5分　　　【ＪＲ山手線】 0.5km

【都営三田線】 徒歩　5分
文・経済・経営・法・社会 板橋本町駅 白山駅 （至　三田）
国際学部・国際観光学部 電車　4分

電車
12分 バス　6分 （東洋大前）

大宮駅

赤羽駅

【東武日光線】

電車　13分

栗橋駅

各校舎詳細については校舎配置図を参照

徒歩7分

（至　高島平）

0.7km

巣鴨駅

Ｅ　総合スポーツセンター

北朝霞駅

朝霞台駅 池袋駅

35883.71

-図面-2-
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東洋大学　赤羽台キャンパス　校舎配置図

赤羽台キャンパス
校地面積

35,883.71㎡
校舎面積

68,073.13㎡

-図面-4-



 

○東洋大学学則（案） 

昭和24年４月１日施行 

改正 

昭和25年４月１日 

昭和26年４月１日 

昭和27年４月１日 

昭和29年４月１日 

昭和31年４月１日 

昭和32年４月１日 

昭和34年４月１日 

昭和36年４月１日 

昭和37年４月１日 

昭和39年４月１日 

昭和40年４月１日 

昭和41年４月１日 

昭和43年４月１日 

昭和46年４月１日 

昭和47年４月１日 

昭和51年４月１日 

昭和53年４月１日 

昭和54年４月１日 

昭和55年４月１日 

昭和56年４月１日 

昭和57年４月１日 

昭和58年４月１日 

昭和59年４月１日 

昭和60年４月１日 

昭和61年４月１日 

昭和62年４月１日 

昭和63年４月１日 

昭和63年９月26日 

昭和63年11月４日 

平成元年４月１日 

平成元年６月22日 

平成２年４月１日 

平成３年４月１日 

平成３年７月１日 

平成３年10月１日 

平成４年４月１日 

平成５年４月１日 

平成５年10月１日 

平成５年11月１日 

平成６年４月１日 

平成６年９月５日 

平成７年４月１日 

平成８年４月１日 

平成９年４月１日 

平成10年４月１日 

平成10年６月１日 

平成10年９月１日 
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平成11年４月１日 

平成12年４月１日 

平成12年７月１日 

平成13年４月１日 

平成14年４月１日 

平成14年７月15日 

平成15年４月１日 

平成16年４月１日 

平成17年４月１日 

平成18年４月１日 

平成19年４月１日 

平成20年４月１日 

平成20年７月22日 

平成21年４月１日 

平成22年４月１日 

平成23年４月１日 

平成24年４月１日 

平成25年４月１日 

平成26年４月１日 

平成26年７月１日 

平成27年４月１日 

平成28年４月１日 

平成28年７月１日 

平成29年４月１日 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日 

令和２年６月１日学則第72号 

令和３年４月１日学則第23号 

令和４年４月１日学則第31号 

令和５年４月１日学則第Ｘ号 

東洋大学学則 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条の４） 

第２章 本学の組織 

第１節 教育及び研究の組織（第４条―第８条） 

第２節 運営機関及び教職員（第９条―第18条） 

第３章 修学等 

第１節 修業年限（第19条―第20条） 

第２節 学年、学期及び休業日（第21条―第23条） 

第４章 入学、退学、休学、除籍等 

第１節 入学、留学等（第24条―第34条） 

第２節 休学、退学、転学及び除籍（第35条―第38条） 

第５章 教育課程及び履修方法（第39条―第45条） 

第６章 試験及び成績（第46条―第51条） 

第７章 卒業及び学士の学位（第52条―第55条） 

第８章 賞罰及び奨学（第56条―第57条の２） 

第９章 委託学生、科目等履修生及び特別聴講生（第58条―第61条） 

第10章 外国人留学生（第62条・第62条の２） 

第11章 学費等 

第１節 検定料及び選考料（第63条・第64条） 
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第２節 学費、科目等履修料等（第65条―第69条） 

第３節 手数料（第70条） 

第４節 学費の返還制限（第71条） 

第12章 正規外の講座（第72条―第74条） 

第13章 厚生寮、学生寮及び厚生保健施設（第75条―第79条） 

第14章 補則（第80条―第82条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この学則は、学校教育法（昭和22年法律第26号）及び私立学校法（昭和24年法律第270号）に

基づき、学校法人東洋大学が設置する東洋大学（以下「本学」という。）における教育及び研究の

組織並びに運営について必要な事項を定める。 

（本学の目的） 

第２条 本学は、創立者井上円了博士の建学の精神に基づき、東西学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めると共に、人格の陶冶と情操の涵養とに務め、国家及び世界の文化向上に貢献しう

る有為の人材を養成することを目的とする。 

（自己点検・評価） 

第３条 本学は、教育研究水準の向上に資するため、本学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設

及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。 

２ 前項の点検及び評価の実施細目については、別に定める。 

（認証評価） 

第３条の２ 本学は、前条第１項の措置に加え、本学の教育研究等の総合的な状況について、学校教

育法第109条第２項に基づき、政令で定められた期間ごとに、文部科学大臣の認証を受けた者による

評価を受け、その結果を公表する。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 

第３条の３ 本学は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施する。 

２ 本学は、前項に加え、大学の運営の高度化を図ることを目的として、教職員が大学の運営に必要

な知識及び技能を身に付け、能力及び資質を向上させるための研修を実施する。 

３ 前２項の実施に関する必要な事項については、別に定める。 

（情報の公表） 

第３条の４ 本学は、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第172条の２に基づき、教育研

究活動等の状況について、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることがで

きる方法によって情報を公表する。 

２ 前項の公表方法については、別に定める。 

第２章 本学の組織 

第１節 教育及び研究の組織 

（学部及び学科） 

第４条 本学に、次の学部及び学科を置く。 

(１) 文学部 

ア 第１部 

（ア） 哲学科 

（イ） 東洋思想文化学科 

（ウ） 日本文学文化学科 

（エ） 英米文学科 

（オ） 史学科 

（カ） 教育学科 

（キ） 国際文化コミュニケーション学科 

イ 第２部 

（ア） 東洋思想文化学科 

（イ） 日本文学文化学科 
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（ウ） 教育学科 

(２) 経済学部 

ア 第１部 

（ア） 経済学科 

（イ） 国際経済学科 

（ウ） 総合政策学科 

イ 第２部 

（ア） 経済学科 

(３) 経営学部 

ア 第１部 

（ア） 経営学科 

（イ） マーケティング学科 

（ウ） 会計ファイナンス学科 

イ 第２部 

（ア） 経営学科 

(４) 法学部 

ア 第１部 

（ア） 法律学科 

（イ） 企業法学科 

イ 第２部 

（ア） 法律学科 

(５) 社会学部 

ア 第１部 

（ア） 社会学科 

（イ） 国際社会学科 

（ウ） メディアコミュニケーション学科 

（エ） 社会心理学科 

イ 第２部 

（ア） 社会学科 

(６) 理工学部 

ア 機械工学科 

イ 生体医工学科 

ウ 電気電子情報工学科 

エ 応用化学科 

オ 都市環境デザイン学科 

カ 建築学科 

(７) 国際学部 

ア グローバル・イノベーション学科 

イ 国際地域学科 

(８) 国際観光学部 

ア 国際観光学科 

(９) 生命科学部 

ア 生命科学科 

イ 応用生物科学科 

(10) 総合情報学部 

ア 総合情報学科 

(11) 食環境科学部 

ア 食環境科学科 

イ 健康栄養学科 

(12) 情報連携学部 
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ア 情報連携学科 

(13) 福祉社会デザイン学部 

ア 社会福祉学科 

イ 子ども支援学科 

ウ 人間環境デザイン学科 

(14) 健康スポーツ科学部 

ア 健康スポーツ科学科 

イ 栄養科学科 

２ 前項の学科のもとに、教育研究上の必要に応じ専攻等を置くことができる。 

３ 各学部における学部規程は、別に定める。 

（学部及び学科の教育研究上の目的） 

第４条の２ 各学部は、学部及び学科又は専攻の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

を学部規程に定める。 

（卒業の認定及び学位授与、教育課程の編成及び実施並びに入学者の受入れに関する方針） 

第４条の３ 各学部は、前条の目的を達成するために、学部及び学科又は専攻の卒業の認定及び学位

授与に関する方針、教育課程の編成及び実施に関する方針並びに入学者の受入れに関する方針を学

部規程に定める。 

（学生定員） 

第５条 本学の各学部及び学科又は専攻の学生定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 専攻 
入学定員 収容定員 

第１部 第２部 第１部 第２部 

文学部 哲学科 100 ― 400 ― 

 東洋思想文化学科 100 30 400 120 

 日本文学文化学科 133 50 532 200 

 英米文学科 133 ― 532 ― 

 史学科 133 ― 532 ― 

 教育学科 人間発達専攻 100 ― 400 ― 

  初等教育専攻 50 ― 200 ― 

   ― 40 ― 160 

 国際文化コミュニケーション学科 100 ― 400 ― 

 （計） 849 120 3,396 480 

経済学部 経済学科 250 150 1,000 600 

 国際経済学科 183 ― 732 ― 

 総合政策学科 183 ― 732 ― 

 （計） 616 150 2,464 600 

経営学部 経営学科 316 110 1,264 440 

 マーケティング学科 150 ― 600 ― 

 会計ファイナンス学科 216 ― 864 ― 

 （計） 682 110 2,728 440 

法学部 法律学科 250 120 1,000 480 

 企業法学科 250 ― 1,000 ― 

 （計） 500 120 2,000 480 

社会学部 社会学科 150 130 600 520 

 国際社会学科 150 ― 600 ― 

 メディアコミュニケーション学科 150 ― 600 ― 

 社会心理学科 150 ― 600 ― 

 （計）  600 130 2,400 520 
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理工学部 機械工学科 180 ― 720 ― 

 生体医工学科 113 ― 452 ― 

 電気電子情報工学科 113 ― 452 ― 

 応用化学科 146 ― 584 ― 

 都市環境デザイン学科 113 ― 452 ― 

 建築学科 146 ― 584 ― 

 （計）  811 ― 3,244 ― 

国際学部 グローバル・イノベーション学科 100 ― 400 ― 

 
国際地域学

科 
国際地域専攻 210 ― 840 ― 

  地域総合専攻 80 ― 320 ― 

 （計）  390 ― 1,560 ― 

国際観光学

部 
国際観光学科 366 ― 1,464 ― 

生命科学部 生命科学科 113 ― 452 ― 

 応用生物科学科 113 ― 452 ― 

 （計）  226 ― 904 ― 

総合情報学

部 

総合情報学科 
260 ― 1,040 ― 

食環境科学

部 

食環境科学

科 
フードサイエンス専攻 70 ― 280 ― 

 健康栄養学科 100 ― 400 ― 

 （計）  170 ― 680 ― 

情報連携学

部 
情報連携学科 300 ― 1,200 ― 

福祉社会デ

ザイン学部 
社会福祉学科 216 ― 864 ― 

 子ども支援学科 100 ― 400 ― 

 人間環境デザイン学科 160 ― 640 ― 

 （計） 476 ― 1,904 ― 

健康スポー

ツ科学部 
健康スポーツ科学科 230 ― 920 ― 

 栄養科学科 100 ― 400 ― 

 （計） 330 ― 1,320 ― 

〔合計〕  6,576 630 26,304 2,520 

２ 文学部第１部及び第２部東洋思想文化学科の「インド思想コース」、「中国語・中国哲学文学コ

ース」、「仏教思想コース」及び「東洋芸術文化コース」の定員は、別に定める文学部東洋思想文

化学科のコースに関する規程による。 

（通信教育課程） 

第６条 文学部日本文学文化学科及び法学部法律学科に、通信教育課程を置く。 

２ 通信教育課程に関する学則は、別に定める。 

（大学院） 

第７条 本学に、大学院を置く。 

２ 大学院に関する学則は、別に定める。 

（附属施設等） 

第８条 本学に、附属施設として図書館、研究所、センターその他の教育及び研究に必要な施設を置

くことができる。 
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２ 附属施設に関する規程は、別に定める。 

第２節 運営機関及び教職員 

（学長） 

第９条 本学に、学長を置く。 

２ 学長は、校務をつかさどり、所属教職員を統督する。 

（副学長） 

第９条の２ 本学に、副学長を置くことができる。 

２ 副学長は、学長を助け、学長の命を受けて校務をつかさどる。 

（学部長） 

第10条 各学部に、学部長を置く。 

２ 学部長は、当該学部に関する校務をつかさどる。 

（学部長会議） 

第11条 各学部の連絡調整及びその他緊急を要する事項につき、学長の諮問に応えるために学部長会

議を置く。 

２ 学部長会議に関する規程は、別に定める。 

（教授会） 

第12条 学長が決定を行うに当たり意見を述べる事項及び当該学部の運営に関する事項を審議するた

めに、各学部に教授会を置く。 

２ 教授会に関する規程は、別に定める。 

第13条 削除 

第14条 削除 

（各種委員会） 

第15条 学長が必要と認めるときは、課題ごとに委員会（以下「各種委員会」という。）を設置する

ことができる。 

２ 各種委員会に関する規程は、別に定める。 

第16条 削除 

（教職員） 

第17条 本学に、専任の教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、特殊資格職員、技術職員及び

現業職員を置く。 

２ 前項のほか、必要に応じ、非常勤の教員及び職員を置くことができる。 

（学外者研究員） 

第18条 本学に、学外者研究員を置くことができる。 

２ 学外者研究員に関する規程は、別に定める。 

第３章 修学等 

第１節 修業年限 

（修業年限） 

第19条 学部の修業年限は、４年とする。 

（修業年限の通算） 

第19条の２ 科目等履修生（大学入学資格を有しない者を除く。）として本学において一定の単位を

修得した者が本学に入学する場合、当該単位の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認め

られるときは、本学が定める期間を修業年限に通算することができる。ただし、その期間は、本学

の修業年限の２分の１を超えないものとする。 

２ 前項の修業年限の通算は、本学に入学した後に修得したものとみなすことのできる当該単位数、

その修得に要した期間その他教授会が必要と認める事項を勘案して行う。 

（在学年限） 

第20条 卒業に必要な単位を修得するために在学できる年数（以下「在学年数」という。）は、通算

して８年を限度とする。この場合において、休学年数は在学年数に算入しない。 

２ 再入学又は編入学をした者の在学年数は、前項の在学年数から再入学又は編入学までの通常の在

学の年数を控除した年数とする。 

第２節 学年、学期及び休業日 
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（学年） 

第21条 学年は４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。ただし、秋学期入学生については10月１

日に始まり、翌年９月30日に終わる。 

（学期） 

第22条 学年を分けて、次の２期とする。ただし、学長は、教授会の意見を聴いて、春学期の終了日

及び秋学期の開始日を変更することができる。 

(１) 春学期 ４月１日から９月30日まで 

(２) 秋学期 10月１日から翌年３月31日まで 

（休業日） 

第23条 本学における授業を行わない日（以下「休業日」という。）を、次のとおり定める。ただし、

学長は、教授会の意見を聴いて、休業日を変更し、又は臨時に休業日を設けることができる。 

(１) 日曜日 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和23年７月20日法律第178号）に規定する休日 

(３) 創立記念日（９月16日） 

(４) 学祖祭（６月６日） 

(５) 春季休業 ２月上旬から３月31日まで 

(６) 夏季休業 ８月上旬から９月30日まで 

(７) 冬季休業 12月下旬から翌年１月上旬まで 

第４章 入学、退学、休学、除籍等 

第１節 入学、留学等 

（入学の時期） 

第24条 入学期は、学期の初日から30日以内とする。 

（入学資格） 

第25条 学部第１年次に入学できる者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(１) 高等学校を卒業した者 

(２) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当す

る学校教育を修了した者を含む。） 

(３) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定したもの 

(４) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者 

(５) 文部科学大臣が指定した者 

(６) 大学入学資格検定（平成17年１月31日規程廃止）に合格した者 

(７) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部科学省令第１号）により文部科学大臣の行う

高等学校卒業程度認定試験に合格した者 

(８) その他本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力

があると認めた者で、18歳に達したもの 

（入学の志願及び選考） 

第26条 入学志願者は、所定の書式による入学願書を提出し、別表第１に定める入学検定料を納入し、

かつ、選考試験を受けなければならない。 

（入学の手続） 

第27条 入学を許可された者は、入学金を納入し、所定の書式により誓約書を提出しなければならな

い。 

（保証人） 

第28条 保証人は、父、母又はその他の成人者で独立の生計を営む者でなければならない。 

２ 保証人は、学生の在籍期間中の本学の諸規則の遵守について責任を負う。 

３ 学生は、保証人を変更し、又はその氏名若しくは居住地に変更があったときは、速やかに変更届

を提出しなければならない。 

（学生証） 

第29条 入学手続を終えた者には、学生証を交付する。 
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（編入学） 

第30条 学長は、次の各号のいずれかに該当する者が本学に編入学を希望するときは、選考のうえ、

編入学を許可することができる。 

(１) 短期大学を卒業した者 

(２) 大学を卒業した者 

(３) 高等専門学校を卒業した者 

(４) 専修学校の専門課程（文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了した者 

２ 編入学に関する規程は、別に定める。 

（転入学） 

第31条 学長は、他の大学の学生が、その大学の許可を得て本学に転入学を願い出たときは、選考の

うえ、転入学を認めることができる。 

２ 転入学に関する規程は、別に定める。 

（転部・転科） 

第32条 学長は、学生が学部の他の部へ、又は他の学部及び学科又は専攻へ転部及び転科を願い出た

ときは、選考のうえ、これを許可することができる。 

２ 転部・転科に関する規程は、別に定める。 

（留学） 

第33条 学長は、学生が外国の大学で学修することを願い出たときは、教授会の意見を聴いて留学を

許可することができる。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、在学年数に算入する。 

（二重学籍の禁止） 

第34条 学生は、他の学部学科又は他の大学と併せて在学することはできない。ただし、本学と本学

の協定大学の間で実施されるダブル・ディグリー・プログラム及びジョイント・ディグリー・プロ

グラムへの参加者には適用しない。 

第２節 休学、退学、転学及び除籍 

（休学） 

第35条 引続き３カ月以上修学できない学生が休学を願い出たときは、学長は教授会の意見を聴いて、

これを許可することができる。 

２ 休学は、連続する２学期限りとする。ただし、特別の事情がある場合は、学長は教授会の意見を

聴いて、２学期を超える期間の休学を許可することができる。 

３ 休学の期間は、通算して８学期を超えることはできない。 

４ 願いにより休学した者が、休学の期間が満了した場合又は休学期間中に休学の理由が消滅した場

合において、復学を願い出たときは、学長は教授会の意見を聴いて、これを許可することができる。 

（退学） 

第36条 学生が理由を明確にして退学を願い出たときは、学長は教授会の意見を聴いて、これを許可

することができる。 

２ 願いにより退学した者が、再入学を願い出たときは、学長は教授会の意見を聴いて、これを許可

することができる。 

（転学） 

第37条 学生が転学を願い出たときは、学長は教授会の意見を聴いて、これを許可することができる。 

（除籍） 

第38条 次に掲げる各号のいずれかに該当する者は、所定の手続を経て、除籍する。 

(１) 授業料その他の学費を所定の期日までに納入しない者 

(２) 第20条に規定する在学年数を超えた者 

(３) 第35条第３項に規定する休学期間を超えた者 

(４) 新入生で指定された期限までに履修登録を行わないこと、その他本学において修学の意思が

ないと認められる者 

(５) 出入国管理及び難民認定法（昭和26年10月４日政令第319号）に定める「留学」又は他の中長

期在留資格の取得が不許可又は不交付とされた者 

２ 学生は、除籍されることにより、学生の身分を失う。 
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３ 第１項の規定（第２号及び第３号に掲げる者を除く。）により除籍された者が、再入学を願い出

たときは、学長は教授会の意見を聴いて、これを許可することができる。 

第５章 教育課程及び履修方法 

（教育課程） 

第39条 本学は、本学の目的並びに学部及び学科又は専攻の教育上の目的を達成するために必要な授

業科目を自ら開設し、体系的に教育課程を編成する。 

２ 教育課程の編成に当っては、学部及び学科又は専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広

く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮する。 

３ 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次等に配当して

編成する。 

４ 各学部及び学科又は専攻の教育課程における科目区分、授業科目の名称、単位数、配当及び履修

方法は、各学部において学部規程に定める。 

５ 外国人留学生（海外帰国子女を含む。）に対しては、前項に掲げる授業科目の一部に代えて、又

はこれに加えて特別の授業科目を置くことができる。 

（授業の方法） 

第39条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用によ

り行う。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣の定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該授

業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 前項の授業方法により修得する単位数は、60単位を超えないものとする。 

（授業の期間） 

第39条の３ 授業の期間は、学期ごとに15週にわたる期間並びに15週に１週を加えた16週の前半及び

後半の８週にわたる期間とする。 

２ 授業の期間の日程は、学長が教授会の意見を聴いて定める。 

３ 前項の規定にかかわらず、教育上必要があり、かつ、十分な教育効果をあげることができる場合

には、教授会の審議を経て授業の期間の日程以外の期日に授業を実施することができる。 

（成績評価基準等の明示等） 

第39条の４ 本学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画をあらかじめ明

示する。 

２ 本学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、

学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準に従って適切に行う。 

（単位の授与） 

第40条 授業科目を履修する場合、その授業科目の授業に出席し、かつ、試験に合格した者には、そ

の授業科目の単位を与える。 

（単位の計算方法） 

第41条 授業科目の単位数は、１単位につき45時間の学修を要することを標準とし、次の基準により

単位数を計算する。 

(１) 講義及び演習については、15時間から30時間の授業をもって１単位とする。 

(２) 実験、実習及び実技については、30時間から45時間の授業をもって１単位とする。 

(３) １の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用により

行う場合は、その組合せに応じ、前２号に規定する基準を考慮して１単位の授業時間を定める。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究等については、これらの学修の成果を評価して単

位を授与することが適切と認められる場合は、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定める

ことができる。 

３ １単位の計算基礎となる授業時間については、学長が教授会の意見を聴いて定める。 

（履修手続） 

第42条 授業科目の履修は、各学期の所定の期日内に届け出て許可を得なければならない。 

２ 他の学部及び学科又は専攻の授業科目の履修については、前項の規定を準用する。 

３ 各学部は、卒業の要件として学生が修得すべき単位数について、学生が１年間又は１学期に履修

科目として登録することができる単位数の上限を学部規程に定める。 
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（他の大学の授業科目の履修） 

第43条 教育上有益と認めるときは、他の大学との協議に基づき、学生に当該大学の授業科目を履修

させることができる。 

２ 前項の規定により履修した授業科目の単位については、学長は教授会の意見を聴いて、60単位を

限度に卒業所要単位として認めることができる。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第43条の２ 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学

修その他文部科学大臣が別に定める学修を本学における授業科目の履修とみなし、単位を認めるこ

とができる。 

２ 前項により認めることができる単位数は、前条により本学において修得したものと認める単位数

と合わせて、60単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第43条の３ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学において履修

した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を本学に入学し

た後の本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する学修を本学

における授業科目の履修とみなし、単位を認めることができる。 

３ 前２項により修得したものとみなし、又は認めることのできる単位数は、編入学、転学等の場合

を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第43条第２項及び第43条の２第２項に

より本学において修得したものとみなす単位数と合わせて、60単位を超えないものとする。 

（留学の場合の準用） 

第44条 第43条第２項の規定は、学生が外国の大学に留学する場合について準用する。 

（教育職員その他の資格） 

第45条 学部及び学科又は専攻等において取得できる教育職員その他の資格は、各学部において学部

規程に定める。 

２ 前項の資格取得のための授業科目及び単位数は、各学部において学部規程に定める。 

第６章 試験及び成績 

（試験） 

第46条 試験は、筆記又は口述による。ただし、必要と認めるときは、試験に代えて論文その他の方

法によることができる。 

２ 試験の評価点は、100点満点とし、60点以上を合格とする。 

（試験の期間） 

第47条 試験は、学期末又は学年末に行う。ただし、必要があると認めるときは、その他の時期に行

うことができる。 

（受験の条件） 

第48条 試験は、履修した科目でなければ受けることはできない。 

２ 学費等を納入しない者は、試験を受けることはできない。 

３ 休学又は停学の期間中は、試験を受けることはできない。 

（追試験） 

第49条 疾病その他のやむを得ない事情により第47条に規定する試験を受けることができない者には、

追試験を行うことができる。 

２ 追試験を受けようとする者は、その旨の願い出をしなければならない。 

（成績の表示） 

第50条 試験の成績は、Ｓ（100点から90点まで）、Ａ（89点から80点まで）、Ｂ（79点から70点まで）、

Ｃ（69点から60点まで）、Ｄ（59点から40点まで）及びＥ（39点以下）で表示し、Ｓ、Ａ、Ｂ及び

Ｃを合格とし、Ｄ及びＥを不合格とする。 

（成績の通知） 

第51条 試験の成績は、学生に通知する。 

第７章 卒業及び学士の学位 

（卒業に必要な単位） 
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第52条 各学部及び学科又は専攻の卒業に必要な単位は、各学部において学部規程に定める。 

（卒業の要件） 

第53条 卒業の要件は、次のとおりとする。 

(１) ４年以上在学すること。 

(２) 各学部が定める卒業に必要な要件を充足していること。 

２ 前項の規定にかかわらず、３年以上在学し卒業に必要な単位を優秀な成績で修得したと認める場

合には、文部科学大臣の定めるところにより、卒業させることができる。 

第54条 削除 

（学士の学位） 

第55条 卒業した者には、その履修した課程に従い、次の各号に掲げる学士の学位を授与し、卒業証

書・学位記を交付する。 

(１) 文学部第１部（教育学科を除く。）・第２部（教育学科を除く。） 学士（文学） 

(２) 文学部第１部教育学科・第２部教育学科 学士（教育学） 

(３) 経済学部第１部・第２部 学士（経済学） 

(４) 経営学部第１部・第２部 学士（経営学） 

(５) 法学部第１部・第２部 学士（法学） 

(６) 社会学部第１部・第２部 学士（社会学） 

(７) 理工学部 

ア 機械工学科 学士（理工学） 

イ 生体医工学科 学士（理工学） 

ウ 電気電子情報工学科 学士（理工学） 

エ 応用化学科 学士（理工学） 

オ 都市環境デザイン学科 学士（工学） 

カ 建築学科 学士（工学） 

(８) 国際学部 

ア グローバル・イノベーション学科 学士（グローバル・イノベーション学） 

イ 国際地域学科 学士（国際地域学） 

(９) 国際観光学部 学士（国際観光学） 

(10) 生命科学部 学士（生命科学） 

(11) 総合情報学部 学士（情報学） 

(12) 食環境科学部 

ア 食環境科学科 学士（食環境科学） 

イ 健康栄養学科 学士（健康栄養学） 

(13) 情報連携学部 学士（情報連携学） 

(14) 福祉社会デザイン学部 

ア 社会福祉学科 学士（社会福祉学） 

イ 子ども支援学科 学士（子ども支援学） 

ウ 人間環境デザイン学科 学士（人間環境デザイン学） 

(15) 健康スポーツ科学部 

ア 健康スポーツ科学科 学士（健康スポーツ科学） 

イ 栄養科学科 学士（栄養科学） 

 

第８章 賞罰及び奨学 

（表彰） 

第56条 学長は、人物及び学業が優秀な者、顕著な善行のあった者及び課外活動の成果が顕著な者に

対し、表彰することができる。 

２ 表彰の種類は、次のとおりとする。 

(１) 特待生 一定期間の学費の免除又は減額 

(２) 優等生 賞状及び賞品の授与 

(３) その他の表彰 
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（懲戒） 

第57条 学長は、本学の学則その他の規程に反し、又は学生の本分に反する行為があった学生に対し、

教授会の意見を聴いて、行為の軽重と教育上の必要とを考慮して、譴責、停学又は退学の処分をす

ることができる。 

２ 退学処分は、次の各号のいずれかに該当する者以外には、これを行うことはできない。 

(１) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(２) 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

(３) 正当な理由なくして出席常でない者 

(４) 本学の秩序を乱し、その他学生の本分に反した者 

（奨学） 

第57条の２ 本学に、奨学制度を置く。 

２ 奨学制度に関する規程は、別に定める。 

第９章 委託学生、科目等履修生及び特別聴講生 

（委託学生） 

第58条 国、法人その他の団体から本学での学修を委託されたときは、その者（以下「委託学生」と

いう。）の履修を許可することができる。 

２ 委託学生として学修することができる者は、大学入学資格を有する者でなければならない。 

３ 委託学生に関する規程は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第59条 特定の授業科目を履修しようとする者が願い出たときは、科目等履修生として当該授業科目

の履修を許可することができる。 

２ 科目等履修生に関する規程は、別に定める。 

（特別聴講生） 

第60条 他の大学（外国の大学を含む。）及び短期大学（以下「大学等」という。）の学生が、本学

における授業科目の履修を願い出たときは、当該大学等との協議に基づき、特別聴講生として許可

することができる。 

２ 特別聴講生に関する規程は、別に定める。 

（委託学生及び科目等履修生に対するこの学則の準用） 

第61条 この学則は、別段の定めがある場合を除き、委託学生及び科目等履修生に準用する。この場

合において、学則中「学生」とあるのは、それぞれ必要に応じ、「委託学生」又は「科目等履修生」

と読み替える。 

第10章 外国人留学生 

（外国人留学生） 

第62条 外国人留学生に関する規程は、別に定める。 

（外国人留学生に対するこの学則の準用） 

第62条の２ この学則は、別段の定めがある場合を除き、外国人留学生に準用する。この場合におい

て、学則中「学生」とあるのは、必要に応じ、「外国人留学生」と読み替える。 

第11章 学費等 

第１節 検定料及び選考料 

（入学検定料等） 

第63条 入学を願い出る者は、別表第１に掲げる検定料を納入しなければならない。 

２ 転部・転科を願い出る者は、別表第２に掲げる検定料を納入しなければならない。 

（選考料） 

第64条 科目等履修生となることを志願する者は、別表第４に掲げる選考料を納入しなければならな

い。 

第２節 学費、科目等履修料等 

（授業料、入学金その他の学費） 

第65条 学生の学費は、入学金、授業料、一般施設設備資金、実験実習費及び教育充実費とし、その

額は別表第３のとおりとする。 

（学費の減免） 
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第66条 学長は、学業及び人物が優秀な学生に対しては、教授会の意見を聴いて、学費の一部又は全

部を免除することができる。 

（退学の場合の学費） 

第67条 退学し、又は退学を命ぜられた学生に対しては、その学期間の授業料、一般施設設備資金、

実験実習費及び教育充実費を徴収する。停学を命ぜられた場合も、同様とする。 

（休学の場合の学費） 

第68条 休学する学生に対しては、その休学期間中の一般施設設備資金の半額を徴収し、授業料、実

験実習費及び教育充実費は徴収しない。 

（委託学生及び科目等履修生の学費） 

第69条 委託学生の授業料その他の学費並びに科目等履修生の授業料その他の学費及び登録料は、別

表第４のとおりとする。 

第３節 手数料 

（手数料） 

第70条 手数料の種類及び額は、別に定める。 

第４節 学費の返還制限 

（学費の返還制限） 

第71条 納入した学費は、原則として返還しない。 

第12章 正規外の講座 

（公開講座） 

第72条 本学は、学術文化の普及を図るため、学外者を対象とする公開講座を開講することができる。 

（課外講座） 

第73条 本学は、必要に応じ、特殊な知識及び技能を修得させるため、正規の講座の他に課外講座を

開講することができる。 

（正規外講座に関する規程） 

第74条 前２条で定める講座に関する規程は、別に定める。 

第13章 厚生寮、学生寮及び厚生保健施設 

（厚生寮） 

第75条 本学に、セミナーハウス等の厚生寮を設置する。 

（学生寮） 

第76条 本学に、合宿所等の学生寮を設置する。 

２ 学生寮は、集団生活による社会的及び規律的生活の訓練をすることを目的とする。 

（医務室等） 

第77条 本学に医務室等を設け、教職員及び本学学生の保健衛生に関する処置を講ずる。 

（体育館及び運動場） 

第78条 本学に体育館及び運動場を設け、体育の向上に資する。 

（学生スポーツ協議会） 

第79条 本学に、学生スポーツ奨励の推進機関として学生スポーツ協議会を置く。 

第14章 補則 

第80条 削除 

第81条 削除 

（改正） 

第82条 この学則の改正は、学長が各学部教授会の意見を聴いて理事会に提案し、理事会の議を経て

理事長が行う。 

附 則 

１ この学則は、昭和61年４月１日から施行する。 

２ 経過措置 

(１) 第48条の規定にかかわらず、昭和61年度から昭和74年度までの間の入学定員は、次のとおり

とする。 

  入学定員 
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学部 学科 第１部 第２部 

文学部 哲学科 50（人）  

 印度哲学科 50 40 

 中国哲学文学科 40  

 国文学科 140 100 

 英米文学科 120  

 史学科 60  

 教育学科 60 50 

 計 520 190 

経済学部 経済学科 500 200 

経営学部 経営学科 250 200 

 商学科 250  

 計 500 200 

法学部 法律学科 250 200 

 経営法学科 250  

 計 500 200 

社会学部 社会学科 150 130 

 応用社会学科 250  

 計 400 130 

(２) 文学部第１部、経済学部第１部、経営学部第１部、法学部第１部、社会学部第１部の総学生

定員については、第48条の規定にかかわらず、昭和61年度から昭和63年度までは次のとおりとす

る。 

  総学生定員 

学部 学科 昭和61年度 昭和62年度 昭和63年度 

文学部 哲学科 170 180 190 

第１部 印度哲学科 155 170 185 

 中国哲学文学科 130 140 150 

 国文学科 470 500 530 

 英米文学科 420 440 460 

 史学科 180 200 220 

 教育学科 195 210 225 

 計 1,720 1,840 1,960 

経済学部 経済学科 1,360 1,520 1,680 

第１部  (1,400) (1,600) (1,800) 

経営学部 経営学科 680 760 840 

第１部  (700) (800) (900) 

 商学科 680 760 840 

  (700) (800) (900) 

 計 1,360 1,520 1,680 

  (1,400) (1,600) (1,800) 

法学部 法律学科 850 900 950 

第１部 経営法学科 850 900 950 

 計 1,700 1,800 1,900 

社会学部 社会学科 450 500 550 

第１部 応用社会学科 850 900 950 

 計 1,300 1,400 1,500 

（注）（ ）内は、期間を付した入学定員を含んだ総学生定員である。 

(３) 昭和60年度以前の入学生の授業料その他の学費は、第50条別表(５)の規定にかかわらず、な
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お従前の例による。 

附 則（昭和62年４月１日） 

１ この学則は、昭和62年４月１日から実施する。 

２ 経過措置 

工学部の総学生定員については、第48条の規定にかかわらず、昭和62年度から昭和64年度までは

次のとおりとする。 

  総学生定員 

学部 学科 昭和62年度 昭和63年度 昭和64年度 

工学部 機械工学科 510 540 570 

 電気工学科 430 460 490 

 応用化学科 430 460 490 

 土木工学科 420 440 460 

 建築学科 430 460 490 

 情報工学科 360 400 440 

 計 2,580 2,760 2,940 

附 則（昭和63年４月１日） 

この学則は、昭和63年４月１日から実施する。 

附 則（昭和63年９月26日） 

１ この学則は、昭和63年９月26日から実施する。 

２ 経過措置 

昭和63年度以前の入学生の授業料その他の学費は、第50条別表(５)の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

附 則（昭和63年11月４日） 

この学則は、昭和63年11月４日から実施する。 

附 則（平成元年４月１日） 

この学則は、平成元年４月１日から実施する。 

附 則（平成元年６月22日） 

この学則は、平成元年６月22日から実施する。 

附 則（平成２年４月１日） 

１ この学則は、平成２年４月１日から施行し、平成２年度入学生から適用する。 

２ 平成元年度以前の入学生については、第50条別表(５)の規定にかかわらず、なお、従前の例によ

る。 

ただし、一般施設設備資金については、各年度の当該額に消費税法第29条に定める税率100分の３

を乗じた額を加算する。 

附 則（平成２年４月１日） 

この学則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年４月１日） 

１ この学則は、平成３年４月１日から施行する。 

２ 東洋大学の工学部電気工学科は、改正後の学則第３条の規定にかかわらず平成３年３月31日の当

該学科に在学するものが当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 第48条の規定にかかわらず、平成３年度から平成11年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

  入学定員 

学部 学科 第１部 第２部 

文学部 哲学科 60  

 印度哲学科 60 40 

 中国哲学文学科 50  

 国文学科 160 100 

 英米文学科 130  

 史学科 70  
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 教育学科 70 50 

 計 600 190 

経済学部 経済学科 500 200 

経営学部 経営学科 280 200 

 商学科 280  

 計 560 200 

法学部 法律学科 250 200 

 経営法学科 250  

 計 500 200 

社会学部 社会学科 190 130 

 応用社会学科 310  

 計 500 130 

工学部 機械工学科 170  

 電気電子工学科 150  

 応用化学科 150  

 土木工学科 130  

 建築学科 150  

 情報工学科 130  

 計 880  

 合計 3,540 920 

４ 高等学校の教員免許状を授与されるに必要な資格を取得しようとする者のうち「地理歴史」及び

「公民」については、平成２年度入学生から適用する。 

５ 第６条別表(１)・(２)に定める文学部第１部印度哲学科及び教育学科の基礎教育科目、専門教育

科目並びに第12条別表(４)に定める文学部第１部の印度哲学科、史学科及び教育学科の卒業に必要

な履修単位については、平成２年度入学生から適用し、平成元年度以前の入学生については、なお

従前の例による。 

６ 第12条別表(４)に定める文学部第２部の印度哲学科、国文学科及び教育学科並びに経済学部第２

部経済学科の卒業に必要な履修単位については、昭和63年度入学生から適用し、昭和62年度以前の

入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成３年７月１日） 

１ この学則は、平成３年７月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第50条別表(５)については平成３年10月１日から施行し、平成４年度

入学生から適用する。 

３ 平成３年度以前の入学生については、第50条別表(５)の規定にかかわらず、なお従前の例による。

ただし、一般施設設備資金については、各年度の当該額に103分の100を乗じた額とする。 

附 則（平成４年４月１日） 

１ この学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ 第48条の規定にかかわらず、平成４年度から平成11年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

  入学定員 

学部 学科 第１部 第２部 

文学部 哲学科 60  

 印度哲学科 60 40 

 中国哲学文学科 50  

 国文学科 170 100 

 英米文学科 140  

 史学科 70  

 教育学科 70 50 

 計 620 190 

-学則-17-



 

経済学部 経済学科 550 200 

経営学部 経営学科 280 200 

 商学科 280  

 計 560 200 

法学部 法律学科 300 200 

 経営法学科 300  

 計 600 200 

社会学部 社会学科 190 130 

 応用社会学科 200  

 社会福祉学科 110  

 計 500 130 

工学部 機械工学科 170  

 電気電子工学科 150  

 応用化学科 150  

 土木工学科 130  

 建築学科 150  

 情報工学科 130  

 計 880  

 合計 3,710 920 

附 則（平成５年４月１日） 

この学則は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年10月１日） 

この学則は、平成５年10月１日から施行する。 

附 則（平成５年11月１日） 

この学則は、平成５年11月１日から施行する。 

附 則（平成６年４月１日） 

この学則は、平成６年４月１日から施行し、平成６年度入学生から適用する。 

附 則（平成６年９月５日） 

１ この学則は、平成６年９月５日から施行する。 

２ 平成６年度以前の入学生の授業料、入学金その他の学費については、第50条別表(５)の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成７年４月１日） 

１ この学則は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 工学部土木工学科は、改正後の学則第３条の規定にかかわらず平成７年３月31日に当該学科に在

学するものが当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 第48条の規定にかかわらず、工学部環境建設学科における平成７年度から平成11年度までの入学

定員は、130名とする。 

附 則（平成８年４月１日） 

１ この学則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ 第39条、第45条及び第52条については、平成８年度入学生から適用し、平成７年度以前の入学生

については、なお従前の例による。 

附 則（平成９年４月１日） 

この学則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年４月１日） 

１ この学則は、平成10年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第52条別表(１)については、平成10年度入学生から適用する。 

附 則（平成10年６月１日） 

この学則は、平成10年６月１日から施行する。 

附 則（平成10年９月１日） 
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１ この学則は、平成10年９月１日から施行する。 

２ 平成10年度以前の入学生の授業料その他の学費については、次項に定める場合を除き、第65条の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 平成10年度以前の入学生が、平成15年度以降において修業年限を超えて在学する場合の授業料そ

の他の学費については、第65条の規定にかかわらず、当該年度の４年次生の例による。 

４ 平成10年度科目等履修生の選考料及び登録料については、第64条及び第69条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則（平成11年４月１日） 

この学則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年４月１日） 

１ この学則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 文学部第１部国文学科及び社会学部第１部応用社会学科は、改正後の第４条の規定にかかわらず

平成12年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものと

する。 

３ 第５条の規定にかかわらず、平成12年度から平成15年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

入学定員 入学定員 入学定員 入学定員 

第１部 第２部 第１部 第２部 第１部 第２部 第１部 第２部 

文学部 哲学科 54  53  52  51  

 印度哲学科 54 40 53 40 52 40 51 40 

 中国哲学文学科 44  43  42  41  

 国文学科  100  100  100  100 

 
日本文学文化学

科 
242  229  216  203  

 英米文学科 128  126  124  122  

 
英語コミュニケ

ーション学科 
140  130  120  110  

 史学科 114  113  112  111  

 教育学科 64 50 63 50 62 50 61 50 

 （計） 840 190 810 190 780 190 750 190 

経済学部 経済学科 261 200 252 200 243 200 234 200 

 国際経済学科 165  165  165  165  

 
社会経済システ

ム学科 
165  165  165  165  

 （計） 591 200 582 200 573 200 564 200 

経営学部 経営学科 275 200 270 200 265 200 260 200 

 商学科 275  270  265  260  

 （計） 550 200 540 200 530 200 520 200 

法学部 法律学科 295 200 290 200 285 200 280 200 

 経営法学科 295  290  285  280  

 （計） 590 200 580 200 570 200 560 200 

社会学部 社会学科 126 130 122 130 118 130 114 130 

 
社会文化システ

ム学科 
110  110  110  110  

 
メディアコミュ

ニケーション学

科 

122  119  116  113  
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 社会心理学科 118  116  114  112  

 社会福祉学科 114  113  112  111  

 （計） 590 130 580 130 570 130 560 130 

工学部 機械工学科 168  166  164  162  

 電気電子工学科 148  146  144  142  

 応用化学科 148  146  144  142  

 環境建設学科 129  128  127  126  

 建築学科 148  146  144  142  

 情報工学科 129  128  127  126  

 （計） 870  860  850  840  

国際地域学

部 

 

国際地域学科 150  150  150  150  

 

２年次

25 
 
２年次

25 
 
２年次

25 
 
２年次

25 
 

３年次

25 
 
３年次

25 
 
３年次

25 
 
３年次

25 
 

生命科学部 生命科学科 100  100  100  100  

〔合計〕 4,281 920 4,202 920 4,123 920 4,044 920 

  
２年次

25 
 
２年次

25 
 
２年次

25 
 
２年次

25 
 

  
３年次

25 
 
３年次

25 
 
３年次

25 
 
３年次

25 
 

附 則（平成12年４月１日） 

１ この学則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 第39条、第45条及び第52条については、平成12年度入学生から適用し、平成11年度以前の入学生

については、なお従前の例による。 

附 則（平成12年４月１日） 

１ この学則は、平成12年４月１日から施行する。 

２ 第43条第２項、第43条の２第２項、第43条の３第３項及び第53条第２項については、平成12年度

入学生から適用し、それ以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成12年７月１日） 

１ この学則は、平成12年７月１日から施行し、平成13年度入学志願者から適用する。 

２ 平成13年４月１日以前の入学者の検定料については、なお従前の例による。 

附 則（平成13年４月１日） 

１ この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 第５条の規定にかかわらず、平成13年度から平成15年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 

入学定員 入学定員 入学定員 

第１部 第２部 第１部 第２部 第１部 第２部 

文学部 哲学科 53  52  51  

 印度哲学科 53 40 52 40 51 40 

 
中国哲学文学

科 
43  42  41  

 国文学科  100  100  100 

 
日本文学文化

学科 
229  216  203  

 英米文学科 126  124  122  

 英語コミュニ 130  120  110  
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ケーション学

科 

 史学科 113  112  111  

 教育学科 63 50 62 50 61 50 

 （計） 810 190 780 190 750 190 

経済学部 経済学科 252 200 243 200 234 200 

 国際経済学科 165  165  165  

 
社会経済シス

テム学科 
165  165  165  

 （計） 582 200 573 200 564 200 

経営学部 経営学科 270 200 265 200 260 200 

 商学科 270  265  260  

 （計） 540 200 530 200 520 200 

法学部 法律学科 265 200 260 200 255 200 

 経営法学科 265  260  255  

 （計） 530 200 520 200 510 200 

社会学部 社会学科 122 130 118 130 114 130 

 
社会文化シス

テム学科 
110  110  110  

 
メディアコミ

ュニケーショ

ン学科 

119  116  113  

 社会心理学科 116  114  112  

 社会福祉学科 113  112  111  

 （計） 580 130 570 130 560 130 

工学部 機械工学科 166  164  162  

 
電気電子工学

科 
146  144  142  

 応用化学科 146  144  142  

 環境建設学科 128  127  126  

 建築学科 146  144  142  

 情報工学科 128  127  126  

 （計） 860  850  840  

国際地域学

部 
国際地域学科 150  150  150  

  ２年次25  ２年次25  ２年次25  

  ３年次25  ３年次25  ３年次25  

 国際観光学科 230  220  210  

 （計） 380  370  360  

  ２年次25  ２年次25  ２年次25  

  ３年次25  ３年次25  ３年次25  

生命科学部 生命科学科 100  100  100  

〔合計〕 4,382 920 4,293 920 4,204 920 

２年次25  ２年次25  ２年次25  

３年次25  ３年次25  ３年次25  

附 則（平成13年４月１日） 
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１ この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 文学部第２部国文学科、経営学部第１部商学科及び法学部第１部経営法学科は、改正後の第４条

の規定にかかわらず、平成13年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまで

の間、存続するものとする。 

３ 第５条の規定にかかわらず、経営学部第１部マーケティング学科及び法学部第１部企業法学科の

平成13年度から平成15年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 

入学定員 入学定員 入学定員 

第１部 第１部 第１部 

経営学部 マーケティング学科 270 265 260 

法学部 企業法学科 265 260 255 

附 則（平成13年４月１日） 

１ この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 第５条の規定にかかわらず、平成13年度から平成15年度までの入学定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 

入学定員 入学定員 入学定員 

第１部 第２部 第１部 第２部 第１部 第２部 

文学部 哲学科 53  52  51  

 印度哲学科 53 40 52 40 51 40 

 
中国哲学文学

科 
43  42  41  

 
日本文学文化

学科 
229 100 216 100 203 100 

 英米文学科 126  124  122  

 
英語コミュニ

ケーション学

科 

130  120  110  

 史学科 113  112  111  

 教育学科 63 50 62 50 61 50 

 （計） 810 190 780 190 750 190 

経済学部 経済学科 252 200 243 200 234 200 

 国際経済学科 165  165  165  

 
社会経済シス

テム学科 
165  165  165  

 （計） 582 200 573 200 564 200 

経営学部 経営学科 270 200 265 200 260 200 

 
マーケティン

グ学科 
270  265  260  

 （計） 540 200 530 200 520 200 

法学部 法律学科 265 200 260 200 255 200 

 企業法学科 265  260  255  

 （計） 530 200 520 200 510 200 

社会学部 社会学科 122 130 118 130 114 130 

 
社会文化シス

テム学科 
110  110  110  

 
メディアコミ

ュニケーショ
119  116  113  
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ン学科 

 社会心理学科 116  114  112  

 社会福祉学科 113 75 112 75 111 75 

   ３年次10  ３年次10  ３年次10 

 （計） 580 205 570 205 560 205 

   ３年次10  ３年次10  ３年次10 

工学部 機械工学科 166  164  162  

 
電気電子工学

科 
146  144  142  

 応用化学科 146  144  142  

 環境建設学科 128  127  126  

 建築学科 146  144  142  

 情報工学科 128  127  126  

 
コンピュテー

ショナル情報

工学科 

100  100  100  

 （計） 960  950  940  

国際地域学

部 
国際地域学科 150  150  150  

  ２年次25  ２年次25  ２年次25  

  ３年次25  ３年次25  ３年次25  

 国際観光学科 230  220  210  

 （計） 380  370  360  

  ２年次25  ２年次25  ２年次25  

  ３年次25  ３年次25  ３年次25  

生命科学部 生命科学科 100  100  100  

 〔合計〕 4,482 995 4,393 995 4,304 995 

  ２年次25  ２年次25  ２年次25  

  ３年次25 ３年次10 ３年次25 ３年次10 ３年次25 ３年次10 

附 則（平成13年４月１日） 

１ この学則は、平成13年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第25条第３号、第４号、第５号、第６号、第30条第１項第４号、第43

条の２第１項及び第53条第２項については、平成13年１月６日から施行する。 

３ 第39条、第45条第１項別表(３)の１、別表(３)の２、第３項別表(３)の４③、第４項別表(３)の

５及び第52条については、平成13年度入学生から適用し、平成12年度以前の入学生については、な

お従前の例による。 

附 則（平成14年４月１日） 

１ この学則は、平成14年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、別表(３)の２、第50条については、平成14

年度入学生から適用し、それ以前については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、第39条第１項別表(２)の社会学部第１部社会福祉学科の教育課程表に

ついては、平成13年度入学生から適用する。 

附 則（平成14年７月15日） 

この学則は、平成14年７月15日から施行する。 

附 則（平成15年４月１日） 

１ この学則は、平成15年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)および第52条別表(１)については、平成15年度入学生から適用し、平成14
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年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成15年４月１日） 

この学則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年４月１日） 

１ この学則は、平成16年４月１日から施行する。 

２ 東洋大学文学部第１部印度哲学科及び第２部印度哲学科は、改正後の学則の規定にかかわらず、

平成16年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものと

する。 

附 則（平成16年４月１日） 

１ この学則は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第25条の規定は、平成15年12月１日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第39条別表(２)、第45条別表(３)の２、(３)の３、(３)の４、(３)の

５、第52条別表(１)については、平成16年度入学生から適用し、平成15年度以前の入学生について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成17年４月１日） 

１ この学則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ 工学部電気電子工学科及びコンピュテーショナル情報工学科は、改正後の第４条の規定にかかわ

らず、平成17年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続する

ものとする。 

３ 改正後の第５条の規定にかかわらず、国際地域学部国際地域学科の平成17年度から平成19年度ま

での入学定員及び編入学定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 
平成17年度 平成18年度 平成19年度 

入学定員 入学定員 入学定員 

国際地域学部 国際地域学科 180 180 180 

２年次 25 ２年次 ０ ２年次 ０ 

３年次 25 ３年次 25 ３年次 ０ 

４ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、第４項別表(３)の５及び第52条別表(１)に

ついては、平成17年度入学生から適用し、平成16年度以前の入学生については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成17年４月１日） 

１ この学則は、平成17年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)については、平成17年度入学生から適用し、平成16年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成18年４月１日） 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年４月１日） 

１ この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)及び第45条第１項別表(３)の１、別表(３)の２については、平成18年度入

学生から適用し、平成17年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、ライフデザイン学部健康スポーツ学科の平成17年度入学生が、中学校

教諭１種免許状（保健体育）及び高等学校教諭１種免許状（保健体育）を取得するために、第39条

第１項別表(２)及び第45条第１項別表(３)の２の科目を履修する場合においては、この限りではな

い。 

附 則（平成18年４月１日） 

１ この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 平成17年度以前の入学生の学費については、第65条別表(４)の３の規定にかかわらず、なお従前

の例によるものとし、当該者が平成21年度以降において修業年限を超えて在学する場合の学費につ

いては、当該年度に在学する４年次生の学費を適用する。 

附 則（平成18年４月１日） 
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１ この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成17年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成18年４月１日） 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年４月１日） 

この学則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月１日） 

この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月１日） 

１ この学則は、平成19年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)及び第45条別表(３)の１については、平成19年度入学生から適用し、平成

18年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、第39条第１項別表(２)のライフデザイン学部人間環境デザイン学科の

教育課程表は、平成18年度入学生から適用する。 

附 則（平成20年４月１日） 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 第５条、第39条第１項別表(２)、第45条別表(３)の１・２、第52条別表(１)、第55条及び第65条

別表(４)の３については、平成20年度入学生から適用し、平成19年度以前の入学生については、な

お従前の例による。 

附 則（平成20年４月１日） 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 経済学部第１部社会経済システム学科は、改正後の第４条の規定にかかわらず、平成20年３月31

日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則（平成20年４月１日） 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、別表(３)の２及び第52条別表(１)について

は、平成20年度入学生から適用し、平成19年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成20年４月１日） 

１ この学則は、平成20年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の２、第３項別表(３)の４及び第52条別表(１)に

ついては、平成20年度入学生から適用し、平成19年度以前の入学生については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成20年７月22日） 

この学則は、平成20年７月22日から施行する。 

附 則（平成21年４月１日） 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 平成20年度以前の入学生の授業料その他の学費については、第65条別表(４)の３の規定にかかわ

らず、なお従前の例によるものとし、当該者が平成24年度以降において修業年限を超えて在学する

場合の学費については、当該年度に在学する４年次生の学費を適用する。 

附 則（平成21年４月１日） 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 工学部機械工学科、電子情報工学科、応用化学科、環境建設学科、建築学科、情報工学科、コン

ピュテーショナル工学科及び機能ロボティクス学科は、改正後の第４条の規定にかかわらず、平成

21年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、第３項別表(３)の４、第４項別表(３)の５、

第５項別表(３)の６、第６項別表(３)の７、第52条別表(１)、第55条及び第65条別表(４)の３につ

いては、平成21年度入学生から適用し、平成20年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成21年４月１日） 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 第45条第８項別表(３)の９については、平成21年度入学生から適用し、平成20年度以前の入学生
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については、なお従前の例による。 

附 則（平成21年４月１日） 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)および第45条第４項別表(３)の５については、平成21年度入学生から適用

し、平成20年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成21年４月１日） 

１ この学則は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第39条第１項別表(２)、第45条第７項別表(３)の８及び第52条別表(１)

については、平成21年度入学生から適用し、平成20年度以前の入学生については、なお従前の例に

よる。 

３ 前項の規定にかかわらず、第39条第１項別表(２)の文学部第２部教育学科教育課程表については、

平成20年度入学生から適用する。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、第５条、第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、第52条

別表(１)及び第65条別表(４)の３については、平成22年度入学生から適用し、平成21年度以前の入

学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)および第45条第１項別表(３)の１については、平成22年度入学生から適用

し、平成21年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第45条第１項別表(３)の２については、平成22年度入学生から適用し、平成21年度以前の入学生

については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)については、平成22年度入学生から適用し、平成21年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成22年４月１日） 

この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)および第45条第１項別表(３)の２については、平成22年度入学生から適用

し、平成21年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年４月１日） 

１ この学則は、平成22年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)については、平成21年度入学生から適用する。 

附 則（平成23年４月１日） 

１ この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)については、平成23年度入学生から適用し、平成22年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成23年４月１日） 

１ この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)については、平成23年度入学生から適用し、平成22年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成23年４月１日） 

この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日） 

この学則は、平成23年４月１日から施行する。 
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附 則（平成23年４月１日） 

１ この学則は、平成23年４月１日から施行する。 

２ 第45条第１項別表(３)の２および第45条第５項別表(３)の６については、平成23年度入学生から

適用し、平成22年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年４月１日） 

１ この学則は、平成24年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)のうち、生命科学部各学科の教育課程表については、平成21年度以降の入

学生に適用し、平成20年度以前の入学生については、なお従前の例による。文学部第１部、経済学

部第１部、経営学部第１部、法学部第１部、社会学部第１部、国際地域学部国際地域学科国際地域

専攻、国際地域学部国際観光学科、文学部第２部、経済学部第２部、経営学部第２部、法学部第２

部、社会学部第２部は、平成24年度入学生から適用し、平成23年度以前の入学生については、なお

従前の例による。 

３ 第45条第２項別表(３)の３、同第３項別表(３)の４、同第４項別表(３)の５および第52条別表(１)

については、平成24年度入学生から適用し、平成23年度以前の入学生については、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成24年４月１日） 

１ この学則は、平成24年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第45条同第４項別表(３)の５および同第６項別表(３)の７については、

平成24年度入学生から適用し、平成23年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年４月１日） 

１ この学則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 文学部第１部インド哲学科、中国哲学文学科、文学部第２部インド哲学科及び生命科学部食環境

科学科は、改正後の第４条の規定にかかわらず、平成25年３月31日に当該学科に在学する者が当該

学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 第４条、第５条、第45条、第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の１、同項別表(３)の

２、同第８項別表(３)の９、同第９項別表(３)の10、同第10項別表(３)の11、第52条別表(１)につ

いては、平成25年度入学生から適用し、平成24年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年４月１日） 

１ この学則は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第45条第１項別表(３)の２、同第３項別表(３)の４、同第７項別表(３)

の８、第52条別表(１)については、平成25年度入学生から適用し、平成24年度以前の入学生につい

ては、なお従前の例による。第82条については、平成24年度入学生から適用し、平成23年度以前の

入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成26年４月１日） 

１ この学則は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 第39条第１項別表(２)、第52条別表(１)については、平成26年度入学生から適用し、平成25年度

以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則（平成26年７月１日） 

この学則は、平成26年７月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日） 

１ この学則は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 第５条に定める入学定員については、平成27年度入学生から適用する。 

附 則（平成27年４月１日） 

この学則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日） 

この学則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年４月１日） 

１ この学則は、平成28年４月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、平成27年度以前の入学生については、改正前の学則第39条、第45条各

項、第52条及び第82条の規定を適用し、改正後の学則第42条第３項は適用しない。 
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附 則（平成28年７月１日） 

１ この学則は、平成28年７月１日から施行する。 

２ 平成28年度以前の入学生の学費については、第65条別表第３の規定にかかわらず、なお従前の例

による。ただし、当該者が平成32年度以降において修業年限を超えて在学する場合の学費について

は、当該年度に在学する４年次生の学費を適用する。 

３ 第68条に定める休学の場合の学費については、平成29年度の在校生から適用する。 

附 則（平成29年４月１日） 

１ この学則は、平成29年４月１日から施行する。 

２ 文学部第１部英語コミュニケーション学科、国際地域学部国際地域学科及び国際地域学部国際観

光学科は、改正後の第４条の規定にかかわらず、平成29年３月31日に当該学科に在学する者が当該

学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

３ 第５条に定める入学定員については、平成29年度入学生から適用する。 

附 則（平成29年４月１日） 

この学則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月１日学則第123号） 

この学則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月１日学則第128号） 

この学則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年６月１日学則第72号） 

この学則は、2020年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日学則第23号） 

１ この学則は、2021年４月１日から施行し、2021年度入学生から適用する。 

２ 社会学部第１部社会文化システム学科及び社会学部第２部社会福祉学科は、改正後の第４条の規

定にかかわらず、2021年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、

存続するものとする。 

３ 改正後の第４条、第５条及び第65条別表第３について、2020年度以前の入学生については、なお

従前の例による。 

附 則（令和４年４月１日学則第31号） 

１ この学則は、2022年４月１日から施行する。 

２ 第５条に規定する入学定員については、2022年度入学生から適用する。 

附 則（令和５年４月１日学則第Ｘ号） 

１ この学則は、2023年４月１日から施行し、2023年度入学生から適用する。 

２ 社会学部第１部社会福祉学科、ライフデザイン学部生活支援学科、健康スポーツ学科、人間環境

デザイン学科、食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻は、改正後の第４条の規定にか

かわらず、2023年３月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続す

るものとする。 

３ 改正後の第４条、第５条、第55条及び第65条別表第３について、2022年度以前の入学生について

は、なお従前の例による。 

別表第１（第63条第１項関係） 

入学検定料（留学生を除く。）  35,000円 

入学検定料 

（同一日程複数出願可能入試） 

１出願 35,000円 

２出願以上 上記の金額に１出願毎

20,000円を加算 

入学検定料（留学生）  10,000円 

入学検定料（大学入学共通テスト利用） 

２出願まで 20,000円 

３出願以上 上記の金額に１出願毎

10,000円を加算 

入学検定料（２段階選考） 
第１次選考 10,000円 

第２次選考 25,000円 
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入学検定料（外部試験利用入試）  20,000円 

別表第２（第63条第２項関係） 

転部・転科検定料 10,000円 

別表第３（第65条関係） 

（単位 円） 

学部 学科・専攻 入学金 授業料 
一般施設設備

資金 
実験実習費 教育充実費 

文学部 第１部哲学科 250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部東洋思

想文化学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部日本文

学文化学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部英米文

学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 第１部史学科 250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部教育学

科人間発達専

攻 

250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部教育学

科初等教育専

攻 

250,000 820,000 250,000 ― ― 

 
第１部国際文

化コミュニケ

ーション学科 

250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第２部東洋思

想文化学科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

 
第２部日本文

学文化学科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

 
第２部教育学

科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

経済学部 
第１部経済学

科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部国際経

済学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部総合政

策学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第２部経済学

科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

経営学部 
第１部経営学

科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部マーケ

ティング学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部会計フ

ァイナンス学

科 

250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第２部経営学

科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

法学部 第１部法律学 250,000 710,000 220,000 ― ― 
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科 

 
第１部企業法

学科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第２部法律学

科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

社会学部 
第１部社会学

科 
250,000 710,000 220,000 ― ― 

 
第１部国際社

会学科 
250,000 710,000 220,000 ― 15,000 

 
第１部メディ

アコミュニケ

ーション学科 

250,000 710,000 220,000 ― 10,000 

 
第１部社会心

理学科 
250,000 710,000 220,000 ― 15,000 

 
第２部社会学

科 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

理工学部 機械工学科 250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

 生体医工学科 250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

 
電気電子情報

工学科 
250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

 応用化学科 250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

 
都市環境デザ

イン学科 
250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

 建築学科 250,000 990,000 260,000 85,000 ― 

国際学部 

グローバル・

イノベーショ

ン学科 

250,000 780,000 220,000 ― ― 

 
国際地域学科

国際地域専攻 
250,000 780,000 220,000 ― ― 

 
国際地域学科

地域総合専攻 
180,000 430,000 100,000 ― ― 

国際観光学部 国際観光学科 250,000 780,000 220,000 ― ― 

生命科学部 生命科学科 250,000 990,000 260,000 80,000 ― 

 
応用生物科学

科 
250,000 990,000 260,000 80,000 ― 

総合情報学部 総合情報学科 250,000 930,000 260,000 40,000 ― 

食環境科学部 食環境科学科 250,000 990,000 260,000 80,000 ― 

 健康栄養学科 250,000 990,000 260,000 80,000 ― 

情報連携学部 情報連携学科 250,000 990,000 260,000 ― ― 

福祉社会デザ

イン学部 
社会福祉学科 250,000 830,000 240,000 40,000 ― 

 
子ども支援学

科 
250,000 830,000 240,000 40,000 ― 

 
人間環境デザ

イン学科 
250,000 890,000 300,000 100,000 ― 

健康スポーツ

科学部 

健康スポーツ

科学科 
250,000 870,000 300,000 80,000 ― 

 栄養科学科 250,000 920,000 300,000 80,000 ― 
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別表第４（第64条及び第69条関係） 

（単位 円） 

委託学生 

授業料（科目等履修料） 

20,000 週１時限開講の半期科目１科目

につき 

科目等履修生 

選考料 20,000 

登録料 10,000 

授業料（科目等履修料） 

20,000 週１時限開講の半期科目１科目

につき 
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ア 学則変更（収容定員変更）の内容 

 

令和 5年（2023 年）度より、(1)福祉社会デザイン学部社会福祉学科、子ども支援学科、人間環境デザイン

学科、健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科、栄養科学科の設置（令和 4年 4月届出予定）、(2) ライフデ

ザイン学部生活支援学科（生活支援学専攻、子ども支援学専攻）、健康スポーツ学科、人間環境デザイン学科、

社会学部第 1 部社会福祉学科、食環境科学部食環境科学科（スポーツ・食品機能専攻）の募集停止に伴い、

収容定員を以下のとおり変更する。 

学部 学科 
現行 改定 増減 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

福祉社会デ

ザイン学部 

社会福祉学科 0 0 216 864 216 864 

子ども支援学科 0 0 100 400 100 400 

人間環境デザイン学科 0 0 160 640 160 640 

健康スポー

ツ科学部 

健康スポーツ科学科 0 0 230 920 230 920 

栄養科学科 0 0 100 400 100 400 

社会学部 第 1部社会福祉学科 150 600 0 0 △150 △600 

ライフデザ

イン学部 

生活支援学科 

（生活支援学専攻） 
116 464 0 0 △116 △464 

生活支援学科 

（子ども支援学専攻） 
100 400 0 0 △100 △400 

健康スポーツ学科 180 720 0 0 △180 △720 

人間環境デザイン学科 160 640 0 0 △160 △640 

食環境科学

部 

食環境科学科 

（スポーツ・食品機能

専攻） 

50 200 0 0 △50 △200 

合計 756 3,024 806 3,224 50 200 

 

 

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

 

 本学則変更は、福祉社会デザイン学部及び健康スポーツ科学部の新設に伴い、収容定員を変更するもので

ある。 

 

本学における社会福祉教育の歴史は古く、大正 10 年（1921 年）、東洋大学夜間部に社会事業科として、我

が国最初の社会福祉関係専門学科が誕生したのが始まりであり、この学科はその後の戦時体制への移行過程

において閉鎖されたが、昭和 24 年（1949 年）、文学部社会学科の設置に伴い社会福祉学に関する科目が配置

されるというかたちで復活した。学科等の名称に「福祉」が冠せられたのは昭和 37 年（1962 年）社会学部応

用社会学科に社会福祉学専攻が設けられたのが最初であり、平成 3年（1991 年）に社会福祉学科として独立、

更に平成 13 年（2001 年）には夜間部に社会福祉学科を設置し門戸を広げた。いずれも東京都文京区白山キャ

ンパスにおける展開である。 

一方、埼玉県にある朝霞キャンパスでは平成 17 年（2005 年）4月にライフデザイン学部生活支援学科、健

康スポーツ学科が設置され、続く平成 18 年（2006 年）4月には同学部に人間環境デザイン学科が設置された
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のに加え、福祉社会デザイン研究科ヒューマンデザイン専攻も開設されている。平成 21 年（2009 年）4月に

は生活支援学科が生活支援学専攻と子ども支援学専攻に分かれる等発展をさせてきている。 

福祉社会デザイン学部は、社会学部第 1部社会福祉学科（入学定員 150 名）、ライフデザイン学部生活支援

学科（生活支援学専攻入学定員 116 名、子ども支援学専攻入学定員 100 名）及び人間環境デザイン学科（入

学定員 160 名）を基礎として設置するものである。社会福祉学科での教育研究は、「社会で生きる一人ひとり

の権利を守る」という視点から常に時代の要請に応え、福祉的な社会の構築と発展に貢献し、牽引するリー

ダーの輩出を通じて、その目的を果たしてきた。ライフデザイン学部での教育研究は、従来の社会福祉の範

疇にとどまらず、様々な人間の環境においても、生涯にわたる健康の面においても、誰しもが快適な生活を

享受しうる高次元の福祉社会の実現を目指したものであり、福祉サービスや健康増進に関する人材や、都市・

建築環境、製品のデザインを行う人材の輩出を通じて、その目的を果たしてきた。この間、制度・政策にと

どまらず生活やビジネスの様々な局面において、福祉的なものの考え方、人間やその生活を中心に据えた考

え方が浸透し、強く求められるようになっており、それらにおいて高い水準を満たした福祉社会の実現は、

日本国内だけでなく広く世界で求められるところである。 

広義の福祉社会に関する教育研究を 2 拠点で相互に展開してきたことは、それぞれの地の利を生かす上で

は有効であったが、世界に向け、アジアのハブとして福祉社会実現の教育研究を展開、発信していくために

は、一つのキャンパスにおいて一体となって推進することが強く求められるところであった。そこで令和 3

年（2021 年）4 月にライフデザイン学部を朝霞キャンパスから赤羽台キャンパスに移転のうえで、令和 5 年

（2023 年）4 月に学部を改組し、社会福祉学科（入学定員 216 名）、子ども支援学科（入学定員 100 名）、人

間環境デザイン学科（入学定員 160 名）の 3学科を有する福祉社会デザイン学部を開設することとなった。 

 

本学における健康スポーツの教育研究は、平成 17 年（2005 年）のライフデザイン学部健康スポーツ学科の

設置に始まる。子どもから高齢者、障がい者等様々な人々に対して、身体活動やスポーツを通じた健康づく

りの支援ができる人材養成を目指してきた。この間、我が国の社会課題が多様化、複雑化し、それらの解決

に対するスポーツの意義や価値が一層重要視されており、こうした中、健康スポーツ学科を発展させ、健康

スポーツ科学部を新設し、国やスポーツ庁が掲げる新たなスポーツ振興に向けてスポーツ立国の実現を担え

る人材を積極的に養成することの意義は大きい。加えて、人々の健康や幸福への貢献と高い QOL の獲得のた

め、従前より食生活や栄養の重要性も示されてきた。人生 100 年時代とされる現代においては、社会的な「健

康」の価値とそれに対する国民の期待がこれまで以上に高まっており、誰もがより長く健康な状態で活躍で

きる社会を実現することに主眼が置かれている。 

一方、本学におけるスポーツ栄養の教育研究は、平成 25 年（2013 年）の食環境科学部食環境科学科スポー

ツ・食品機能専攻の設置に始まる。生命科学の学問体系を基礎に運動生理学や食品機能等の専門知識とスキ

ルを学ぶ専攻を置き、主にアスリートの食事・栄養の摂り方の指導のできる人材養成を目指してきた。この

ような目的をもつ専攻を健康スポーツ科学部に発展的に組み入れ、アスリート支援から、子ども、高齢者そ

して障がい者の健康や QOL 向上の支援を総合的に担える人材の育成により積極的に取り組む価値は大きい。 

これらの背景から、ライフデザイン学部健康スポーツ学科（入学定員 180 名）、食環境科学部食環境科学科

スポーツ・食品機能専攻（入学定員 50 名）を令和 5年（2023 年）4月に発展的に改組し、健康スポーツ科学

科（入学定員 230 名）、栄養科学科（入学定員 100 名）の 2学科を有する健康スポーツ科学部を開設すること

となった。 
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ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

 

(ｱ) 教育課程 

（１）福祉社会デザイン学部 

  前述のとおり福祉社会デザイン学部は、社会学部第 1部社会福祉学科（入学定員 150 名）、ライフデザイ

ン学部生活支援学科（生活支援学専攻入学定員 116 名、子ども支援学専攻入学定員 100 名）及び人間環境

デザイン学科（入学定員 160 名）を基礎とした学部となり、改組に伴い以下の教育課程を編成する。 

 

  福祉社会デザイン学部の教育課程は、以下の教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラムポリ

シー）によって編成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「教育目標」、「卒業認定及び学位授与に関する方針」を踏まえて、専門的な知識及び技術を修得す

るための教育を行い、正課内及び正課外授業において、学士及び社会人として修得すべき能力を培う

ことも目指し、教育課程を編成する。 

Ⅰ．教育課程編成の体系化 

(1)基礎的な学力と豊かな教養の修得を目的とした基盤教育科目を配置する。 

(2)創立者井上円了の精神を理解するため、基盤教育科目の「哲学・思想」分野の１科目を必修とす

る。 

(3)各専門分野の知識を幅広く修得すると同時に高い専門性を獲得するため、各学科における特色を

生かした専門コースを設定する。 

(4)実社会での実践力を養うため、諸資格取得に対応した教育課程の編成及び実践的な科目を配置す

る。 

(5)教育内容において、実社会における実践的対応力が求められる学科においては実習科目を、技術

や表現手法の修得が必要な学科においては演習科目を適宜配置する。 

(6)グローバル人材育成のため、基盤教育科目に「国際人の形成」分野を配置し、語学や海外研修、

留学生対象の科目を配置する。 

Ⅱ．教育方法、教育充実の取組 

(1)学部・学科の専門領域の学修を教員と学生が一体となって行い、その成果を積極的に地域や社会

に還元する。 

(2)アクティブラーニング等参加・問題解決型授業を展開し、学生の自主性や創造性を培う教育を展

開する。 

(3)各学科の専門領域の学修と共に、他学科の教育内容への理解を持ち、広い視野と高い見識を有す

ることのできる教育を目指す。 

(4)実習・演習を踏まえた、資格養成などを視野に入れた実践的な教育を展開する。 

(5)より質の高いキャリア構築を目指し、実務者の教育への参画やインターンシップの導入など、実
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学部のカリキュラムポリシーを基本とした各学科の基本方針は以下のとおりである。 

 

１）社会福祉学科の教育課程編成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）子ども支援学科の教育課程編成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉学科では、地域共生社会の実現に貢献するという教育目標およびディプロマ・ポリシー

に求める学修成果の修得を実現するため、以下の方針でカリキュラム（教育課程）を編成する。 

(1)社会福祉学、ソーシャルワーク、ケアワークなどの学問領域を主軸に置き、専門性を高めるよう

「福祉制度政策系」「福祉社会開発系」「福祉臨床系」といった3つの系（コース）を編成し、

基盤教育の履修により、地域共生社会の実現に関連する幅広い知識を修得することができるよう

編成する。 

(2)外国語コミュニケーション能力の習得を目指し、英語については英語習熟度別クラスを編成し英

語コミュニケーション能力の養成を目指すだけでなく、アカデミックスキル育成のための英語選

択科目を配置し、英語による専門教育を実施する。 

(3)1年次よりゼミナール科目を配置し、学問分野における基礎的な学習方法を理解させるととも

に、2年次には、3つの系を設定し、さらには、3年次以降では、各系をそれぞれの分野に分け

て、理論的、実践的課題について発展的な学修ができるように科目を配置する。 

(4)「洞察力」「実践力」といった現場実践能力を高度に修得するよう、社会福祉士、介護福祉士、

精神保健福祉士の国家資格の取得や医療福祉へ対応する科目を、学生の興味関心に応じて複数資

格の履修も可能となるように配置する。 

(5)自らの問題意識で物事を解明する力を身につけるために、「卒業論文」の執筆を推奨する。 

(1)基礎的な学力と豊かな教養を身につけるための基盤教育科目を配置する。 

(2)様々な子どもや保護者を支援する力を備えるための専門科目を配置する。保育士・幼稚園教諭の

資格取得に必要な専門科目を配置する。保育士・幼稚園教諭の資格取得に必要な専門科目を必

修・選択として設定し、学びの系統性に配慮しながら順次履修できるよう配置する。 

(3)諸資格取得のための学外実習は、実習毎に事前・事後学習を徹底し、専門科目との関連に配慮し

て教育課程を編成する。 

(4)子ども支援学科に関連する今日的課題を主体的に見出し、問題解決能力の育成を図るために1年

次から4年次のゼミナール配置を行う。 

(5)幼稚園教諭１種免許・保育士資格取得のみならず、社会福祉士受験資格取得が可能なカリキュラ

ムを編成し、高度なソーシャルワーク技能を併せ持つ人材育成を図る。 

(6)グローバルに活躍できる人材を育成するために語学・文化教育にも力を入れ、海外研修に関する

科目を設定する。 

(7)多文化共生社会を実現する力を持った人材養成を目指し、1年次から継続的なカリキュラムを編

成する。 

(8)保育・幼児教育・子ども家庭福祉の分野におけるＩＣＴ活用能力の習得を目指し、実践的な学び

を実現する科目配置を行う。 
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３）人間環境デザイン学科の教育課程編成の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  これらは、これまで培ってきた教育実績を踏まえ、現代社会のニーズにあわせて発展させた内容とな

る。本方針に基づき編成している具体的な教育課程や科目区分は、以下のとおりである。 

 

福祉社会デザイン学部の教育課程は、「基盤教育科目」、「専門教育科目」の2層に区分される。 

基盤教育科目は、「哲学・思想科目」「学問の基礎科目（人文科学、社会科学、自然科学）」「国際人の

形成科目（世界の伝統と文化、グローバル社会の実際、語学）」「キャリア・市民形成科目（キャリア、市

民形成、情報）」「健康・スポーツ科学科目」「総合・学際科目」の6区分で構成され、専門教育科目は、

「学科専門科目」「教職科目」で構成される。各区分の理念と構成は、以下のとおりである。 

 

１）基盤教育科目の教育課程及び科目区分の構成 

一般教養教育として編成する基盤教育は、幅広く質の高い教養教育を目指して全学共通の枠組みで編成さ

れており、学部構成等を考慮して必要な科目を配置することとされている。本学部では、3学科共通の理念

で科目を構成し、学科ごとに各区分の必要単位数を設定する。 

 

人間環境デザイン学科では4年間を通して以下の3点を重視したカリキュラム構成する。 

１．デザイン演習を主軸とした基礎の徹底から専門への展開 

２．モノとコトのデザインスキルの修得 

３．理論（講義）と実践（演習）を関連付けた学修内容の深化 

 各学年での学修段階については以下のように設定する。 

(1)1年次は、モノとコトのデザインをするために必要となる基礎知識・スキルを、講義・演習を通

じて徹底して学ぶ。 

(2)2年次は、講義を通じてより幅広いデザイン対象（プロダクト、生活支援機器から建築・都市ま

で）の基礎知識を深めると共に、1年次に学んだデザインの基礎スキルをもとにしたデザイン手

法を修得する。 

(3)3年次以降は、より専門的な知識と実践的な技術を学ぶ。学生の希望を尊重しつつ、設定された

三つのコース、空間デザインコース(※1)、生活環境デザインコース(※2)、プロダクトデザイ

ンコース(※3)の各分野で、より高度なデザイン表現と、その背後にある理念や知識について学

ぶ。 

(4)3年生秋学期からプレゼミに所属し、4年生春学期から研究室に配属することで、更に高度なレ

ベルの学びを深める。 

(※1)空間デザインコース：建築やまちという視点で人間環境を考えるコースである。建築意

匠、建築計画、建築構法など建物のデザイン、更には都市計画、まちづくり、バリアフリ

ー等、人々を取り巻くすべての生活空間にまで視野を広げて、豊かな暮らしの環境を考え

ていく。 

(※2)生活環境デザインコース：様々な人の暮らしという視点で考えるコースである。住居学、

福祉住環境計画、子ども環境、障がいのある方のための道具のデザイン等、利用者の参加

による使い手の顔が見える人間中心設計や、ユニバーサルデザインによる、生活者の視点

に立ったデザインを学ぶ。 

(※3)プロダクトデザインコース：製品や情報という視点で人間環境を考えるコースである。製
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〇哲学・思想科目 

哲学を礎とする本学の建学の精神や教育理念等に基づき、諸学の基礎である哲学や倫理等を学ぶもの

である。 

〇学問の基礎科目（人文科学、社会科学、自然科学） 

人文・社会・自然科学の様々な領域の学問の基礎を概説的に学ぶものである。 

〇国際人の形成科目（世界の伝統と文化、グローバル社会の実際、語学） 

グローバル人材の育成を目指す本学の教育方針に沿って、語学力やコミュニケーション能力を養うも

のである。語学に加え、日本及び外国の諸地域の現状や歴史、文化、あるいは国際関係を学ぶととも

に、短期海外研修等を通じ国際感覚も養うものである。 

〇キャリア・市民形成科目（キャリア、市民形成、情報） 

   キャリア教育を重視する本学の教育方針に沿って、現代社会の一員として生きていく際に必要なマイ

ンドセット、専門的・実践的な活動を行うための基礎的能力を養うものである。法律、環境、情報、生

活、会計等に関する科目が含まれる。 

〇健康・スポーツ科学科目 

健康・スポーツ活動の基礎的な知識や能力を養うものである。 

〇総合・学際科目 

分野を超えた最新の技術動向や研究成果等多様かつ学際的なテーマを学び、その知識や技能を応用し

て発展的・創造的に思考・発想する力を養成するものである。 

 

福祉社会デザイン学部では以上の各区分の中から以下の単位数を修得することとし、これらを含み基盤教

育科目全体で合計18単位以上を修得することとしている。必要単位数は、これまでの教育実績を概ね踏襲し

つつ、キャリア・市民形成の重要性を鑑み、各学科において本区分の必要単位数を新たに設定している。 

 

＜社会福祉学科＞ 

〇哲学・思想科目              2単位以上 

〇国際人の形成（語学科目）         8単位 

〇キャリア・市民形成（情報科目）       4単位以上 

※外国人留学生入試入学者は、上記のほか「国際人の形成」の語学の留学生対象科目必修6単位 

 

＜子ども支援学科＞ 

〇哲学・思想科目              2単位以上 

〇国際人の形成（語学科目）                  8単位 

〇キャリア・市民形成（キャリア科目）    2単位以上 

〇キャリア・市民形成（市民形成科目）    2単位以上 

〇キャリア・市民形成（情報科目）      2単位以上 

※外国人留学生入試入学者は、上記の他に、「国際人の形成」の語学の留学生対象科目必修6単位 

 

＜人間環境デザイン学科＞ 

〇哲学・思想科目              2単位以上 
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〇国際人の形成（語学科目）                8単位 

〇キャリア・市民形成（キャリア科目）    2単位以上 

〇キャリア・市民形成（市民形成科目）    2単位以上 

〇キャリア・市民形成（情報科目）      4単位以上 

※外国人留学生入試入学者は、上記の他に、「国際人の形成」の語学の留学生対象科目必修6単位 

 

２）専門教育科目の教育課程及び科目区分の構成 

専門教育科目は、「学科専門科目」「学部共通科目」を基本とし、教育職員を養成する子ども支援学科及

び人間環境デザイン学科はこの区分に加えて「教職科目」の区分を設けている。各学科で扱う専門領域を中

心に科目を構成するとともに、各学科で取得可能な資格に関連する科目も配置している。講義・演習・実習

をバランス良く配置することで、理論から実践までを満遍なく学ぶことができる構成としている。 

 

＜福祉社会デザイン学部 学部共通科目＞ 

福祉社会デザイン学部の学部共通科目は、他学部他学科開放科目で構成される。 

 

＜社会福祉学科 学科専門科目＞ 

福祉社会デザイン学部社会福祉学科は、社会学部第 1 部社会福祉学科及びライフデザイン学部生活支援

学科生活支援学専攻が合併した学科であり、これらの学科専攻を基礎として教育課程を発展的に改編して

いる。教育課程の全体概要は、以下のとおりである。 

初年度に、社会福祉分野が伝統的に重視してきた人間尊重や社会正義等の価値を学び、個人と個人を取

り巻く環境に存在するあらゆる要素（対人関係、社会資源としての制度・政策、組織の構造と応答性、時

間・空間の変化が個人に及ぼす影響）とその相互作用が生活問題や課題にどのような影響を及ぼすのかに

ついて学ぶ科目を配置している。また様々な実証データを読み解き、その結果を社会福祉実践や制度・政

策の変革や創出に応用する能力を養うため、「社会福祉の原理と政策」、「社会福祉発達史」、「ソーシャルワ

ーク基盤と専門職」等の社会福祉学の基礎理論全般を学ぶ科目を配置している。上記の社会福祉学の基礎

理論を学んだ後に、アドミッション・ポリシーで掲げた目標を達成すべく、国際貢献や価値・倫理・人権・

司法について、また福祉の対象やソーシャルワーク・ソーシャルケア、メディカルとメンタルヘルス、地

域を基盤とした福祉等の社会福祉学の展開方法について学んでいく。 

2 年次以降では、資格取得を主軸とした科目を学ぶ「福祉臨床系」や、利用者の権利擁護、他国への教育

システムの伝播・普及、政策・資源開発、国際協力によるサービス開発等の観点から社会福祉の価値・知

識・技術を学ぶ「福祉制度政策系」、「福祉社会開発系」の 3 つの系を配置している。「福祉臨床系」は、社

会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の専門職が対応する臨床的支援の実際と、その支援を支える哲

学、思想、価値、倫理についての理解を深めるコースである。3資格に必要な専門科目が配置され、個人と

社会及びその相互作用を理解するための理論だけではなく、理論を実践に応用するための「ソーシャルワ

ーク実習」、「介護福祉実習」、「地域医療福祉専門実習」等の実習科目も配置している。「福祉制度政策系」

は、内外の社会福祉の理論、政策、歴史を踏まえつつ、欧米の住宅、雇用、教育等とも関連する社会サー

ビスの概念や広義の社会福祉に係る諸課題について、ジェンダー、アドミニストレーション、価値と倫理

等の多様な視座から深めるコースであり、これらを学ぶ科目群を配置している。貧困、失業、自殺、いじ

め等の人々の生活問題を引き起こすと考えられる社会の仕組み（組織構造、行政施策、文化等）に関心の
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ある学生のために、社会保障制度や保健医療制度、施設史、公務員とは何かを学ぶ科目等を配置している。

「福祉社会開発系」は、制度化された福祉サービスを提供するだけでは解消できないニーズや新たな生活

課題、SDG’s を含む国際福祉等、国内外の多様な領域で新たなサービスを構想・開発することや、産官学

の連携や関連分野を含む新たなビジネスモデルを構築することについて理解を深めるコースであり、これ

らを学ぶ科目群を配置している。新たなニーズに見合う社会資源の開発や、そのために専門職に求められ

る行動と戦略、また社会福祉施設や機関の運営の手法を学びたい学生のための「福祉 ICT」や「ソーシャル

アクション論」、「福祉組織のサービスと運営」、「地域福祉と包括的支援体制」等の科目を配置している。

このように「福祉制度政策系」や「福祉社会開発系」では、一般企業や行政機関への就職や、起業を志す

学生のための専門科目を充実させている。 

また、1 年次から 4 年次まで 20 名程度のゼミナールを配置することにより、グループ・ダイナミクスを

援用しながら、本学科で修得した価値・知識・技術を現実社会の事象に応用し、問題解決を図るための批

判的思考の涵養や、他者と協働し時には交渉する能力の伸展を図っていく。 

本学科は、国内外を問わず生活上の困難を抱え現時点では自力で問題解決することが難しい人々のwell-

being の向上を目指し、個人を変容させるだけではなく、彼らを取り巻く環境上の障壁を取り除き、変化さ

せるための価値・知識・技術を学術的にも実践的にも学び、社会福祉学の基礎から応用に至るまで、ミク

ロ・メゾ・マクロレベルの多層的な視点から、社会的事象や利用者の生活問題・課題を査定し、問題解決

を側面的に支援する学術的・実践的な専門職者、自分で考え行動できる社会人の養成を目指していく。 

改組前の教育課程からの主な変更は、3つの系（福祉臨床系、福祉制度政策系、福祉社会開発系）によ

る教育の体系化を図るとともに、各系に必要な授業科目を整備した点である。両学科専攻が持つ専門性や

これまで蓄積してきたノウハウを発揮できるよう改編した教育課程であることから、改組前の教育課程と

比較して同等以上の内容が担保できている。 

 

＜子ども支援学科 学科専門科目＞ 

  福祉社会デザイン学部子ども支援学科は、ライフデザイン学部生活支援学科子ども支援学専攻が独立し

た学科であり、これを基礎として教育課程を発展的に改編している。教育課程の全体概要は、以下のとお

りである。 

主に幼稚園教諭一種免許状、保育士国家資格、そして社会福祉士国家試験受験資格の 3 つの資格取得に

必要な科目群で科目を構成し、それに加えて学科独自の科目を必修科目及び選択必修科目としている。 

  必修科目は 13 科目 18 単位を修得することとしている。1 年次春学期に配置する「子ども支援学概論」

で子ども支援学に関する導入教育を実施するとともに、4 年間の学びを軌道に乗せるための専任教員によ

る小グループの指導を実施する。1 年次秋学期から 2 年次秋学期に配置する「子ども支援学演習Ⅰ・ⅡA・

ⅡB」により子ども支援学研究の基礎をアクティブラーニング形式（中グループ（20～25 名））で学ぶとと

もに、外部講師による講話を通してキャリア教育や保育現場等における参与観察等を行う。3 年次春学期

から 4 年次秋学期に配置する「子ども支援学演習ⅢA・ⅢB・ⅣA・ⅣB」で子ども支援学の学びを深化させ、

保育学・幼児教育学・子ども家庭福祉学の専門教員の元、「卒業論文」もしくは「卒業制作」を行う。その

他、子ども支援学の基礎となる「教育基礎論」、「教育制度論」、「発達心理学」、「幼児教育論」や、本学科の

特色のひとつである多文化共生保育・教育の基礎を学ぶ「多文化共生保育・教育」を配置する。 

  選択必修科目は 4 科目を配置し、前述の「卒業論文」「卒業制作」の他に、「ソーシャルワーク演習Ⅳ」

もしくは「子どもソーシャルワーク」のどちらかを修得することとしている。なお「ソーシャルワーク演
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習Ⅳ」は社会福祉士国家試験受験資格取得のための科目であり、多くの学生は「子どもソーシャルワーク」

を選択する。「子どもソーシャルワーク」は、子どものケアワークのみならず、子どもと保護者のソーシャ

ルワークを学び、より実践的な子ども家庭支援ができる専門家を養成するために配置された本学科の特色

となる科目である。 

  専門科目は 95 科目配置し、47 単位以上修得することとしている。中でも「子育て支援実践」、「多文化

共生保育・教育実践」、「国際児童福祉」、「生活と総合学習」、「国語表現法」、「子どもと文学」、「子どもの

権利と教育」、「海外保育フィールドワーク」、「教育と福祉」、「保育音楽表現技術Ⅱ」は本学科の特色とい

える。「子育て支援実践」「多文化共生保育・教育実践」は、学内の保育実習室を活用し地域の子どもと保

護者向けに「子育てひろば」を運営する等の方法で地域子育て支援の実践的な学習をする科目である。「子

育て支援実践」は一般家庭の子どもと保護者を、「多文化共生保育・教育実践」は様々な文化背景を持つ子

どもと保護者を対象としている。「国際児童福祉」「海外保育フィールドワーク」は、国際化の時代を背景

として英語を活用し、海外の支援を要する子どもの現状と支援上の課題を学ぶ科目である。「海外保育フィ

ールドワーク」は、主にスウェーデンを渡航先として、福祉国家として著名である北欧の保育、幼児教育、

子育て支援について現地でのフィールドワークを通じて学ぶ科目である。 

  改組前の教育課程からの主な変更は、グローバル化の進展に対応する多文化共生教育・保育及びインク

ルーシブ教育・保育、更なる情報化時代に対応する保育現場での ICT 活用力向上を目指した教育を強化し

ている点である。教育内容の充実を図る目的であることから、改組前の教育課程と比較して同等以上の内

容が担保できている。 

 

＜人間環境デザイン学科 学科専門科目＞ 

  福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科は、ライフデザイン学部人間環境デザイン学科を改組した

学科であり、これを基礎として教育課程を発展的に改編している。教育課程の全体概要は、以下のとおり

である。 

必修科目と選択科目で構成され、必修科目は本学科の基幹科目としてデザインの演習を中心に 8 科目 20

単位を修得することとしている。まず 1 年次の導入教育として、人間環境デザイン学やユニバーサルデザ

インの概論の授業で人間環境学の基礎を学ぶ。同時に 1 年次の基礎演習やＣＡＤ演習、2 年次の基礎演習・

総合演習においてデザインの基礎を、実際に手を動かしながらデザインを行うことでデザインの基本的ス

キルを習得する。3 年次からは学生を 3 つのコースに分け、より高度な知識・技術の修得を目指した専門

教育・職業人養成を行う。そのため各コースで演習科目を用意し、それぞれのコースに特化した演習を行

う。引き続き 4 年次では同様にコース毎に演習科目を置くことによって、デザインの企画・構想から基本

設計の流れを実践的に学ぶ。同時に高度なデザイン表現、それらの背後にある理念や知識について学ぶ。

その後、卒業研究において、4 年間の集大成としての論文執筆もしくは作品制作を行う。 

選択科目は 75 科目配置し、43 単位以上修得することとしている。デザインを行うための知識は広範囲

に渡るため、科目の分野も多岐に渡っている。大きく分けると『学科の内容を総合的に学ぶ科目 (以下「総

合的科目」) 』と『コースの専門知識を学ぶ科目（以下「専門的科目」）』に分かれており、1 年次から 4 年

次に至るに従って内容は高度化していく。 

まず『総合的科目』では、1 年次に「製品と情報のＵＤ」、「材料素材一般」、「色彩論」、「都市・まちのデ

ザイン」、「建築生産」、「発達と障害」、「道具の歴史」等、2 年次に「マーケティング」、「デザイン思考法」、

「インテリアデザイン」、「生活空間計画」、「デザイン工学基礎」、「人間工学」、「構造力学」等、3 年次と 4
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年次に「建築とまちの UD」、「認知科学」、「安全工学」、「調査分析のデザイン」、「デザイン特別講義」、「情

報メディアデザイン」、「グラフィックデザイン論」等を学ぶ。『専門的科目』では、1 年次に「建築歴史意

匠Ａ」（以上、空間デザイン分野科目）、「生活支援デザイン概論」（以上、生活環境デザイン分野科目）、「プ

ロダクトデザイン基礎」（以上、プロダクトデザイン分野科目）等でそれぞれの分野の基本事項を学ぶ。2

年次に「建築歴史意匠Ｂ」、「まちづくり」、「環境計画」、「環境デザイン論」、「建築・都市法規」（以上、空

間デザイン分野科目）、「福祉デザイン工学概論」、「住居計画」（以上、生活環境デザイン分野科目）、「ヒュ

ーマンインターフェース」、「デザイン工学応用」、「コンピュータ・グラフィックス」、「情報デザインⅠ」

（以上、プロダクトデザイン分野科目）でより具体的事項を扱い、学びを深めていく。3 年次と 4 年次に

「建築空間構成論」、「建築設計論」、「都市計画論」、「構法計画」、「構法計画演習」、「設備計画」「材料力学」

（以上、空間デザイン分野科目）、「福祉デザイン工学各論」、「医療福祉建築計画」、「福祉住環境コーディ

ネート論」、「リハビリテーション工学」、「支援技術とデザイン」、「ランドスケープデザイン」（以上、生活

環境デザイン分野科目）、「産業とプロダクトデザイン」、「プロダクトデザインⅠ・Ⅱ」、「情報デザインⅡ」、

「メカトロニクス・デザイン」、「表現手法」（以上、プロダクトデザイン分野科目）で実際のデザイン・設

計の実務家や関連業務を行う者として不可欠な知識を学ぶ。 

これらはこれまでの教育課程を基本として構成していることから、改組前の教育課程と比較して同等以

上の内容が担保できている。 

 

＜教職科目＞ 

教育職員になるための知識・技術を養うことに特化した科目であり、教職課程を有する子ども支援学科

及び人間環境デザイン学科で開講する。子ども支援学科では幼稚園教諭一種免許状、人間環境デザイン学

科では高等学校教諭一種免許状（工芸）（工業）に必要な科目を教職課程認定基準に準じて配置する。 

それぞれ基礎となるライフデザイン学部生活支援学科子ども支援学専攻、ライフデザイン学部人間環境

デザイン学科で認定を受けている教職課程を新学部学科でも継続するものであり、これまでの授業科目を

踏襲していることから、改組前の教育課程と比較して同等以上の内容が担保できている。 

 

（２）健康スポーツ科学部 

前述のとおり健康スポーツ科学部は、ライフデザイン学部健康スポーツ学科（入学定員180名）及び

食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻（入学定員50名）を基礎とした学部となり、改組に

伴い以下の教育課程を編成する。 

 

   健康スポーツ科学部の教育課程は、以下の教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラムポリ

シー）によって編成される。 

健康スポーツ科学部の教育目標に基づき、4 年間を通して以下の教育課程を編成する。 

 (１)基礎的な学力と豊かな教養を身につけるための基盤教育科目を配置する。 

 (２)キャリア形成や社会人基礎力を修得するための科目を専門教育科目にも配置する。 

 (３)学部共通の専門科目を配置し必修科目を設定することで、学部の教育内容を明解にする。 

 (４)各学科の特色を生かしたユニット体制を形成することで、学生の教育支援体制を明確にする。 

 (５)実社会への適応力を養うため、諸資格取得に対応した教育課程編成や実践科目の配置を行う。 

 (６)学生の自立性や創造性を養うため、課題解決型学習（PBL）を配置する。 
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 (７)俯瞰的な視野と応用可能な知識を養うため、親和性のある幅広い分野の専門科目を配置する。 

 (８)多文化を理解しグローバルに活躍するための科目を配置する。 

 (９)スポーツ科学と栄養科学を併せ持つ学部の特性を活かし、学科間で横断可能な科目を配置する。 

 (10)社会の変化への適応と柔軟な学生支援を実現するため、多様な学習方法を提供する。 

 

学部のカリキュラムポリシーを基本とした各学科の教育課程の基本方針は、以下のとおりである。 

 

１）健康スポーツ科学科の教育課程編成の基本方針 

健康スポーツ科学科の教育目標に基づき、4 年間を通して以下の教育課程を編成する。 

 (１) 1 年次は、哲学教育、グローバル教育、キャリア教育等を必修科目とすることにより基礎知識

や人間力を養うと同時に、基礎的専門科目やアクティブラーニング科目を通して健康とスポー

ツの多様性を理解し、2 年次以降の学習プロセスに繋げる。 

 (２)2 年次は、講義・演習・実習等による専門科目の継続的な学びに加え、8 つの専門分野（ユニッ

ト※1～8）において課題解決型学習（PBL）を展開し、学外のフィールドを活用した健康スポ

ーツ科学の実践教育も経験することで、課題の発見・解決能力や計画・立案力、行動力等の素

養を身につけ、自身に適合する専門分野の具体化と 3 年次以降の学習・研究テーマの選択に繋

げる。 

（※1）ヒューマン・ボディ・サイエンス： 健康づくりやトレーニングを検討するための基礎と

して 解剖学、生理学、生化学から運動生理学までを主要とする分野 

（※2）コミュニティ健康スポーツ： 地域の健康づくりやスポーツ活動を支援するためのヘルス

プロ モーションや健康増進科学、健康運動指導法等を主要とする分野 

（※3）学校保健・スポーツ教育： 学校における保健活動や保健体育教育を実践的に学び、養護

教諭、 保健体育教員、スポーツ教育者の育成等を主要とする分野 

（※4）健康・スポーツ文化： 健康やスポーツに関わる現象について社会文化的な側面からその

あり方や理論を学び、問題解決に必要な科学的な根拠を提供する分野 

（※5）アスレティック・コンディショニング： 競技力向上、健康問題予防のためのコンディシ

ョニングやリコンディショニングと包括的なアスリート支援を主要とする分野 

（※6）スポーツ情報： 運動やスポーツから得られる様々な身体データの測定評価、処理法を学

び、 人々の健康増進やアスリートのコンディショニングに対してデータからの支援を主

要とする分野 

（※7）コーチング： 専門競技のスキルやパフォーマンス指導法に加え、プレーヤーの自立を尊

重し、パフォーマンス向上を支援するための環境づくりを主要とする分野 

（※8）スポーツビジネス： プロスポーツやトップスポーツ、スポーツ組織の経営マネジメント

等、スポーツの産業化を主要とする分野 

 (３)3 年次以降は専門科目を中心に更に学びを深化させ、より高度な知識や技術の修得に繋げてい

くとともに、演習科目（ゼミナール）の展開により、専門的な知識や技術を基にした実践力や

指導力、研究力を修得することに加え、4 年次には卒業研究・論文の作成によりこれら能力の確

実化と定着化を図る。 

 (４)ボランティア、フィールドワーク、インターンシップ、国際交流等に関する専門科目を配置し、 

様々な現場を体験することにより、実社会における健康とスポーツの価値や重要性を知ると同

時に、多様性を尊重し異文化・多文化への理解や協調性を身につける。 

 (５) 諸資格取得に対応した教育課程編成や実践科目配置をすることにより、高度な実践者・指導者

を育成する。 

 (６)ユニット体制で教育を展開すると同時に、ユニット間、学科間での連携による学修の機会を設
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けることにより、幅広い視野と知識を修得する。 

 

２）栄養科学科の教育課程編成の基本方針 

栄養科学科の教育目標に基づき、4 年間を通して以下の教育課程を編成する。 

 (１) １年次は、生物学、化学、生理学、栄養学、食品学、疫学等の基礎知識や、哲学教育、キャリ

ア教育等の社会人基礎力を中心に学び、4 年間の学修やその先のキャリア形成の礎となる知識

を身 につけ、正しい物の見方、考え方を養うとともに、ビジョンと目標をもち計画的に学修を

進めるための学修基盤を形成する。 

 (２) 2 年次からは、扱う領域や専門性を広げ、より実践的に学んでいくことで、分子・細胞からヒ

ト、 人間集団に至るまでを総括的に理解し、食品機能科学やスポーツ栄養科学等の専門知識、

栄養管理の実践手法を修得していく。課題解決型学習（PBL）により、課題の発見・解決力、

計画・立案力、行動力等の力をつけ、社会的課題の解決に積極的に取り組む姿勢を養う。 

 (３)３年次以降は、専門性に応じた 4 つの分野（栄養疫学・栄養教育（※1）、スポーツ栄養・生理 

学（※2）、食理学（※3）、生活習慣病予防学（※4））の学びを深化させ、より高度な知識や技 

術を修得する。また、研究室の配属により成果をアウトプットする力も養う。 

 （※1）栄養疫学・栄養教育： 健康寿命の延伸と自然に健康になれる持続可能な食環境形成に寄

与するために、様々な特性を持つあらゆる集団における食意識、知識、食行動、食事、

料理、食品、栄養 素と健康状態に関わるデータ解析や、行動変容技法を用いた個人への

働きかけを行い、栄養及び健 康上の課題を解決できる力を持つ人材を育成する。 

（※2）スポーツ栄養・生理学： 食事摂取や身体活動に伴う生体応答とそのメカニズムを生理学

的に明らかにし、一般市民の健康づくりからアスリートのコンディショニング維持まで、

それぞれの対象 に見合った栄養管理や運動指導ができる人材を育成する。 

（※3）食理学：食品由来の機能性成分の新たな生理学的及び薬理学的作用を明らかにし、その

作用に基づいた中高年の未病対策及びアスリートのコンディショニング維持が可能な新

たな方法論の開発に貢献しうる人材を育成する。 

（※4）生活習慣病予防学：栄養、運動、休養の相互関係を理解し、健康な個人または集団を対

象として、国民の健康の維持・増進、生活習慣病の予防や、フレイル予防を目的とした

対策を講じられる 人材を育成する。 

 (４)ユニット体制を敷くことにより、学生の志向にあわせた学修・キャリア形成支援を実行する。 

 (５)「栄養」、「スポーツ」、「健康」の領域に関する科目のほか、多彩な専門科目をラインナップし、

多角的に捉える思考力や分析力を身につける。 

 (６)実験・実習科目や実践科目に加え、企業・自治体でのインターンシップの機会を設け、実社会

での実践力と対応力をもちあわせた人材を輩出する。 

 (７)海外をフィールドとした研修やインターンシップの機会を設け、グローバルな視野をもちあわ

せた活躍人材を輩出する。 

 

   これらは、これまで培ってきた教育を踏まえつつ、各学科の特色を生かしたユニット体制を重視した

内容となっている。本方針に基づき編成している具体的な教育課程や科目区分は、以下のとおりである。 

 

健康スポーツ科学部の教育課程は、「基盤教育科目」、「専門教育科目」の 2 層に区分される。 

基盤教育科目は、「哲学・思想科目」「学問の基礎科目（人文科学、社会科学、自然科学）」「国際人の

形成科目（世界の伝統と文化、グローバル社会の実際、語学）」「キャリア・市民形成科目（キャリア、

市民形成、情報）」「健康・スポーツ科学科目」「総合・学際科目」の 6 区分で構成され、専門教育科目は、
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「学部共通科目」「学科専門科目」「教職科目」の 3 区分で構成される。各区分の理念と構成は、以下の

とおりである。 

 

１）基盤教育科目の教育課程及び科目区分の構成 

一般教養教育として編成する基盤教育は、幅広く質の高い教養教育を目指して全学共通の枠組みで編成

されており、学部構成等を考慮して必要な科目を配置することとされている。本学部では、両学科共通の

理念で科目を構成し、学科ごとに各区分の必要単位数を設定する。 

 

〇哲学・思想科目 

哲学を礎とする本学の建学の精神や教育理念等に基づき、諸学の基礎である哲学や倫理等を学ぶも

のである。 

〇学問の基礎科目（人文科学、社会科学、自然科学） 

人文・社会・自然科学の様々な領域の学問の基礎を概説的に学ぶものである。 

〇国際人の形成科目（世界の伝統と文化、グローバル社会の実際、語学） 

グローバル人材の育成を目指す本学の教育方針に沿って、語学力やコミュニケーション能力を養う

ものである。語学に加え、日本及び外国の諸地域の現状や歴史、文化、あるいは国際関係を学ぶとと

もに、短期海外研修等を通じ国際感覚も養うものである。 

  〇キャリア・市民形成科目（キャリア、市民形成、情報） 

   キャリア教育を重視する本学の教育方針に沿って、現代社会の一員として生きていく際に必要なマ

インドセット、専門的・実践的な活動を行うための基礎的能力を養うものである。法律、環境、情報、

生活、会計等に関する科目が含まれる。 

  〇健康・スポーツ科学科目 

健康・スポーツ活動の基礎的な知識や能力を養うものである。 

〇総合・学際科目 

分野を超えた最新の技術動向や研究成果等多様かつ学際的なテーマを学び、その知識や技能を応用

して発展的・創造的に思考・発想する力を養成するものである。 

 

健康スポーツ科学部では以上の各区分の中から以下の単位数を修得することとし、これらを含み基盤教

育科目全体で合計18単位以上を修得することとしている。必要単位数は、これまでの教育実績を概ね踏襲

しつつ、キャリア・市民形成の重要性を鑑み、各学科において本区分の必要単位数を新たに設定してい

る。 

 

＜健康スポーツ科学科＞ 

〇哲学・思想科目              2 単位以上 

〇国際人の形成（語学科目）         8 単位 

〇キャリア・市民形成（キャリア科目）     2 単位以上 

〇キャリア・市民形成（市民形成科目）        2 単位以上 

〇キャリア・市民形成（情報科目）         4 単位以上 

※外国人留学生入試入学者は、上記のほか「国際人の形成」の語学の留学生対象科目必修 6 単位 
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＜栄養科学科＞ 

〇哲学・思想科目              2 単位以上 

〇学問の基礎科目              2 単位以上 

〇国際人の形成（語学科目）         8 単位 

〇キャリア・市民形成（キャリア科目）    2 単位以上 

〇キャリア・市民形成（市民形成科目）    2 単位以上 

〇キャリア・市民形成（情報科目）      4 単位以上 

〇総合・学際科目              2 単位以上 

※外国人留学生入試入学者は、上記の他に、「国際人の形成」の語学の留学生対象科目必修 6 単位 

 

２）専門教育科目の教育課程及び科目区分の構成 

専門教育科目は、「学部共通科目」「学科専門科目」の 2 区分を基本とし、教育職員を養成する健康ス

ポーツ科学科はこの 2 区分に加えて「教職科目」の区分を設ける。各ユニット（健康スポーツ科学科 8

ユニット、栄養科学科 4 ユニット）で扱う領域を中心に科目を構成し、各学科で取得可能な資格に関連

する科目や学部が掲げる人材養成の実現や連携教育を行うための科目等も配置している。講義・演習・

実習・実験をバランス良く配置することで、理論から実践までを満遍なく学ぶことができる構成として

いる。 

 

＜健康スポーツ科学部 学部共通科目＞ 

 健康スポーツ科学部の学部共通科目は、ゼミナールや課題解決型学習（PBL）、卒業研究・論文、キャ

リデザインで構成される。これらは基礎となる学科専攻の他の科目区分に設けていた科目等を基本とし

ており両学科に共通する学部共通科目として明確に掲げたものであることから、改組前の教育課程と比

較しても同等以上の内容が担保できている。教育課程の全体概要は、以下のとおりである。 

学部共通科目は、12 科目 24 単位を修得することとしており、学部共通で掲げる人材養成の実現や連

携教育のための科目を配置している。4 年間の学びの基礎学習となる１年次の「健康スポーツ科学基礎

演習Ⅰ・Ⅱ」に始まり、同じく 1 年次の「健康スポーツキャリアデザイン A・B」において早期のキャリ

アイメージの形成を図る。2 年次の「健康スポーツ科学プロジェクト演習 A・B」でユニット単位の課題

解決型学習（PBL）を展開し専門性への動機づけを図る。3 年から 4 年次の「健康スポーツ科学演習Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」では少人数のゼミナール形式により専門性の深化を図り、「卒業研究・論文Ⅰ・Ⅱ」を通じ

てその確実化を目指す。小人数を対象とした指導体制による細かな学生教育とともに、アクティブラー

ニングや課題解決型学習（PBL）、キャリアデザイン教育に力点を注ぐ形態となっている。  

 

  ＜健康スポーツ科学科 学科専門科目＞ 

健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科は、ライフデザイン学部健康スポーツ学科を改組した学科で

あり、これを基礎として教育課程を発展的に改編している。教育課程の全体概要は、以下のとおりであ

る。 

健康スポーツ科学科の学科専門科目は、必修科目と選択科目に区分される。 

卒業要件として「スポーツ哲学」、「健康・スポーツの自然科学」、「健康スポーツの人文・社会科学」、
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「ベーシック・トレーニング」、「トレーニング概論」、「国際健康スポーツ交流 A」、「健康スポーツアク

ティビティⅠ（A・B・C・D）」、「健康スポーツアクティビティⅡ（A・B・C・D）」、「健康スポーツアク

ティビティⅢ（A・B）」の 16 科目 21 単位を修得することとしている。哲学を基本とする本学の教育方

針に沿って「スポーツ哲学」を１年次必修にするとともに、「健康・スポーツの人文・社会科学」、「健康・

スポーツの自然科学」、「国際健康スポーツ交流 A」を１年次必修とし、健康スポーツ領域の基礎や哲学

教育、グローバル教育の基礎を固めていく。すべての学生に対してトレーニングを必修化するとともに、

スポーツ種目の多様化に対応するためスポーツアクティビティを充実させている。「健康スポーツアクテ

ィビティⅠ」では、バレーボールやバスケットボール、卓球、バトミントンのような一般的に馴染みの

あるスポーツを、「健康スポーツアクティビティⅡ」では、ボルダリングや BMX、スケートボードのよ

うなアーバンスポーツやエクストリームスポーツをラインナップし、各競技の楽しみ方を学習する。ま

た「健康スポーツアクティビティⅢ」では、エアロビックダンスやストリートダンス等のダンススポー

ツを実施する。 

選択科目は、専門分野のバランスに配慮しながら前述の 8 つの専門分野（ユニット）に関する科目を

基本にした教育課程を編成し、以下の科目を配置している。 

・ヒューマン・ボディ・サイエンス分野：生理生化学、スポーツ生理学、解剖学等 

・コミュニティ健康スポーツ分野：ヘルスプロモーション、健康社会学、スポーツ社会学等 

・学校保健・スポーツ教育分野：体育科教育、保健科教育、学校保健、アダプテッドスポーツ等 

・アスレティック・コンディショニング分野：アスレティックトレーニング、スポーツ医学等 

・コーチング分野：コーチング、スポーツ倫理学、スポーツ心理学等 

・スポーツ情報分野：スポーツ工学、バイオメカニクス、スポーツ情報学等 

・健康・スポーツ文化分野：国際健康スポーツ交流、国際インターンシップ・ボランティア等 

・スポーツビジネス分野：スポーツマネジメント、スポーツマーケティング等 

これらに加え、学科で取得可能な健康運動指導士、障がい者スポーツ指導員、トレーニング指導者、

公認スポーツ指導者、グループエクササイズフィットネスインストラクター、レクリエーション・イン

ストラクター、第一種衛生管理者に関連する科目も配置している。希望に応じて履修及び単位修得する

ことで、健康とスポーツの多様性と可能性を創造していくための素養や専門的な知識・技術を獲得し、

多種多様なフィールドで活躍できる人材の輩出に繋げていく。98 科目 181 単位の選択科目うち、卒業要

件として 40 単位以上を修得することとしている。 

改組前の教育課程からの主な変更は、8 つの専門分野（ユニット）を編成し教育の体系化を図るとと

もに、各系に必要な授業科目を整備した点である。特に今回の改組によって、アスレティック・コンデ

ィショニング分野、コーチング分野、スポーツ情報分野、スポーツビジネス分野の 4 つの専門分野を充

実させている。教育内容の充実を図る目的の変更のため、改組前の教育課程と比較して同等以上の内容

が担保できている。 

 

＜栄養科学科の学科専門科目＞ 

健康スポーツ科学部栄養科学科は、食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻を改組した学

科であり、これを基礎として教育課程を発展的に改編している。教育課程の全体概要は、以下のとおり

である。 

栄養科学科の学科専門科目は、必修科目、選択必修科目、選択科目に分別される。 
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卒業要件として「基礎化学Ⅰ」、「基礎栄養学」、「公衆衛生学」、「細胞生物学」、「生理学」、「疫学」、

「基礎栄養学実験」、「免疫生化学」、「運動生理学」、「細胞生物学実験」、「栄養疫学」、「運動生理学実

験」、「スポーツ栄養学実習」、「メディカルライティング」の 14 科目 24 単位を必修としている。生物

学、化学、生理学、疫学を基盤に「栄養学」、「食品衛生学」、「公衆衛生学」、「スポーツ栄養学」、「生活

習慣病予防学」、「トレーニング科学」等を低学年に配置して基礎学習を徹底し、1～3 年次に「基礎栄

養学実験」「細胞生物学実験」「運動生理学実験」「スポーツ栄養学実習」といった実験・実習科目をバ

ランス良く配置することで各領域の理解を深化させる。 

選択必修科目は、専門分野のバランスに配慮しながら前述の 4 つの専門分野（ユニット）に関する科

目や栄養士養成科目を基本にした教育課程を編成し、以下の科目を配置している。 

・栄養疫学・栄養教育分野：栄養教育論、公衆栄養学、栄養疫学実習等 

・スポーツ栄養・生理学分野：栄養生化学実習、スポーツ栄養マネジメント、体力測定評価法等 

・食理学分野：食品学実験、動物学、食理学等 

・生活習慣病予防学分野：臨床栄養学実習、ライフステージ栄養学実習、解剖生理学実験等 

これらに加え、学科で取得可能な栄養士、食品衛生管理者、食品衛生監視員、HACCP 管理者等に関

連する科目も配置している。これらの科目を希望に応じて履修及び単位修得することで、健康とスポー

ツにおける栄養の多様性と可能性を創造していくための素養や専門的な知識・技術の獲得を目指す。

40 科目 67 単位の選択必修科目うち、卒業要件として 8 単位を修得することとしている。 

選択科目は、栄養、スポーツ、健康の領域に関する科目に加え「行動科学」「データサイエンス」「ス

ポーツ科学領域」といった親和性のある他領域の多彩な科目を配置している。これらを併せて履修及び

単位修得することで多角的に捉える思考力や分析力を身につけ、科学的根拠の理解のうえに健康科学分

野の付加価値を創造するための実践力を備えた人材の育成を目指す。また国際的な視野を養うための

「国際栄養科学交流」を配置し、グローバルな視野を持ち合わせた活躍人材の育成も目指す。なお、こ

こには学科で取得可能な健康運動実践指導者に関連する科目も含まれ、希望に応じて履修及び単位修得

が行われることとなる。24 科目 44 単位の選択科目に卒業要件は設定していないが、「学部共通科目 24

単位以上及び学科専門科目 32 単位以上を含み、学科専門科目として 90 単位以上修得すること」を卒

業要件としており、この要件の中での履修及び単位修得をしていくこととなる。 

改組前の教育課程からの主な変更は、4 つの専門分野（ユニット）を編成し教育の体系化を図るとと

もに、各系に必要な授業科目を整備した点である。また栄養士資格取得のための専門教育科目を配置し、

それに加えて「行動科学」「データサイエンス」といった他領域の科目を複数科目取り入れている点であ

る。これらは教育内容の充実を図る目的の変更のため、改組前の教育課程と比較して同等以上の内容が

担保できている。 

 

＜教職科目＞ 

教育職員になるための知識・技術を養うことに特化した科目であり、教職課程を有する健康スポーツ

科学科のみで開講する。本学科で養成する、中学校教諭一種免許状（保健）（保健体育）、高等学校教諭

一種免許状（保健）（保健体育）、養護教諭一種免許状に必要な科目を教職課程認定基準に準じて配置す

る。基礎となるライフデザイン学部健康スポーツ学科で認定を受けている教職課程を新学部学科でも継

続するものであり、これまでの授業科目を踏襲しているため、改組前の教育課程と比較して同等以上の

内容が担保できている。 
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 (ｲ) 教育方法及び履修指導方法 

  各学部の教育方法及び履修指導方法は、以下のとおりである。 

 

（１）福祉社会デザイン学部 

 ①教育方法 

集中的に学習しより高い学習効果をあげるために、1 学年 2 学期とするセメスター制とし、学期ごと

に学習成果を評価する。授業科目は、知識や学問分野の理念等の教授を目的とする講義科目、フィール

ド活動や調査の発表、討論の反復等を重んじ学生自身の参加を求めるために少人数で行う演習科目、各

種資格やデザイン・設計等における技術の習得に繋げる演習科目、各種資格に係る実習や海外実習、イ

ンターンシップ、スポーツ実技等の実習科目で構成し、より教育効果がでるよう教育課程を編成してい

る。また各科目の配当学年は基礎教育や専門教育として、学年ごとに基礎から高度かつ専門的な内容へ

と段階を追って配当する。各学科の教育方法の特徴は以下のとおりである。 

 

社会福祉学科は、1 年次必修科目で現代社会において社会福祉が必要とされる場面や社会的背景、本

学科の「系」に該当する社会福祉学の各学習領域とその学習内容を理解するとともに、社会福祉の原理

をめぐる思想・哲学と理論、歴史的社会的形成体としての社会福祉の全体像について理解を深めるため

の教育を行う。そしてソーシャルワークの目的や役割、専門職の機能と範囲、支援における概念・理念・

倫理も教授していく。これらを通して 2 年次以降の発展的に学修を進めるための基礎固めと学修意欲の

向上を図る。その他、社会福祉学の基盤となる科目を配置し、2 年次以降の学修に備える。2 年次には 3 

つの系（福祉制度政策系、福祉社会開発系、福祉臨床系）に分かれ、現代社会の諸問題を理解するため

の学問分野ごとの視点や分析方法を教授していく。なお専門的な分野を外国語で学ぶ科目、社会福祉国

際体験プログラム等による異文化・多文化共生への理解や異文化コミュニケーション能力の向上、更に

は各国の社会福祉実践とその課題を通してグローバルな市民意識への気づきや専門的な学修への意欲醸

成を図る。また 1 年次からのゼミナールを通して、アカデミックスキルの基礎から論理的思考力、表現

力、構成能力、発表能力等の獲得、各系における専門性や学際的課題の深化を図り、卒業論文（4 年次選

択）で 4 年間の学修の集大成とする。（詳細は、前述の(ｱ)教育課程を参照） 

 

子ども支援学科は、幼稚園教諭1種免許状、保育士資格、社会福祉士国家試験受験資格のための現場

配属実習で学内指導と現場配属実習を繰り返すことによって「往還型学習」を展開していく。併せてグ

ローバル化の進展に対応する多文化共生教育・保育及びインクルーシブ教育・保育、更なる情報化時代

に対応する保育現場でのICT活用力向上を目指した教育も展開していく。1年次から子ども支援学や保育

士・幼稚園教諭1種免許状取得のための基礎学習、グループでのアクティブラーニング等を取り入れた

導入教育を行い、社会福祉士国家資格受験希望者も選抜していく（10名を予定）。2年次からは各資格の

ための学外実習も始動させ、3年次には更に実習を重ねることで学びを深化させるとともに卒業論文及

び卒業制作に向けた準備やキャリア形成を進めていく。そして4年次には卒業論文もしくは卒業制作で4

年間の学びの総括を行うとともに、保育士・幼稚園教諭の双方の学びの総括を行う。（詳細は、前述の

(ｱ)教育課程を参照） 
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人間環境デザイン学科は、講義科目ではまず、必修科目として空間・生活環境・プロダクトの 3 つの

分野において扱うモノとコトの広がりを把握し、3 つの分野に共通して必要なユニバーサルデザインの

基本的考え方を学び、これからの社会で必要とされるデザインへの意識の醸成を図る。そして選択科目

において、建築からまちづくりを扱う「空間デザイン分野」、人間中心の視点によるデザインを扱う「生

活環境デザイン分野」、製品デザインを扱う「プロダクトデザイン分野」、3 つの分野にまたがる「共通

分野」に関する教育を行う。なお「空間デザイン分野」の科目は、一級・二級建築士の受験資格と密接

に関連していることから、そのための指導にも繋げていく。次に演習科目であるが、これらは本学科の

基幹となる科目と位置づけ、殆どを必修科目としており、演習課題は全て、問題解決型のアクティブラ

ーニングの手法を用いる。ある設計条件に対して多方面から検討を行い、ひとつの設計案をまとめてい

く作業を繰り返し、デザイン手法を体得していく。作業は主として実験工房・制作工房にて行い（1 年

次は普通教室を使用）、学生一人ひとりに用意された作業机で行う。そして教員は机間巡視することによ

って学生への綿密な個人指導を行う。更に学年全体に対してレクチャーを行う実験空間や、専門的な作

業を行うための専用機器を備えた木工・金工・塗装・計測等の各工房が備えられており、学年が上がる

につれ、専用機器を用いた作品制作が行われる。1 年次にはものづくりの基本的スキルとして、設計製

図、設計と加工、平面・立体表現の基本的技能を学ぶとともに CAD ソフトを用いた設計製図法を学ぶ。

2 年次には住宅の設計、改修設計、住宅で用いる製品のデザインを行い、その上で 3 年次の 3 つのコー

スの内容を見据えた専門的な課題にシフトしていくとともに、更に高度な設計製図法を学んでいく。そ

の後 3・4 年次に、それぞれのコースに特化した演習を行い、4 年次では全員が卒業研究に取組み、4 年

間の集大成として卒業論文または卒業制作を完成させる。（詳細は、前述の(ｱ)教育課程を参照） 

 

受講者数は、各教室の規模や学習効果、指導の円滑さを鑑みながら適正規模で設定し、聴講数が定員

以上となった場合には履修希望学生の選抜や授業クラスを増加させる等、適正な授業定員の維持に努め

る。諸資格養成を柱とした学部につき時間割が過密なことから、空き時限に特定学科の学生の履修が集

中することが予想されるため、それに対応できるよう開講する曜日時限にも十分に配慮し、学生の履修

機会が確保されるようにする。また ICT システムを通じた資料の提示、課題や練習問題の出題、あるい

は電子コミュニティ上での意見交換等、アクティブラーニングを推進するとともに、新型コロナウイル

ス感染症（COVID-19）対策の経験で培った非対面授業やハイブリット授業を弾力的に導入する等、教

育の質の担保を前提に様々な教育機会を提供できるよう検討することにより、大学施設の有効活用や学

生の教育機会の向上にも繋げていく。 

これらの方針を踏まえ、講義形式の授業は100名～200名程度、演習形式（語学・コミュニケーショ

ン系）の授業は30名程度、演習形式（情報処理系）の授業は60名程度、演習形式（学科専門領域）及

び実習形式の授業は20～50名程度を受講者数の目安とする。なお、英語で実施する学科専門領域科目

は、よりインタラクティブなアプローチが求められることから20～30人程度を適正規模とし、全学の

基準や各資格養成の基準に従って受講人数等を管理していく。 

上記の教育方法は、これまでの教育実績を踏まえた内容のため、改組前と比較しても同等以上の内容

を担保している。 

  

②履修指導方法 

まず入学に際しては、全学的規模で学部ごとに実施される新入生教育の枠の中で、履修の登録方法や図
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書館の利用法等学生生活の基本についてのガイダンスを行う。学科ガイダンスにおいては、教育課程の

構成、科目選択、授業の履修方法について、履修モデルを示して説明する。資格取得のための学修に関

する注意点等についても説明し、初年次から学生自身に学修計画を立てさせる。 

また1 単位あたりの学修時間の確保と4年間を通じたバランスのとれた学修の観点から、各学期（セメ

スター）の履修の上限を「24単位」と定めている。 

年に2 回、各学期の初頭には、前年度の単位取得状況の芳しくない学生について、「単位僅少者面接」

を行い、学修や生活に関して学生が抱える問題を早期に把握し、適切に指導を行う。留学生に対しては

基盤教育科目にある留学生対象の語学科目（日本語）を履修指導するとともに、演習を通じて担当教員

が個別指導を行う。また、チューター制度も活用しながら留学生がなるべく孤立しないようなサポート

を実施する。また、各教員はオフィス・アワーを設定して指導にあたるとともに、ICTを利用して学生と

のコミュニケーションを図る。演習の内容の掲示等に関してもICT を活用する。学生にはリマインダ機

能の設定を勧め、伝達事項の確実化を図る。 

更に、定期的に（概ね1 カ月に1回程度）学科会議を開き、学科の運営や学生の指導に関する情報を共

有し、統一した見解をもって指導に臨むことができるようにする。また、全学、学部の委員会と連携し

ながら大学の運営にあたる。 

上記の履修指導方法は、これまでの指導実績を踏まえた内容のため、改組前と比較しても同等以上の内

容を担保している。 

 

（２）健康スポーツ科学部 

①教育方法 

集中的に学習しより高い学習効果をあげるために、１学年 2 学期とするセメスター制とし、学期ごと

に学習成果を評価する。授業科目は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかを適切に組み合

わせ（大学設置基準 25 条）、より教育効果がでるよう教育課程を編成している。特に実習や実験、実技

科目が重要な役割を果たしていることから、そのために必要な各種設備を整備し、教育環境を整える。

また各科目の配当学年は基礎教育や専門教育としての学ぶ順番や系統に配慮しながら 1～4 年次へと段

階的かつ適切に配当する。 

受講者数は、各教室の規模や学習効果、指導の円滑さを鑑みながら適正規模で設定し、聴講数が定員

以上となった場合には履修希望学生の選抜や授業クラスを増加させる等、適正な授業定員の維持に努め

る。諸資格養成を柱とした学部につき時間割が過密なことから、空き時限に特定学科の学生の履修が集

中することが予想されるため、それに対応できるよう開講する曜日時限にも十分に配慮し、学生の履修

機会が確保されるようにする。また新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策の経験で培った非対

面授業やハイブリット授業を弾力的に導入する等、教育の質の担保を前提に様々な教育機会を提供でき

るよう検討することにより、大学施設の有効活用や運動部所属の学生をはじめとする学生の教育機会の

向上にも繋げていく。 

これらの方針を踏まえ、講義形式の授業は 100 名～230 程度、演習形式（語学・コミュニケーション

系）の授業は 30 名程度、演習形式（情報処理系）の授業は 60 名程度、演習形式（学科専門領域）及び

実習形式の授業は 20～40 名程度を受講者数の目安とする。なお、英語で実施する学科専門領域科目は、

よりインタラクティブなアプローチが求められることから 20～30 人程度を適正規模とする。また、実

習形式（栄養士養成科目）の授業は 1 コースにつき常時 2 名の教員と 1 名の実習指導助手で対応するこ
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とを前提とする。 

特に 1 年次から 4 年次までにわたり必修科目として開講される各種の「演習」が各学生の入学から卒

業、そしてその後のキャリアに至るまでのベクトルを定める大きな役割を持っていることから、担当す

る教員は責任ある指導に努める。その中でも 2 年次の「健康スポーツプロジェクト演習」や 3～4 年の

ゼミナールである「健康スポーツ科学演習」はその大きな教育的役割を果たす。またこれらの指導の結

果を「卒業論文・研究」として必修化し学習の深化を図る。この論文指導に関しては 4 年次春学期より

単位化（春・秋学期で各 2 単位）し、時間割上毎週 90 分の時間確保とともに、それ以外にも個別で定期

的な指導を行い秋学期末での完成を目指す。 

   また、各学期の初頭には、前年度の単位取得状況の芳しくない学生について、「単位僅少者面接」を行

い、学修や生活に関して学生が抱える問題を早期に把握し、適切に指導を行う。加えて、各教員はオフ

ィス・アワーを設定して指導にあたるとともに、ICT を利用して学生とのコミュニケーションを図る。   

両学科とも定員の 5～10％程度の留学生を受け入れることを予定している。留学生に対しては基盤教

育科目にある留学生対象の語学科目（日本語）を履修指導するとともに、演習を通じて担当教員がいわ

ゆる担任の役割を担い、個別指導を行う。また、チューター制度も活用しながら留学生がなるべく孤立

しないようなサポートを実施する。加えて学科会議等で留学生の学習状況に関する情報を絶えず共有す

ることに努める。 

上記の教育方法は、これまでの教育実績を踏まえた内容のため、改組前と比較しても同等以上の内容

を担保している。 

 

②履修指導方法 

両学科ともその専門領域が広く、多様な開講科目を擁しており、学外の研修や実習、インターンシッ

プ等の実践的な活動を推奨するため、可能な限り多くの機会を設け履修指導を徹底する。 

まず、入学直後のガイダンス期間において、全学的規模で学部ごとに実施される新入生教育の枠の中

で、履修・登録方法や図書館の利用法等学生生活の基本についてのガイダンスを行う。その際、各種資

格得に関してもガイダンスを行い、必要な単位の計画的な履修を促す。大学での学びの目的や意義、本

学部での学習内容とキャリアを理解のうえで、正しいキャリアパスに繋げるための履修計画を立てるた

めの指導を行う。それぞれの学科ガイダンスにおいては、教育課程の構成、科目選択、授業の履修方法

について、履修モデルやカリキュラムマップを提示する等の工夫をすることで、学生がイメージをもて

るよう配慮する。 

また、これら行事としての履修指導とは別に、各教員にオフィス・アワーを設けるとともに、各年次

に配置しているゼミナールにおいて、学生の履修相談に対応できるように体制を整える。ユニット体制

によるチームでの学生支援体制も構築していく。 

1 年次から実施される海外研修のプログラムに関しても説明し、複数の国内外のプログラムから選ぶ

ように指導するとともに、留学を希望する学生に対しては、必要とされる知識、海外での学修に関する

注意点等についても説明する。 

1 単位あたりの学修時間の確保と 4 年間を通じたバランスのとれた学修の観点から、各学期（セメス

ター）の履修の上限（CAP 制）を 24 単位と定め、それを超えない範囲の履修を指導する。ただし教職

に関わる単位数はこれに含めないこととする。 

上記の履修指導方法は、これまでの指導実績を踏まえた内容のため、改組前と比較しても同等以上の
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内容を担保している。 

 

(ｳ) 教員組織 

各学部の教員組織の変更は、以下のとおりである。 

 

（１）福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 

  入学定員 216 名を有する社会福祉学科は、社会学部第 1 部社会福祉学科（入学定員 150 名）及びライフ

デザイン学部生活支援学科生活支援学専攻（入学定員 116 名）が合併した学科であり、本学科の教員組織

は、基礎となる社会学部第 1 部社会福祉学科及びライフデザイン学部生活支援学科生活支援学専攻から異

動する専任教員を中心に構成するが、今回の改組によって両学科専攻で共通する学問分野や類似した専門

分野を整理し教育課程等を編成しているため、それに対応するかたちで専任教員の構成も見直している。

具体的には、社会学部第 1部社会福祉学科から異動する専任教員 12 名、ライフデザイン学部生活支援学科

生活支援学専攻から異動する専任教員 14 名の合計 26 名で始動させた後、完成年度にそれを 23 名、2028 年

度（最終形態）では 20 名にする計画である。社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士をはじめとする資

格養成の運営体制を抜本的に見直し、多岐にわたる資格養成業務の一部を専任教員以外の人材が担える体

制を構築することで、教員体制を変更した後も資格養成を円滑に運ぶための資格養成体制を担保する。助

教（実習担当）や事務職員を補充する等して適材適所に必要な数の人員を配置すると同時に、専任教員が

担う業務の範囲や役割のブラッシュアップを図ることで、専任教員の教育研究を推進できる体制を確立し

ていく。なおこの専任教員数は、大学設置基準第 13 条の別表 1 に定める専任教員数 12 名を充足するとと

もに、同別表第 2 の専任教員数についても大学全体で充足している。 

本学科では前述の3つの系（コース）を教育研究の中心とし、(ｱ)教育課程に対応した領域を専門教育科

目に設定していることから、以下の教員構成とする。これに加えて資格養成要員として助教（実習担当）

を8名配置する計画である。 

 

＜社会福祉学科の教員構成（完成年度時点）＞ 

○各分野の教員構成 

①福祉制度政策領域 6名：教授3名（60代3名)、准教授2名（60代1名、50代1名）、講師1名（50代1名） 

②福祉社会開発領域 6名：教授1名（50代1名）、准教授4名（50代4名）、助教1名（50代1名） 

③福祉臨床領域 11名：教授6名（60代4名、50代2名）、准教授5名（60代2名、50代3名） 

○学科教員全体の身分構成 

教授10名（43.48％）、准教授11名（47.82％）、講師1名（4.35％）、助教1名（4.35％） 

○学科教員全体の取得学位構成 

 博士16名（69.56％）、修士6名（26.09％）、学士1名（4.35％） 

○学科教員全体の年齢構成  

60代10名（43.48％）、50代13名（56.52％） 

○学科教員全体の性別構成 

   男性13名（56.52%）、女性10名（43.48%） 

 

改組前後をS/T比率（学生数÷専任教員数（助教及び助教（実習担当）を除く））で比較すると、改組
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前の基礎学科である社会学部第1部社会福祉学科が50名、ライフデザイン学部生活支援学科生活支援学専

攻が33.14名となり、改組後の福祉社会デザイン学部社会福祉学科が完成年度時点で37.56名、最終形態の

2028年度時点で43.2名となる。社会学部第1部社会福祉学科とライフデザイン学部生活支援学科生活支援

学専攻とでS/T比率に開きがあるが、これは社会学部第1部社会福祉学科が社会福祉士の資格養成を中心と

しているのに対し、ライフデザイン学部生活支援学科生活支援学専攻が、社会福祉士、精神保健福祉士、

介護福祉士の3資格を養成し、各資格を養成するに必要な教員を確保していることが影響している。ライ

フデザイン学部生活支援学科生活支援学専攻は、本学全体でみても他の学部と比べてS/T比率が低い。こ

のような背景をもつ学科専攻が合併するため、改組前後における影響はそれぞれ異なるが、各分野で必要

な教員数が確保できていることから、学科運営に必要な教員組織は担保できている。 

 

（２）福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 

入学定員100名を有する子ども支援学科の教員組織は、基礎となるライフデザイン学部生活支援学科子

ども支援学専攻（入学定員100名）から異動する専任教員11名で構成される。なおこの専任教員数は、大

学設置基準第13条の別表1に定める専任教員数8名を充足するとともに、同別表第2の専任教員数について

も大学全体で充足している。本学科では前述の3つの柱（保育学、幼児教育学、社会福祉学（子ども家庭

福祉学））を教育研究の中心とし、(ｱ)教育課程に対応した領域を専門教育科目に設定していることか

ら、以下の教員構成とする。これに加えて資格養成等の要員として助教及び助教（実習担当）を合計4名

配置する計画である。 

 

○各分野の教員構成（完成年度時点） 

①保育学領域 5名：教授4名（60代2名、50代1名、40代1名）、准教授1名（50代） 

②幼児教育学領域 3名：准教授2名（50代2名）、講師1名（50代） 

③社会福祉学（子ども家庭福祉学）領域 2名：教授2名（50代2名） 

④児童文学 1名：教授1名（60代） 

○学科教員全体の身分構成 

教授7名（63.64％）、准教授3名（27.27％）、講師1名（9.09％） 

○学科教員全体の取得学位構成 

  博士6名（54.55％）、修士5名（45.45％） 

○学科教員全体の年齢構成 

60代3名（27.27％）、50代7名（63.64％）、40代1名（9.09％） 

○学科教員全体の性別構成 

   男性3名（27.27%）、女性8名（72.73%） 

 

改組前後で入学定員数及び専任教員数の変更がなく、これまでの教員構成を維持していくことから、改

組前と比較しても同等以上の教員組織が担保できている。 

 

（３）福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 

入学定員160名を有する人間環境デザイン学科の教員組織は、基礎となるライフデザイン学部人間環境

デザイン学科（入学定員160名）から異動する専任教員14名で構成される。退職教員等の影響により、完
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成年度時点では専任教員13名を計画しているが、学科の運営状況や今後の展望によっては専任教員を補充

する可能性がある。なおこの専任教員数は、大学設置基準第13条の別表1に定める専任教員数10名を充足

するとともに、同別表第2の専任教員数についても大学全体で充足している。 

本学科では前述の3つのコースを研究の中心とし、(ｱ)教育課程に対応した領域を専門教育科目に設定し

ていることから、以下の教員構成とする。これに加えて技術指導等の要員として助教及び実習指導助手を

合計4名配置する計画である。 

 

○各分野の教員構成（完成年度時点） 

①空間デザイン領域 4名：教授1名（50代）、准教授3名（50代2名、40代1名） 

②生活環境デザイン学領域 4名：教授4名（60代1名、50代3名） 

③プロダクトデザイン領域 5名：教授3名（60代2名、50代1名）、准教授2名（60代1名、50代1名） 

○学科教員全体の身分構成 

教授8名（61.54％）、准教授5名（38.46％） 

○学科教員全体の取得学位構成 

 博士10名（76.92％）、学士3名（15.38％） 

○学科教員全体の年齢構成 

60代1名（7.69％）、50代8名（61.54％）、40代4名（30.77％） 

○学科教員全体の性別構 

   男性9名（69.23%）、女性4名（30.77%） 

 

同数の入学定員で専任教員を1名減員していることから、改組前後をS/T比率（学生数÷専任教員数（助

教及び実習指導助手を除く））で比較すると、改組前の基礎学科であるライフデザイン学部人間環境デザ

イン学科が45.71名、改組後（完成年度時点）の福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科が49.23名

と、S/T比率が若干高くでているが、大学設置基準第13条の別表1に定める専任教員数10名を充足するこ

と、准教授以上の専任教員で構成され教育の質を担保していること、実務業績をもってデザインや制作等

を行う本学科において実務家である非常勤講師が一定の教育を担っている実績があること等から、学科運

営に必要な専任教員は確保できており、改組前と比較しても同等以上の教員組織が担保できている。 

 

（４）健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 

入学定員230名を有する健康スポーツ科学科は、ライフデザイン学部健康スポーツ学科（入学定員180

名）を基礎とする学科であり、今回の改組によってスポーツ科学領域を中心に領域を拡充するとともに、

従来対象としてきた「子どもから高齢者、障がい者」といった一般の人々の健康に加えてアスリートのパ

フォーマンス向上に向けた教育研究を展開していくため、それに対応するかたちで専任教員の充実を図っ

ている。基礎となるライフデザイン学部健康スポーツ学科（入学定員180名）から異動する専任教員16名

に加え、新規で採用する専任教員6名の合計22名で学科を構成する。退職教員等の影響により、完成年度

時点は専任教員20名を計画しているが、学科の運営状況や今後の展望によっては更に専任教員を補充する

可能性がある。なおこの専任教員数は、大学設置基準第13条の別表1に定める専任教員数13名を充足する

とともに、同別表第2の専任教員数についても大学全体で充足している。 

本学科では前述の8つの分野（ユニット）を教育研究の中心とし、(ｱ)教育課程に対応した領域を専門教
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育科目に設定していることから、以下の教員構成とする。これに加えてユニットに対応するかたちで助教

を8名配置する計画である。 

 

○各分野の教員構成（完成年度時点） 

①ヒューマン・ボディ・サイエンス2名：教授2名（50代1名、40代1名） 

②コミュニティ健康スポーツ3名：教授2名（60代2名）、准教授1名（60代） 

③学校保健・スポーツ教育3名：教授1名（50代）、准教授2名（50代2名） 

④健康・スポーツ文化3名：教授1名（50代）、准教授1名（40代）、講師1名（30代） 

⑤アスレティック・コンディショニング2名：教授1名（50代）、講師1名（40代） 

⑥スポーツ情報1名：准教授1名（50代） 

⑦コーチング2名：准教授1名（40代）、講師1名（30代） 

⑧スポーツビジネス2名：准教授1名（30代）、講師1名（50代） 

⑨哲学・倫理教育1名：准教授1名（40代） 

➉英語教育1名：准教授1名（50代） 

○学科教員全体の身分構成 

教授7名（35％）、准教授9名（45％）、講師4名（20％） 

○学科教員全体の取得学位構成 

 博士13名（65％）、修士7名（35％） 

○学科教員全体の年齢構成 

60代3名（15％）、50代9名（45％）、40代5名（25％）、30代3名（15%） 

○学科教員全体の性別構成 

  男性12名（65.22%）、女性8名（34.78%） 

 

改組前後をS/T比率（学生数÷専任教員数（助教を除く））で比較すると、改組前の基礎学科であるラ

イフデザイン学部健康スポーツ学科が40名、改組後（完成年度時点）の健康スポーツ科学部健康スポーツ

科学科が41.81名となり、改組前と比較してS/T比率がほぼ同数であることから、改組前と比較しても同等

以上の教員組織が担保できている。 

 

（５）健康スポーツ科学部 栄養科学科 

入学定員100名を有する栄養科学科は、食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻（入学定員

50名）を基礎とする学科であり、今回の改組によって従来展開してきた運動生理学や食品機能等の生命科

学系分野はもとより、「スポーツと栄養」「身体活動と食生活」という視点に基づくスポーツ科学と栄養科

学の学際領域を強化していくため、それに対応するかたちで専任教員構成の見直しと充実を図っている。

基礎とする食環境科学部食環境科学科から異動する専任教員3名、食環境科学部健康栄養学科から異動す

る専任教員2名、理工学部生体医工学科から異動する専任教員1名、ライフデザイン学部健康スポーツ学科

から異動する専任教員（契約制外国語講師）2名に加え、新規に採用する専任教員4名の合計12名で学科を

構成する。退職教員等の影響により、完成年度時点は専任教員10名を計画しているが、学科の運営状況や

今後の展望によっては更に専任教員を補充する可能性がある。なおこの専任教員数は、大学設置基準第13

条の別表1に定める専任教員数9名を充足するとともに、同別表第2の専任教員数についても大学全体で充
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足している。 

本学科では前述の4つの分野を研究の中心とし、(ｱ)教育課程に対応した領域を専門教育科目に設定して

いることから、以下の教員構成とする。これに加えて、ユニットに対応するかたちで助教を4名、栄養士

資格養成要員として実習指導助手を3名配置する計画である。 

 

○各分野の教員構成（完成年度時点） 

①栄養疫学・栄養教育2名：准教授1名（40代）、講師1名（30代） 

②スポーツ栄養・生理学2名：教授2名（60代1名、40代1名） 

③食理学3名：教授2名（60代2名）、講師1名（30代） 

④生活習慣病予防学3名：教授1名（50代）、准教授2名（50代2名） 

○学科教員全体の身分構成 

教授5名（50％）、准教授3名（30％）、講師2名（20％） 

○学科教員全体の取得学位構成 

 博士10名（100％） 

○学科教員全体の年齢構成 

60代3名（30％）、50代3名（30％）、40代2名（20％）、30代2名（20%） 

○学科教員全体の性別構成 

男性5名（50%）、女性5名（50%） 

 

  改組前後を S/T 比率（学生数÷専任教員数（助教及び実習指導助手を除く））で比較すると、改組前の

基礎学科である食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻が 28.57 名、改組後（完成年度時点）

の健康スポーツ科学部栄養科学科が 40 名と大幅に高くなっているが、これは今回の改組によって入学定員

を 50 名から 100 名と 2倍に増やしていることが影響している。改組前後の S/T 比率で比較すると、改組前

と同等以上の教員組織が担保できているとは言い難い数字だが、改組前の S/T 比率そのものが本学全体で

みても低く、改組後の S/T 比率は他学科と比較しても同等の S/T 比率であること、各分野で必要な教員数

も確保できていることから、新学科を運営するに必要な教員組織を担保できている。 

 

(ｴ) 大学全体の施設・設備 

 今回の収容定員変更の対象キャンパスである赤羽台キャンパス（東京都北区）の施設・設備の変更は、以

下のとおりである。 

 

赤羽台キャンパスの校地は、学部学科の改組・移転に併せて計画され、平成 29 年（2017 年）4 月に開設

した情報連携学部の拠点である「INIAD HUB-1（校地面積 1318.00 ㎡、校舎面積 18899.05 ㎡／地上 5階建

て）」と、令和 3 年（2021 年）4 月に埼玉県朝霞市より移転したライフデザイン学部の拠点である「WELLB 

HUB-2（校地面積 6860 ㎡、校舎面積 22435.32 ㎡／地下 1 階・地上 9 階建て）」に加え、令和 5 年（2023

年）4 月にライフデザイン学部等を基礎とした学部の新設にあたり、新たに体育館棟・食堂棟・図書館棟を有

する「HELSPO HUB-3（校地面積 15837.71 ㎡、校舎面積 31271.48 ㎡／地下 1 階・地上 6 階建て）」を建

設することとなった。大学設置基準第 37 条の 2 に定める校舎面積の基準を十分に満たしており、改組前後

における収容定員の増加に対応できる計画となっている。令和 5 年（2023 年）4 月以降は、情報連携学部は
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従前どおり INIAD HUB-1 を、福祉社会デザイン学部は主に WELLB HUB-2 を、健康スポーツ科学部は主

に HELSPO HUB-3 を拠点として、各専門領域の教育研究を始動させる。 

 

赤羽台キャンパスの施設・設備は、学部の新設により学生数や教育研究内容に対応する環境を整備する。 

改組前後の主な施設概要（予定）は、以下のとおりである。 

 

現在の教室稼働率や新たに増加が見込まれる利用数、WELLB HUB-2及びHELSPO HUB-3で新たに設け

る教室等を加味して教室稼働率を算出すると、小教室（99名以下）46％、中教室（100～200名）45％、大教

室（250名以上）60％、PC教室54％、キャンパス全体で47％が見込まれていることから、十分な教室数を確

保できている。なお、一般教室やPC教室は、2学部の教育課程や時間割を考慮しながら、両学部で共同利用

することでWELLB HUB-2とHELSPO HUB-3を有効に活用していく。一般教室やPC教室に加え、各学部の

教育内容に即した各種実験実習室も整備しており、福祉社会デザイン学部は資格養成等に必要な各種実習室

を既存の建物であるWELLB HUB-2に、健康スポーツ科学部は各種実験実習室を新設の建物である

HELSPO HUB-3に設ける。これらも教育効果を考慮した適正なコース数での利用・運営が可能であること

を確認している。また、HELSPO HUB-3に十分な規模の体育館を設置することにより、東洋大学総合スポ

ーツセンター（東京都板橋区）を会場としていた実技科目を含むスポーツ実技を赤羽台キャンパスで行うこ

とを基本とする。これにより学生の授業会場の移動負荷が軽減される。スポーツ実技の会場についても、授

業機会を適正に確保できることを確認している。またアリーナ、多目的室等は、福祉社会デザイン学部の授

業等における会場としても利用し、キャンパス全体で有効に活用していく。 

教員の研究室は、学部ごとに活動拠点の建物に設けることとし、福祉社会デザイン学部教員の研究室は

WELLB HUB-2に、健康スポーツ科学部教員の研究室はHELSPO HUB-3に設置する。個室を設けることで

情報管理等の機密性を確保するとともに、プライバシーが確保された環境で学生が自由に学修等の相談に訪

れることができる。 

 

WELLB HUB-2 及び HELSPO HUB-3 の施設・設備の詳細は、以下のとおりである。 

既設の WELLB HUB-2 は、一般教室のほか、介護技術の授業のための介護実習室、入浴実習室、調理実習

室等や保育士、幼稚園教諭の授業のための保育実習室、音楽実習室、ピアノ練習室、デザインや制作等の授

業や演習で使用する実験工房、制作工房等があり、より実践的な知識や技術を学ぶことができる施設となっ

ている。また学生の休息、その他の利用空間として、1 階には 300 席の学生食堂、3 階には 66 席の学生ホー

ルがあり、屋外にはキャンパス内のなかみち広場に面して屋外に設置された階段状のトポテラスや屋外ベン

チが設置されている。WELLB HUB-2 の改組前後の主な変更は、若干数の教室等の増設のみとなる。 

新設の HELSPO HUB-3 は、既設校舎の隣地で最も駅に近い南側の敷地を校地とし、体育館棟、図書館棟、

食堂棟により構成し、教育課程や教員組織を踏まえ、以下のとおり必要な施設・設備を設ける。 

WELLB HUB-2 HELSPO HUB-3 備考

一般教室

20名×8室、45名×6室、66名×2室、
80名×7室、100名×2室、
130名×2室、168名×1室、
177名×1室、180名×2室※1、
200名×2室※1、210名×1室、
250名×2室、300名×1室

40名×5室※2、80名×2室※2、
120名×3室※2

※1 1室増設
※2 全室増設

PC教室 48名×1室、80名×1室、100名×1室 ×

各種実験実習演習室 ○ ○※ ※増設

スポーツ施設 × ○※ ※増設
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＜体育館棟＞ 

 体育館棟は、健康スポーツ科学科の教育研究に必要な機能を中心とした施設設備となっている。 

1 階は、ダンスや多種目のスポーツ等で使用する「多目的室 2 室」に加え、「武道場 2 室（柔道場、剣道

場）」、「外来者用のトレーニングルーム」を配置する。このほかにも健康スポーツ科学科で使用する「実習室

（運動生理学、バイオメカニクス）」や栄養科学科の「調理実習室 4 室」、「食堂実習室」を配置するとともに、

「超音波心電図測定室」、「トレッドミル室」、「骨密度撮影室」、「トレーニング室」といった健康スポーツ科

学の教育研究に必要な特殊設備のある部屋や「診療室」も配置する。 

2 階は、「教育研究用のトレーニング室」、「コンディショニングルーム」があるほか、健康スポーツ科学科

の「実習室（生理生化学、解剖学、保健科学等）」、「顕微鏡室 2 室」を配置する。 

3・4 階は、バスケットボールコート 3 面を確保できる広さを持つ「アリーナ」が占めている。付設する観

客席は、約 3000 席（3 階移動座席 864 席、4 階固定座席 848 席、その他パイプ椅子等）を予定している。ま

た、体育館棟の 4 階から食堂棟屋上へと繋がる部分に「陸上タータン走路（80m×3 本）」を設置し、実技や

測定を可能としている。 

 

＜食堂棟＞ 

 食堂棟は、栄養科学科の教育研究に必要な機能を中心とした施設設備となっている。 

地下には、動物実験に対応するための「動物搬入室」「解剖室 2 室」「解剖学実験室」「マウス室」「ラット

室」「検疫室」等を設け、栄養科学科と健康スポーツ科学科が共同利用する。なお、動物実験施設に際しては、

本学の動物実験等の実施に関する規程に従い関係機関への届け出及び認可承諾のもとその運営、維持管理を

行う。加えて、運動部優秀選手を一定数受け入れることから、そのための練習室や部室等の施設も設ける。 

1 階は、食堂（274 席）や売店を配置する。 

2 階は、栄養科学科で使用する「実験・実習室（スポーツ栄養学、栄養疫学）」、「栄養指導室」、「栄養生理

学実習ルーム」、「病態制御室」、「病理室」、「人口環境制御室」、「睡眠実験室」、「代謝測定室」、「分析器室」

等栄養科学の教育研究に特有の各種実験・実習室を配置する。 

3 階は、栄養科学科で使用する「実験・実習室（公衆衛生学、分子食理学、応用食理学、食品栄養学）」、「培

養実験室」、「一般教室（120 名収容）」を配置する。 

 

＜図書館棟＞ 

WELLB HUB-2 の 3 階に位置する仮設の図書館を移転し、図書館棟として施設の規模や機能を拡充させ

る。1 階から 3 階（西側）が赤羽台図書館となり、3 階（東側）及び 4 階から 6 階には教室と研究室等を設置

する。 

1 階は、図書館の入退館口を置き、カウンターや事務室等、館内の管理業務をここに集約する。利用者用エ

リアには「アクティブラーニングエリア」、「グループ学習室 3 室」、「ＰＣコーナー」、「雑誌コーナー」等を

配置し、多機能学習機能を備える。また、地域開放を見据えた「こども図書館」を設置し、学生の学修支援

との両立を目指す。加えて、図書館に長時間滞在する学生が休憩を取りやすいよう、入退館口近くにはカフ

ェとリフレッシュコーナー（自動販売機コーナー）を併設する。 

2 階は、「閲覧席」、「セミナー室」、「書架（開架）」「書庫（閉架）」を配置する。 

3 階は、「閲覧席」、「個室学習室 8 室」、「書架（開架）」、及び図書館外の区画には、「一般教室（80 名収容）

-設置等の趣旨（本文）-28-
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2 室」、「ホール（300 名収容）」を配置する。 

4 階は、主に教室となり、「一般教室（120 名収容）2 室」「一般教室（40 名収容）5 室」を配置する。 

5・6 階は、主に健康スポーツ科学部教員の研究室を備える。各研究室に取り囲まれるような形でフロアの

中央には会議室や学科の共同研究室、学習指導室、院生の共同研究室等を整備する。 

 

以上のように、体育館棟と食堂棟を中心に教育研究環境を整備している。また食堂棟には一般教室を増設

し収容定員増加に対応する授業環境を確保するとともに、食堂や売店も増設し学生生活環境の充実も図って

いる。また栄養士養成施設としての許認可を得るための広さや機能も整えている。 

今回の改組に伴う校地・校舎を拡充によって収容定員の増加に対応できる施設・設備を確保しており、定

員変更前の施設・設備と比較しても同等以上の内容が担保できている。 

以 上 
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哲学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

生命と倫理 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

宗教学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼2

日本文学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

外国文学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

歴史学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

美術一般 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

音楽一般 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 12 0 0 0 0 0 0 兼5

経済学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経営学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼1

心理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 1 0 0 0 兼8

数学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

物理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代化学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生物学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼3

地域文化研究Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｄ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｅ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 0 0 0 0 0 兼5

英語および英語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語および中国語圏社会事情 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

フランス語およびフランス語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ドイツ語およびドイツ語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

韓国語および韓国語圏社会事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

留学のすすめ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

異文化理解概論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

短期海外研修Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 30 0 0 0 0 0 0 兼7

英語ⅠＡ 1前 1 ○ 1 兼18

英語ⅠＢ 1後 1 ○ 1 兼18

英語ⅡＡ 1前 1 ○ 1 兼13

英語ⅡＢ 1後 1 ○ 1 兼13

英語ⅢＡ 2前 1 ○ 1 兼18
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

－

学
問
の
基
礎
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

英語ⅢＢ 2後 1 ○ 1 兼18

英語ⅣＡ 2前 1 ○ 兼14

英語ⅣＢ 2後 1 ○ 兼14

Intercultural Communication Skills ⅠＡ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅠＢ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＡ 1･2･3･4後 1 ○ 1

Intercultural Communication Skills ⅡＢ 1･2･3･4後 1 ○ 1

English Test PreparationⅠ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Business English Communication 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アカデミックライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

テクニカルライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅰ Listening/Speaking 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

IELTS for Study Abroad Ⅰ Reading/Writing 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Reading/Writing 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Pre-Study Abroad: Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Pre-Study Abroad: Writing 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

小計（31科目） － 8 30 0 0 1 0 0 0 兼31

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

日本事情Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅰ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅰ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅱ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅱ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅲ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅲ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Japanese Reading  Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Listening Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼3

Project Work Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Culture and Society Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Japanese Culture and Society Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（26科目） － 6 32 0 0 0 0 0 0 兼19
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

キャリアデザイン入門 1前 2 ○ 兼1

コミュニケーション＆マナー 1後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン実践 2後 2 ○ 兼1

キャリアデベロップメント 3･4後 2 ○ 1

インターンシップ入門 3･4前 2 ○ 1

アントレプレナーシップ 3･4後 2 ○ 兼1

口頭表現法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プレゼンテーション技法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文章読解 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

レポート・論文のまとめ方 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（10科目） － 0 20 0 0 1 0 0 0 兼4

日本国憲法 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

グローバル市民論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境政策論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

情報化社会と人間 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ダイバーシティ論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

障害学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

社会貢献活動入門 1･2･3･4後 2 ○ 1

地域マネジメント 1･2･3･4後 2 ○ 1

公務員論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

食と健康 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

基礎会計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（12科目） － 0 24 0 0 1 0 0 0 兼10

情報リテラシーⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼5

情報リテラシーⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼4

プログラミング基礎Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プログラミング基礎Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 2 6 0 0 0 0 0 0 兼9

スポーツ健康科学実技Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅳ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学講義Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

スポーツ健康科学講義Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼8

全学総合Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｆ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｇ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｈ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｉ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｊ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｋ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｌ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｍ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｆ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 38 0 0 0 0 0 0 兼13
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

社会福祉学入門 1前 2 ○ 1

社会福祉学基礎演習Ⅰ 1前 2 ○ 10 10 1 1

社会福祉学基礎演習Ⅱ 1後 2 ○ 10 10 1 1

ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ 1前 2 ○ 1

ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅱ 1後 2 ○ 1

社会福祉の原理と政策Ⅰ 1前 2 ○ 1

社会福祉の原理と政策Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

社会福祉学専門演習Ⅰ 3前 2 ○ 10 11 1

社会福祉学専門演習Ⅱ 3後 2 ○ 10 11 1

社会福祉学専門演習Ⅲ 4前 2 ○ 10 11 1

社会福祉学専門演習Ⅳ 4後 2 ○ 10 11 1

小計（11科目） － 22 0 0 10 11 1 1 0 兼1

社会福祉学総合演習Ⅰ 2前 2 ○ 10 9 1 1

社会福祉学総合演習Ⅱ 2後 2 ○ 10 9 1 1

ソーシャルワーク演習Ⅰ 2前 2 ○ 10 8 1 兼6

ソーシャルワーク演習Ⅱ（専門） 2後 2 ○ 10 8 1 兼6

社会福祉調査の応用 1後 2 ○ 1

統計情報処理および実習 1後 2 ○ 兼1

アドミニストレーション論 1前 2 ○ 兼1

欧米の社会福祉史 1前 2 ○ 1

社会開発論 1後 2 ○ 1

医学概論 1前 2 ○ 兼1

現代の精神保健の課題と支援Ⅰ 1前 2 ○ 1

現代の精神保健の課題と支援Ⅱ 1後 2 ○ 1

高齢者福祉 1前 2 ○ 1

児童・家庭福祉 1後 2 ○ 1

社会福祉調査の基礎 1前 2 ○ 1

社会福祉発達史 1前 2 ○ 1

障害者福祉 1前 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ 1後 2 ○ 1

ケアワーク論 2前 2 ○ 1

精神医学と精神医療Ⅰ 2前 2 ○ 1

精神医学と精神医療Ⅱ 2後 2 ○ 1

精神保健福祉の原理Ⅰ 2前 2 ○ 1

精神保健福祉の原理Ⅱ 2後 2 ○ 1

保健医療と福祉 2前 2 ○ 1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ 2前 2 ○ 1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅲ（専門） 2後 2 ○ 1 1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ（専門）（精神） 2前 2 ○ 1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ（専門）（精神） 2後 2 ○ 1

ソーシャルワーク実習指導Ⅰ 2前 1 ○ 6 6 1 兼5 共同

ソーシャルワーク実習Ⅰ 2後 2 ○ 6 6 1 兼7 共同

刑事司法と福祉 2･3前 2 ○ 1

権利擁護を支える法制度 2･3前 2 ○ 兼1

社会保障Ⅰ 2･3前 2 ○ 兼1

社会保障Ⅱ 2･3後 2 ○ 兼1

地域福祉と包括的支援体制Ⅰ 2･3前 2 ○ 1

地域福祉と包括的支援体制Ⅱ 2･3後 2 ○ 1

貧困に対する支援 2･3前 2 ○ 1

福祉サービスの組織と経営 2･3後 2 ○ 1

質的調査法 2･3･4前 2 ○ 1

社会統計解析法 2･3･4後 2 ○ 兼1

社会統計学 2･3･4前 2 ○ 兼1

ＳＤＧｓ入門 2･3･4前 2 ○ 1

ケアマネジメント論 2･3･4後 2 ○ 1

現代社会とメンタルヘルス 2･3･4前 2 ○ 2 1 オムニバス

専
門
教
育
科
目

学
科
専
門
科
目

選
択
科
目

－

必
修
科
目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

国際福祉開発交流 2･3･4後 2 ○ 1

災害と福祉 2･3･4後 2 ○ 1

ジェンダーと福祉 2･3･4前 2 ○ 兼1

スクールソーシャルワーク論 2･3･4前 2 ○ 兼1

ソーシャルアクション論 2･3･4後 2 ○ 1

人間の幸福とペット 2･3･4後 2 ○ 1

バリアフリー論 2･3･4後 2 ○ 兼1

福祉ＩＣＴ 2･3･4前 2 ○ 1

居住福祉論 2･3･4後 3 ○ 1

国際社会福祉論Ａ 2･3･4前 2 ○ 1

国際社会福祉論Ｂ 2･3･4後 2 ○ 1

社会調査および実習Ⅰ 2･3･4前 2 ○ 3 1 兼1

社会調査および実習Ⅱ 2･3･4後 2 ○ 3 1 兼1

社会福祉国際体験演習Ａ 2･3･4前 2 ○ 1

社会福祉国際体験演習Ｂ 2･3･4後 2 ○ 1

精神障害リハビリテーション論 3前 2 ○ 兼1

精神保健福祉制度論 3前 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅳ（専門） 3後 2 ○ 1 1

ソーシャルワーク演習Ⅲ（専門） 3前 2 ○ 10 8 1 兼6

ソーシャルワーク演習Ⅳ（専門） 3後 2 ○ 10 8 1 兼6

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ 3前 1 ○ 6 6 1 兼6 共同

ソーシャルワーク実習指導Ⅲ 3後 1 ○ 6 6 1 兼5 共同

ソーシャルワーク実習Ⅱ 3後 4 ○ 6 6 1 兼7 共同

ソーシャルワーク演習Ⅰ（専門）（精神） 3前 2 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク演習Ⅱ（専門）（精神） 3後 2 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク実習指導Ⅰ（精神） 3後 1 ○ 1 兼1 共同

価値と倫理に基づく実践史 3･4後 2 ○ 兼1

現代的福祉課題Ａ 3･4前 2 ○ 兼1

現代的福祉課題Ｂ 3･4後 2 ○ 兼1

社会福祉の権利 3･4前 2 ○ 1

制度・政策・施設史 3･4後 2 ○ 兼1

医療ソーシャルワーク論 3･4前 2 ○ 兼1

医療福祉演習Ⅰ 3･4前 2 ○ 1 共同

医療福祉演習Ⅱ 3･4後 2 ○ 1 共同

実習指導の理論と方法 3･4前 2 ○ 2 2 兼2 共同

地域医療福祉専門実習Ⅰ 4前 2 ○ 2 1

地域医療福祉専門実習Ⅱ 4後 2 ○ 2 1

ソーシャルワーク演習Ⅴ（専門） 4前 2 ○ 10 8 1 兼6

ソーシャルワーク演習Ⅲ（専門）（精神） 4後 2 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ（精神） 4前 1 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク実習指導Ⅲ（精神） 4後 1 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク実習（精神） 4前 4 ○ 3 2 兼1 共同

卒業論文 4後 4 ○ 10 10 1

介護過程Ⅰ 1後 1 ○ 1 兼2 共同

介護総合演習Ⅰ 1後 1 ○ 1 兼2 共同

介護福祉援助概論Ⅰ 1後 2 ○ 1

介護福祉実習Ⅰ 1後 2 ○ 2 2 兼2 共同

生活支援技術Ⅰ 1後 1 ○ 1 兼1 共同

認知症の理解Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

認知症の理解Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

発達と老化の理解 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

こころとからだのしくみⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

こころとからだのしくみⅡ 1･2･3･4前 2 ○ 1

こころとからだのしくみⅢ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

介護コミュニケーション技術Ⅰ 2前 2 ○ 1 オムニバス

介護過程Ⅱ 2後 1 ○ 1 兼2 共同
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目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部社会福祉学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

介護総合演習Ⅱ 2前 1 ○ 1 兼2 共同

介護総合演習Ⅲ 2後 1 ○ 1 兼2 共同

介護福祉援助概論Ⅱ 2後 2 ○ 1

介護福祉実習Ⅱ 2後 3 ○ 2 2 兼2 共同

生活支援技術Ⅱ 2前 1 ○ 1

生活支援技術Ⅲ 2前 1 ○ 兼1

生活支援技術Ⅳ 2前 1 ○ 1

生活支援技術Ⅴ 2前 1 ○ 1 兼1 共同

医療的ケアⅠ 3前 2 ○ 1 兼3 共同

医療的ケアⅡ 3後 2 ○ 1 兼3 共同

介護コミュニケーション技術Ⅱ 3前 2 ○ 兼1

介護過程Ⅲ 3前 1 ○ 1 兼2 共同

介護総合演習Ⅳ 3後 1 ○ 1 兼2 共同

介護福祉実習Ⅲ 3前 3 ○ 2 2 兼2 共同

生活支援技術Ⅵ 3前 1 ○ 1

生活支援技術Ⅶ 3後 1 ○ 1

生活支援技術Ⅷ 3後 1 ○ 兼1

生活支援技術Ｘ 3後 1 ○ 兼1

介護教育方法 3･4前 2 ○ 2 2 共同

生活支援のための運動学とリハビリテーション 3･4前 2 ○ 1

介護過程の応用 4後 1 ○ 1 兼2 共同

医療的ケアⅢ 4前 2 ○ 1 兼3 共同

介護過程Ⅳ 4前 1 ○ 1 兼2 共同

介護福祉実習Ⅳ 4前 2 ○ 2 2 兼2 共同

生活支援技術Ⅸ 4前 1 ○ 1

小計（125科目） － 0 234 0 10 11 1 1 0 兼33

－ 38 474 0 10 11 1 1 0 兼144

学士
（社会福祉学）

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

1）卒業要件となる科目で124単位以上を修得すること。
2）基盤教育科目で、哲学・思想科目2単位以上、国際人の形成の語学の外国語科目必修8単
位、キャリア・市民形成の情報科目4単位以上を含み、18単位以上を修得すること。また、外
国人留学生入試入学者は、上記の他に、国際人の形成の語学の留学生対象科目必修6単位を修
得すること。
3）専門教育科目で、学科専門科目を70単位以上（うち必修科目22単位、選択必修科目4単
位、選択科目44単位以上）修得すること。
（履修科目の登録の上限：半期24単位（年間48単位））
なお、基盤教育科目のキャリア・市民形成の情報科目の選択単位のうち、情報リテラシー
Ⅱ、プログラミング基礎Ⅰから2単位を選択必修とし、学科専門科目の選択単位のうち、社会
福祉学総合演習Ⅰ、社会福祉学総合演習Ⅱ、ソーシャルワーク演習Ⅰ、ソーシャルワーク演
習Ⅱ（専門）から4単位を選択必修とする。

１学年の学期区分 2学期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

－

合計（289科目） －

学位又は称号 学位又は学科の分野

専
門
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科
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門
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目

選
択
科
目

社会学・社会福祉学関係

-設置等の趣旨（資料）-6-



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

哲学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

生命と倫理 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

宗教学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼2

日本文学 1･2･3･4前 2 ○ 1

外国文学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

歴史学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

美術一般 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

音楽一般 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 12 0 1 0 0 0 0 兼4

経済学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経営学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

心理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 0 0 0 0 兼9

数学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

物理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代化学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生物学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼3

地域文化研究Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｄ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｅ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 0 0 0 0 0 兼5

英語および英語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語および中国語圏社会事情 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

フランス語およびフランス語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ドイツ語およびドイツ語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

韓国語および韓国語圏社会事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

留学のすすめ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

異文化理解概論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

短期海外研修Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 30 0 0 0 0 0 0 兼7

英語ⅠＡ 1前 1 ○ 兼19

英語ⅠＢ 1後 1 ○ 兼19

英語ⅡＡ 1前 1 ○ 兼14

英語ⅡＢ 1後 1 ○ 兼14

英語ⅢＡ 2前 1 ○ 兼19

基
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形
成

語
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

－

学
問
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礎
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

英語ⅢＢ 2後 1 ○ 兼19

英語ⅣＡ 2前 1 ○ 兼14

英語ⅣＢ 2後 1 ○ 兼14

Intercultural Communication Skills ⅠＡ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅠＢ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＢ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅠ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Business English Communication 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アカデミックライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

テクニカルライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅰ Listening/Speaking 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

IELTS for Study Abroad Ⅰ Reading/Writing 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Reading/Writing 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Pre-Study Abroad: Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Pre-Study Abroad: Writing 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

小計（31科目） － 8 30 0 0 0 0 0 0 兼32

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

日本事情Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅰ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅰ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅱ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅱ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅲ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅲ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Japanese Reading  Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Listening Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼3

Project Work Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Culture and Society Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Japanese Culture and Society Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（26科目） － 6 32 0 0 0 0 0 0 兼19

－
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目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

キャリアデザイン入門 1前 2 ○ 兼1

コミュニケーション＆マナー 1後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン実践 2後 2 ○ 兼1

キャリアデベロップメント 3･4後 2 ○ 兼1

インターンシップ入門 3･4前 2 ○ 兼1

アントレプレナーシップ 3･4後 2 ○ 兼1

口頭表現法 1･2･3･4前 2 ○ 1

プレゼンテーション技法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文章読解 1･2･3･4後 2 ○ 1

レポート・論文のまとめ方 1･2･3･4後 2 ○ 1

小計（10科目） － 0 20 0 1 0 0 0 0 兼4

日本国憲法 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

グローバル市民論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境政策論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

情報化社会と人間 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ダイバーシティ論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

障害学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

社会貢献活動入門 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域マネジメント 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

公務員論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

食と健康 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

基礎会計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（12科目） － 0 24 0 0 0 0 0 0 兼11

情報リテラシーⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼5

情報リテラシーⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼4

プログラミング基礎Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プログラミング基礎Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 2 6 0 0 0 0 0 0 兼9

スポーツ健康科学実技Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅳ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学講義Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

スポーツ健康科学講義Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼8

全学総合Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｆ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｇ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｈ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｉ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｊ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｋ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｌ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｍ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 1 兼1

総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｆ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 38 0 1 0 0 0 0 兼12

－

－

－

－

－
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

子ども支援学概論 1前 2 ○ 7 3 1 共同

子ども支援学演習Ⅰ 1後 1 ○ 7 3 1

教育基礎論 1前 2 ○ 1

教育制度論 1後 2 ○ 1

幼児教育論 1前 2 ○ 1

発達心理学 1後 2 ○ 1

子ども支援学演習ⅡＡ 2前 1 ○ 7 3 1

子ども支援学演習ⅡＢ 2後 1 ○ 7 3 1

多文化共生保育・教育 3後 1 ○ 1 兼1 共同

子ども支援学演習ⅢＡ 3前 1 ○ 7 3 1

子ども支援学演習ⅢＢ 3前 1 ○ 7 3 1

子ども支援学演習ⅣＡ 4前 1 ○ 7 3 1

子ども支援学演習ⅣＢ 4後 1 ○ 7 3 1

小計（13科目） － 18 0 0 7 3 1 0 0 兼1

子どもソーシャルワーク 3後 2 ○ 1

ソーシャルワーク演習Ⅳ（専門） 3後 2 ○ 1

卒業論文 4後 4 ○ 7 3 1

卒業制作 4後 2 ○ 7 3 1

保育原理 1前 2 ○ 1

児童・家庭福祉 1後 2 ○ 1

社会福祉の原理と政策Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

保育者論 2後 2 ○ 1

社会的養護 1前 2 ○ 1

子ども家庭支援論 4後 2 ○ 1

子どもと健康 1前 1 ○ 1

子どもと人間関係 1後 1 ○ 1

子どもと環境 2後 1 ○ 1

子どもと言葉 1前 1 ○ 兼1

子どもと表現Ⅰ 1後 1 ○ 1 兼2 共同

子どもと表現Ⅱ 1後 1 ○ 兼1

社会福祉の原理と政策Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ 1後 2 ○ 兼1

医学概論 1前 2 ○ 兼1

社会福祉発達史 1前 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの基盤と専門職Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

子どもの権利と教育 1･2･3･4前 2 ○ 1

子育て支援実践 1･2･3･4前 1 ○ 1 兼1 共同

子どもと文学 1･2･3･4前 2 ○ 1

海外保育フィールドワーク 1･2･3･4前 2 ○ 7 3 1

教育と福祉 1･2･3･4後 2 ○ 1

生活と総合学習 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

多文化共生保育・教育実践 1･2･3･4後 1 ○ 1 兼1 共同

国語表現法 1･2･3･4前 2 ○ 1

国際児童福祉 1･2･3･4前 2 ○ 1

ソーシャルワーク演習Ⅰ 2前 2 ○ 兼2

子どもの保健 2前 2 ○ 兼1

子どもの健康と安全 3前 1 ○ 1

子どもの理解と援助 3前 1 ○ 1

子どもの食と栄養（実習含む） 1後 2 ○ 兼1

社会的養護内容 2前 1 ○ 1

乳児保育Ⅰ 2後 2 ○ 兼1

乳児保育Ⅱ 4前 1 ○ 1

－
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目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

保育実習ⅠＡ（施設） 2後 2 ○ 6 3 1 兼5 共同

保育実習指導ⅠＡ（施設） 2後 1 ○ 2 1 兼3 共同

教育心理学 2前 1 ○ 1

子ども家庭支援の心理学 3前 2 ○ 1

保育内容の指導法（言葉） 2前 1 ○ 1

保育内容の指導法（健康） 2後 1 ○ 1

保育内容の指導法（人間関係） 2後 1 ○ 兼1

保育内容の指導法（環境） 3前 1 ○ 兼1

保育内容の指導法（音楽表現） 3前 1 ○ 1

保育内容の指導法（造形表現） 2後 1 ○ 兼1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅲ（専門） 2後 2 ○ 兼2

社会福祉調査の基礎 1前 2 ○ 兼1

ソーシャルワーク演習Ⅱ（専門） 2後 2 ○ 兼1

保健医療と福祉 2前 2 ○ 兼1

ソーシャルワーク実習指導Ⅰ 2前 1 ○ 1 兼1

高齢者福祉 1前 2 ○ 兼1

障害者福祉 1前 2 ○ 兼1

権利擁護を支える法制度 2･3前 2 ○ 兼1

貧困に対する支援 2･3前 2 ○ 兼1

刑事司法と福祉 2･3前 2 ○ 兼1

地域福祉と包括的支援体制Ⅰ 2･3前 2 ○ 兼1

地域福祉と包括的支援体制Ⅱ 2･3後 2 ○ 兼1

福祉サービスの組織と経営 2･3後 2 ○ 兼1

社会保障Ⅰ 2･3前 2 ○ 兼1

社会保障Ⅱ 2･3後 2 ○ 兼1

特別支援教育・保育Ⅰ 1前 1 ○ 1

特別支援教育・保育Ⅱ 2前 1 ○ 兼1

保育実習ⅠＢ（保育所） 3前 2 ○ 6 3 1 兼6 共同

保育実習指導ⅠＢ（保育所） 3前 1 ○ 3 兼2 共同

保育・教育相談 3後 2 ○ 兼1

幼児教育方法（情報機器の活用を含む） 3前 2 ○ 兼1

保育指導法 3前 2 ○ 1

保育カリキュラム論 2後 2 ○ 1

保育内容総論 1前 1 ○ 1

ソーシャルワークの理論と方法Ⅳ（専門） 3後 2 ○ 兼2

ソーシャルワーク演習Ⅲ（専門） 3前 2 ○ 1

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ 3前 1 ○ 1 兼1

ソーシャルワーク実習指導Ⅲ 3後 1 ○ 1 兼1 共同

ソーシャルワーク実習Ⅰ 2前 2 ○ 2 兼1 共同

ソーシャルワーク実習Ⅱ 3前 4 ○ 2 兼1 共同

子育て支援 4前 1 ○ 兼3

保育実習指導Ⅱ（保育所） 4前 1 ○ 3 兼1 共同

保育実習指導Ⅲ（施設） 4前 1 ○ 2 兼1 共同

保育実習Ⅱ（保育所） 4前 2 ○ 6 3 1 兼5 共同

保育実習Ⅲ（施設） 4前 2 ○ 6 3 1 兼2 共同

教育実習Ⅲ（事前・事後指導を含む） 3後 5 ○ 1 1 兼1 共同

保育・教職実践演習 4後 2 ○ 1 1

音楽表現専門演習 2･3･4後 2 ○ 1

発達心理学専門演習 2･3･4後 2 ○ 1

保育音楽表現技術Ⅰ 2･3･4前 2 ○ 1 兼2 共同

保育音楽表現技術Ⅱ 2･3･4前 2 ○ 1

専
門
教
育
科
目

学
科
専
門
科
目

選
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科
目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部子ども支援学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

音楽あそびの実践 2･3･4後 2 ○ 1

体育あそびの実践 2･3･4後 2 ○ 1

造形あそびの実践 2･3･4前 2 ○ 兼1

ソーシャルワーク演習Ⅴ（専門） 4前 2 ○ 1

小計（95科目） － 0 167 0 7 3 1 0 0 兼39

－ 34 407 0 7 3 1 0 0 兼152

学士
（子ども支援学）

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

1）卒業要件となる科目で124単位以上を修得すること。
2）基盤教育科目で、哲学・思想科目2単位以上、国際人の形成の語学の外国語科目必修8単
位、キャリア・市民形成のキャリア科目2単位以上、市民形成科目2単位以上、情報科目2単位
以上の合計6単位以上を含み、18単位以上を修得すること。また、外国人留学生入試入学者
は、上記の他に、国際人の形成の語学の留学生対象科目必修6単位を修得すること。
3）専門教育科目で、学科専門科目を69単位以上（うち必修科目18単位、選択必修科目4単位も
しくは6単位、選択科目47単位以上）修得すること。
（履修科目の登録の上限：半期24単位（年間48単位））
なお、学科専門科目の選択単位のうち、子どもソーシャルワークとソーシャルワーク演習Ⅳ
（専門）から2単位、卒業論文、卒業制作から4単位もしくは2単位を選択必修とする。

１学年の学期区分 2学期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

－

合計（261科目） －

学位又は称号 学位又は学科の分野 教育学・保育学関係、社会学・社会福祉学関係

専
門
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科
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科
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科
目

選
択
科
目
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哲学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

生命と倫理 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

宗教学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼2

日本文学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

外国文学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

歴史学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

美術一般 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

音楽一般 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 12 0 0 0 0 0 0 兼5

経済学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経営学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

心理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 0 0 0 0 兼9

数学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

物理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代化学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生物学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼3

地域文化研究Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｄ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｅ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 0 0 0 0 0 兼5

英語および英語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語および中国語圏社会事情 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

フランス語およびフランス語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ドイツ語およびドイツ語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

韓国語および韓国語圏社会事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

留学のすすめ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

異文化理解概論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

短期海外研修Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 30 0 0 0 0 0 0 兼7

英語ⅠＡ 1前 1 ○ 兼19

英語ⅠＢ 1後 1 ○ 兼19

英語ⅡＡ 1前 1 ○ 兼14

英語ⅡＢ 1後 1 ○ 兼14

英語ⅢＡ 2前 1 ○ 兼19
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

-設置等の趣旨（資料）-13-



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

英語ⅢＢ 2後 1 ○ 兼19

英語ⅣＡ 2前 1 ○ 兼14

英語ⅣＢ 2後 1 ○ 兼14

Intercultural Communication Skills ⅠＡ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅠＢ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＢ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅠ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Business English Communication 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アカデミックライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

テクニカルライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅰ Listening/Speaking 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

IELTS for Study Abroad Ⅰ Reading/Writing 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Reading/Writing 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Pre-Study Abroad: Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Pre-Study Abroad: Writing 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

小計（31科目） － 8 30 0 0 0 0 0 0 兼32

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

日本事情Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅰ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅰ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅱ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅱ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅲ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅲ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Japanese Reading  Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading  Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Listening Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼3

Project Work Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Culture and Society Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Japanese Culture and Society Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（26科目） － 6 32 0 0 0 0 0 0 兼19
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

キャリアデザイン入門 1前 2 ○ 兼1

コミュニケーション＆マナー 1後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン実践 2後 2 ○ 兼1

キャリアデベロップメント 3･4後 2 ○ 兼1

インターンシップ入門 3･4前 2 ○ 兼1

アントレプレナーシップ 3･4後 2 ○ 兼1

口頭表現法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プレゼンテーション技法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文章読解 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

レポート・論文のまとめ方 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（10科目） － 0 20 0 0 0 0 0 0 兼5

日本国憲法 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

グローバル市民論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境政策論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

情報化社会と人間 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ダイバーシティ論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

障害学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

社会貢献活動入門 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域マネジメント 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

公務員論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

食と健康 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

基礎会計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（12科目） － 0 24 0 0 0 0 0 0 兼11

情報リテラシーⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼5

情報リテラシーⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼4

プログラミング基礎Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プログラミング基礎Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 4 4 0 0 0 0 0 0 兼9

スポーツ健康科学実技Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅳ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学講義Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

スポーツ健康科学講義Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼8

全学総合Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｆ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｇ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｈ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｉ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｊ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｋ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｌ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｍ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｆ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 38 0 0 0 0 0 0 兼13
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

人間環境デザイン学概論 1前 2 ○ 7 6 共同

ユニバーサルデザイン概論 1前 2 ○ 1

人間環境デザイン基礎演習Ⅰ 1前 3 ○ 2 1 兼6 共同

人間環境デザイン基礎演習Ⅱ 1後 3 ○ 2 1 兼6 共同

人間環境デザイン基礎演習Ⅲ 2前 3 ○ 1 3 兼5 共同

人間環境デザイン総合演習 2後 3 ○ 1 2 兼5 共同

卒業研究 4後 2 ○ 7 6

ＣＡＤ演習Ⅰ 1後 2 ○ 2 兼8 共同

小計（8科目） － 20 0 0 7 6 0 0 0 兼28

空間デザイン演習ⅠＡ 3前 3 ○ 2 兼2 共同

空間デザイン演習ⅠＢ 3後 3 ○ 2 兼2 共同

空間デザイン演習ⅡＡ 4前 2 ○ 4

空間デザイン演習ⅡＢ 4後 2 ○ 4

生活環境デザイン演習ⅠＡ 3前 3 ○ 2 兼1 共同

生活環境デザイン演習ⅠＢ 3後 3 ○ 3 兼2 共同

生活環境デザイン演習ⅡＡ 4前 2 ○ 4

生活環境デザイン演習ⅡＢ 4後 2 ○ 4

プロダクトデザイン演習ⅠＡ 3前 3 ○ 1 1 共同

プロダクトデザイン演習ⅠＢ 3後 3 ○ 1 1 兼2 共同

プロダクトデザイン演習ⅡＡ 4前 2 ○ 3 2

プロダクトデザイン演習ⅡＢ 4後 2 ○ 3 2

製品と情報のＵＤ 1後 2 ○ 1

人間工学 2後 2 ○ 1

建築歴史意匠Ａ 1前 2 ○ 1

プロダクトデザイン基礎 1前 2 ○ 1

発達と障害 1後 2 ○ 兼1

生活支援デザイン概論 1前 2 ○ 1

材料・素材一般 1後 2 ○ 1 兼1 オムニバス

建築生産 1後 2 ○ 1

色彩論 1後 2 ○ 兼1

マーケティング 2後 2 ○ 兼1

ＣＡＤ演習Ⅱ 2前 2 ○ 1 1 兼9 共同

住居計画 2前 2 ○ 1

建築・都市法規 2前 2 ○ 兼1

建築歴史意匠Ｂ 2前 2 ○ 兼1

生活空間計画 2後 2 ○ 1

コンピュータ・グラフィックス 2前 2 ○ 兼1

産業とプロダクトデザイン 3後 2 ○ 1

福祉デザイン工学概論 2前 2 ○ 1

構造力学 2後 2 ○ 1

都市・まちのデザイン 1後 2 ○ 1

道具の歴史 1後 2 ○ 1

デザイン工学基礎 2前 2 ○ 1

デザイン工学応用 2後 2 ○ 兼1

ヒューマンインターフェース 2後 2 ○ 兼1

インテリアデザイン 2前 2 ○ 1 兼3 オムニバス

環境計画 2後 2 ○ 兼1

デザイン思考法 2前 2 ○ 1

まちづくり 2後 2 ○ 兼1

認知科学 3･4後 2 ○ 兼1

ランドスケープデザイン 3･4後 2 ○ 兼1

デザイン特別講義 3･4前 2 ○ 1 兼5 オムニバス

安全工学 3･4前 2 ○ 兼1

調査分析のデザイン 3･4前 2 ○ 1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

建築とまちのUD 3･4後 2 ○ 1

情報メディアデザイン 3･4前 2 ○ 1 兼1 オムニバス

インターンシップＡ 3･4後 2 ○ 7 6

インターンシップＢ 3･4前 2 ○ 7 6

インターンシップＣ 3･4後 2 ○ 7 6

インターンシップＤ 3･4前 2 ○ 7 6

建築空間構成論 3･4後 2 ○ 1

建築設計論 3･4前 2 ○ 1

設備計画 3･4後 2 ○ 兼1

材料力学 3･4前 2 ○ 兼1

構法計画 3･4前 2 ○ 1

構法計画演習 3･4前 1 ○ 1

都市計画論 3･4前 2 ○ 1

福祉デザイン工学各論 3･4後 2 ○ 1

リハビリテーション工学 3･4前 2 ○ 兼1

医療福祉建築計画 3･4後 2 ○ 兼1

支援技術とデザイン 3･4後 2 ○ 1

福祉住環境コーディネート論 3･4後 2 ○ 1

環境デザイン論 2前 2 ○ 1

情報デザインⅠ 2前 2 ○ 1

情報デザインⅡ 3･4後 2 ○ 1

プロダクトデザインⅠ 3･4前 2 ○ 1

プロダクトデザインⅡ 3･4後 2 ○ 1

グラフィックデザイン論 3･4前 2 ○ 兼1

メカトロニクス・デザイン 3･4後 2 ○ 1

表現手法 3･4前 2 ○ 兼1

International Design Practices 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

環境設計演習 4前 2 ○ 1

職業指導Ⅰ 3･4前 2 ○ 兼1

職業指導Ⅱ 3･4後 2 ○ 兼1

小計（75科目） － 0 155 0 7 6 0 0 0 兼44

工芸科指導法Ⅰ 3前 2 ○ 兼1

工芸科指導法Ⅱ 3後 2 ○ 兼1

工業科指導法Ⅰ 3前 2 ○ 兼1

工業科指導法Ⅱ 3後 2 ○ 兼1

教育基礎論 1前 2 ○ 兼1

教職概論 1前 2 ○ 兼1

教育制度論 1後 2 ○ 兼1

教育心理学 1前 2 ○ 兼1

特別支援教育基礎論 1後 2 ○ 兼1

教育課程総論 1後 2 ○ 兼1

道徳教育論 3前 2 ○ 兼1

特別活動と総合的な学習の時間の指導法 1後 2 ○ 兼3

教育方法の理論と実践（情報通信技術を含む） 2後 2 ○ 兼2

生徒指導論（進路指導論を含む） 2後 2 ○ 兼1

－

専
門
教
育
科
目

学
科
専
門
科
目

教
職
科
目

選
択
科
目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

教育相談 2後 2 ○ 兼1

教育実習Ⅱ（事前・事後指導を含む） 4前 3 ○ 兼1

教職実践演習（中・高） 4後 2 ○ 兼1

小計（17科目） － 0 0 35 0 0 0 0 0 兼11

－ 38 393 35 7 6 0 0 0 兼192

学士

（人間環境デザイン学）

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

1）卒業要件となる科目で124単位以上を修得すること。
2）基盤教育科目で、哲学・思想科目2単位以上、国際人の形成の語学の外国語科目必修8単
位、キャリア・市民形成のキャリア科目2単位以上、市民形成科目2単位以上、情報科目4単位
以上の合計8単位以上を含み、18単位以上を修得すること。また、外国人留学生入試入学者
は、上記の他に、国際人の形成の語学の留学生対象科目必修6単位を修得すること。
3）専門教育科目で、学科専門科目を73単位以上（うち必修科目20単位、コース別必修科目10
単位、選択科目43単位以上）修得すること。
（履修科目の登録の上限：半期24単位（年間48単位））
なお、コース別必修科目は空間デザインコースは空間デザイン演習ⅠＡ、空間デザイン演習Ⅰ
Ｂ、空間デザイン演習ⅡＡ、空間デザイン演習ⅡＢから、生活環境デザインコースは生活環境
デザイン演習ⅠＡ、生活環境デザイン演習ⅠＢ、生活環境デザイン演習ⅡＡ、生活環境デザイ
ン演習ⅡＢから、プロダクトデザインコースはプロダクトデザイン演習ⅠＡ、プロダクトデザ
イン演習ⅠＢ、プロダクトデザイン演習ⅡＡ、プロダクトデザイン演習ⅡＢから4科目10単位
を選択必修とする。

１学年の学期区分 2学期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

合計（253科目） －

学位又は称号 学位又は学科の分野 家政関係、社会学・社会福祉学関係

－

教
職
科
目
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（健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科）
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哲学 1･2･3･4前 2 ○ 1 兼1

生命と倫理 1･2･3･4後 2 ○ 1

宗教学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 1 0 0 0 兼1

日本文学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

外国文学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

歴史学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

美術一般 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

音楽一般 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 12 0 0 0 0 0 0 兼5

経済学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経営学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

心理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 0 0 0 0 兼9

数学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

物理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代化学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

生物学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼3

地域文化研究Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｄ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｅ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 0 0 0 0 0 兼5

英語および英語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 1

中国語および中国語圏社会事情 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

フランス語およびフランス語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ドイツ語およびドイツ語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

韓国語および韓国語圏社会事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

留学のすすめ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

異文化理解概論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

短期海外研修Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 30 0 0 1 0 0 0 兼6

英語ⅠＡ 1前 1 ○ 1 兼18

英語ⅠＢ 1後 1 ○ 1 兼18

英語ⅡＡ 1前 1 ○ 1 兼13

英語ⅡＢ 1後 1 ○ 1 兼13

英語ⅢＡ 2前 1 ○ 1 兼18

英語ⅢＢ 2後 1 ○ 1 兼18

英語ⅣＡ 2前 1 ○ 兼14

英語ⅣＢ 2後 1 ○ 兼14

Intercultural Communication Skills ⅠＡ 1･2･3･4前 1 ○ 1

Intercultural Communication Skills ⅠＢ 1･2･3･4前 1 ○ 1

Intercultural Communication Skills ⅡＡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

国
際
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－
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然
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授業科目の名称

専任教員等の配置

科目
区分

配当年次

－

－

別記様式第２号（その２の１）

授業形態単位数

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要
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目
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（健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科）
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備考授業科目の名称

専任教員等の配置

科目
区分

配当年次

別記様式第２号（その２の１）

授業形態単位数

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

Intercultural Communication Skills ⅡＢ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅠ 1･2･3･4前 1 ○ 1

English Test PreparationⅡ 1･2･3･4後 1 ○ 1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 1

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Business English Communication 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アカデミックライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

テクニカルライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅰ Listening/Speaking 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

IELTS for Study Abroad Ⅰ Reading/Writing 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Reading/Writing 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Pre-Study Abroad:Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Pre-Study Abroad:Writing 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

小計（31科目） 8 30 0 1 1 0 0 0 兼30

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

日本事情Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅰ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅰ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅱ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅱ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅲ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅲ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Japanese Reading Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Listening Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼3

Project Work Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Culture and Society Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Japanese Culture and Society Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（26科目） － 6 32 0 0 0 0 0 0 兼19

キャリアデザイン入門 1前 2 ○ 兼1

コミュニケーション＆マナー 1後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン実践 2後 2 ○ 兼1

キャリアデベロップメント 3･4後 2 ○ 兼1

インターンシップ入門 3･4前 2 ○ 兼1

アントレプレナーシップ 3･4後 2 ○ 兼1

口頭表現法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プレゼンテーション技法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文章読解 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

レポート・論文のまとめ方 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（10科目） － 0 20 0 0 0 0 0 0 兼5

日本国憲法 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

グローバル市民論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境政策論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

情報化社会と人間 1･2･3･4前 2 ○ 兼1
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授業形態単位数

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

ダイバーシティ論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

障害学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1･2･3･4前 2 ○ 1

社会貢献活動入門 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域マネジメント 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

公務員論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

食と健康 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

基礎会計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（12科目） － 0 24 0 0 1 0 0 0 兼10

情報リテラシーⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼5

情報リテラシーⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼4

プログラミング基礎Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プログラミング基礎Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 4 4 0 0 0 0 0 0 兼9

スポーツ健康科学実技Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 3

スポーツ健康科学実技Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 2 兼1

スポーツ健康科学実技Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅳ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学講義Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ健康科学講義Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 8 0 0 1 0 3 0 兼4

全学総合Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｆ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｇ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｈ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｉ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｊ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｋ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｌ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｍ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｆ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 38 0 0 0 0 0 0 兼13

健康スポーツ科学基礎演習Ⅰ 1前 2 ○ 3 2 3

健康スポーツ科学基礎演習Ⅱ 1後 2 ○ 3 2 3

健康スポーツキャリアデザインＡ 1前 2 ○ 3 1 オムニバス

健康スポーツキャリアデザインＢ 1後 2 ○ 1 1 1 兼1 オムニバス

健康スポーツ科学プロジェクト演習Ａ 2前 2 ○ 3 2 3

健康スポーツ科学プロジェクト演習Ｂ 2後 2 ○ 3 2 3

健康スポーツ科学演習Ⅰ 3前 2 ○ 7 8 4

健康スポーツ科学演習Ⅱ 3後 2 ○ 7 8 4

健康スポーツ科学演習Ⅲ 4前 2 ○ 7 8 4

健康スポーツ科学演習Ⅳ 4後 2 ○ 7 8 4

卒業研究・論文Ⅰ 4前 2 ○ 7 8 4

卒業研究・論文Ⅱ 4後 2 ○ 7 8 4

小計（12科目） － 24 0 0 7 8 4 3 0 兼1

健康・スポーツの自然科学 1前 2 ○ 2 兼2 オムニバス

健康・スポーツの人文・社会科学 1前 2 ○ 2 2 オムニバス

スポーツ哲学 1後 2 ○ 1

国際健康スポーツ交流Ａ 1前 2 ○ 1 2 1

ベーシック・トレーニング 1前･後 1 ○ 1 1 兼1

健康スポーツアクティビティⅠＡ 1前 1 ○ 1 兼7

健康スポーツアクティビティⅠＢ 1後 1 ○ 1 兼7

健康スポーツアクティビティⅢＡ 1前 1 ○ 兼8

－

－

－
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（健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科）
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備考授業科目の名称

専任教員等の配置

科目
区分

配当年次

別記様式第２号（その２の１）

授業形態単位数

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

健康スポーツアクティビティⅢＢ 1後 1 ○ 兼8

トレーニング概論 2前 2 ○ 1

健康スポーツアクティビティⅠＣ 2前 1 ○ 1 兼7

健康スポーツアクティビティⅠＤ 2後 1 ○ 1 兼7

健康スポーツアクティビティⅡＡ 2前 1 ○ 兼8

健康スポーツアクティビティⅡＢ 2後 1 ○ 兼8

健康スポーツアクティビティⅡＣ 3前 1 ○ 兼8

健康スポーツアクティビティⅡＤ 3後 1 ○ 兼8

小計（16科目） － 21 0 0 4 2 3 2 0 兼26

健康スポーツ情報 1前 2 ○ 1

健康スポーツ統計 1後 2 ○ 1

運動学（運動方法学を含む） 1後 2 ○ 1

コーチング概論 1後 2 ○ 1

力学基礎 1後 2 ○ 兼1

生理学 1･2･3･4前 2 ○ 1

解剖学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

レクリエーション実習 1･2･3･4後 1 ○ 1

レクリエーション論 1･2･3･4前 2 ○ 1

公衆衛生学 1･2･3･4前 2 ○ 1

生涯スポーツ論 1･2･3･4後 2 ○ 1

精神保健学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アダプテッドスポーツ実習 1･2･3･4前 1 ○ 1

健康スポーツ文化論 1･2･3･4後 2 ○ 1 1 1 オムニバス

運動生理学Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 1

スポーツと応急処置 1･2･3･4前･後 2 ○ 1 1 兼1

危機管理と救急法 1･2･3･4後 2 ○ 1

スポーツマネジメント 1･2･3･4前 2 ○ 1

スポーツビジネス 1･2･3･4後 2 ○ 1

医学概論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

外国語文献講読 1･2･3･4後 2 ○ 1 1

免疫と薬理 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

生活習慣と健康 1･2･3･4前 2 ○ 1

健康スポーツボランティア活動Ａ 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

健康スポーツボランティア活動Ｂ 1･2･3･4前･後 2 ○ 1

国際健康スポーツ交流Ｂ 1･2･3･4前･後 2 ○ 2 2 2

国際健康スポーツ交流Ｃ 1･2･3･4前･後 2 ○ 2 2 2

国際健康スポーツ交流Ｄ 1･2･3･4前･後 2 ○ 2 2 2

解剖学実習 2前･後 1 ○ 兼1

バイオメカニクス実習 2前･後 1 ○ 兼1

生理・生化学実習 2前･後 1 ○ 1

運動生理学実習 2前･後 1 ○ 1

フィールドワーク実習 2前･後 1 ○ 1 1

スポーツのコーチング理論Ⅰ 2前 2 ○ 1

スポーツのコーチング理論Ⅱ 2後 2 ○ 1 1

スポーツのコーチング演習Ⅰ 2後 2 ○ 1

スポーツ生理学 2後 2 ○ 1

スポーツ心理学 2後 2 ○ 1

力学演習 2前 2 ○ 兼1

バイオメカニクス 2前 2 ○ 兼1

センシング技術 2前 2 ○ 1

プログラミング演習（データ処理含む） 2後 2 ○ 1

人体組織学 2･3･4後 2 ○ 兼1

機能解剖学 2･3･4後 2 ○ 兼1

運動生理学Ⅱ 2･3･4後 2 ○ 1

生化学 2･3･4後 2 ○ 1

運動疫学 2･3･4後 2 ○ 1

健康社会学 2･3･4前 2 ○ 1

ヘルスプロモーション論 2･3･4後 2 ○ 1

高齢者健康スポーツ指導法 2･3･4後 1 ○ 1

子ども健康スポーツ指導法 2･3･4前 1 ○ 1

健康教育学 2･3･4後 2 ○ 1

学校環境衛生実習 2･3･4前 1 ○ 1

－
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目
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目
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教 育 課 程 等 の 概 要

学校保健（小児保健を含む） 2･3･4後 2 ○ 1

障がい者スポーツ論 2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ史 2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ社会学 2･3･4後 2 ○ 1

スポーツ人類学 2･3･4後 2 ○ 1

日本文化とスポーツ 2･3･4後 2 ○ 兼1

国際開発論 2･3･4後 2 ○ 1

国際交流論 2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ栄養学Ⅰ 2･3･4前 2 ○ 兼2

スポーツ栄養学Ⅱ 2･3･4後 2 ○ 兼2

健康栄養学 2･3･4後 2 ○ 兼2

スポーツ医学Ⅰ（内科） 2･3･4後 2 ○ 兼1

スポーツ医学Ⅱ（整形外科） 2･3･4前 2 ○ 兼1

アスリートの健康（予防とマネジメント） 2･3･4前 2 ○ 1 1 オムニバス

アスレティックトレーニング指導法 2･3･4後 1 ○ 1 1 兼1

トレーニングプログラミング論 2･3･4前 2 ○ 1

アスレティックトレーニング論 2･3･4後 2 ○ 1

アスレティックコンディショニング演習 2･3･4前･後 1 ○ 1 1

スポーツ組織論 2･3･4後 2 ○ 1

トップスポーツ論 2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ政策論 2･3･4前 2 ○ 1

スポーツ施設マネジメント 2･3･4後 2 ○ 1

スポーツとメディア 2･3･4後 2 ○ 1

地域スポーツクラブ論 2･3･4後 2 ○ 1

スポーツマーケティング 2･3･4前 2 ○ 1

測定評価 2･3･4前 2 ○ 兼1

スポーツの法と倫理 2･3･4後 2 ○ 1

身体文化論 2･3･4前 2 ○ 兼1

健康政策と行政 2･3･4前 2 ○ 1

健康づくり運動指導法実習 2･3･4前 1 ○ 1

エアロビクス指導法 2･3･4前･後 1 ○ 1

健康スポーツインターンシップＡ 2･3･4前 2 ○ 1 1 1

健康スポーツインターンシップＢ 2･3･4後 2 ○ 1 1 1

健康スポーツ特別演習Ａ 2･3･4前 2 ○ 1

健康スポーツ特別演習Ｂ 2･3･4後 2 ○ 1

スポーツのコーチング演習Ⅱ 3前 2 ○ 1 1

スポーツダイナミクス解析 3前 2 ○ 兼1

シミュレーション演習 3前 2 ○ 1

スポーツとコンディショニング 3･4後 2 ○ 1

労働基準法 3･4後 2 ○ 兼1

労働衛生Ⅰ 3･4前 2 ○ 兼1

労働衛生Ⅱ 3･4後 2 ○ 兼1

労働安全衛生法Ⅰ 3･4前 2 ○ 兼1

労働安全衛生法Ⅱ 3･4後 2 ○ 兼1

健康産業施設等現場実習 4後 1 ○ 1

小計（98科目） － 0 181 0 7 8 4 2 0 兼20

養護概説 1前 2 ○ 1

看護学Ⅰ 1前 2 ○ 兼3 オムニバス

看護学Ⅱ 2前 2 ○ 兼1

看護学Ⅲ 2後 2 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（水泳） 2前 1 ○ 兼2

スポーツ実習・指導法（ダンス） 2前 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（柔道） 2後 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（剣道） 2後 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（サッカー） 2後 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（バレーボール） 2後 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（バスケットボール） 2前 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（テニス） 2前 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（バドミントン） 2後 1 ○ 1

スポーツ実習・指導法（陸上） 3前 1 ○ 兼1

スポーツ実習・指導法（器械運動） 3後 1 ○ 兼1

看護学実習 3後 2 ○ 1 兼2 オムニバス

選
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教 育 課 程 等 の 概 要

保健科教育論Ⅰ 2前 2 ○ 兼1

保健科教育論Ⅱ 2後 2 ○ 兼1

保健体育科教育法Ⅰ 2前 2 ○ 1 1 オムニバス

保健体育科教育法Ⅱ 2後 2 ○ 1

保健科指導法Ⅰ 3前 2 ○ 兼1

保健科指導法Ⅱ 3後 2 ○ 兼1

保健体育科指導法Ⅰ 3前 2 ○ 1

保健体育科指導法Ⅱ 3後 2 ○ 1

教育基礎論 1前 2 ○ 兼1

教職概論 1前 2 ○ 兼1

教育制度論 1後 2 ○ 兼1

教育心理学 1前 2 ○ 兼1

特別支援教育基礎論 1後 2 ○ 兼1

教育課程総論 1後 2 ○ 兼1

教育課程総論（養護教諭） 2前 2 ○ 1

道徳教育論 3前 2 ○ 兼1

特別活動と総合的な学習の時間の指導法 1後 2 ○ 兼1

教育方法の理論と実践（情報通信技術を含む） 2後 2 ○ 兼1

生徒指導論（進路指導論を含む） 2後 2 ○ 兼1

教育相談 2後 2 ○ 兼1

養護実習基礎演習 3後 2 ○ 1

教育実習Ⅰ（事前・事後指導を含む） 4前 5 ○ 1 1 1 共同

教育実習Ⅱ（事前・事後指導を含む） 4前 3 ○ 1 1 1 共同

養護実習（事前・事後指導を含む） 4前 5 ○ 1

教職実践演習（中・高） 4後 2 ○ 1 1 1 共同

教職実践演習（養護教諭） 4後 2 ○ 1

教職インターンシップＡ 3前 2 ○ 1 1 共同

教職インターンシップＢ 3後 2 ○ 1 1 共同

小計（44科目） － 0 0 84 1 2 0 1 0 兼23

－ 63 419 84 7 8 4 3 0 兼160

2期

15週

1）卒業要件となる科目で124単位以上を修得すること。
2）基盤教育科目で、哲学・思想科目2単位以上、国際人の形成の語学の外国語科目必修8単
位、キャリア・市民形成のキャリア科目2単位以上、市民形成科目2単位以上、情報科目4単
位以上の合計8単位以上を含み、18単位以上を修得すること。また、外国人留学生入試入学
者は、上記の他に、国際人の形成の語学の留学生対象科目必修6単位を修得すること。
3）専門教育科目で、学部共通科目から必修科目24単位、学科専門科目から61単位以上（う
ち必修科目21単位、選択科目40単位以上）修得すること。
（履修科目の登録の上限：半期24単位（年間48単位））

１学年の学期区分

１時限の授業時間 90分

－

－

合計（323科目）

１学期の授業期間

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法

学位又は称号 学士（健康スポーツ科学）

授業期間等

学位又は学科の分野

教
職
科
目

保健衛生学関係(看護学関係及びリハビリテーショ
ン関係を除く。)　、体育学関係
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哲学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

生命と倫理 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

宗教学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼2

日本文学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

外国文学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

歴史学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

美術一般 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

音楽一般 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

文化人類学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 12 0 0 0 0 0 0 兼5

経済学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

経営学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

法学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

政治学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地理学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

社会学 1･2･3･4前 2 ○ 兼2

心理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

統計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 0 0 0 0 兼9

数学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

物理学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

現代化学 1･2･3･4後 2 ○ 1

生物学 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 8 0 0 1 0 0 0 兼2

地域文化研究Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｄ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域文化研究Ｅ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（5科目） － 0 10 0 0 0 0 0 0 兼5

英語および英語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

中国語および中国語圏社会事情 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

フランス語およびフランス語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ドイツ語およびドイツ語圏社会事情 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

韓国語および韓国語圏社会事情 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

留学のすすめ 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

異文化理解概論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅰ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

短期海外研修Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外研修Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅱ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

短期海外実習Ⅳ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 30 0 0 0 0 0 0 兼7

英語ⅠＡ 1前 1 ○ 兼19

英語ⅠＢ 1後 1 ○ 兼19

英語ⅡＡ 1前 1 ○ 兼14

英語ⅡＢ 1後 1 ○ 兼14

英語ⅢＡ 2前 1 ○ 兼19

英語ⅢＢ 2後 1 ○ 兼19

英語ⅣＡ 2前 1 ○ 兼14

英語ⅣＢ 2後 1 ○ 兼14

Intercultural Communication Skills ⅠＡ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅠＢ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

Intercultural Communication Skills ⅡＡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

Intercultural Communication Skills ⅡＢ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅠ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

English Test PreparationⅡ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

中国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

中国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

フランス語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

フランス語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

ドイツ語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

韓国語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

韓国語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Business English Communication 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

アカデミックライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

テクニカルライティング 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad I Listening/Speaking 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

IELTS for Study Abroad I Reading/Writing 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

IELTS for Study Abroad Ⅱ Reading/Writing 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Pre-Study Abroad:Listening/Speaking 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Pre-Study Abroad:Writing 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

小計（31科目） 8 30 0 0 0 0 0 0 兼32

日本語Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼1

日本語Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

日本事情Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅰ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅰ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Integrated Japanese Ⅱ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅱ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼3

Integrated Japanese Ⅲ Theory 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼2

Integrated Japanese Ⅲ Practice 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

Japanese Reading Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Reading Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Listening Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Listening Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅱ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Japanese Writing Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼3

Project Work Ⅰ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼1

Project Work Ⅲ 1･2･3･4前･後 1 ○ 兼2

Japanese Culture and Society Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Japanese Culture and Society Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

Introduction to Japanology Ｂ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（26科目） － 6 32 0 0 0 0 0 0 兼19

キャリアデザイン入門 1前 2 ○ 兼1

コミュニケーション＆マナー 1後 2 ○ 兼1

キャリアデザイン実践 2後 2 ○ 兼1

キャリアデベロップメント 3･4後 2 ○ 兼1

インターンシップ入門 3･4前 2 ○ 兼1

アントレプレナーシップ 3･4後 2 ○ 兼1

口頭表現法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プレゼンテーション技法 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

文章読解 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

レポート・論文のまとめ方 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（10科目） － 0 20 0 0 0 0 0 0 兼5

日本国憲法 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

グローバル市民論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

環境政策論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

情報化社会と人間 1･2･3･4前 2 ○ 兼1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

ダイバーシティ論 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

障害学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

ジェンダー論 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

社会貢献活動入門 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

地域マネジメント 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

公務員論 1･2･3･4前･後 2 ○ 兼1

食と健康 1･2･3･4後 2 ○ 1

基礎会計学 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

小計（12科目） － 0 24 0 0 0 1 0 0 兼10

情報リテラシーⅠ 1･2･3･4前 2 ○ 兼5

情報リテラシーⅡ 1･2･3･4後 2 ○ 兼4

プログラミング基礎Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

プログラミング基礎Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 4 4 0 0 0 0 0 0 兼9

スポーツ健康科学実技Ⅰ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅱ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅲ 1･2･3･4前 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学実技Ⅳ 1･2･3･4後 1 ○ 兼3

スポーツ健康科学講義Ⅰ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

スポーツ健康科学講義Ⅱ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（6科目） － 0 8 0 0 0 0 0 0 兼8

全学総合Ａ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｆ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｇ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｈ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｉ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｊ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

全学総合Ｋ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｌ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

全学総合Ｍ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ａ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｂ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｃ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｄ 1･2･3･4前 2 ○ 兼1

総合Ｅ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

総合Ｆ 1･2･3･4後 2 ○ 兼1

小計（19科目） － 0 38 0 0 0 0 0 0 兼13

健康スポーツ科学基礎演習Ⅰ 1前 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学基礎演習Ⅱ 1後 2 ○ 5 3 2

健康スポーツキャリアデザインＡ 1前 2 ○ 兼1

健康スポーツキャリアデザインＢ 1後 2 ○ 兼1

健康スポーツ科学プロジェクト演習Ａ 2前 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学プロジェクト演習Ｂ 2後 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学演習Ⅰ 3前 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学演習Ⅱ 3後 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学演習Ⅲ 4前 2 ○ 5 3 2

健康スポーツ科学演習Ⅳ 4後 2 ○ 5 3 2

卒業研究・論文Ⅰ 4前 2 ○ 5 3 2

卒業研究・論文Ⅱ 4後 2 ○ 5 3 2

小計（12科目） － 24 0 0 5 3 2 0 0 兼1

基礎化学Ⅰ 1前 2 ○ 1

基礎栄養学 1前 2 ○ 1

公衆衛生学 1前 2 ○ 1

細胞生物学 1後 2 ○ 1

生理学 1後 2 ○ 1

疫学 1後 2 ○ 1

基礎栄養学実験 1後 1 ○ 1 兼1 共同

免疫生化学 2前 2 ○ 1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

運動生理学 2前 2 ○ 1

細胞生物学実験 2前 1 ○ 2 共同

栄養疫学 2後 2 ○ 1

運動生理学実験 2後 1 ○ 1 兼1 共同

スポーツ栄養学実習 3前 1 ○ 1 1 共同

メディカルライティング 3後 2 ○ 兼1

小計（14科目） － 24 0 0 － 4 3 1 1 0 兼3

スポーツ栄養学 1後 2 ○ 1

食品学 1前 2 ○ 1

食品学実験Ⅰ 1後 1 ○ 1 1 共同

基礎化学Ⅱ 1後 2 ○ 1

調理学実習 1前 1 ○ 兼1

食品微生物学 1後 2 ○ 兼1

公衆栄養学 2前 2 ○ 兼1

栄養教育論 2前 2 ○ 兼1

栄養と心理 2後 2 ○ 1

栄養生化学 2前 2 ○ 1

栄養生化学実習 2後 1 ○ 1 兼1 共同

体力測定評価法 2後 2 ○ 1

食品学実験Ⅱ 2前 1 ○ 1 1 共同

動物学 2後 2 ○ 1

無機化学 2前 2 ○ 1

ライフステージ栄養学 2後 2 ○ 1

機能解剖学 2後 2 ○ 1

有機化学Ⅰ 2後 2 ○ 1

予防医学概論 2後 2 ○ 1

食品衛生学 2前 2 ○ 兼1

栄養マネジメント（運営理論） 2前 2 ○ 1

栄養マネジメント（実践） 2後 1 ○ 1 兼1 共同

大量調理とＨＡＣＣＰ(理論） 2前 2 ○ 兼1

大量調理とＨＡＣＣＰ(実践） 2後 1 ○ 兼2 共同

栄養疫学実習Ⅰ（観察疫学） 3前 1 ○ 1 1 共同

栄養疫学実習Ⅱ（実験疫学） 3後 1 ○ 1 1 共同

スポーツ栄養マネジメント（運営理論） 3前 2 ○ 兼1

スポーツ栄養マネジメント（実践） 3後 1 ○ 1 兼1 共同

健康づくりと運動プログラム 3前 2 ○ 1

応急手当法 3後 2 ○ 1

食理学Ⅰ 3前 2 ○ 1

食理学Ⅱ 3後 2 ○ 1

機器分析 3後 2 ○ 1

有機化学Ⅱ 3前 2 ○ 1

臨床栄養学 3前 2 ○ 兼1

ライフステージ栄養学実習 3前 1 ○ 1 兼1 共同

臨床栄養学実習 3後 1 ○ 1 兼1 共同

解剖生理学実験 3前 1 ○ 2 共同

校外実習 3後 1 ○ 2 2 1

医療保険 4後 2 ○ 兼1

小計（40科目） － 0 67 0 4 2 1 3 0 兼9

情報処理数学Ⅰ 1前 2 ○ 兼1

情報処理数学Ⅱ 1後 2 ○ 兼1

健康づくり運動の実際（ウォーキング） 1前 1 ○ 1

健康づくり運動の実際（エアロビクス） 1後 1 ○ 1

実践食文化（３大宗教と食文化） 1前 2 ○ 兼1

プログラミング言語Ⅰ 2前 2 ○ 兼1

プログラミング言語Ⅱ 2後 2 ○ 兼1

健康づくり運動の実際（水泳・水中運動） 2前 1 ○ 兼1

健康づくり運動の実際（レジスタンストレーニング） 2後 1 ○ 1

スポーツ心理学 2前 2 ○ 兼1

マーケティング学 2前 2 ○ 兼1

意思決定理論 2後 2 ○ 兼1

食品パッケージ論 2後 2 ○ 兼1

データサイエンスⅠ 3前 2 ○ 1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

データサイエンスⅡ 3後 2 ○ 1

認知科学 3前 2 ○ 兼1

行動経済学 3後 2 ○ 兼1

マスコミ概論 3前 2 ○ 兼1

起業基礎（ビジネスマナー含む） 3後 2 ○ 1

ソムリエ概論 3前 2 ○ 兼1

国際栄養科学交流 3後 2 ○ 1

機械学習Ⅰ 4前 2 ○ 兼1

機械学習Ⅱ 4後 2 ○ 兼1

持続可能社会と食環境づくり 4前 2 ○ 兼1

小計（24科目） － 0 44 0 3 1 0 0 0 兼12

－ 66 349 0 5 3 2 3 0 兼138

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

合計（243科目） －

－

学位又は称号 学士（栄養科学） 学位又は学科の分野
理学関係、家政関係、保健衛生学関係(看護学関係及

びリハビリテーション関係を除く。)

1）卒業要件となる科目で124単位以上を修得すること。
2）基盤教育科目で、哲学・思想科目2単位以上、学問の基礎2単位以上、国際人の形成の語
学の外国語科目必修8単位、キャリア・市民形成のキャリア科目2単位以上、市民形成科目2
単位以上、情報科目4単位以上の合計8単位以上、総合・学際科目2単位以上を含み、22単位
以上を修得すること。また、外国人留学生入試入学者は、上記の他に、国際人の形成の語学
の留学生対象科目必修6単位を修得すること。
3）専門教育科目で、学部共通科目から必修科目24単位、学科専門科目を32単位以上（うち
必修科目24単位、選択必修科目8単位以上）を含み、90単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：半期24単位（年間48単位））

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

専
門
教
育
科
目

学
科
専
門
科
目

選
択
科
目
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学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（1）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

 

①  学生の確保の見通し 

 

ア 定員充足の見込み 

ア-1-1 入学定員設定の考え方（福祉社会デザイン学部） 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科：入学定員 216名 

改組前の基礎学科（専攻）である社会学部第 1部社会福祉学科（入学定員 150名）、ライフデザイン学

部生活支援学科生活支援学専攻（入学定員 116名）の入学定員をベースに、当該学科が展開する福祉制

度政策系、福祉社会開発系、福祉臨床系、さらには国家資格の社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉

士を養成するに十分な教育体制を敷くことを考慮し、基礎学科（専攻）の入学定員の合計（266 名）よ

り 50名少ない 216名と設定した。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科：入学定員 100名 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科：入学定員 160名 

改組前の基礎学科（専攻）であるライフデザイン学部生活支援学科子ども支援学専攻の入学定員（100

名）、ライフデザイン学部人間環境デザイン学科の入学定員（160名）をベースに、資格養成体制、実習

指導体制等を敷くことを考慮し、それぞれ改組前の基礎学科（専攻）と同数の入学定員とした。 

 

基礎学科（専攻）の近年の一般入試志願状況としては、＜表 1＞の通り入学定員倍率の過去 4 年平均

がどの学科も 10倍超と一定の定員倍率を保っていることから、無理のない定員規模であると考える。 

 

 表 1：改組前基礎学科（専攻）の志願状況（2018年度～2021年度一般入試） 

 

 ※志願者数は一般入試の合計。推薦・その他の入試は含まない。 

 

ア-1-2 入学定員設定の考え方（健康スポーツ科学部） 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科：入学定員 230名 

志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率

社会学部第１部

社会福祉学科
150 13.28 1,994 13.29 1,631 10.87 2,054 13.69 2,288 15.25

ライフデザイン学部

生活支援学科生活支援学専攻
116 10.63 1,060 9.14 912 7.86 1,632 14.07 1,326 11.43

ライフデザイン学部

生活支援学科子ども支援学専攻
100 10.18 966 9.66 941 9.41 1,176 11.76 990 9.90

ライフデザイン学部

人間環境デザイン学科
160 11.63 1,734 10.84 1,797 11.23 2,186 13.66 1,725 10.78

入学

定員

定員倍率

（4年平均）
学部・学科・専攻

2021年度 2020年度 2019年度 2018年度
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改組前の基礎学科であるライフデザイン学部健康スポーツ学科は入学定員 180名であったが、新学科

では基礎学科と比べてスポーツ科学領域を中心に対象分野を拡張することにより、従来対象としてきた

「子どもから高齢者、障がい者」といった一般の人々の健康に加えてアスリートのパフォーマンス向上

等、対象範囲を拡張することを考慮し、基礎学科の入学定員より 50名多い 230名と設定した。 

 

・健康スポーツ科学部 栄養科学科：入学定員 100名 

改組前の基礎学科（専攻）である食環境科学部食環境科学科スポーツ・食品機能専攻は入学定員 50名

であったが、新学科では従来中心に展開してきた運動生理学や食品機能等の生命科学系分野に加え、「ス

ポーツと栄養」「身体活動と食生活」という視点に基づきスポーツ科学と栄養科学の学際的な領域への展開

を強化することを考慮し、基礎学科（専攻）の入学定員より 50名多い 100名と設定した。 

 

基礎学科（専攻）の近年の一般入試志願状況としては、＜表 2＞の通りライフデザイン学部健康スポ

ーツ学科は入学定員倍率の過去 4 年平均が 12 倍超と一定の定員倍率を保っている。食環境科学部食環

境科学科スポーツ・食品機能専攻は、2021年度入試においては学科（専攻）の所在地である板倉キャン

パス（群馬県邑楽郡）全体で志願者減が顕著であったことに加え、年次の途中でキャンパス移転が生じ

ることを発表したことが影響して倍率を下げているが、新学科はキャンパスの所在地が東京都の赤羽台

キャンパスであり、受験対象者が南関東 1都 3県と広域に及ぶこと（キャンパス所在都道府県別の志願

状況は＜表 3＞の通り）、健康スポーツ科学を学部名に掲げ、スポーツと栄養の融合教育研究を展開する

ことから、両学科とも無理のない定員規模であると考える。 

 

表 2：改組前基礎学科（専攻）の志願状況（2018年度～2021年度一般入試） 

 

※志願者数は一般入試の合計。推薦・その他の入試は含まない。 

 

 表 3：キャンパス所在都道府県別の志願状況（2018年度～2021年度一般入試） 

 

 ※志願者数は一般入試の合計。推薦・その他の入試は含まない。 

 

ア-2 定員を充足する見込み 

 

新学部である福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科学部の設置構想にあたり、各学科が目指す教育

志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率

ライフデザイン学部

健康スポーツ学科
180 12.89 1,996 11.09 2,138 11.88 2,641 14.67 2,503 13.91

食環境科学部食環境科学科

スポーツ・食品機能専攻
50 7.93 207 4.14 435 8.70 481 9.62 462 9.24

2018年度
学部・学科・専攻

入学

定員

定員倍率

（4年平均）

2021年度 2020年度 2019年度

志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率 志願者数 定員倍率

東京都（白山C、赤羽台C） 5029 16.60 70,508 14.02 77,423 15.40 94,164 18.72 91,910 18.28

埼玉県（川越C） 1071 13.80 12,564 11.73 15,277 14.26 16,723 15.61 14,575 13.61

群馬県（板倉C） 446 9.37 3,089 6.93 4,340 9.73 5,035 11.29 4,255 9.54

2019年度 2018年度
キャンパス所在都道府県

入学

定員

定員倍率

（4年平均）

2021年度 2020年度
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研究上の目的、養成する人材像に対する大学進学ニーズを把握する目的で、全国の高等学校、中等教育

学校（以下、便宜的に「高校」と表現する）のうち、設置初年度に大学進学年度となる高校生、中等教

育学校生（以下、便宜的に「高校生」「生徒」と表現する）に対し、進学意向調査を実施した＜資料 1＞。

首都圏を中心とした高校 2 年生の回答者 16,736 人のうち、福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科学

部を「受験したいと思う」と答えた人数（受験意向者数）は 2,456人（14.7％）で、さらにその受験意

向者 2,456人のうちで各学科に「入学したい」と答えた人数（入学意向者数）は、以下の結果であった。 

 

福祉社会デザイン学部 社会福祉学科に入学したい：385人（15.7%） 

福祉社会デザイン学部 子ども支援学科に入学したい：343人（14.0%） 

福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科に入学したい：514人（20.9%） 

健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科に入学したい：768人（31.3%） 

健康スポーツ科学部 栄養科学科に入学したい：321人（13.1%） 

 

リクルート進学総研「18歳人口予測、大学・短大・専門学校進学率、地元残留率の動向」＜資料 2＞

によると、2023 年度の 18 歳人口（現在の高校 2 年生）は 109.7 万人と推計されている。そのうちの約

1.5％と限定的な人数である 16,736人から得た調査回答のみで、各学科の入学定員をそれぞれ超える人

数から「受験意向あり」かつ「入学意向あり」という回答結果を得られたことから、福祉社会デザイン

学部、健康スポーツ科学部の各学科は、それぞれ定員を充足する見込みが十分に立っていると考える。  

 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

 

上記「ア 定員充足の見込み」に示した調査＜資料 1＞の概要は、以下の通りである。 

 調査対象 ：高校 2年生 

 調査エリア：福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 調査方法 ：高校留置き調査 

 調査依頼数：29,774人（132校） 

 有効回収数：16,736人（99校） 有効回収率 56.2％ 

 調査時期 ：2021年 11月 1日（月）～2021年 12月 10日（金） 

 調査項目 ：【属性】性別、高校種別、高校所在地、所属クラス【Q1】卒業後希望進路【Q2】興味の

ある学問系統【Q3】各学科の特色に対する魅力度【Q4】新学部への受験意向【Q5】各

学科への入学意向 

 

 本調査は、新学部である福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科学部に対する大学進学ニーズを確認

するための調査として設計した。本学の主な学生募集エリアである首都圏に所在する高校のうち、本学

への志願実績、入学実績が一定以上ある高校を中心に選定し、高校に協力を得て調査を実施した。回答

者性別は「男性」49.5％「女性」49.5％、高校種別は「公立」53.5％「私立」46.5％、高校所在地は「東

京都」39.9％「埼玉県」33.3％「千葉県」16.3％「神奈川県」7.1％と続く。所属クラスは「文系クラス」

64.8％「理系クラス」17.9％「コース選択はない」11.6％と続く。高校卒業後の希望進路を複数回答で

聴取したところ、「私立大学に進学」の割合が 81.4％で最も高い。次いで「国公立大学に進学」が 27.5％、

-学生確保(本文)-3-



 

「専門学校・専修学校に進学」が 8.4％と続く。私立大学への進学志望者が多いことから、本学がター

ゲットとする対象に調査を実施出来ていると考えられる。 

 

【Q4】で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で各学科に「入学したい」と回答した人数（＝「入学意向者数」）が、社会福祉学科：385

人、子ども支援学科：343人、人間環境デザイン学科：514人、健康スポーツ科学科：768人、栄養科学

科：321 人と、全学科とも入学定員を上回ったことは、前項「ア 定員充足の見込み」で示したが、さ

らに卒業後進路区分と興味のある学問系統を加味した回答は、以下の通りであった。 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科＜資料 1、P7～8＞ 

 【Q4】で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で「福祉社会デザイン学部社会福祉学科に入学したい」と回答した 385人のうち、【Q1】

卒業後希望進路で四年制大学進学を希望し、さらに【Q2】興味のある学問系統で、社会福祉学科と関連

する「社会学・社会福祉学」「生活科学（栄養学除く）」のいずれか一つ以上に「興味がある」と回答し

た人数（＝【Q1】【Q2】【Q4】【Q5】のクロス集計）は、217人であり、入学定員の 216名を上回る回答を

得た。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科＜資料 1、P10～11＞ 

 【Q4】で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で「福祉社会デザイン学部子ども支援学科に入学したい」と回答した 343人のうち、【Q1】

卒業後希望進路で四年制大学進学を希望し、さらに【Q2】興味のある学問系統で、子ども支援学科と関

連する「教員養成・教育学・保育学」「生活科学（栄養学除く）」「社会学・社会福祉学」のいずれか一つ

以上に「興味がある」と回答した人数（＝【Q1】【Q2】【Q4】【Q5】のクロス集計）は、266人であり、入

学定員の 100名を上回る回答を得た。 

 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科＜資料 1、P13～14＞ 

 【Q4】で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で「福祉社会デザイン学部人間環境デザイン学科に入学したい」と回答した 514人のう

ち、【Q1】卒業後希望進路で四年制大学進学を希望し、さらに【Q2】興味のある学問系統で、人間環境デ

ザイン学科と関連する「生活科学（栄養学除く）」「社会学・社会福祉学」「工学」のいずれか一つ以上に

「興味がある」と回答した人数（＝【Q1】【Q2】【Q4】【Q5】のクロス集計）は、237人であり、入学定員

の 160名を上回る回答を得た。 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科＜資料 1、P16～17＞ 

 【Q4】で「健康スポーツ科学部」「福祉社会デザイン学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で「健康スポーツ科学部健康スポーツ科学科に入学したい」と回答した 768 人のうち、

【Q1】卒業後希望進路で四年制大学進学を希望し、さらに【Q2】興味のある学問系統で、健康スポーツ

科学科と関連する「スポーツ学」「看護・保健学」のいずれか一つ以上に「興味がある」と回答した人数

（＝【Q1】【Q2】【Q4】【Q5】のクロス集計）は、611 人であり、入学定員の 230 名を上回る回答を得た。 
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・健康スポーツ科学部 栄養科学科＜資料 1、P19～20＞ 

 【Q4】で「健康スポーツ科学部」「福祉社会デザイン学部」のいずれかを「受験したいと思う」と回答

し、かつ【Q5】で「健康スポーツ科学部栄養科学科に入学したい」と回答した 321人のうち、【Q1】卒業

後希望進路で四年制大学進学を希望し、さらに【Q2】興味のある学問系統で、栄養科学科と関連する「栄

養学（スポーツ栄養学含む）」「理学」「看護・保健学」のいずれか一つ以上に「興味がある」と回答した

人数（＝【Q1】【Q2】【Q4】【Q5】のクロス集計）は、210人であり、入学定員の 100名を上回る回答を得

た。 

 

 前出のリクルート進学総研「18歳人口予測、大学・短大・専門学校進学率、地元残留率の動向」＜資

料 2＞によれば、18 歳人口における大学進学率は微増を続け、2020 年度は 51.1％とされており、2020

年度の大学進学者数は約 60万人（18歳人口 116.7万人×大学進学率 51.1％）と推計される。本学の調

査における回答者数 16,736人は、大学進学者数の 3％未満であるが、入学定員を上回る入学意向数を確

認することができた。18 歳人口は今後減少基調となり、リクルート進学総研の調査で示される 2032 年

（新学科設置の 10年後）の 18歳人口は約 102.4万人である。大学進学率が 50％程度で推移すると仮定

すると、2032 年時点における大学入学者数は 50 万人強と現在より減少する見込みではあるが、減少幅

が限定的であること、また本学の志願者層において多数を占める南関東地域の 2032年の 18歳人口減少

率（2020年度対比）が 94.5％と、全国平均（87.7％）と比べて緩やかであることから、設置年度のみな

らず長期的に学生確保が可能であると考える。 

 

ウ 学生納付金の設定の考え方 

 

 学生納付金は、改組前の学科の学費をベースに、新学科設置にあたっての諸条件を踏まえて＜表 4＞

＜表 5＞の通り設定した。 

表 4：学生納付金一覧（福祉社会デザイン学部） 

 

 ※：4年間納入金合計が不明のため、入学金 1年分、入学金以外 4年分の合計とした。 

 

大学 学部 学科
入学

定員
入学金 授業料 施設金 実験実習料 その他

入学時

納入金合計

4年間

納入金合計

東洋大学（新学部） 福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 216 250,000 830,000 240,000 40,000 0 1,360,000 4,690,000

東洋大学（改組前） 社会学部 社会福祉学科 150 250,000 710,000 220,000 0 25,000 1,205,000 4,070,000

東洋大学（改組前） ライフデザイン学部 生活支援学科/生活支援学専攻 116 250,000 830,000 200,000 0 0 1,280,000 4,370,000

【参考】早稲田大学 人間科学部 健康福祉科学科 200 200,000 1,371,000 0 27,000 0 1,598,000 5,792,000 ※

【参考】大正大学 社会共生学部 社会福祉学科 65 200,000 1,000,000 250,000 0 0 1,450,000 5,200,000

【参考】立教大学 コミュニティ福祉学部 福祉学科 154 200,000 1,128,000 0 3,000 0 1,331,000 4,724,000 ※

東洋大学（新学部） 福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 100 250,000 830,000 240,000 40,000 0 1,360,000 4,690,000

東洋大学（改組前） ライフデザイン学部 生活支援学科/子ども支援学専攻 100 250,000 830,000 200,000 0 0 1,280,000 4,370,000

【参考】関東学院大学 教育学部 こども発達学科 140 290,000 890,000 250,000 69,000 22,660 1,521,660 5,196,660

【参考】立正大学 社会福祉学部 子ども教育福祉学科 100 288,000 738,000 218,000 0 75,000 1,319,000 4,412,000 ※

【参考】國學院大学 人間開発学部 子ども支援学科 100 240,000 800,000 250,000 0 10,000 1,300,000 4,480,000

東洋大学（新学部） 福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 160 250,000 890,000 300,000 100,000 0 1,540,000 5,410,000

東洋大学（改組前） ライフデザイン学部 人間環境デザイン学科 160 250,000 880,000 260,000 70,000 0 1,460,000 5,090,000

【参考】法政大学 デザイン工学部 都市環境デザイン工学科 80 240,000 1,172,000 312,000 87,000 0 1,811,000 6,524,000

【参考】芝浦工業大学 デザイン工学部 デザイン工学科 160 280,000 1,199,000 283,000 0 0 1,762,000 6,408,000

【参考】日本女子大学 家政学部 住居学科/建築デザイン専攻 55 200,000 900,000 320,000 3,000 1,200 1,424,200 5,096,800 ※
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表 5：学生納付金一覧（健康スポーツ科学部） 

 

※：4年間納入金合計が不明のため、入学金 1年分、入学金以外 4年分の合計とした。 

 

 本学は 2021 年 4 月に赤羽台キャンパス（東京都北区）に新校舎を建設し、同年 4 月からライフデザ

イン学部が朝霞キャンパス（埼玉県朝霞市）から赤羽台キャンパスに移転した。ライフデザイン学部等

を改組して設置する福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科学部は、2021 年完成の新校舎と 2023 年 4

月に完成予定の新校舎を主に利用して教育研究を展開する。2023年 1月完成予定の施設には大規模体育

館（約 2,000㎡）やトレーニングルーム（約 670㎡）等を設け、さらにスポーツ科学、栄養科学の研究、

実験実習等の施設設備も大幅に拡充される。改組前学部学科の教育研究環境と比べ、各種施設設備を拡

充した新校舎であること、また近年建物や設備の償却年数が減少傾向にあることを踏まえ、基礎となる

学部学科の学費から見直しを行った。そのほか、他大学の同系統学部学科のうち、立地や学生規模等に

おいて条件の近い学部学科を参考にしたうえで新学部の学費を設定した。 

 

②  学生確保に向けた具体的な取組状況 

 

大学全体の学生募集活動について、2020年度以降は新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、対面大規

模イベントを原則取り止め、「オープンキャンパス web style」と題して webコンテンツを公開した（当

該コンテンツの視聴数：2020年度約 12万回）。また、2021年度は小規模対面広報活動として、大学キャ

ンパスツアーを各キャンパスで実施した（2021 年 7 月～8 月約 2 千人参加）。そのほか、オンライン個

別相談を常時受け付けるなど、感染症に留意しながら受験生への情報提供を続けた。なお、2019年度ま

では対面による学生募集活動を大規模に実施しており、オープンキャンパス（年間 4日間開催、約 5万

人参加／2019年実績）に加え、約 100 講座を高校生に公開する「学び LIVE」（年間 2日間開催、約 4千

人参加／2019年実績）、全国で実施する「東洋大学受験バックアップ講座」（年間約 130回開催、約 3千

人参加／2019年実績）、「One Day Campus（全国版オープンキャンパス）」（年間約 10回開催、約 3百人

参加／2019年実績）を主催している。 

本学主催以外の対面学生募集活動では、高校内での大学説明会、各種会場での進学相談会等に参加し

ている。年間で延べ 1,300回以上（2019年実績）参加し、受験生を中心としたステークホルダーとの直

接対話機会を設けている。なお、2020年度以降は、オンライン開催の説明会、相談会（年間合計約 130

回）に参加した。 

ウェブによる学生募集活動は、学部学科ごとの体験授業動画やゼミ・研究室体験動画を通じたリアル

な学問理解、大学理解の促進に注力している。体験授業動画は、本学専任教員の 8割に及ぶ人数の模擬

大学 学部 学科
入学

定員
入学金 授業料 施設金 実験実習料 その他

入学時

納入金合計

4年間

納入金合計

東洋大学（新学部） 健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 230 250,000 870,000 300,000 80,000 0 1,500,000 5,250,000

東洋大学（改組前） ライフデザイン学部 健康スポーツ学科 180 250,000 830,000 200,000 0 0 1,280,000 4,370,000

【参考】早稲田大学 スポーツ科学部 スポーツ科学科 400 200,000 1,394,000 0 39,000 0 1,633,000 5,932,000 ※

【参考】法政大学 スポーツ健康学部 スポーツ健康学科 165 240,000 933,800 278,000 100,000 0 1,551,800 5,487,200

【参考】東海大学 体育学部 競技スポーツ学科 170 300,000 821,000 250,000 157,000 0 1,528,000 5,212,000 ※

東洋大学（新学部） 健康スポーツ科学部 栄養科学科 160 250,000 920,000 300,000 80,000 0 1,550,000 5,450,000

東洋大学（改組前） 食環境科学部 食環境科学科/スポーツ食品機能専攻 50 250,000 990,000 260,000 80,000 0 1,580,000 5,570,000

【参考】女子栄養大学 栄養学部 保健栄養学科/栄養科学専攻 100 375,000 980,000 471,000 272,000 0 2,098,000 7,167,000

【参考】大東文化大学 スポーツ・健康科学部 健康科学科 125 210,000 995,000 0 250,000 326,000 1,781,000 6,494,000

【参考】東京農業大学 応用生物科学部 栄養科学科 120 270,000 760,000 230,000 300,000 25,600 1,585,600 6,132,400
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授業動画を撮影・公開（641動画公開／2021年 4月現在）しており、学問系統にとどまらず「入学後は

この先生にこの内容を学べる」といった、具体的な学びのイメージを喚起するための材料として、入学

後ミスマッチの予防を含めた詳細な情報提供を行っている（年間視聴数：約 50万回／2020年実績）。 

 

（2）人材需要の動向等社会の要請 

 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 

①-1 養成する人材像 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 

社会福祉学を基礎とし、誰もがその人らしく生活できる共生社会実現に貢献すると共に、国内外の

様々な課題に対峙できるグローバルな人材を育成する。そして、加速する少子高齢化、グローバル化な

ど、社会経済の構造変化に対応する政策・制度、支援技術や福祉ビジネス等を研究し、国内外の幅広い

分野において活躍し、それぞれの分野において指導的立場を担える人材、および新たな事業やサービス

を展開できる知性と行動力を担える人材の養成を目指している。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 

専門的知識と技術を備えた専門職（保育士・幼稚園教諭・社会福祉士等）養成を柱としながら、より

広い視野から国内外のさまざまな現場における施策、あらゆる環境のもとでの子ども支援や子ども福祉

の行動計画の策定・実行・評価ができる人材、多文化共生社会の実現に向け、国内外で活躍できる子ど

も支援のプロフェッショナル人材、多くの機関と連携・協働しながら、社会のさまざまな領域で子ども

や子育てを支援する人材、ICT の活用の推進を通じて、現場でリーダーシップを発揮できる人材を養成

する。 

 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 

建築設計や商品開発・デザインに関する高い技能を有し、社会の要請に応じる都市・建築環境、製品

の開発提案が行える人材、デザイン行為を通じて新たなイノベーションを創生し社会をリードする人材

を育成する。特に、デザイン提案・商品開発の場面において、ユニバーサルデザインやユーザビリティ

の視点を備えていることで、独自性および質の高い提案ができる人材、コミュニケーション能力および

プレゼンテーション能力を発揮しながら、オリジナリティの高い業務展開・貢献が図れる人材、デザイ

ンに関する技能・知識を活かしながら、多領域の人材との連携により、新たなビジネスを創成する起業

家の育成に重点を置く。 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 

スポーツを「する」人、「みる」人、「ささえる」人として社会に貢献できる人材の育成、さらには少

子高齢・人口減少社会に生きる現代人が抱える健康問題に対して、健康スポーツ科学を通じた解決策を

提供できる人材の育成を目指す。健康とスポーツの機能的、社会・文化的側面に関する教育研究により、

健康スポーツ科学に関する幅広い知識や技術を修得し、あらゆる人々の健康づくりとスポーツパフォー
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マンス向上、さらには QOL向上に寄与できる専門人材を育成する。 

 

・健康スポーツ科学部 栄養科学科 

 生物学、化学、生理学、疫学を基盤として、栄養学、食品衛生学、公衆衛生学、スポーツ栄養学、生

活習慣病予防学、トレーニング科学などを学び、栄養学を基軸に栄養科学とスポーツ科学の両面を探求

することにより、食・栄養の観点からスポーツパフォーマンス向上や健康づくり、さらには QOL向上に

寄与できる専門人材を育成する。学際的な視点と科学的根拠に基づく専門知識や技術の修得により、ス

ポーツ栄養科学領域における新たな価値を創造し、いきいきとした社会の実現に貢献する人材を育成す

る。 

 

①-2 その他の教育研究上の目的 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 

学生に修得させるべき能力等の教育目標として、①個人の尊厳を重視し支援する能力の獲得、②生活

問題を発見し、社会化・普遍化する能力の獲得、③社会資源を調整・開発する能力の獲得、④社会福祉

の運営に貢献する能力の獲得、⑤権利を擁護する能力の獲得、⑥グローバル化を推進できる能力の獲得

を掲げる。福祉社会デザイン学部の他の２学科の教育とも相俟って、自らの専門領域にとどまらず現代

社会の諸事象を深く理解し、信念と社会の一員としての自覚をもって行動できる人材を養成する。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 

学生に修得させるべき能力等の教育目標として、①子どもと保護者を支援するための専門知識・技術

の獲得、②グローバルな視点を持ちながら地域社会で主体的に活動できるリーダーシップの獲得、③多

分野の知識を統合し、他者と協働して子ども・家族の課題を解決する力の獲得、④ICT を保育・幼児教

育・子ども家庭福祉の質の向上や子育て支援に生かす力の獲得を掲げる。子ども支援学科で養成する人

材は、その専門性から、子どものみならず、子育てをしている保護者を支援する力量も必要とされてい

る。そのためには、さらに、社会的に広い知識と、人間への尊敬を基本とする深い思慮が必要であり、

それらの育成も目的とする。 

 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 

学生に修得させるべき能力等の教育目標として、①一人の人間から社会全体までの広い視野を持ち、

デザインの第一線で活躍できる能力の獲得、②デザインの可能性に対して深い理解と造詣を持ち、デザ

インと社会を繋ぐ役割を担う能力の獲得、③多様な人々の特性を理解・尊重し、さらに豊かな生活の実

現にむけて行動できる能力の獲得、④デザインを通じて社会のイノベーションに貢献できる能力の獲得

を掲げる。人間環境デザインに関わるあらゆる可能性を探求し、ユニバーサルデザインの考え方を背景

として、地域・関連分野の諸施設・他大学等との共同研究を積極的に進めると共に、建築・まちづくり・

生活支援機器・住宅改善・プロダクト・インタラクション等に関する教育研究を通して社会に貢献する。

また、インターンシップを活用した、より実践的、実務的な教育を進める。 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 
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 理論や実践を有機的に連携させた教育を通して、健康やスポーツに関わる最新の知識と技術を総合的

かつ系統的に学ぶことにより、科学的思考力、エビデンスに基づく実践力、多様性を理解しさまざまに

コミュニケーションできる能力、健康やスポーツの可能性を見出し新たな発信ができるイノベーション

力などを修得させる。加えて、人々に関わる専門職として倫理観や協調性、リーダーシップ力を身につ

けさせる。 

さまざまな専門領域と積極的に連携を図り、学部学科内外の横断的な教育研究を展開することにより、

健康とスポーツの多様性と可能性の創造を目指す。また、教育研究活動から得た知見を広く地域社会に

還元することにより、健康やスポーツ業界発展への貢献を目指すとともに、教育研究の高度化によって

多くの活躍人材の輩出を目指す。 

 

・健康スポーツ科学部 栄養科学科 

 食品機能科学やスポーツ栄養科学などの専門分野を系統的かつ総合的に学び、親和性の高い他の学問

分野の知識も身につけながら、栄養管理の実践手法を会得する。健康・スポーツの付加価値を創造する

ための幅広い教養力や高度な専門力、課題の本質を的確に捉え解決に導くための多角的、俯瞰的、かつ

科学的な思考力や分析力、知識や技術を最大限に活かし実装するためのイノベーション力や発信力、国

内外のあらゆる現場で活躍するための語学力、コミュニケーション力、人間理解力を修得する。 

異なる分野間の連携・融合を積極的に行い、教育研究を活性化させる。活動により得た知見を広く地

域社会に還元することで、スポーツ界や食品業界の発展に寄与する。また、高度な知識と技術を備えた

幅広い活躍人材を輩出することにより、社会の活性化に貢献する。 

 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根

拠 

 

②-1 社会的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

 福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科学部の設置構想にあたり、学科で養成する人材に対する社会

的ニーズを把握する目的で、全国の企業・団体等（以下、便宜的に「企業」「社」と表現する）を対象に

人材採用意向調査を実施した＜資料 3＞。概要は以下の通り。 

 調査対象 ：企業の採用担当者 

 調査エリア：関東を中心とした全国各地 

 調査方法 ：web調査（郵送依頼、web回答） 

 調査依頼数：3,000社 

 有効回収数：515社 （回収率 17.2％） 

 調査時期 ：2021年 10月 29日（金）～2021年 11月 26日（金） 

 調査項目 ：【Q1】人事採用関与度【Q2】本社所在地【Q3】業種【Q4】従業員数【Q5】採用数【Q6】

採用予定数【Q7】採用したい学問分野【Q8】各学科の魅力【Q9】各学科の社会的必要

性【Q10】各学科卒業生の採用意向【Q11】各学科卒業生の採用想定人数 

        ※Q12～15は、大学院新研究科設置に関する採用意向設問 
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 回答企業の本社所在地は、東京都 45.4％、埼玉県 12.2％、神奈川県 11.5％、茨城県 5.4％、長野県

4.9％、千葉県 4.3％、群馬県 4.1％と続く。回答企業の業種は、医療・福祉 31.7％、卸売・小売業 10.9％、

サービス業 10.3％、建設業 10.1％、製造業 8.2％、食品関連業 7.0％、スポーツ関連企業 3.9％、学校・

教育機関 3.1％と続く。 

 

 回答企業の採用したい学問分野（【Q7】）を複数回答で聴取したところ、「学んだ学問分野にはこだわら

ない」が 39.0％と最も多かったが、一方で福祉社会デザイン学部の学びと関連する分野としては、「社

会学・社会福祉学」が 29.5％、「生活科学（栄養学除く）」が 8.9％、「教員養成・教育学・保育学」が

17.3％、「工学」が 18.3％と、一定の採用意向が認められた。また、健康スポーツ科学部の学びと関連

する分野としては、「スポーツ学」が 13.6％、「栄養学（スポーツ栄養学含む）」が 18.6％、「理学」が

12.0％、「看護・保健学」が 10.5％と、一定の採用意向が認められた。学科ごとの人材需要に対する回

答は、以下の通りであった。 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科＜資料 3、P8～9＞ 

 学科の社会的必要性（【Q9】）については、96.7％（498 社）が社会福祉学科を「必要だと思う」と回

答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学科であると評価されていることがうかが

える。また、採用意向（【Q10】）、採用想定人数（【Q11】）については、社会福祉学科卒業生を「採用した

いと思う」と答えた企業が 71.7％（369社）あり、毎年度の採用想定人数の合計は 800名で、入学定員

数 216名を大きく上回っている。また、採用したい学問分野（【Q7】）で、学科の学びに関連のある「社

会学・社会福祉学」を学んだ学生を「採用したい」と回答した企業からの採用意向（＝【Q7】【Q10】、【Q7】

【Q11】のクロス集計）は、141企業・採用想定人数 374人であり、入学定員を上回っている。このこと

から、社会福祉学科には安定した人材需要があり、学科の人材養成目的・教育研究上の目的が社会的な

人材需要の動向を踏まえたものであると言える。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科＜資料 3、P11～13＞ 

 学科の社会的必要性（【Q9】）については、96.3％（496 社）が子ども支援学科を「必要だと思う」と

回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学科であると評価されていることがうか

がえる。また、採用意向（【Q10】）、採用想定人数（【Q11】）については、子ども支援学科卒業生を「採用

したいと思う」と答えた企業が 70.7％（364社）あり、毎年度の採用想定人数の合計は 747名で、入学

定員数 100名を大きく上回っている。また、採用したい学問分野（【Q7】）で、学科の学びに関連のある

「教員養成・教育学・保育学」を学んだ学生を「採用したい」と回答した企業からの採用意向（＝【Q7】

【Q10】、【Q7】【Q11】のクロス集計）は、83 企業・採用想定人数 235 人であり、入学定員を上回ってい

る。このことから、子ども支援学科には安定した人材需要があり、学科の人材養成目的・教育研究上の

目的が社会的な人材需要の動向を踏まえたものであると言える。 

 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科＜資料 3、P15～16＞ 

 学科の社会的必要性（【Q9】）については、90.5％（466 社）が人間環境デザイン学科を「必要だと思

う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学科であると評価されていること

がうかがえる。また、採用意向（【Q10】）、採用想定人数（【Q11】）については、人間環境デザイン学科卒

-学生確保(本文)-10-



 

業生を「採用したいと思う」と答えた企業が 72.0％（371社）あり、毎年度の採用想定人数の合計は 641

名で、入学定員数 160名を大きく上回っている。また、採用したい学問分野（【Q7】）で、学科の学びに

関連のある「社会学・社会福祉学」を学んだ学生を「採用したい」と回答した企業からの採用意向（＝

【Q7】【Q10】、【Q7】【Q11】のクロス集計）は、110 企業・採用想定人数 201 人であり、入学定員を上回

っている。このことから、人間環境デザイン学科には安定した人材需要があり、学科の人材養成目的・

教育研究上の目的が社会的な人材需要の動向を踏まえたものであると言える。 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科＜資料 3、P18～19＞ 

 学科の社会的必要性（【Q9】）については、90.7％（467社）が健康スポーツ科学科を「必要だと思う」

と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学科であると評価されていることがう

かがえる。また、採用意向（【Q10】）、採用想定人数（【Q11】）については、健康スポーツ科学科卒業生を

「採用したいと思う」と答えた企業が 68.2％（351社）あり、毎年度の採用想定人数の合計は 661名で、

入学定員数 230名を大きく上回っている。また、採用したい学問分野（【Q7】）で、学科の学びに関連の

ある「スポーツ学」「看護・保健学」を学んだ学生を「採用したい」と回答した企業からの採用意向（＝

【Q7】【Q10】、【Q7】【Q11】のクロス集計）は、「スポーツ学」が 70企業・採用想定人数 159人、「看護・

保健学」が 37企業・採用想定人数 80 人、2 分野合計で 107企業・採用想定人数 239人と、入学定員を

上回っている。このことから、健康スポーツ科学科には安定した人材需要があり、学科の人材養成目的・

教育研究上の目的が社会的な人材需要の動向を踏まえたものであると言える。 

 

・健康スポーツ科学部 栄養科学科＜資料 3、P21～22＞ 

 学科の社会的必要性（【Q9】）については、93.8％（483 社）が栄養科学科を「必要だと思う」と回答

しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な学科であると評価されていることがうかがえ

る。また、採用意向（【Q10】）、採用想定人数（【Q11】）については、栄養科学科卒業生を「採用したいと

思う」と答えた企業が 69.5％（358社）あり、毎年度の採用想定人数の合計は 656名で、入学定員数 100

名を大きく上回っている。また、採用したい学問分野（【Q7】）で、学科の学びに関連のある「栄養学（ス

ポーツ栄養学含む）」を学んだ学生を「採用したい」と回答した企業からの採用意向（＝【Q7】【Q10】、

【Q7】【Q11】のクロス集計）は、91企業・採用想定人数 194人であり、入学定員を上回っている。この

ことから、栄養科学科には安定した人材需要があり、学科の人材養成目的・教育研究上の目的が社会的

な人材需要の動向を踏まえたものであると言える。 

 

②-2 地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 

・福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 

 社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉人材センター「令和 2 年度 福祉分野の求人求職動向」＜

資料 4＞によると、福祉分野の人材が特に首都圏で多く求められていることがわかる。当報告書は全国

社会福祉協議会中央福祉人材センターの人材紹介事業における求人求職動向であり、当データにおける

「福祉分野」とは、介護職、介護補助、相談・支援・指導員、介護支援専門員、ホームヘルパー、保育

士、保育補助、社会福祉協議会専門員、セラピスト、看護職、事務職、栄養士、調理員、管理職、サー

ビス提供責任者等である。都道府県別求人求職状況＜資料 4＞によると、令和 2 年度の新規求人数は、
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1 都 3県計 58,947件（東京都 18,189 件、埼玉県 15,204件、千葉県 6,102件、神奈川県 19,452 件）で

あり、全国合計 263,430件のうち多くを占め、首都圏での人材需要の多さが確認できる。また、厚生労

働省「社会福祉施設等調査」（令和 2年度）＜資料 5＞によると、福祉関係施設が年々増加しており、か

つ首都圏に多く存在することがわかる。当調査の「福祉施設」とは、保護施設、老人福祉施設、障害者

支援施設、身体障害者社会参加支援施設、婦人保護施設、児童福祉施設、母子・父子福祉施設等である。

「表１ 施設の種類、年次別施設数（基本票）」によると、平成 25 年の施設総数が 58,613 施設に対し、

令和 2年は 80,723施設と、この間で約 38％増となっている。また、「第１表（基本票）社会福祉施設等

数，国－都道府県、施設の種類・経営主体の公営－私営別」によると、令和 2年度の都道府県別社会福

祉施設は、1都 3県計 19,539施設（東京都 7,363施設、埼玉県 3,824施設、千葉県 3,556施設、神奈川

県 4,796施設）であり、全国合計 80,723施設のうち多くを占め、首都圏での需要の多さが確認できる。

社会福祉学科は、新たな事業やサービスを展開できる力の養成などを掲げており、既存の福祉分野にと

どまらず幅広い進路が考えられるが、現状の福祉分野の求人や施設の動向を鑑みると、東京都に設置す

る社会福祉学科は地域的な人材需要の動向を踏まえたものであると考える。 

 

・福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 

 厚生労働省「地域における保育所・保育士等の在り方に関する検討会（第１回）」（2021年 5月 26日）

にて示された「保育を取り巻く状況について」＜資料 6＞によると、少子化が進む今後の社会において

も保育人材の数が求められることが示されている。女性就業率(25～44歳)と保育所等の利用率の推移＜

資料 6＞で示される通り、女性の就業率の上昇に伴い、1・2歳児保育利用率も年々上昇傾向にあり、2019

年度の保育所利用率は 48.1％と、10年前の 2009年頃と比べて 2倍近い急速な増加である。これに応え

るように、保育所等定員数も近年急拡大を続けている。今後については、0-5歳人口が 2020年度約 573

万、2030年度約 502万人（出生数中位推計）と減少見込みであることに対し、保育所利用児童数は 2020

年度 270万人強、2030年度 300万人弱（予測）と、微増が予測されている＜資料 6＞。また地域別の状

況としては、厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（令和 3 年 4 月 1 日）」の全国待機児童マップ

（都道府県別）＜資料 7＞によると、都市部の人口集中地域に待機児童が多いことが分かる。待機児童

数は近年減少傾向だが、地域別には本学が新学科を設置する東京都を含む 1 都 3 県の待機児童数は多

い。少子化が進む今後も保育所利用児童数が微増予測であること、また首都圏の人口減少ペースは緩や

かであることから、子ども支援学科の設置は地域的な人材需要の動向を踏まえたものであると考える。 

 

・福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 

 経済産業省「平成 30年特定サービス産業実態調査報告書 デザイン業，機械設計業編」＜資料 8＞に

よると、デザイン、設計関係の人材需要が特に首都圏で多いことがうかがえる。デザイン、設計関係の

事業所数は、1都 3県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）計で 3,185であり、全国計 7,289の約 44％

を占める＜資料 8＞。また、デザイン業務の事業従事者数は、1 都 3 県計で 15,123 人であり、全国計

30,346 人の約 50％を占める＜資料 8＞。さらに、デザイン業務（主業）としての年間売上高は、1 都 3

県計で 173,419百万円であり、全国計 310,366百万円の約 56％を占める＜資料 8＞。内閣府「県民経済

計算」の 2018年度県内総生産（名目）＜資料 9＞によると、国内総生産に占める 1都 3県の県内総生産

合計は約 33％であり、単純比較はできないが、デザイン業の年間売上高は全国合計のうち約 56％が 1都

3 県であることを考えると、デザイン関係業種は全産業と比較して相対的に人材需要に占める首都圏事
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業所率が高いと推察される。人間環境デザイン学科は、ユニバーサルデザインやユーザビリティの視点

といった、福祉分野で特に必要とされるデザイン能力の養成を目的の一つとしており、必ずしもデザイ

ン業界全体の動向と完全に進路が一致するわけではないが、デザイン、設計分野の人材需要に占める首

都圏の割合が多いことから、東京都に設置する人間環境デザイン学科は地域的な人材需要の動向を踏ま

えたものであると考える。 

 

・健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 

 総務省「平成 28 年社会生活基本調査」のなかの「男女,スポーツの種類別行動者率(10 歳以上)－全

国，都道府県」＜資料 10＞によると、人口全体に占めるスポーツ人口率が、首都圏で特に大きいことが

示されている。同調査では項目の一つとして、スポーツを種目別にどの程度行っているか（見物や研修・

授業は除く）尋ねており、その結果を都道府県別に人口対比で集計したものが上記の資料＜資料 10＞で

ある。人口に対する「スポーツ行動者率」は、47都道府県のうち高い順に東京都（75.7％）、埼玉県（72.6％）、

神奈川県（72.4％）、千葉県（71.6％、滋賀県と同率）と、首都圏の 1都 3県が上位 4都道府県という結

果であった。10 歳以上全国推計人口（113,300 千人）に占める上記 1 都 3 県の 10 歳以上全国推計人口

は 28.9％（32,731 千人）と、1 都 3 県は人口集中地域であるうえに、「スポーツ行動者率」も高い。健

康スポーツ科学科では、アスリート（競技スポーツ）だけでなく、あらゆる人々の健康づくりとスポー

ツパフォーマンス向上、QOL 向上に寄与できる人材の育成を掲げており、スポーツ人口が多く、かつス

ポーツ行動者率が高い東京都に設置する健康スポーツ科学科は、地域的な人材需要の動向を踏まえたも

のであると考える。 

 

・健康スポーツ科学部 栄養科学科 

栄養士の資格養成施設卒業生の就職先の割合で上位 2種である「病院」「児童福祉施設」において、首

都圏での人材需要が高いことがうかがえる。一般社団法人全国栄養士養成施設協会の「令和 2年度：栄

養士養成施設の卒業生の就職実態」＜資料 11＞によると、2019 年度の栄養士養成施設卒業生就職先内

訳の上位として、「病院」（21.7％）、「児童福祉施設」（21.7％）と、この 2種が同率で最も高く、2種で

合計 4割を超える結果であった。都道府県別の病院の状況は、厚生労働省「令和元(2019)年医療施設(動

態)調査･病院報告の概況」の中の「統計表９ 都道府県－指定都市・特別区・中核市別にみた施設数及び

人口 10 万対施設数」＜資料 12＞によると、病院数は 1 都 3 県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）

計で 1,605 院と、全国計 8,300 院のうち多くを占め、1 都 3 県の病院での人材需要は高い。また、児童

福祉施設についても状況は似ており、厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（令和 3年 4月 1日）」

＜資料 7＞によると、全国に占める 1 都 3 県の保育所定員数が高いのに対し、待機児童数は、1 都 3 県

を含む人口集中地域で多い状況である。やはりこちらも 1都 3県での人材需要が高いと考えられる。 

栄養分野における地域的な人材需要の展望としては、高齢者人口の将来予測から、特に首都圏におい

て人材需要が高まることが見込まれる。内閣府「令和 3 年版高齢社会白書」の第 1 章第 1 節 4「地域別

にみた高齢化」図 1-1-11＜資料 13＞によると、都市規模別にみた 65歳以上人口指数が、基準となる平

成 27（2015）年に対し、令和 27（2045）年には人口規模が大きい地域ほど高齢者数が増えることが示さ

れている。具体的には、2015年を 100とすると、全国平均 115.9に対し、大都市（東京都区部及び政令

指定都市）133.4、人口 30万人以上（大都市除く）都市 124.4、人口 10万～30万都市 116.1、人口 5万

～10 万都市 108.3、人口 5 万未満都市 89.7 と予測されている。高齢化率が将来的に伸びることは全国
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的な現象だが、高齢者数がより多くなる大都市においては、健康寿命延伸の一端を担う栄養分野の人材

需要がより高まることが予想される。 

栄養士資格養成施設の進路動向や日本の高齢化の将来予測を鑑みると、東京都に設置する栄養科学科

は、地域的な人材需要の動向を踏まえたものであると考える。 
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東洋大学
「福祉社会デザイン学部」

「健康スポーツ科学部」（仮称）
設置に関するニーズ調査

結果報告書

【高校生対象調査】

令和４年１月

株式会社 進研アド

Ⓒ Shinken-Ad. Co., Ltd. All Rights Reserved.

＜資料1＞
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１．調査目的

３．調査項目

2023年４月開設予定の東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学
部」新設構想に関して、高校生からの進学ニーズを把握する。

高校生対象調査

• 性別

• 高校種別

• 高校所在地

• 所属クラス

• 高校卒業後の希望進路

• 興味のある学問系統

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する
魅力度

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」への受験意向

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」各学科への
入学意向

２．調査概要

高校生対象 調査概要

高校生対象調査

調査対象 高校２年生

調査エリア
福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県

調査方法 高校留置き調査

調査
対象数

依頼数
（依頼校数）

29,774人（132校）

有効回収数
（回収校数）

16,736人（99校）
有効回収率：56.2％

調査時期 2021年11月1日（月）～2021年12月10日（金）

調査実施機関 株式会社 進研アド

-学生確保(資料)-3-



高校生対象 調査結果まとめ

-学生確保(資料)-4-



3

高校生対象 調査結果まとめ

※本調査は、東洋大学の「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」に対する需
要を確認するための調査として設計。東洋大学の主な学生募集エリアである、茨城
県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県に所在する高校の高校２年生に調
査を実施し、16,736人から回答を得た。

• 回答者の性別は、「男性」が49.5％、「女性」が49.5％である。

• 回答者の在籍高校種別は「公立」が53.5％、「私立」が46.5％である。

• 回答者の在籍高校所在地は、東洋大学の所在地である「東京都」が39.9％を占

め、最も多い。次に「埼玉県」が33.3％、「千葉県」が16.3％と続く。

• 回答者の所属クラスは「文系クラス（文系コース）」が64.8％で最も多い。次いで

「理系クラス（理系コース）」が17.9％、「コース選択はない」が11.6％と続く。

回答者の属性

高校卒業後の希望進路や興味のある学問系統

• 回答者の高校卒業後の希望進路を複数回答で聴取したところ、「私立大学に進学」

の割合が81.4％で最も高い。次いで「国公立大学に進学」が27.5％、「専門学校・専

修学校に進学」が8.4％と続く。私立大学への進学志望者が多いことから、東洋大学

がターゲットとする対象に調査を実施出来ていると考えられる。

• 回答者の興味のある学問系統を複数回答で聴取したところ、「文学（心理学、考古

学、地理学、歴史学、哲学など含む）」が28.9％で最も高い。次いで「経済・経営・

商学」が27.4％、「法学（政治学など含む）」が15.2％と続く。

-学生確保(資料)-5-



4

高校生対象 調査結果まとめ

東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の
特色に対する魅力度

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力

度（※）は、以下のとおり。

• 「Ａ．【福祉社会デザイン学部 社会福祉学科】『社会福祉政策系』『福祉社会開発

系』『福祉臨床系』の３コースで、理論から実践まで幅広く学び、社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士の国家資格を、希望に応じて複数取得できる学びを展

開」の魅力度は55.2％である。

• 「Ｂ．【福祉社会デザイン学部 子ども支援学科】保育学・幼児教育学・子ども家庭

福祉学を統合した子ども支援学を追究し、多文化共生やICT活用など現代的な

テーマを学ぶとともに、保育士・幼稚園教諭・社会福祉士(受験資格)を取得できる

学びを展開」の魅力度は58.8％である。

• 「Ｃ．【福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科】『空間デザイン』『生活環

境デザイン』『プロダクトデザイン』の3分野で、建築、福祉住環境計画、都市計画

から個々の製品や情報とその活用まで、人間中心設計の視点で幅広い『デザイ

ン』の概念・手法を学ぶ」の魅力度は62.2％である。

• 「Ｄ．【健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科】アスリート支援や競技パフォー

マンス向上等のスポーツ科学から、生理・生化学、運動生理学等の身体理解、さら

に教育、文化、ビジネスまで、健康・スポーツのあらゆる分野から選べる幅広い学

び」の魅力度は58.5％である。

• 「Ｅ．【健康スポーツ科学部 栄養科学科】栄養学、食品機能、スポーツ栄養など、

食と栄養に係わる分野を幅広く扱うとともに、栄養士など資格関連科目を充実さ

せ、さらに健康関連企業との連携により栄養科学、栄養管理のスペシャリストを育

成」の魅力度は59.7％である。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値
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東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」への
受験意向・入学意向

高校生対象 調査結果まとめ

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」を「受験したいと思う」と

答えた人は、14.7％（16,736人中、2,456人）である。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」を「受験したいと思う」と

答えた2,456人のうち、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」

各学科への入学意向は以下のとおり。

福祉社会デザイン学部 社会福祉学科 ： 15.7％（385人）

福祉社会デザイン学部 子ども支援学科 ： 14.0％（343人）

福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科 ： 20.9％（514人）

健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科 ： 31.3％（768人）

健康スポーツ科学部 栄養科学科 ： 13.1％（321人）
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高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 社会福祉学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」への
入学意向者数

※ここからは、Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受
験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科に入
学したい」と回答した人を入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は2.3％（385人）で、予定されている入学定員216

人を上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇性別

• 「女性」の入学意向は2.8％（8,280人中、228人）と、予定している入学定員数を上

回る入学意向者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は2.8％（10,848人

中、301人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇高校卒業後の希望進路別

• 東洋大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えている回答者

の入学意向は2.5％（13,630人中、342人）と、予定している入学定員数を上回る入

学意向者がみられた。また、四年制大学に進学を考えている回答者の入学意向

は2.4％（15,717人中、370人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者が

みられた。

◇興味のある学問系統別

• 「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の学びと関連する「社会学・社会福祉

学」に興味がある回答者の入学意向は10.0％（2,167人中、216人）と、予定してい

る入学定員数と同数の入学意向者がみられた。

※四年制大学＝「私立大学に進学」「国公立大学に進学」のいずれかを回答した人の合計値
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◇四年制大学進学意向×興味学問系統別

• 四年制大学進学希望者のうち、東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学

科」の学びと関連する「社会学・社会福祉学」「生活科学（栄養学除く）」のいずれ

か一つ以上の学問系統に興味がある回答者の入学意向は9.5％（2,281人中、217

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の特色Ａに魅力を感じている

回答者の入学意向は、4.1％（9,236人中、381人）と、予定している入学定員数を

上回る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 社会福祉学科
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高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 子ども支援学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」への
入学意向者数

※ここからは、Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受
験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科に入
学したい」と回答した人を入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は2.0％（343人）で、予定されている入学定員100

人を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇性別

• 「女性」の入学意向は3.4％（8,280人中、285人）と、予定している入学定員数を２

倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇高校所在地別

• 「埼玉県」に所在地のある高校在籍者からの入学意向は2.2％（5,566人中、125

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。新設学部・学科

の設置予定所在地である「東京都」の高校在籍者からの入学意向は2.1％（6,673

人中、138人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は2.5％（10,848人

中、276人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられ

た。

◇高校卒業後の希望進路別

• 東洋大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えている回答者

の入学意向は2.2％（13,630人中、306人）と、予定している入学定員数を３倍以上

上回る入学意向者がみられた。また、四年制大学に進学を考えている回答者の入

学意向は2.1％（15,717人中、324人）と、予定している入学定員数を３倍以上上回

る入学意向者がみられた。
※四年制大学＝「私立大学に進学」「国公立大学に進学」のいずれかを回答した人の合計値
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◇興味のある学問系統別

• 「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の学びと関連する「教員養成・教育学・

保育学」に興味がある回答者の入学意向は9.7％（2,478人中、241人）と、予定して

いる入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。また、直接関連する分

野以外では、「文学（心理学、考古学、地理学、歴史学、哲学など含む）」に興味

がある回答者の入学意向は2.1％（4,843人中、104人）と、予定している入学定員

数を上回る入学意向者がみられた。

◇四年制大学進学意向×興味学問系統別

• 四年制大学進学希望者のうち、東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学

科」の学びと関連する「教員養成・教育学・保育学」「生活科学（栄養学除く）」「社

会学・社会福祉学」のいずれか一つ以上の学問系統に興味がある回答者の入学

意向は6.2％（4,303人中、266人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入

学意向者がみられた。

◇「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の特色Ｂに魅力を感じている

回答者の入学意向は、3.4％（9,833人中、339人）と、予定している入学定員数を３

倍以上上回る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 子ども支援学科
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高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」への
入学意向者数

※ここからは、Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受
験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学
科に入学したい」と回答した人を入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は3.1％（514人）で、予定されている入学定員160

人を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇性別

• 「男性」の入学意向は2.7％（8,290人中、227人）、「女性」の入学意向は3.4％

（8,280人中、283人）と、ともに予定している入学定員数を上回る入学意向者がみ

られた。

◇高校所在地別

• 「埼玉県」に所在地のある高校在籍者からの入学意向は3.1％（5,566人中、170

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。新設学部・学科

の設置予定所在地である「東京都」の高校在籍者からの入学意向は3.4％（6,673

人中、226人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は3.1％（10,848人

中、337人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられ

た。

◇高校卒業後の希望進路別

• 東洋大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えている回答者

の入学意向は3.4％（13,630人中、464人）と、予定している入学定員数を２倍以上

上回る入学意向者がみられた。また、四年制大学に進学を考えている回答者の入

学意向は3.2％（15,717人中、496人）と、予定している入学定員数を３倍以上上回

る入学意向者がみられた。

※四年制大学＝「私立大学に進学」「国公立大学に進学」のいずれかを回答した人の合計値

-学生確保(資料)-15-
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◇興味のある学問系統別

• 学科の学びと直接関連する分野ではないが、「経済・経営・商学」に興味がある回

答者の入学意向は3.8％（4,589人中、175人）と、予定している入学定員数を上回

る入学意向者がみられた。「文学（心理学、考古学、地理学、歴史学、哲学など含

む）」に興味がある回答者の入学意向は4.2％（4,843人中、204人）と、予定してい

る入学定員数を上回る入学意向者がみられた。「芸術学（美術・デザイン、音楽な

ど含む）」に興味がある回答者の入学意向は8.5％（1,888人中、160人）と、予定し

ている入学定員数と同数の入学意向者がみられた。

◇四年制大学進学意向×興味学問系統別

• 四年制大学進学希望者のうち、東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デ

ザイン学科」の学びと関連する「生活科学（栄養学除く）」「社会学・社会福祉学」

「工学」のいずれか一つ以上の学問系統に興味がある回答者の入学意向は6.1％

（3,854人中、237人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられ

た。

◇「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の特色Ｃに魅力を感

じている回答者の入学意向は、4.9％（10,404人中、511人）と、予定している入学

定員数を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科

-学生確保(資料)-16-
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高校生対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」への
入学意向者数

※ここからは、Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受
験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科に
入学したい」と回答した人を入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は4.6％（768人）で、予定されている入学定員230

人を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇性別

• 「男性」の入学意向は6.8％（8,290人中、560人）と、予定している入学定員数を２

倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇高校所在地別

• 「埼玉県」に所在地のある高校在籍者からの入学意向は4.7％（5,566人中、264

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。新設学部・学科

の設置予定所在地である「東京都」の高校在籍者からの入学意向は4.8％（6,673

人中、322人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は5.4％（10,848人

中、591人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられ

た。

◇高校卒業後の希望進路別

• 東洋大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えている回答者

の入学意向は5.2％（13,630人中、708人）と、予定している入学定員数を３倍以上

上回る入学意向者がみられた。また、四年制大学に進学を考えている回答者の入

学意向は4.7％（15,717人中、741人）と、予定している入学定員数を３倍以上上回

る入学意向者がみられた。

※四年制大学＝「私立大学に進学」「国公立大学に進学」のいずれかを回答した人の合計値

-学生確保(資料)-18-
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◇興味のある学問系統別

• 「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の学びと関連する「スポーツ学」に興

味がある回答者の入学意向は32.1％（1,891人中、607人）と、予定している入学定

員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。また、直接関連する分野以外で

は、「経済・経営・商学」に興味がある回答者の入学意向は5.1％（4,589人中、236

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇四年制大学進学意向×興味学問系統別

• 四年制大学進学希望者のうち、東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科

学科」の学びと関連する「スポーツ学」「看護・保健学」のいずれか一つ以上の学問

系統に興味がある回答者の入学意向は22.4％（2,725人中、611人）と、予定してい

る入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度別

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の特色Ｄに魅力を感じて

いる回答者の入学意向は、7.8％（9,797人中、760人）と、予定している入学定員

数を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

-学生確保(資料)-19-
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東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」への入学意向者数

※ここからは、Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受
験したいと思う」と回答し、かつ、Ｑ５で「健康スポーツ科学部 栄養科学科に入学した
い」と回答した人を入学意向者と定義し、分析を行う。

• 回答者全体における入学意向は1.9％（321人）で、予定されている入学定員100

人を３倍以上上回る入学意向者がみられた。

＜属性別＞

◇性別

• 「男性」の入学意向は1.4％（8,290人中、113人）と、予定している入学定員数を上

回る入学意向者がみられた。「女性」の入学意向は2.5％（8,280人中、206人）と、

予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇高校所在地別

• 「埼玉県」に所在地のある高校在籍者からの入学意向は2.2％（5,566人中、125

人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。新設学部・学科

の設置予定所在地である「東京都」の高校在籍者からの入学意向は1.8％（6,673

人中、120人）と、予定している入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇所属クラス別

• 「文系クラス（文系コース）」に所属している回答者の入学意向は1.9％（10,848人

中、203人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられ

た。

◇高校卒業後の希望進路別

• 東洋大学を受験・入学する可能性が高い「私立大学に進学」を考えている回答者

の入学意向は2.2％（13,630人中、294人）と、予定している入学定員数を２倍以上

上回る入学意向者がみられた。また、四年制大学に進学を考えている回答者の入

学意向は2.0％（15,717人中、311人）と、予定している入学定員数を３倍以上上回

る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 栄養科学科

※四年制大学＝「私立大学に進学」「国公立大学に進学」のいずれかを回答した人の合計値

-学生確保(資料)-21-
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◇興味のある学問系統別

• 「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の学びと関連する「栄養学（スポーツ栄養学

含む）」に興味がある回答者の入学意向は18.4％（1,058人中、195人）と、予定して

いる入学定員数を上回る入学意向者がみられた。

◇四年制大学進学意向×興味学問系統別

• 四年制大学進学希望者のうち、東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の

学びと関連する「栄養学（スポーツ栄養学含む）」「理学」「看護・保健学」のいずれ

か一つ以上の学問系統に興味がある回答者の入学意向は6.3％（3,334人中、210

人）と、予定している入学定員数を２倍以上上回る入学意向者がみられた。

◇「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度別

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の特色Ｅに魅力を感じている回答

者の入学意向は、3.1％（9,996人中、314人）と、予定している入学定員数を３倍以

上上回る入学意向者がみられた。

高校生対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 栄養科学科

-学生確保(資料)-22-
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文系クラス
（文系コース）

理系クラス
（理系コース）

コース選択は
ない

その他 無回答

全体 (n=16,736) 64.8 17.9 11.6 

2.4 

3.3 

【単位：％】

200 40 60 80 100

(n=16,736)
男性

49.5%
女性

49.5%

無回答

1.0%

(n=16,736)

国立

0.0%

公立

53.5%

私立

46.5%

無回答

0.0%

■性別

■所属クラス

回答者の属性（性別／高校種別／高校所在地／所属クラス）

■高校種別

■高校所在地

茨
城
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

無
回
答

(n=16,736)

0.7 2.9 

33.3 

16.3 

39.9 

7.1 

0.0 
0%

20%

40%

-学生確保(資料)-24-
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■高校卒業後の希望進路

高校卒業後の希望進路

Ｑ１. あなたは、高校卒業後の進路について、現時点ではどのように考えていますか。以下の項目から、あてはまるもの

すべてに○をつけてください。（いくつでも）

私
立
大
学
に
進
学

国
公
立
大
学
に
進
学

短
期
大
学
に
進
学

専
門
学
校
・

専
修
学
校
に
進
学

就
職

そ
の
他

無
回
答

(n=16,736)

81.4 

27.5 

2.8 
8.4 

1.5 1.9 0.9 
0%

20%

40%

60%

80%

-学生確保(資料)-25-
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国
際
関
係
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

芸
術
学

（
美
術
・
デ
ザ
イ
ン

、

音
楽
な
ど
含
む

）

そ
の
他

ま
だ
決
め
て
い
な
い

無
回
答

12.7 
9.2 9.9 

3.7 
7.3 

5.4 

11.3 

4.6 3.3 
0.8 

0%

10%

20%

ス
ポ
ー

ツ
学

栄
養
学

（
ス
ポ
ー

ツ
栄
養
学
含
む

）

社
会
学
・
社
会
福
祉
学

法
学

（
政
治
学
な
ど
含
む

）

生
活
科
学

（
栄
養
学
除
く

）

総
合
科
学

経
済
・
経
営
・
商
学

文
学

（
心
理
学

、
考
古
学

、

地
理
学

、
歴
史
学

、

哲
学
な
ど
含
む

）

語
学

（
言
語
学
な
ど
含
む

）

教
員
養
成
・
教
育
学
・
保
育
学

(n=16,736)

11.3 

6.3 

12.9 
15.2 

1.5 1.8 

27.4 28.9 

15.0 14.8 

0%

10%

20%

■興味のある学問系統

興味のある学問系統

Ｑ２. あなたは、どのような学問に興味がありますか。以下の項目から、興味のある学問系統すべてに○をつけてください。

（いくつでも）（現時点で進学を希望されていない方も、進学する場合を想像してお答えください。）

-学生確保(資料)-26-
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■東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する
魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ３. 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）には、以下のような特色があります。
それぞれの特色について、あなたはどの程度魅力を感じますか。（それぞれ、あてはまるもの１つに○）

東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科
学部」の特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

(各n=16,736)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【福祉社会デザイン学部　社会福祉学科】
「社会福祉政策系」「福祉社会開発系」「福祉
臨床系」の３コースで、理論から実践まで幅
広く学び、社会福祉士、介護福祉士、精神保
健福祉士の国家資格を、希望に応じて複数
取得できる学びを展開

55.2

Ｂ．

【福祉社会デザイン学部　子ども支援学科】
保育学・幼児教育学・子ども家庭福祉学を統
合した子ども支援学を追究し、多文化共生や
ICT活用など現代的なテーマを学ぶとともに、
保育士・幼稚園教諭・社会福祉士(受験資格)
を取得できる学びを展開

58.8

Ｃ．

【福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン
学科】
「空間デザイン」「生活環境デザイン」「プロダ
クトデザイン」の3分野で、建築、福祉住環境
計画、都市計画から個々の製品や情報とそ
の活用まで、人間中心設計の視点で幅広い
「デザイン」の概念・手法を学ぶ

62.2

Ｄ．

【健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学
科】
アスリート支援や競技パフォーマンス向上等
のスポーツ科学から、生理・生化学、運動生
理学等の身体理解、さらに教育、文化、ビジ
ネスまで、健康・スポーツのあらゆる分野か
ら選べる幅広い学び

58.5

Ｅ．

【健康スポーツ科学部　栄養科学科】
栄養学、食品機能、スポーツ栄養など、食と
栄養に係わる分野を幅広く扱うとともに、栄
養士など資格関連科目を充実させ、さらに健
康関連企業との連携により栄養科学、栄養
管理のスペシャリストを育成

59.7

11.8 

16.2 

17.9 

17.6 

16.3 

43.4 

42.6 

44.3 

41.0 

43.4 

29.5 

26.8 

24.7 

26.9 

26.1 

12.3 

11.8 

10.3 

11.9 

11.2 

3.0 

2.7 

2.8 

2.7 

3.0 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）
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受験したいと思う 受験したいと思わない 無回答

全体 (n=16,736)
14.7 

（2,456人）

82.7 

（13,835人）

2.7

（445人）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」への
受験意向／入学意向／受験意向別入学意向

■東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」への受験意向

Ｑ４. あなたは、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）のいずれかを受験したいと
思いますか。あなたの気持ちに近いもの１つに○をつけてください。（１つだけ）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」各学科への入学意向

Ｑ５. あなたは、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（仮称、設置構想中）を受験して合格したら、
どの学科に入学したいと思いますか。あなたの気持ちに一番近いもの１つに○をつけてください。（１つだけ）

「受験したいと思う」と答えた2,456人のみ抽出

「受験意向（Ｑ４）」と「入学意向（Ｑ５）」を
かけあわせて集計（母数は全回答者）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」各学科への
受験意向別入学意向

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

社
会
福
祉
学
科

に
入
学
し
た
い

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

子
ど
も
支
援
学
科

に
入
学
し
た
い

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

人
間
環
境

デ
ザ
イ
ン
学
科

に
入
学
し
た
い

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
部

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
科

に
入
学
し
た
い

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
部

栄
養
科
学
科

に
入
学
し
た
い

入
学
し
た
い

学
科
は

こ
の
中
に
は
な
い

(n=16,736)

受
験
し
た
い
と

思
わ
な
い

無
回
答

受験したいと思う

2.3

（385人）

2.0

（343人）

3.1

（514人）

4.6

（768人）
1.9

（321人）
0.7

（121人）

82.7

（13,835人）

2.7

（449人）
0%

20%

40%

60%

80%

(n=2,456)

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

社
会
福
祉
学
科

に
入
学
し
た
い

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

子
ど
も
支
援
学
科

に
入
学
し
た
い

福
祉
社
会

デ
ザ
イ
ン
学
部

人
間
環
境

デ
ザ
イ
ン
学
科

に
入
学
し
た
い

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
部

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
科

に
入
学
し
た
い

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

学
部

栄
養
科
学
科

に
入
学
し
た
い

入
学
し
た
い

学
科
は

こ
の
中
に
は
な
い

無
回
答

15.7

（385人）
14.0

（343人）

20.9

（514人）

31.3

（768人）

13.1

（321人）
4.9

（121人） 0.2

（4人）
0%

10%

20%

30%
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全体 (n=16,736) 385人 

男性 (n=8,290) 151人 

女性 (n=8,280) 228人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=10,848) 301人 

私立大学に進学 (n=13,630) 342人 

　四年制大学に進学・計 (n=15,717) 370人 

興
味

の
あ
る

学
問

系
統
別

社会学・社会福祉学 (n=2,167) 216人 

四
年
制

大
学

進
学
意
向

×

興
味
学
問

系
統
別

四年制大学進学＆
【社会学・社会福祉学】ｏｒ
【生活科学（栄養学除く）】・計

(n=2,281) 217人 

特
色

魅
力
度
別

福祉社会デザイン学部
社会福祉学科の特色
特色Ａ　魅力あり

(n=9,236) 381人 

性
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

2.3 

1.8 

2.8 

2.8 

2.5 

2.4 

10.0 

9.5 

4.1 

入学

意向者数

（※）

【単位：％】

0 10 20 30

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思
う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科に入学したい」と回
答した人を東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の入学意向者と定義
する。

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科に入学したい」と回答した人の人数
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全体 (n=16,736) 343人 

男性 (n=8,290) 55人 

女性 (n=8,280) 285人 

埼玉県 (n=5,566) 125人 

東京都 (n=6,673) 138人 

公立 (n=8,953) 169人 

私立 (n=7,783) 174人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=10,848) 276人 

私立大学に進学 (n=13,630) 306人 

　四年制大学に進学・計 (n=15,717) 324人 

文学（心理学、考古学、地理学、
歴史学、哲学など含む）

(n=4,843) 104人 

教員養成・教育学・保育学 (n=2,478) 241人 

四
年
制

大
学

進
学
意
向

×

興
味
学
問

系
統
別

四年制大学進学＆
【教員養成・教育学・保育学】ｏｒ
【生活科学（栄養学除く）】ｏｒ
【社会学・社会福祉学】・計

(n=4,303) 266人 

特
色

魅
力
度
別

福祉社会デザイン学部
子ども支援学科の特色
特色Ｂ　魅力あり

(n=9,833) 339人 

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

性
別

高
校

所
在
地
別

高
校
種
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

2.0 

0.7 

3.4 

2.2 

2.1 

1.9 

2.2 

2.5 

2.2 

2.1 

2.1 

9.7 

6.2 

3.4 

入学

意向者数

（※）

【単位：％】

0 10 20 30

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思
う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科に入学したい」と
回答した人を東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の入学意向者と定
義する。

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科に入学したい」と回答した人の人数
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全体 (n=16,736) 514人 

男性 (n=8,290) 227人 

女性 (n=8,280) 283人 

埼玉県 (n=5,566) 170人 

東京都 (n=6,673) 226人 

公立 (n=8,953) 263人 

私立 (n=7,783) 251人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=10,848) 337人 

私立大学に進学 (n=13,630) 464人 

　四年制大学に進学・計 (n=15,717) 496人 

経済・経営・商学 (n=4,589) 175人 

文学（心理学、考古学、地理学、
歴史学、哲学など含む）

(n=4,843) 204人 

芸術学（美術・デザイン、音楽など含む） (n=1,888) 160人 

四
年
制

大
学

進
学
意
向

×

興
味
学
問

系
統
別

四年制大学進学＆
【生活科学（栄養学除く）】ｏｒ
【社会学・社会福祉学】ｏｒ
【工学】・計

(n=3,854) 237人 

特
色

魅
力
度
別

福祉社会デザイン学部
人間環境デザイン学科の特色
特色Ｃ　魅力あり

(n=10,404) 511人 

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

性
別

高
校

所
在
地
別

高
校
種
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

3.1 

2.7 

3.4 

3.1 

3.4 

2.9 

3.2 

3.1 

3.4 

3.2 

3.8 

4.2 

8.5 

6.1 

4.9 

入学

意向者数

（※）

【単位：％】

0 10 20 30

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」への受験意向別
入学意向＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン
学科」への受験意向別入学意向＜属性別＞

※Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思
う」と回答し、かつ、Ｑ５で「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科に入学し
たい」と回答した人を東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の
入学意向者と定義する。

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科に入学したい」と回答した人の人数
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全体 (n=16,736) 768人 

男性 (n=8,290) 560人 

女性 (n=8,280) 199人 

埼玉県 (n=5,566) 264人 

東京都 (n=6,673) 322人 

公立 (n=8,953) 307人 

私立 (n=7,783) 461人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=10,848) 591人 

私立大学に進学 (n=13,630) 708人 

　四年制大学に進学・計 (n=15,717) 741人 

スポーツ学 (n=1,891) 607人 

経済・経営・商学 (n=4,589) 236人 

四
年
制

大
学

進
学
意
向

×

興
味
学
問

系
統
別

四年制大学進学＆
【スポーツ学】ｏｒ
【看護・保健学】・計

(n=2,725) 611人 

特
色

魅
力
度
別

健康スポーツ科学部
健康スポーツ科学科の特色
特色Ｄ　魅力あり

(n=9,797) 760人 

興
味
の
あ
る

学
問
系
統
別

性
別

高
校

所
在
地
別

高
校
種
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

4.6 

6.8 

2.4 

4.7 

4.8 

3.4 

5.9 

5.4 

5.2 

4.7 

32.1

5.1 

22.4 

7.8 

入学

意向者数

（※）

【単位：％】

0 10 20

■東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」
への受験意向別入学意向＜属性別＞

※Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思
う」と回答し、かつ、Ｑ５で「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科に入学したい」
と回答した人を東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の入学意向者
と定義する。

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科に入学したい」と回答した人の人数
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全体 (n=16,736) 321人 

男性 (n=8,290) 113人 

女性 (n=8,280) 206人 

埼玉県 (n=5,566) 125人 

東京都 (n=6,673) 120人 

公立 (n=8,953) 173人 

私立 (n=7,783) 148人 

所
属

ク
ラ
ス

別 文系クラス（文系コース） (n=10,848) 203人 

私立大学に進学 (n=13,630) 294人 

　四年制大学に進学・計 (n=15,717) 311人 

興
味

の
あ
る

学
問

系
統
別

栄養学（スポーツ栄養学含む） (n=1,058) 195人 

四
年
制

大
学

進
学
意
向

×

興
味
学
問

系
統
別

四年制大学進学＆
【栄養学（スポーツ栄養学含む）】ｏｒ
【理学】ｏｒ
【看護・保健学】・計

(n=3,334) 210人 

特
色

魅
力
度
別

健康スポーツ科学部
栄養科学科の特色
特色Ｅ　魅力あり

(n=9,996) 314人 

性
別

高
校

所
在
地
別

高
校
種
別

高
校

卒
業
後
の

希
望
進
路
別

1.9 

1.4 

2.5 

2.2 

1.8 

1.9 

1.9 

1.9 

2.2 

2.0 

18.4 

6.3 

3.1 

入学

意向者数

（※）

【単位：％】

0 10 20 30

■東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」への受験意向別入学意向
＜属性別＞

東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」への
受験意向別入学意向＜属性別＞

※Q4で「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」のいずれかを「受験したいと思
う」と回答し、かつ、Ｑ５で「健康スポーツ科学部 栄養科学科に入学したい」と回答し
た人を東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の入学意向者と定義する。

＜属性別＞

※入学意向者数＝「受験したいと思う」かつ「健康スポーツ科学部 栄養科学科に入学したい」と回答した人の人数
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調査票
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【本件に関するお問い合わせ先】
株式会社リクルートマーケティングパートナーズ リクルート進学総研

http://souken.shingakunet.com/

マーケットリポート

18歳人口予測
大学・短期大学・専門学校進学率

地元残留率の動向

Vol.82
2021年3月号

【将来予測 2011～2032年】
18歳人口予測 P3～P8
・2020年116.7万人→2032年102.4万人（14.3万人減少）
・東北の減少率が高く、6県中5県で減少率20%以上
・2020年減少率が高いのは東北（78.3%） 、減少数が大きいのは近畿（29,398人減）

【経過推移 2011年～2020年】
進学率(現役・過年度含)の推移 P9～P15
大学進学率(現役)
・2011年47.7％→2020年51.1％（3.4ポイント上昇）
・上昇率が高いのは、1位 北海道（124.0) 、2位 東北（110.4) 、3位 四国（108.1) 。※
・進学率が高いのは、南関東、東海、近畿の三大都市圏
短期大学進学率(現役)
・ 2011年5.8％→2020年4.2％（1.6ポイント低下）。
・低下率が高いのは、1位 南関東（65.2) 、2位 中国 （66.7）、3位 東海（70.0）※
・進学率が高いのは、東北、甲信越、北陸
専門学校進学率(現役)
・2011年16.2%→2020年16.8%（0.6ポイント上昇）
・上昇率が高いのは、1位 南関東（115.0) 、2位 近畿（107.1）、3位 北関東（105.8）※
・進学率が高いのは、甲信越、北海道、九州沖縄
都道府県別進学率(現役・2020年)
・大学進学率1位は東京、短期大学進学率1位は鳥取・大分、専門学校進学率1位は沖縄
大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較・ 2011～2020年）

・2020年現役と過年度含の進学率の差は、大学は3.3ポイント（過年度含が高い）
短期大学は差なし。
注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

P16～P24
・大学入学者の地元残留率は、2011年43.2％→2020年44.1％（0.9ポイント上昇）
・短期大学入学者の地元残留率は、2011年67.4％→2020年69.9％（2.5ポイント上昇）
・大学入学者の地元残留率1位は愛知（71.1%)
・短期大学入学者の地元残留率1位は福岡（92.7%)

18歳人口減少率×地元残留率 P25・26
・大学入学者：都道府県別：2020→2032年
・短期大学入学者：都道府県別：2020→2032年

＜資料2＞
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分析・データついて

■分析・データについて
データ元：文部科学省「学校基本調査」

① 18歳人口概算は、文部科学省「学校基本調査」より、以下のとおり定義して算出した。
・ 18歳人口＝3年前の中学校卒業者および中等教育学校前期課程修了者数
・ 中学校卒業者数＝高校生＋フリーター＋就職者 すべて含む

② 表内の「年」に属する18歳とは、その年の3月に卒業を迎える高校3年生を指す。
③ 表内の「指数」とは、グラフ開始年の値を100とした際の値を示す。
④ 進学率（現役）とは、進学者数(大学・短大・専修学校専門課程(専門学校）)÷高等学校卒業者数(全日制・定時制＋中等教育学

校後期課程)で算出した。
⑤ 残留率とは、自県内(地元）の大学・短期大学入学者数のうち自県内(地元）の高校出身の大学・短期大学入学者数の割合。

（浪人含）
⑥ 図表で利用している百分率(%)は、小数点第2位を四捨五入しているため、数値の和が100.0にならない場合がある。
⑦ エリア別分析における各エリアに含まれる都道府県については以下のとおり。

北海道 ：北海道
東北 ：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島
北関東 ：茨城、栃木、群馬
南関東 ：埼玉、千葉、東京、神奈川
甲信越 ：新潟、山梨、長野
北陸 ：富山、石川、福井
東海 ：岐阜、静岡、愛知、三重
近畿 ：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国 ：鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国 ：徳島、香川、愛媛、高知
九州沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

【年早見表】

18歳人口

図表（年） 人数

確報 学校基本調査公表 2020 1,167,348 2019 （平成29年）2017年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2021 1,141,140 2020 （平成30年）2018年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

確報 進学総研集計（予測） 2022 1,121,285 2021 （平成31年）2019年　の中学校卒業者+中等教育学校前期課程修了者+義務教育学校卒業者数

速報 進学総研集計（予測） 2023 1,097,416 2022 （令和2年）2020年　の中学校3年生+中等教育学校前期課程修了者（全国計のみ）+義務教育学校卒業者数

速報 進学総研集計（予測） 2024 1,062,870 2023 （令和2年）2020年　の中学校3年生+中等教育学校前期課程3年生＋義務教育学校9年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2025 1,089,970 2024 （令和2年）2020年　の中学校2年生+中等教育学校前期課程2年生＋義務教育学校8年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2026 1,092,118 2025 （令和2年）2020年　の中学校1年生+中等教育学校前期課程1年生＋義務教育学校7年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2027 1,086,573 2026 （令和2年）2020年　の小学校6年生＋義務教育学校6年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2028 1,070,466 2027 （令和2年）2020年　の小学校5年生＋義務教育学校5年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2029 1,068,289 2028 （令和2年）2020年　の小学校4年生＋義務教育学校4年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2030 1,049,877 2029 （令和2年）2020年　の小学校3年生＋義務教育学校3年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2031 1,034,548 2030 （令和2年）2020年　の小学校2年生＋義務教育学校2年生の生徒数

速報 進学総研集計（予測） 2032 1,023,963 2031 （令和2年）2020年　の小学校1年生＋義務教育学校1年生の生徒数

学校基本調査 ３年前の中学・中等教育卒業者
2020年4月

現在高3
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18歳人口予測（全体：全国：2020～2032年)

■2020年116.7万人→2032年102.4万人（14.3万人減少）

・全体の18歳人口は、以下の3段階を経て経年的に減少する。

① 2020年～2024年：4年連続減少（116.7万人から106.3万人、10.4万人減少）。
特に2023～2024年の1年で3.4万人と大きく減少する。

② 2025年～2027年：2025年に109.0万人と前年106.3万人に対し2.7万人増加に転じ、
2027年は108.7万人とほぼ変わらず。

③ 2028年～2032年：2028年は107.0万人と前年108.7万に対し1.7万人と再び減少し、
2032年は102.4万人となる。

① ②

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 （万人） 116.7 114.1 112.1 109.7 106.3 109.0 109.2 108.7 107.0 106.8 105.0 103.5 102.4

指数 100.0 97.8 96.1 94.0 91.0 93.4 93.6 93.1 91.7 91.5 89.9 88.6 87.7
全体

50.0

75.0

100.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0
（指数）（18歳人口：万人） 全国 2020年を100とした値（指数）

③
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18歳人口予測（男女別：全国：2020～2032年)

■男女ともに12年間で約12％の減少
減少のスピード・時期は男女差がほとんどない。

男子
・2020年59.7万人から2032年52.3万人、12年間で7.4万人減少。
・2026年で減少は落ち着くが、2027年から再び減少傾向となり2032年までに3.2万人減少して

いる。

女子
・2020年57.0万人から2032年50.0万人、12年間で7.0万人減少。
・男子と同様2026年で減少が落ち着くが、2027年から2032年にかけて3.1万人減少している。

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 （万人） 57.0 55.7 54.8 53.7 51.9 53.3 53.3 53.1 52.3 52.1 51.4 50.6 50.0

指数 100.0 97.8 96.1 94.2 91.1 93.5 93.5 93.2 91.7 91.3 90.1 88.7 87.8
女子

50.0

75.0

100.0

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0
（指数）

（18歳人口：万人） 女子 2020年を100とした値

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 （万人） 59.7 58.4 57.4 56.1 54.4 55.7 55.9 55.5 54.8 54.7 53.6 52.9 52.3

指数 100.0 97.7 96.1 93.9 91.0 93.3 93.6 93.0 91.7 91.7 89.8 88.6 87.7
男子

50.0

75.0

100.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（指数）

（18歳人口：万人）
男子 2020年を100とした値
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18歳人口の予測（全体：都道府県別:2020→2032年)

■東北の減少率が高く、6県中5県で減少率20%以上、
東京・沖縄が増加する見込み。

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

減少率

▲25％以上

▲20％以上　25％未満

▲15％以上　20％未満

▲10％以上　15％未満

▲10％未満

+ 増加見込

・減少率25%以上 : 青森 （28.3％） 秋田 （27.9％）

・減少率20％以上25%未満 : 岩手 （23.5％） 山形 （23.8％） 福島 （21.0％） 群馬 （21.9％）

山梨 （22.7％） 長野 （20.5％） 富山 （22.8％） 奈良 （20.0％）

和歌山 （24.1％） 高知 （21.5％）

・減少率15％以上20%未満 : 北海道 （16.8％） 茨城 （18.2％） 栃木 （18.3％） 新潟 （19.4％）

福井 （18.4％） 岐阜 （17.7％） 三重 （17.3％） 京都 （15.0％）

大阪 （15.6％） 山口 （17.8％） 徳島 （19.7％） 愛媛 （16.2％）

佐賀 （15.7％）

・減少率10％以上15%未満 : 宮城 （13.9％） 石川 （14.9％） 静岡 （14.8％） 兵庫 （12.9％）

鳥取 （11.2％） 島根 （12.7％） 岡山 （14.3％） 香川 （12.9％）

長崎 （14.6％） 大分 （11.7％）

・減少率10%未満 : 埼玉 （9.2％） 千葉 （9.9％） 神奈川 （7.4％） 愛知 （9.1％）

滋賀 （9.3％） 広島 （9.7％） 福岡 （2.8％） 熊本 （6.7％）

宮崎 （9.8％） 鹿児島 （9.6％）

・増加する見込み。 : 東京 （+0.6％） 沖縄 （+2.7％）
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 1,167,348 1,141,140 1,121,285 1,097,416 1,062,870 1,089,970 1,092,118 1,086,573 1,070,466 1,068,289 1,049,877 1,034,548 1,023,963

指数 100.0 97.8 96.1 94.0 91.0 93.4 93.6 93.1 91.7 91.5 89.9 88.6 87.7

人数 45,674 45,007 44,276 42,489 41,028 41,853 41,256 41,087 40,148 40,064 39,321 38,302 37,985

指数 100.0 98.5 96.9 93.0 89.8 91.6 90.3 90.0 87.9 87.7 86.1 83.9 83.2

人数 83,524 80,269 78,146 75,379 71,809 73,104 72,063 71,026 69,024 68,469 66,592 65,270 65,431

指数 100.0 96.1 93.6 90.2 86.0 87.5 86.3 85.0 82.6 82.0 79.7 78.1 78.3

人数 66,380 64,677 63,720 61,863 59,667 60,662 60,090 59,374 58,555 57,023 55,612 54,815 53,543

指数 100.0 97.4 96.0 93.2 89.9 91.4 90.5 89.4 88.2 85.9 83.8 82.6 80.7

人数 305,457 301,999 299,356 294,497 286,935 296,205 298,790 297,810 295,937 295,254 289,575 289,332 288,670

指数 100.0 98.9 98.0 96.4 93.9 97.0 97.8 97.5 96.9 96.7 94.8 94.7 94.5

人数 49,897 47,817 46,907 45,536 44,033 44,794 44,084 43,684 42,239 42,396 41,412 40,210 39,726

指数 100.0 95.8 94.0 91.3 88.2 89.8 88.4 87.5 84.7 85.0 83.0 80.6 79.6

人数 29,004 27,814 27,545 26,692 26,008 26,219 26,256 25,852 25,177 24,413 24,515 23,760 23,613

指数 100.0 95.9 95.0 92.0 89.7 90.4 90.5 89.1 86.8 84.2 84.5 81.9 81.4

人数 145,478 143,651 140,510 138,309 133,550 137,154 137,505 136,524 134,543 134,593 132,524 129,893 127,045

指数 100.0 98.7 96.6 95.1 91.8 94.3 94.5 93.8 92.5 92.5 91.1 89.3 87.3

人数 195,001 190,286 185,626 181,639 175,501 179,248 179,159 178,700 174,848 174,490 171,960 168,797 165,603

指数 100.0 97.6 95.2 93.1 90.0 91.9 91.9 91.6 89.7 89.5 88.2 86.6 84.9

人数 70,193 67,945 66,821 65,318 63,247 64,858 65,130 64,245 64,060 64,197 63,134 62,001 61,205

指数 100.0 96.8 95.2 93.1 90.1 92.4 92.8 91.5 91.3 91.5 89.9 88.3 87.2

人数 35,553 34,558 33,841 32,825 31,434 32,184 31,780 31,824 31,182 30,990 30,785 30,031 29,505

指数 100.0 97.2 95.2 92.3 88.4 90.5 89.4 89.5 87.7 87.2 86.6 84.5 83.0

人数 141,187 137,117 134,537 132,869 129,658 133,689 136,005 136,447 134,753 136,400 134,447 132,137 131,637

指数 100.0 97.1 95.3 94.1 91.8 94.7 96.3 96.6 95.4 96.6 95.2 93.6 93.2

四国

九州沖縄

中国

全体　計

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

指数＝2020年を100とした値

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

全体 計

18歳人口予測（全体：エリア別：2020～2032年)

① ② ③

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■減少率が高いのは東北（2020年比78.3%) 、減少数が大きいのは近畿（29,398人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2020年比78.3%）、2位 甲信越（79.6%） 、3位 北関東（80.7％） 。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（29,398人減） 、2位 東海（18,433人減）、3位 東北（18,093人減）。 

・減少率が低いのは、1位 南関東（94.5%) 、2位 九州沖縄（93.2%）、3位 東海（87.3％）。

・エリア別の18歳人口は、以下の3段階を経て減少する。

①　2020～2024年：全国では約10万人減少、エリアも含め減少傾向になる時期

②　2024～2026年：全国で約2.9万人増加、人口が回復する時期

③　2026～2032年：回復後さらに減少する時期
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18歳人口予測（男子：エリア別：2020～2032年)

① ② ③

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

■減少率が高いのは東北（2020年比78.4%）、減少数が大きいのは近畿（15,466人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2020年比較78.4%) 、2位 甲信越（78.8%) 、3位 北陸（81.8%） 。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（15,466人減） 、2位 東海（10,137人減） 、3位 東北（9,162人減） 。

・減少率が低いのは、1位 南関東 （94.7%） 、2位 九州沖縄（93.1%） 、3位 中国（87.2%）  。

・③期において2026年~2032年の男子人口は、北海道（1,523人減）、東北（3,856人減） 、

　北関東（3,197人減）、甲信越（2,455人減） 、北陸（1,182人減） 、東海（5,420人減）、

　近畿（7,148人減）、中国（2,179人減）、四国（906人減）、九州沖縄（2,444人減）

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 597,205 583,713 573,645 560,512 543,634 557,059 559,274 555,232 547,718 547,476 536,276 528,879 523,471

指数 100.0 97.7 96.1 93.9 91.0 93.3 93.6 93.0 91.7 91.7 89.8 88.6 87.7

人数 23,206 22,885 22,459 21,543 20,984 21,536 20,981 20,908 20,628 20,487 19,910 19,541 19,458

指数 100.0 98.6 96.8 92.8 90.4 92.8 90.4 90.1 88.9 88.3 85.8 84.2 83.8

人数 42,491 40,967 39,863 38,506 36,603 37,074 37,185 36,463 35,232 35,059 33,754 33,584 33,329

指数 100.0 96.4 93.8 90.6 86.1 87.3 87.5 85.8 82.9 82.5 79.4 79.0 78.4

人数 33,713 33,018 32,586 31,764 30,601 30,989 30,896 30,555 30,222 29,254 28,507 28,507 27,699

指数 100.0 97.9 96.7 94.2 90.8 91.9 91.6 90.6 89.6 86.8 84.6 84.6 82.2

人数 156,005 154,144 153,337 150,412 146,555 151,709 152,940 152,360 151,722 151,226 148,417 148,417 147,766

指数 100.0 98.8 98.3 96.4 93.9 97.2 98.0 97.7 97.3 96.9 95.1 95.1 94.7

人数 25,673 24,304 24,075 23,352 22,521 22,820 22,677 22,266 21,566 21,743 21,326 20,415 20,222

指数 100.0 94.7 93.8 91.0 87.7 88.9 88.3 86.7 84.0 84.7 83.1 79.5 78.8

人数 14,814 14,287 14,101 13,561 13,368 13,412 13,304 13,158 12,845 12,639 12,635 12,092 12,122

指数 100.0 96.4 95.2 91.5 90.2 90.5 89.8 88.8 86.7 85.3 85.3 81.6 81.8

人数 75,092 73,828 71,901 70,626 68,180 69,963 70,375 69,885 68,910 69,049 67,666 66,624 64,955

指数 100.0 98.3 95.8 94.1 90.8 93.2 93.7 93.1 91.8 92.0 90.1 88.7 86.5

人数 99,916 97,759 94,884 92,654 90,139 91,405 91,598 91,180 89,400 89,365 87,474 86,344 84,450

指数 100.0 97.8 95.0 92.7 90.2 91.5 91.7 91.3 89.5 89.4 87.5 86.4 84.5

人数 35,922 34,513 34,190 33,377 32,539 33,248 33,490 32,802 32,755 32,800 32,190 31,679 31,311

指数 100.0 96.1 95.2 92.9 90.6 92.6 93.2 91.3 91.2 91.3 89.6 88.2 87.2

人数 18,193 17,754 17,402 16,673 15,872 16,479 16,174 16,330 15,870 16,012 15,700 15,310 15,268

指数 100.0 97.6 95.7 91.6 87.2 90.6 88.9 89.8 87.2 88.0 86.3 84.2 83.9

人数 72,180 70,254 68,847 68,044 66,272 68,424 69,654 69,325 68,568 69,842 68,697 67,825 67,210

指数 100.0 97.3 95.4 94.3 91.8 94.8 96.5 96.0 95.0 96.8 95.2 94.0 93.1

男子　計

北海道

東北

北関東

南関東

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

甲信越

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

指数＝2020年を100とした値

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

男子 計
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2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年

人数 570,143 557,427 547,640 536,904 519,236 532,911 532,844 531,341 522,748 520,813 513,601 505,669 500,492

指数 100.0 97.8 96.1 94.2 91.1 93.5 93.5 93.2 91.7 91.3 90.1 88.7 87.8

人数 22,468 22,122 21,817 20,946 20,044 20,317 20,275 20,179 19,520 19,577 19,411 18,761 18,527

指数 100.0 98.5 97.1 93.2 89.2 90.4 90.2 89.8 86.9 87.1 86.4 83.5 82.5

人数 41,033 39,302 38,283 36,873 35,206 36,030 34,878 34,563 33,792 33,410 32,838 31,686 32,102

指数 100.0 95.8 93.3 89.9 85.8 87.8 85.0 84.2 82.4 81.4 80.0 77.2 78.2

人数 32,667 31,659 31,134 30,099 29,066 29,673 29,194 28,819 28,333 27,769 27,105 27,116 26,135

指数 100.0 96.9 95.3 92.1 89.0 90.8 89.4 88.2 86.7 85.0 83.0 83.0 80.0

人数 149,452 147,855 146,019 144,085 140,380 144,496 145,850 145,450 144,215 144,028 141,158 141,566 140,932

指数 100.0 98.9 97.7 96.4 93.9 96.7 97.6 97.3 96.5 96.4 94.5 94.7 94.3

人数 24,224 23,513 22,832 22,184 21,512 21,974 21,407 21,418 20,673 20,653 20,086 19,795 19,504

指数 100.0 97.1 94.3 91.6 88.8 90.7 88.4 88.4 85.3 85.3 82.9 81.7 80.5

人数 14,190 13,527 13,444 13,131 12,640 12,807 12,952 12,694 12,332 11,774 11,880 11,668 11,491

指数 100.0 95.3 94.7 92.5 89.1 90.3 91.3 89.5 86.9 83.0 83.7 82.2 81.0

人数 70,386 69,823 68,609 67,683 65,370 67,191 67,130 66,639 65,633 65,544 64,858 63,269 62,090

指数 100.0 99.2 97.5 96.2 92.9 95.5 95.4 94.7 93.2 93.1 92.1 89.9 88.2

人数 95,085 92,527 90,742 88,985 85,362 87,843 87,561 87,520 85,448 85,125 84,486 82,453 81,153

指数 100.0 97.3 95.4 93.6 89.8 92.4 92.1 92.0 89.9 89.5 88.9 86.7 85.3

人数 34,271 33,432 32,631 31,941 30,708 31,610 31,640 31,443 31,305 31,397 30,944 30,322 29,894

指数 100.0 97.6 95.2 93.2 89.6 92.2 92.3 91.7 91.3 91.6 90.3 88.5 87.2

人数 17,360 16,804 16,439 16,152 15,562 15,705 15,606 15,494 15,312 14,978 15,085 14,721 14,237

指数 100.0 96.8 94.7 93.0 89.6 90.5 89.9 89.3 88.2 86.3 86.9 84.8 82.0

人数 69,007 66,863 65,690 64,825 63,386 65,265 66,351 67,122 66,185 66,558 65,750 64,312 64,427

指数 100.0 96.9 95.2 93.9 91.9 94.6 96.2 97.3 95.9 96.5 95.3 93.2 93.4

女子　計

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

指数＝2020年を100とした値

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

女子 計

■減少率が高いのは東北 （2020年比82.5％) 、減少数が大きいのは近畿 (13,932人減）

・減少率が高いのは、1位 東北（2020年比78.2%）、2位 北関東（80.0%) 、3位 甲信越 (80.5%) 。

・減少数が大きいのは、1位 近畿（13,932人減）、2位 東北（8,931人減） 、3位 南関東(8,520人減) 。

・減少率が低いのは、1位 南関東（94.3%) 、2位 九州沖縄（93.4%) 、3位 東海（88.2%）。

・③期において2026年~2032年の女子人口は、北海道（1,748人減）、東北（2,776人減） 、

　北関東（3,059人減）、甲信越（1,903人減） 、北陸（1,461人減） 、東海（5,040人減）、

　近畿（6,408人減）、中国（1,746人減）、四国（1,369人減）、九州沖縄（1,924人減）

18歳人口予測（女子：エリア別：2020～2032年)

① ② ③

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

-学生確保(資料)-44-
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■2011年47.7%→2020年51.1%（3.4ポイント上昇）

・全体の大学進学率は2011年47.7％→2020年51.1％と、10年間で3.4ポイント上昇。

　2019年から50％台の進学率となっている。

　2011～2013年の3年間は横ばいのトレンド(47.7％→47.4％) 。

　2014～2020年の7年間で3.0ポイントの上昇（48.1％→51.1％）。

・上昇率が高いのは、1位 北海道（124.0) 、2位 東北（110.4) 、3位 四国（108.1) 。※

・上昇率が低いのは、1位 北関東（102.5) 、2位 東海（103.2) 、3位 南関東（104.6) 。※

・2020年進学率が高いのは、1位 南関東（58.6%) 、2位 近畿（56.7%) 、3位 東海（51.9%）。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

大学進学率の推移（現役：エリア別：2011～2020年)

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

進学率 47.7 47.7 47.4 48.1 48.9 49.3 49.6 49.7 50.0 51.1

指数 100.0 100.0 99.4 100.8 102.5 103.4 104.0 104.2 104.8 107.1

進学率 34.6 34.8 34.3 35.5 36.8 37.8 39.0 40.1 41.1 42.9

指数 100.0 100.6 99.1 102.6 106.4 109.2 112.7 115.9 118.8 124.0

進学率 37.4 37.8 37.8 38.8 39.0 39.9 40.1 40.9 40.5 41.3

指数 100.0 101.1 101.1 103.7 104.3 106.7 107.2 109.4 108.3 110.4

進学率 47.4 47.2 46.3 46.4 47.0 47.6 47.5 47.6 47.7 48.6

指数 100.0 99.6 97.7 97.9 99.2 100.4 100.2 100.4 100.6 102.5

進学率 56.0 56.3 56.0 56.7 57.7 57.8 57.8 57.4 57.5 58.6

指数 100.0 100.5 100.0 101.3 103.0 103.2 103.2 102.5 102.7 104.6

進学率 42.7 42.3 41.3 42.3 42.6 43.0 42.0 42.8 43.0 44.7

指数 100.0 99.1 96.7 99.1 99.8 100.7 98.4 100.2 100.7 104.7

進学率 46.2 45.5 44.8 44.8 45.7 45.9 46.9 47.7 47.3 49.5

指数 100.0 98.5 97.0 97.0 98.9 99.4 101.5 103.2 102.4 107.1

進学率 50.3 49.9 49.8 50.1 50.8 50.4 50.6 50.7 50.7 51.9

指数 100.0 99.2 99.0 99.6 101.0 100.2 100.6 100.8 100.8 103.2

進学率 52.5 52.7 52.2 52.8 53.8 54.4 54.3 54.3 54.8 56.7

指数 100.0 100.4 99.4 100.6 102.5 103.6 103.4 103.4 104.4 108.0

進学率 45.9 45.2 45.0 45.2 45.6 46.1 46.7 47.3 47.7 48.2

指数 100.0 98.5 98.0 98.5 99.3 100.4 101.7 103.1 103.9 105.0

進学率 44.5 42.7 42.6 43.0 43.7 44.5 45.0 45.5 46.0 48.1

指数 100.0 96.0 95.7 96.6 98.2 100.0 101.1 102.2 103.4 108.1

進学率 38.4 37.8 37.7 38.3 39.1 39.9 40.3 40.7 40.9 41.3

指数 100.0 98.4 98.2 99.7 101.8 103.9 104.9 106.0 106.5 107.6

四国

九州沖縄

東海

近畿

中国

北陸

北関東

南関東

甲信越

計

北海道

東北

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0
大学：現役進学率（％）

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

計

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-45-
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2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

進学率 5.8 5.5 5.4 5.3 5.2 5.0 4.8 4.6 4.3 4.2

指数 100.0 94.8 93.1 91.4 89.7 86.2 82.8 79.3 74.1 72.4

進学率 5.5 5.2 5.3 5.4 5.3 5.3 5.2 5.1 4.8 4.6

指数 100.0 94.5 96.4 98.2 96.4 96.4 94.5 92.7 87.3 83.6

進学率 5.7 5.5 5.5 5.5 5.7 5.5 5.3 5.3 5.3 5.0

指数 100.0 96.5 96.5 96.5 100.0 96.5 93.0 93.0 93.0 87.7

進学率 4.8 4.4 4.4 4.4 4.2 4.2 4.1 4.0 3.8 3.7

指数 100.0 91.7 91.7 91.7 87.5 87.5 85.4 83.3 79.2 77.1

進学率 4.6 4.3 4.0 3.9 3.8 3.6 3.4 3.3 3.1 3.0

指数 100.0 93.5 87.0 84.8 82.6 78.3 73.9 71.7 67.4 65.2

進学率 7.2 6.9 6.9 6.8 6.6 6.5 6.6 6.1 5.7 5.6

指数 100.0 95.8 95.8 94.4 91.7 90.3 91.7 84.7 79.2 77.8

進学率 8.1 7.7 7.7 7.7 7.5 7.6 6.7 6.2 6.5 6.1

指数 100.0 95.1 95.1 95.1 92.6 93.8 82.7 76.5 80.2 75.3

進学率 6.0 5.6 5.7 5.5 5.4 5.3 4.7 4.7 4.3 4.2

指数 100.0 93.3 95.0 91.7 90.0 88.3 78.3 78.3 71.7 70.0

進学率 6.8 6.3 6.1 6.0 5.9 5.6 5.5 5.1 4.9 4.8

指数 100.0 92.6 89.7 88.2 86.8 82.4 80.9 75.0 72.1 70.6

進学率 6.3 5.9 6.0 5.8 5.5 5.1 4.9 4.6 4.3 4.2

指数 100.0 93.7 95.2 92.1 87.3 81.0 77.8 73.0 68.3 66.7

進学率 5.8 5.7 5.8 6.0 5.8 5.4 5.6 5.5 4.8 4.8

指数 100.0 98.3 100.0 103.4 100.0 93.1 96.6 94.8 82.8 82.8

進学率 5.9 5.8 5.8 5.9 5.9 5.7 5.5 5.3 5.0 4.9

指数 100.0 98.3 98.3 100.0 100.0 96.6 93.2 89.8 84.7 83.1

四国

九州沖縄

東海

近畿

中国

北海道

東北

計

北陸

北関東

南関東

甲信越

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

短期大学：現役進学率（％）

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

計

■2011年5.8%→2020年4.2%（1.6ポイント低下）

・全体の短期大学進学率は2011年5.8％→2020年4.2％と、10年間で1.6ポイント低下。

・低下率が高いのは、1位 南関東（65.2) 、2位 中国 （66.7）、3位 東海（70.0）。※

・低下率が低いのは、1位 東北（87.7) 、2位 北海道（83.6) 、3位 九州沖縄（83.1) 。※

・2020年進学率が高いのは、1位 北陸（6.1%) 、2位 甲信越（5.6%) 、3位 東北（5.0%）。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

短期大学進学率の推移（現役：エリア別：2011～2020年)

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-46-
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■2011年16.2%→2020年16.8%（0.6ポイント上昇）

・全国の専門学校進学率は2011年16.2％→2020年16.8％と、10年間で0.6ポイント上昇。

　上昇、低下を繰り返し、ほぼ横ばい。

・上昇率が高いのは、1位 南関東（115.0) 、2位 近畿（107.1）、3位 北関東（105.8）※

・上昇率が低いのは、1位 四国（96.1) 、2位 甲信越・中国（97.0)。※

・2020年進学率が高いのは、1位 甲信越（22.4%) 、2位 北海道（21.6%) 、3位 九州沖縄（18.9%）。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

専門学校進学率の推移（現役：エリア別：2011～2020年)

※データ元：文部科学省「学校基本調査」

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

進学率 16.2 16.8 17.0 17.0 16.7 16.3 16.2 15.9 16.3 16.8

指数 100.0 103.7 104.9 104.9 103.1 100.6 100.0 98.1 100.6 103.7

進学率 22.1 22.8 22.7 23.8 23.7 22.3 21.9 21.7 21.7 21.6

指数 100.0 103.2 102.7 107.7 107.2 100.9 99.1 98.2 98.2 97.7

進学率 18.1 18.7 18.7 18.4 17.7 17.3 17.0 16.9 17.1 17.7

指数 100.0 103.3 103.3 101.7 97.8 95.6 93.9 93.4 94.5 97.8

進学率 17.3 18.0 18.6 18.5 18.4 17.5 17.9 17.6 18.1 18.3

指数 100.0 104.0 107.5 106.9 106.4 101.2 103.5 101.7 104.6 105.8

進学率 14.0 15.0 15.6 15.7 15.3 15.1 14.8 14.5 15.3 16.1

指数 100.0 107.1 111.4 112.1 109.3 107.9 105.7 103.6 109.3 115.0

進学率 23.1 23.6 24.0 23.3 22.9 22.4 22.4 22.2 22.5 22.4

指数 100.0 102.2 103.9 100.9 99.1 97.0 97.0 96.1 97.4 97.0

進学率 15.4 15.7 16.0 15.7 15.7 14.9 15.1 15.2 15.1 15.2

指数 100.0 101.9 103.9 101.9 101.9 96.8 98.1 98.7 98.1 98.7

進学率 13.7 14.3 14.3 14.6 14.1 14.2 14.1 14.0 14.1 14.3

指数 100.0 104.4 104.4 106.6 102.9 103.6 102.9 102.2 102.9 104.4

進学率 14.1 14.6 14.8 14.8 14.7 14.6 14.7 14.4 14.7 15.1

指数 100.0 103.5 105.0 105.0 104.3 103.5 104.3 102.1 104.3 107.1

進学率 16.7 16.9 16.5 17.0 16.5 16.0 15.6 14.8 15.2 16.2

指数 100.0 101.2 98.8 101.8 98.8 95.8 93.4 88.6 91.0 97.0

進学率 17.9 18.1 18.6 19.0 18.1 17.9 17.2 17.0 17.3 17.2

指数 100.0 101.1 103.9 106.1 101.1 100.0 96.1 95.0 96.6 96.1

進学率 18.4 19.1 18.9 18.5 18.6 18.0 18.2 18.0 18.4 18.9

指数 100.0 103.8 102.7 100.5 101.1 97.8 98.9 97.8 100.0 102.7

四国

九州沖縄

中国

北陸

東海

近畿

計

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

10.0

15.0

20.0

25.0

専修学校（専門課程）：現役進学率（％）

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

計
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大学・短期大学・専門学校進学率（現役：都道府県別：2020年)

■大学進学率1位は東京、短期大学進学率1位は鳥取・大分、
専門学校進学率1位は沖縄

大学進学率 1位：東京（64.7%） 2位：京都（62.8%）3位：兵庫（57.9%)
短期大学進学率 1位：鳥取・大分（7.5%) 3位：長野・富山（7.3%)
専門学校進学率 1位：沖縄（25.8%) 2位：新潟（25.4%）3位：長野（21.8%）

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
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大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較：全国：2011～2020年)

■2020年現役と過年度含の進学率の差は、大学は3.3ポイント（過年度含が高い）
短期大学は差なし。

大学進学者
・現役の進学率は2011年47.7%→2020年51.1%（3.4ポイント上昇） 。

過年度含の進学率は2011年51.0%→2020年54.4%（3.4ポイント上昇）。
・過年度含と現役の進学率の差は2011年3.3ポイント→2020年3.3ポイント。

短期大学進学者
・現役の進学率は2011年5.8%→2020年4.2%(1.6ポイント低下）。

過年度含の進学率は2011年5.7%→2020年4.2%（1.5ポイント低下）。
・過年度含と現役の進学率の差は2011年0.1ポイント→2020年差がなくなった。

（4.2%同率）

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

過年度含 51.0 50.8 49.9 51.5 51.5 52.0 52.6 53.3 53.7 54.4

現役 47.7 47.7 47.4 48.1 48.9 49.3 49.6 49.7 50.0 51.1
大学

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
大学進学率（％） 過年度含 現役

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

過年度含 5.7 5.4 5.3 5.2 5.1 4.9 4.7 4.6 4.4 4.2

現役 5.8 5.5 5.4 5.3 5.2 5.0 4.8 4.6 4.3 4.2
短期大学

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
短期大学進学率（％） 過年度含 現役

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-49-
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大学・短期大学・専門学校進学率（現役・過年度含 比較：全国：2011～2020年)

専門学校進学者
・現役の進学率は2011年16.2%→2020年16.8%（0.6ポイント上昇) 。

過年度含の進学率は2011年21.9%→2020年24.0%（2.1ポイント上昇) 。
・過年度含と現役の進学率の差は2011年5.7ポイント→2020年7.2ポイントと拡大。

■専門学校で現役と過年度含の進学率の差は、6.8ポイント(過年度含が高い)

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

過年度含 21.9 22.2 21.9 22.4 22.4 22.3 22.4 22.7 23.8 24.0

現役 16.2 16.8 17.0 17.0 16.7 16.3 16.2 15.9 16.3 16.8
専門学校
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20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
専修学校（専門課程）進学率（％） 過年度含 現役

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-50-
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1 東 京 64.7 1 大 分 7.5 1 沖 縄 25.8

2 京 都 62.8 1 鳥 取 7.5 2 新 潟 25.4

3 兵 庫 57.9 3 富 山 7.3 3 長 野 21.8

4 広 島 57.6 3 長 野 7.3 4 島 根 21.6

5 神 奈 川 57.5 5 鹿 児 島 6.7 4 北 海 道 21.6

6 大 阪 56.5 6 岐 阜 6.1 6 鹿 児 島 19.9

7 愛 知 55.0 7 石 川 6.0 6 岩 手 19.9

7 奈 良 55.0 8 秋 田 5.8 8 千 葉 19.5

9 埼 玉 54.2 9 滋 賀 5.5 9 大 分 19.3

10 千 葉 52.4 9 山 形 5.5 9 愛 媛 19.3

11 山 梨 51.6 11 福 島 5.4 11 山 形 19.1

12 福 井 51.5 12 香 川 5.3 12 鳥 取 18.8

13 滋 賀 51.0 13 大 阪 5.2 13 栃 木 18.7

14 石 川 50.1 14 山 梨 5.1 14 埼 玉 18.3

14 岐 阜 50.1 15 福 井 5.0 14 茨 城 18.3

16 静 岡 49.5 16 福 岡 4.9 16 和 歌 山 18.0

17 茨 城 49.0 16 岩 手 4.9 16 岡 山 18.0

18 徳 島 48.7 16 宮 崎 4.9 18 熊 本 17.9

19 愛 媛 48.9 19 群 馬 4.8 19 宮 崎 17.8

20 群 馬 48.8 19 島 根 4.8 19 宮 城 17.8

大学 短期大学 専門学校

大学・短期大学・専門学校進学率（現役：都道府県別：2020年)

（参考）大学・短期大学・専門学校進学率ランキング

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-51-
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地元残留率の推移（全体：大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年43.2％→2020年44.1％（0.9ポイント上昇）

・全体で2011年43.2％→2019年44.1％と0.9ポイント上昇。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北陸（110.0) 、2位 北関東（106.1） 、3位 近畿（103.6) 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（66.9%）、2位 東海（49.4％）、3位 南関東（48.0%）。

・2020年残留率が低いのは、1位 北関東（24.2％）、2位 四国（26.9％）、3位 甲信越（26.8％）。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 43.2 43.2 43.4 43.2 43.6 43.7 44.1 44.2 44.4 44.1

指数 100.0 100.0 100.5 100.0 100.9 101.2 102.1 102.3 102.8 102.1

残留率 69.4 69.7 69.2 68.4 68.3 67.1 67.2 66.9 67.6 66.9

指数 100.0 100.4 99.7 98.6 98.4 96.7 96.8 96.4 97.4 96.4

残留率 34.2 33.3 33.7 33.6 34.1 34.1 35.2 35.7 35.5 34.7

指数 100.0 97.4 98.5 98.2 99.7 99.7 102.9 104.4 103.8 101.5

残留率 22.8 23.4 23.1 22.8 23.2 22.7 23.3 24.2 25.0 24.2

指数 100.0 102.6 101.3 100.0 101.8 99.6 102.2 106.1 109.6 106.1

残留率 48.1 48.0 47.9 47.7 47.8 47.9 48.0 47.9 47.9 48.0

指数 100.0 99.8 99.6 99.2 99.4 99.6 99.8 99.6 99.6 99.8

残留率 26.3 25.9 26.3 25.4 27.1 26.2 25.9 26.7 27.8 26.8

指数 100.0 98.5 100.0 96.6 103.0 99.6 98.5 101.5 105.7 101.9

残留率 29.9 29.7 31.0 30.5 31.1 30.9 33.2 33.5 34.4 32.9

指数 100.0 99.3 103.7 102.0 104.0 103.3 111.0 112.0 115.1 110.0

残留率 48.0 47.5 48.4 48.0 48.9 48.9 49.2 49.5 49.5 49.4

指数 100.0 99.0 100.8 100.0 101.9 101.9 102.5 103.1 103.1 102.9

残留率 44.7 44.7 44.6 44.7 45.0 45.8 46.1 46.4 46.0 46.3

指数 100.0 100.0 99.8 100.0 100.7 102.5 103.1 103.8 102.9 103.6

残留率 39.3 39.2 40.1 40.3 40.5 40.7 40.5 41.0 40.9 40.4

指数 100.0 99.7 102.0 102.5 103.1 103.6 103.1 104.3 104.1 102.8

残留率 26.5 26.3 27.2 27.2 27.1 26.9 27.7 27.6 27.6 26.9

指数 100.0 99.2 102.6 102.6 102.3 101.5 104.5 104.2 104.2 101.5

残留率 46.6 46.5 46.3 46.0 46.1 46.3 47.2 46.6 47.7 46.5

指数 100.0 99.8 99.4 98.7 98.9 99.4 101.3 100.0 102.4 99.8
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地元残留率の推移(男子：大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年41.2％→2020年41.7％（0.5ポイント上昇）

・男子は2011年41.2％→2020年41.7％と0.5ポイント上昇。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北陸（106.3） 、2位 北関東（104.0） 、3位 東海（103.4) 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（66.5%） 、2位 南関東（46.4%) 、3位 東海（45.7%) 。

・2020年残留率が低いのは、1位 北関東（20.9%） 、2位 四国（22.7%) 、3位 甲信越（24.1％) 。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 41.2 41.2 41.4 41.0 41.5 41.6 42.0 41.9 41.9 41.7

指数 100.0 100.0 100.5 99.5 100.7 101.0 101.9 101.7 101.7 101.2

残留率 68.2 67.8 68.5 67.1 67.5 66.1 66.8 66.6 67.1 66.5

指数 100.0 99.4 100.4 98.4 99.0 96.9 97.9 97.7 98.4 97.5

残留率 32.8 32.4 32.7 32.7 33.3 33.6 34.2 34.6 34.1 33.6

指数 100.0 98.8 99.7 99.7 101.5 102.4 104.3 105.5 104.0 102.4

残留率 20.1 20.9 20.7 19.7 20.6 19.3 20.6 21.3 22.2 20.9

指数 100.0 104.0 103.0 98.0 102.5 96.0 102.5 106.0 110.4 104.0

残留率 47.5 47.4 47.2 46.8 46.8 46.9 47.0 46.6 46.5 46.4

指数 100.0 99.8 99.4 98.5 98.5 98.7 98.9 98.1 97.9 97.7

残留率 24.6 23.9 24.5 23.7 25.4 24.3 24.5 23.3 24.7 24.1

指数 100.0 97.2 99.6 96.3 103.3 98.8 99.6 94.7 100.4 98.0

残留率 28.5 28.9 29.9 29.6 28.8 28.6 31.5 31.0 31.7 30.3

指数 100.0 101.4 104.9 103.9 101.1 100.4 110.5 108.8 111.2 106.3

残留率 44.2 43.4 44.8 43.9 44.6 44.8 45.0 45.2 45.4 45.7

指数 100.0 98.2 101.4 99.3 100.9 101.4 101.8 102.3 102.7 103.4

残留率 42.8 43.1 43.0 42.8 43.5 44.0 44.2 44.2 43.5 44.1

指数 100.0 100.7 100.5 100.0 101.6 102.8 103.3 103.3 101.6 103.0

残留率 34.8 34.8 35.3 35.2 35.3 35.7 35.7 35.8 35.7 35.7

指数 100.0 100.0 101.4 101.1 101.4 102.6 102.6 102.9 102.6 102.6

残留率 23.2 22.6 23.5 23.4 23.4 23.4 23.7 23.9 23.7 22.7

指数 100.0 97.4 101.3 100.9 100.9 100.9 102.2 103.0 102.2 97.8

残留率 43.3 42.9 42.9 42.4 42.7 43.4 44.5 44.0 44.6 43.2

指数 100.0 99.1 99.1 97.9 98.6 100.2 102.8 101.6 103.0 99.8
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地元残留率の推移(女子：大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年45.9％→2020年47.0％（1.1ポイント上昇）

・女子は2011年45.9％→2020年47.0％と1.1ポイント上昇。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北陸（112.9) 、2位 北関東（106.0）、3位 甲信越（105.6） 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（67.3%) 、2位 東海（54.0％） 、3位 九州沖縄（50.2%) 。

・2020年残留率が低いのは、1位 北関東（28.1%) 、2位 甲信越（30.2％） 、3位 四国（31.6％）。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 45.9 45.7 45.8 45.9 46.2 46.3 46.6 47.0 47.3 47.0

指数 100.0 99.6 99.8 100.0 100.7 100.9 101.5 102.4 103.1 102.4

残留率 71.2 72.5 70.3 70.3 69.3 68.4 67.7 67.3 68.3 67.3

指数 100.0 101.8 98.7 98.7 97.3 96.1 95.1 94.5 95.9 94.5

残留率 35.9 34.5 34.9 34.6 35.1 34.7 36.4 37.0 37.1 36.1

指数 100.0 96.1 97.2 96.4 97.8 96.7 101.4 103.1 103.3 100.6

残留率 26.5 26.6 26.1 26.7 26.5 26.7 26.7 27.5 28.5 28.1

指数 100.0 100.4 98.5 100.8 100.0 100.8 100.8 103.8 107.5 106.0

残留率 48.8 48.7 48.8 48.7 49.0 49.2 49.2 49.4 49.5 49.9

指数 100.0 99.8 100.0 99.8 100.4 100.8 100.8 101.2 101.4 102.3

残留率 28.6 28.6 28.5 27.7 29.3 28.7 27.8 31.0 31.8 30.2

指数 100.0 100.0 99.7 96.9 102.4 100.3 97.2 108.4 111.2 105.6

残留率 31.9 30.7 32.3 31.8 34.0 33.7 35.2 36.5 37.6 36.0

指数 100.0 96.2 101.3 99.7 106.6 105.6 110.3 114.4 117.9 112.9

残留率 53.0 52.8 53.0 53.1 54.1 53.7 54.1 54.7 54.3 54.0

指数 100.0 99.6 100.0 100.2 102.1 101.3 102.1 103.2 102.5 101.9

残留率 47.1 46.9 46.6 47.0 46.8 47.9 48.3 48.8 48.9 48.8

指数 100.0 99.6 98.9 99.8 99.4 101.7 102.5 103.6 103.8 103.6

残留率 45.1 44.6 46.0 46.3 46.7 46.4 46.0 46.9 46.8 45.8

指数 100.0 98.9 102.0 102.7 103.5 102.9 102.0 104.0 103.8 101.6

残留率 30.6 30.7 31.5 31.7 31.4 30.8 32.2 31.8 31.9 31.6

指数 100.0 100.3 102.9 103.6 102.6 100.7 105.2 103.9 104.2 103.3

残留率 50.8 50.9 50.6 50.4 50.2 50.0 50.5 49.8 51.3 50.2

指数 100.0 100.2 99.6 99.2 98.8 98.4 99.4 98.0 101.0 98.8
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地元残留率の推移(全体：短期大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年67.4％→2020年69.9％（2.5ポイント上昇）

・全体で2011年67.4％→2020年69.9％と2.5ポイント上昇。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北関東（111.8) 、2位 甲信越（107.5） 、3位 東北（106.1) 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（88.5%）、2位 九州沖縄（76.4％）、3位 東海（75.5%）。

・2020年残留率が低いのは、1位 南関東（62.1％）、2位 中国（64.6％）、3位 北関東（65.5％）。

　　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 67.4 67.8 68.8 68.7 69.0 69.0 69.6 68.9 69.9 69.9

指数 100.0 100.6 102.1 101.9 102.4 102.4 103.3 102.2 103.7 103.7

残留率 88.8 87.9 89.1 89.5 88.6 88.3 89.2 88.1 87.5 88.5

指数 100.0 99.0 100.3 100.8 99.8 99.4 100.5 99.2 98.5 99.7

残留率 65.3 64.1 66.3 65.4 66.5 66.4 67.1 67.4 67.6 69.3

指数 100.0 98.2 101.5 100.2 101.8 101.7 102.8 103.2 103.5 106.1

残留率 58.6 58.6 60.8 61.6 61.6 63.8 64.2 65.0 66.1 65.5

指数 100.0 100.0 103.8 105.1 105.1 108.9 109.6 110.9 112.8 111.8

残留率 59.9 59.9 60.6 61.2 61.6 61.4 62.0 61.2 62.6 62.1

指数 100.0 100.0 101.2 102.2 102.8 102.5 103.5 102.2 104.5 103.7

残留率 65.1 68.7 71.2 68.9 69.3 69.6 70.6 67.4 69.5 70.0

指数 100.0 105.5 109.4 105.8 106.5 106.9 108.4 103.5 106.8 107.5

残留率 70.8 71.0 70.3 72.2 71.6 73.0 73.2 71.7 74.1 72.8

指数 100.0 100.3 99.3 102.0 101.1 103.1 103.4 101.3 104.7 102.8

残留率 74.0 75.0 75.5 75.6 74.3 74.2 74.9 74.5 75.8 75.5

指数 100.0 101.4 102.0 102.2 100.4 100.3 101.2 100.7 102.4 102.0

残留率 66.7 66.3 67.1 66.6 67.1 67.1 67.8 65.8 67.4 67.4

指数 100.0 99.4 100.6 99.9 100.6 100.6 101.6 98.7 101.0 101.0

残留率 61.8 63.0 63.0 64.1 64.2 63.4 62.9 61.0 63.9 64.6

指数 100.0 101.9 101.9 103.7 103.9 102.6 101.8 98.7 103.4 104.5

残留率 69.8 72.2 71.5 70.3 72.0 71.5 73.8 72.1 71.8 70.3

指数 100.0 103.4 102.4 100.7 103.2 102.4 105.7 103.3 102.9 100.7

残留率 73.0 74.2 74.9 74.2 74.8 74.5 75.0 76.5 76.2 76.4

指数 100.0 101.6 102.6 101.6 102.5 102.1 102.7 104.8 104.4 104.7
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2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 61.9 62.6 63.2 63.3 61.7 62.0 63.2 61.8 61.0 61.0

指数 100.0 101.1 102.1 102.3 99.7 100.2 102.1 99.8 98.5 98.5

残留率 86.8 86.5 85.5 89.3 83.7 84.3 83.7 81.1 82.4 79.2

指数 100.0 99.7 98.5 102.9 96.4 97.1 96.4 93.4 94.9 91.2

残留率 64.2 59.5 60.3 64.0 62.2 61.0 67.7 64.9 61.2 67.7

指数 100.0 92.7 93.9 99.7 96.9 95.0 105.5 101.1 95.3 105.5

残留率 46.6 43.0 47.3 52.6 46.5 46.7 59.3 56.2 54.3 55.9

指数 100.0 92.3 101.5 112.9 99.8 100.2 127.3 120.6 116.5 120.0

残留率 50.0 48.9 51.7 50.6 50.2 46.3 40.2 41.6 41.5 40.0

指数 100.0 97.8 103.4 101.2 100.4 92.6 80.4 83.2 83.0 80.0

残留率 63.7 67.8 66.3 61.9 60.6 61.4 68.1 63.8 64.6 65.0

指数 100.0 106.4 104.1 97.2 95.1 96.4 106.9 100.2 101.4 102.0

残留率 62.2 60.9 63.1 62.3 59.1 62.5 51.8 51.8 60.5 56.3

指数 100.0 97.9 101.4 100.2 95.0 100.5 83.3 83.3 97.3 90.5

残留率 62.3 67.0 63.5 67.8 67.5 69.9 69.4 68.6 70.6 72.1

指数 100.0 107.5 101.9 108.8 108.3 112.2 111.4 110.1 113.3 115.7

残留率 60.5 61.1 59.9 55.4 53.7 56.7 58.8 57.6 54.5 55.5

指数 100.0 101.0 99.0 91.6 88.8 93.7 97.2 95.2 90.1 91.7

残留率 60.9 59.4 59.8 63.2 63.2 61.3 63.9 59.4 61.3 56.4

指数 100.0 97.5 98.2 103.8 103.8 100.7 104.9 97.5 100.7 92.6

残留率 74.6 77.9 78.0 77.1 72.3 73.1 71.6 70.0 73.4 71.4

指数 100.0 104.4 104.6 103.4 96.9 98.0 96.0 93.8 98.4 95.7

残留率 67.2 68.2 69.3 70.2 70.9 70.1 71.3 73.3 70.6 71.2

指数 100.0 101.5 103.1 104.5 105.5 104.3 106.1 109.1 105.1 106.0
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地元残留率の推移(男子：短期大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年61.9％→2020年61.0％（0.9ポイント低下）

・男子は2011年61.9％→2020年61.0％と0.9ポイント低下。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北関東（120.0） 、2位 東海（115.7） 、3位 九州沖縄（106.0) 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（79.2%） 、2位 東海（72.1%) 、3位 四国（71.4%) 。

・2020年残留率が低いのは、1位 南関東（40.0%） 、2位 近畿（55.5%) 、3位 北関東（55.9%) 。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数
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2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

残留率 68.1 68.4 69.5 69.4 69.8 69.8 70.3 69.6 70.9 71.0

指数 100.0 100.4 102.1 101.9 102.5 102.5 103.2 102.2 104.1 104.3

残留率 89.2 88.2 89.7 89.5 89.4 88.9 90.1 89.2 88.3 89.8

指数 100.0 98.9 100.6 100.3 100.2 99.7 101.0 100.0 99.0 100.7

残留率 65.4 64.7 67.2 65.6 67.0 67.1 67.1 67.7 68.4 69.5

指数 100.0 98.9 102.8 100.3 102.4 102.6 102.6 103.5 104.6 106.3

残留率 60.0 60.3 62.2 62.4 63.0 65.3 64.7 65.7 67.2 66.4

指数 100.0 100.5 103.7 104.0 105.0 108.8 107.8 109.5 112.0 110.7

残留率 60.8 60.9 61.3 62.2 62.5 62.6 63.7 62.8 64.6 64.3

指数 100.0 100.2 100.8 102.3 102.8 103.0 104.8 103.3 106.3 105.8

残留率 65.4 68.8 71.9 69.9 70.7 72.0 71.0 68.0 70.2 70.7

指数 100.0 105.2 109.9 106.9 108.1 110.1 108.6 104.0 107.3 108.1

残留率 72.4 72.6 71.5 73.9 73.9 72.5 75.6 73.5 75.8 74.5

指数 100.0 100.3 98.8 102.1 102.1 100.1 104.4 101.5 104.7 102.9

残留率 75.4 75.9 76.8 76.6 75.1 74.7 75.5 75.2 76.4 75.9

指数 100.0 100.7 101.9 101.6 99.6 99.1 100.1 99.7 101.3 100.7

残留率 67.5 66.9 68.0 67.9 68.5 68.3 68.7 66.7 69.0 69.1

指数 100.0 99.1 100.7 100.6 101.5 101.2 101.8 98.8 102.2 102.4

残留率 62.0 63.4 63.4 64.2 64.3 63.7 62.8 61.2 64.1 65.4

指数 100.0 102.3 102.3 103.5 103.7 102.7 101.3 98.7 103.4 105.5

残留率 69.0 71.2 70.2 69.1 71.9 71.2 74.2 72.4 71.6 70.1

指数 100.0 103.2 101.7 100.1 104.2 103.2 107.5 104.9 103.8 101.6

残留率 73.6 74.8 75.5 74.6 75.2 75.0 75.4 76.8 76.8 77.0

指数 100.0 101.6 102.6 101.4 102.2 101.9 102.4 104.3 104.3 104.6
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女子 計

地元残留率の推移(女子：短期大学入学者数：エリア別：2011～2020年)

■2011年68.1％→2020年71.0％（2.9ポイント上昇）

・女子は2011年68.1％→2020年71.0％と2.9ポイント上昇。

・2020年上昇率が高いのは、1位 北関東（110.7) 、2位 甲信越（108.1）、3位 東北（106.3） 。※

・2020年残留率が高いのは、1位 北海道（89.8%) 、2位 九州沖縄（77.0％） 、3位 東海（75.9%) 。

・2020年残留率が低いのは、1位 南関東（64.3%) 、2位 中国（65.4％） 、3位 北関東（66.4%) 。

　注）※の( )内の数値は、2011年を100としたときの2020年の指数

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-57-
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地元残留率(全体：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2020年)

■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の地元残留率1位は福岡

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（71.1%）、2位 北海道（66.9%）、3位 東京（66.4%)
残留率が低いのは、1位 鳥取（14.6%）、2位 和歌山（16.0%）、3位 奈良（16.1%)

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 福岡（92.7%) 、2位 北海道（88.5%）、3位 愛知（88.2%）
残留率が低いのは、1位 島根（21.8%) 、2位 奈良（33.7%) 、3位 和歌山（37.5%）

【大学入学者地元残留率：全体】 【短期大学入学者地元残留率：全体】
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※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-58-
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25 50 75 100（%） 25 50 75 100（%）

地元残留率(男子：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2020年)

■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の残留率1位は宮城

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（66.7%）、2位 北海道（66.5%）、3位 東京（63.4%)
残留率が低いのは、1位 鳥取（10.8%）、2位 島根（12.6%）、3位 長野（13.2%)

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 宮城（89.3%）、2位 福岡（88.8％）、3位 徳島（86.7％）
残留率が低いのは、1位 茨城（15.3％）、2位 神奈川（24.3％）、3位 長崎（25.6％）

【大学入学者地元残留率：男子】 【短期大学入学者地元残留率：男子】

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-59-
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地元残留率(女子：大学・短期大学入学者数：都道府県別：2020年)
■大学入学者の地元残留率1位は愛知、短期大学入学者の地元残留率1位は福岡

大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 愛知（76.3%) 、2位 東京（69.5%）、3位 福岡（68.1%）
残留率が低いのは、1位 和歌山（17.7%）、2位 香川（18.4%）、3位 奈良（18.6%）

短期大学入学者地元残留率
残留率が高いのは、1位 福岡（93.3%）、2位 北海道・愛知（89.8％）
残留率が低いのは、1位 島根（20.9％）、2位 奈良（31.3％）、3位 和歌山（41.6％）

【大学入学者地元残留率：女子】 【短期大学入学者地元残留率：女子】

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-60-
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18歳人口減少率×地元残留率 (大学入学者：都道府県別：2020→2032年)

■「象限④」（18歳人口減少率が高く地元残留率が低い）に多くの県が集まる

・全国平均でラインを引き4象限に分けると、以下のとおりになる。
象限① 18歳人口減少率が低く、地元残留率が高い

：東京、愛知、広島、福岡、熊本、沖縄
→人口が減少せず、地元にも残るため、県内募集は比較的しやすいセグメント。

象限② 18歳人口減少率が高く、地元残留率が高い
：北海道、宮城、石川、大阪、京都、兵庫
→18歳は比較的地元に残るが、マーケット自体が縮小するセグメント。

象限③ 18歳人口減少率が低く、地元残留率が低い
：神奈川、千葉、埼玉、滋賀、鳥取、大分、宮崎、鹿児島
→人口は大きくは減少しないものの、周辺県への流出が多いセグメント。

象限④ 18歳人口減少率が高く、地元残留率が低い
：その他の県
→人口減少に加え地元にも残留しないため、地元募集だけでは厳しいセグメント。

① ②

③ ④

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-61-



26

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木 群馬

埼玉

千葉東京

神奈川
新潟

山梨長野

富山

石川

福井

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪
兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

18歳人口減少率

全国平均 12.3％

短期大学残留率

全国平均 69.9％

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

-35.0-30.0-25.0-20.0-15.0-10.0-5.00.05.0

地
元
残
留
率
が
高
い

18歳人口減少率が高い

（％）

北海道

東北

北関東

南関東

甲信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州沖縄

（％）

① ②

③ ④

■大学進学者と比較すると、地元に残留する傾向が強い

・短期大学の特性として比較的地元密着の傾向が強く、
大学進学者と比較すると地元残留率の平均が25.8ポイント高い。

・全国平均でラインを引き4象限に分けると、以下のとおりになる。
象限① 18歳人口減少率が低く、地元残留率が高い

：愛知、福岡、大分、鹿児島
→人口が減少せず、地元にも残るため、県内募集は比較的しやすいセグメント。

象限② 18歳人口減少率が高く、地元残留率が高い
：北海道、宮城、福島、群馬、栃木、山梨、長野、岐阜、石川、大阪、兵庫、

岡山、愛媛、徳島
→18歳は比較的地元に残るが、マーケット自体が縮小するセグメント。

象限③ 18歳人口減少率が低く、地元残留率が低い
：東京、埼玉、千葉、神奈川、滋賀、広島、鳥取、宮崎、熊本、沖縄
→人口は大きくは減少しないものの、周辺県への流出が多いセグメント。

象限④ 18歳人口減少率が高く、地元残留率が低い
：その他の府県
→人口減少に加え地元にも残留しないため、地元募集だけでは厳しいセグメント。

18歳人口減少率×地元残留率（短期大学入学者：都道府県別：2020→2032年)

※データ元：文部科学省「学校基本調査」
-学生確保(資料)-62-
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東洋大学大学院
「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
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「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」

（博士前期課程・博士後期課程）
（いずれも仮称）設置に関するニーズ調査
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【企業対象調査】
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企業対象調査

調査対象 企業の採用担当者

調査エリア

（発送エリア）

宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

富山県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、大阪府、兵庫県、和歌山県、岡山県、

広島県、福岡県、佐賀県

調査方法 Web調査

調査
対象数

依頼数 3,000社

回収数（回収率） 515社（17.2％）

調査時期 2021年10月29日（金）～2021年11月26日（金）

調査実施機関 株式会社 進研アド

１．調査目的

2023年４月開設予定の東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」、
東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課
程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）新設構想に関して、企業のニーズを把握する。

２．調査概要

企業対象 調査概要

-学生確保(資料)-64-
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３．調査項目

企業対象調査

• 人事採用への関与度

• 本社所在地

• 業種

• 従業員数

• 正規社員の平均採用人数

• 本年度の採用予定数

• 採用したい学問分野

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する
魅力度

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」卒業生に対する
採用意向

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」卒業生の毎年の
採用想定人数

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）の特色に対する魅力度

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）の社会的必要性

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）修了生に対する採用意向

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）修了生の毎年の採用想定人数

企業対象 調査概要
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※本調査は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」、東洋大学大学
院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・博士後期課
程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）に対
する人材需要を確認するための調査として設計。東洋大学「福祉社会デザイン学
部」「健康スポーツ科学部」の卒業生、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健
康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄
養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）の修了生就職先として想定される企業の
人事関連業務に携わっている人を対象に調査を実施し、515企業から回答を得た。

• 回答者の人事採用への関与度を聞いたところ、「採用の決裁権があり、選考にかか

わっている」人は25.8％、「採用の決裁権はないが、選考にかかわっている」人が

63.5％と、採用や選考にかかわる人事担当者からの意見を聴取できていると考えら

れる。

• 回答企業の本社所在地は、東洋大学の所在地である「東京都」が45.4％を占め、最

も多い。次いで「埼玉県」が12.2％、「神奈川県」が11.5％である。

• 回答企業の業種としては「医療・福祉」が31.7％で最も多い。次いで「卸売・小売業」

が10.9％、「サービス業」が10.3％である。

• 回答企業の従業員数（正規社員）は、「100名～500名未満」が43.5％で最も多い。

次いで「1,000名～5,000名未満」が14.0％、「500名～1,000名未満」が13.2％であ

る。

企業対象 調査結果まとめ

回答企業（回答者）の属性

-学生確保(資料)-67-
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企業対象 調査結果まとめ

回答企業の採用状況（過去３か年）／
本年度の採用予定数／採用したい学問分野

• 回答企業の平均的な正規社員の採用人数は、「１名～５名未満」が27.0％で最も多

い。次いで「５名～10名未満」が20.2％、「10名～20名未満」が19.2％である。毎

年、正規社員を採用している企業がほとんどである。

• 回答企業の本年度の採用予定数は、「昨年度並み」が65.6％で最も多い。次いで

「増やす」が23.3％、「未定」が6.4％である。回答企業の多くで昨年と同等かそれ以

上の採用が予定されている様子である。

• 回答企業の採用したい学問分野を複数回答で聴取したところ、「学んだ学問分野

にはこだわらない」が39.0％で最も高い。東洋大学「福祉社会デザイン学部」の学

びと関連する分野としては、「社会学・社会福祉学」が29.5％、「生活科学（栄養学

除く）」が8.9％、「教員養成・教育学・保育学」が17.3％、「工学」が18.3％である。ま

た、東洋大学「健康スポーツ科学部」、および東洋大学大学院「健康スポーツ科学

研究科」の学びと関連する分野としては、「スポーツ学」が13.6％、「栄養学（スポー

ツ栄養学含む）」が18.6％、「理学」が12.0％、「看護・保健学」が10.5％である。

-学生確保(資料)-68-
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企業対象 調査結果まとめ

東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の
特色に対する魅力度

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の各学科の特色に対

する魅力度（※）は、以下のとおり。

• 「Ａ．【福祉社会デザイン学部 社会福祉学科】『社会福祉政策系』『福祉社会開発

系』『福祉臨床系』の３コースで、理論から実践まで幅広く学び、社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士の国家資格を、希望に応じて複数取得できる学びを展

開」の魅力度は71.3％である。

• 「Ｂ．【福祉社会デザイン学部 子ども支援学科】保育学・幼児教育学・子ども家庭

福祉学を統合した子ども支援学を追究し、多文化共生やICT活用など現代的なテ

ーマを学ぶとともに、保育士・幼稚園教諭・社会福祉士(受験資格)を取得できる学

びを展開」の魅力度は70.9％である。

• 「Ｃ．【福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科】『空間デザイン』『生活環

境デザイン』『プロダクトデザイン』の3分野で、建築、福祉住環境計画、都市計画

から個々の製品や情報とその活用まで、人間中心設計の視点で幅広い『デザイ

ン』の概念・手法を学ぶ」の魅力度は73.0％である。

• 「Ｄ．【健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科】アスリート支援や競技パフォー

マンス向上等のスポーツ科学から、生理・生化学、運動生理学等の身体理解、さら

に教育、文化、ビジネスまで、健康・スポーツのあらゆる分野から選べる幅広い学

び」の魅力度は74.4％である。

• 「Ｅ．【健康スポーツ科学部 栄養科学科】栄養学、食品機能、スポーツ栄養など、

食と栄養に係わる分野を幅広く扱うとともに、栄養士など資格関連科目を充実さ

せ、さらに健康関連企業との連携により栄養科学、栄養管理のスペシャリストを育

成」の魅力度は73.6％である。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の合計値

-学生確保(資料)-69-
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企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 社会福祉学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生に
対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生を「採用したいと思う」と

答えた企業は、71.7％（515企業中、369企業）である。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の卒業生を「採用したいと思う」

と答えた369企業へ東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生の

採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は800名

で、予定している入学定員数216名を３倍以上上回っている。このことから、安定し

た人材需要があることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、71.6％（497企業中、

356企業）。採用想定人数の合計は779人で、予定している入学定員数を３倍以上

上回っている。また、「東京都」に本社がある企業で絞ると、採用意向は、67.5％

（234企業中、158企業）。採用想定人数の合計は341人で、予定している入学定員

数を上回っている。

◇業種別

• 「医療・福祉」の企業からの採用意向は、90.2％（163企業中、147企業）。採用想

定人数の合計は450人で、予定している入学定員数を２倍以上上回っている。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の社会的必要性についての

評価は、96.7％（515企業中、498企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企

業からこれからの社会にとって必要な学部・学科であると評価されていることがうか

がえる。

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の
社会的必要性
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◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」「1,000名以上」の企業では、予定している入学

定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の学びに関連のある「社会学・社会福祉

学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、92.8％（152企

業中、141企業）。採用想定人数の合計は374人で、予定している入学定員数を上

回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する

魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の特色に魅力を感じている企

業の採用意向は、88.6％（367企業中、325企業）。採用想定人数の合計は741人

で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性別

（必要だと思う）

• 「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」が社会的に「必要だと思う」と回答した企

業からの採用意向は、73.3％（498企業中、365企業）。採用想定人数の合計は

795人で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 社会福祉学科
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企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 子ども支援学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生に
対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生を「採用したいと思う」

と答えた企業は、70.7％（515企業中、364企業）である。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の卒業生を「採用したいと思

う」と答えた364企業へ東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生

の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は747

名で、予定している入学定員数100名を大きく上回っている。このことから、安定し

た人材需要があることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、71.0％（497企業中、

353企業）。採用想定人数の合計は732人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「埼玉県」に本社がある企業に絞ると、採用意向は、76.2％

（63企業中、48企業）。採用想定人数の合計は111人で、予定している入学定員数

を上回っている。「東京都」に本社がある企業からの採用意向は、68.8％（234企

業中、161企業）。採用想定人数の合計は341人で、予定している入学定員数を３

倍以上上回っている。「神奈川県」に本社がある企業からの採用意向は、78.0％

（59企業中、46企業）。採用想定人数の合計は102人で、予定している入学定員数

を上回っている。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の社会的必要性についての

評価は、96.3％（515企業中、496企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企

業からこれからの社会にとって必要な学部・学科であると評価されていることがうか

がえる。

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の
社会的必要性
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◇業種別

• 「医療・福祉」の企業からの採用意向は、89.0％（163企業中、145企業）。採用想

定人数の合計は371人で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」「500名～1,000名未満」「1,000名以上」の企業

では、予定している入学定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の学びに関連のある「社会学・社会福

祉学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、81.6％（152

企業中、124企業）。採用想定人数の合計は260人で、予定している入学定員数を

２倍以上上回っている。また、同様に関連のある「教員養成・教育学・保育学」を学

んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、93.3％（89企業中、83

企業）。採用想定人数の合計は235人で、予定している入学定員数を２倍以上上

回っている。

また、直接関連する分野以外では、「スポーツ学」を学んだ学生を採用したいと回

答した企業からの採用意向は、81.4％（70企業中、57企業）。採用想定人数の合計

は112人で、予定している入学定員数を上回っている。「栄養学（スポーツ栄養学

含む）」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、65.6％（96

企業中、63企業）。採用想定人数の合計は122人で、予定している入学定員数を

上回っている。「経済・経営・商学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業から

の採用意向は、59.4％（128企業中、76企業）。採用想定人数の合計は124人で、

予定している入学定員数を上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する

魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の特色に魅力を感じている

企業の採用意向は、84.7％（365企業中、309企業）。採用想定人数の合計は667

人で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 子ども支援学科

-学生確保(資料)-75-
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◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性別

（必要だと思う）

• 「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」が社会的に「必要だと思う」と回答した

企業からの採用意向は、72.8％（496企業中、361企業）。採用想定人数の合計は

740人で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 子ども支援学科

-学生確保(資料)-76-



③福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科

-学生確保(資料)-77-
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企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」卒業生
に対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」卒業生を「採用したい

と思う」と答えた企業は、72.0％（515企業中、371企業）である。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の卒業生を「採用した

いと思う」と答えた371企業へ東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイ

ン学科」卒業生の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人

数の合計は641名で、予定している入学定員数160名を４倍以上上回っている。こ

のことから、安定した人材需要があることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、71.8％（497企業中、

357企業）。採用想定人数の合計は623人で、予定している入学定員数を３倍以上

上回っている。また、「東京都」に本社がある企業で絞ると、採用意向は、73.5％

（234企業中、172企業）。採用想定人数の合計は293人で、予定している入学定員

数を上回っている。

◇業種別

• 「医療・福祉」の企業からの採用意向は、62.6％（163企業中、102企業）。採用想

定人数の合計は199人で、予定している入学定員数を上回っている。

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の社会的必要性につ

いての評価は、90.5％（515企業中、466企業）が「必要だと思う」と回答しており、多

くの企業からこれからの社会にとって必要な学部・学科であると評価されていること

がうかがえる。

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の
社会的必要性

-学生確保(資料)-78-
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◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」「1,000名以上」の企業では、予定している入学

定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の学びに関連のある「社会学・

社会福祉学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、

72.4％（152企業中、110企業）。採用想定人数の合計は201人で、予定している入

学定員数を上回っている。また、同様に関連する分野である「生活科学（栄養学除

く）」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、89.1％（46企業

中、41企業）。採用想定人数の合計は86人。「工学」を学んだ学生を採用したいと

回答した企業からの採用意向は、84.0％（94企業中、79企業）。採用想定人数の

合計は126人である。

また、直接関連する分野以外では、「経済・経営・商学」を学んだ学生を採用した

いと回答した企業からの採用意向は、81.3％（128企業中、104企業）。採用想定人

数の合計は168人で、予定している入学定員数を上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する

魅力度別

• 東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の特色に魅力を感じ

ている企業の採用意向は、86.4％（376企業中、325企業）。採用想定人数の合計

は586人で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性別

（必要だと思う）

• 「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」が社会的に「必要だと思う」と回

答した企業からの採用意向は、75.5％（466企業中、352企業）。採用想定人数の

合計は616人で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科

-学生確保(資料)-79-



④健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

-学生確保(資料)-80-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒業生
に対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒業生を「採用したいと思

う」と答えた企業は、68.2％（515企業中、351企業）である。

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の卒業生を「採用したいと

思う」と答えた351企業へ東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒

業生の採用を毎年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計

は661名で、予定している入学定員数230名を２倍以上上回っている。このことか

ら、安定した人材需要があることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、68.0％（497企業中、

338企業）。採用想定人数の合計は643人で、予定している入学定員数を２倍以上

上回っている。また、「東京都」に本社がある企業で絞ると、採用意向は、67.9％

（234企業中、159企業）。採用想定人数の合計は315人で、予定している入学定員

数を上回っている。

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の社会的必要性について

の評価は、90.7％（515企業中、467企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの

企業からこれからの社会にとって必要な学部・学科であると評価されていることがう

かがえる。

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の
社会的必要性

-学生確保(資料)-81-
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◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」の企業では、予定している入学定員数を上回る

採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の学びに関連のある「スポーツ学」を

学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、100.0％（70企業中、

70企業）。採用想定人数の合計は159人。また、同様に関連のある「看護・保健学」

を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、68.5％（54企業

中、37企業）。採用想定人数の合計は80人である。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する

魅力度別

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の特色に魅力を感じている

企業の採用意向は、85.4％（383企業中、327企業）。採用想定人数の合計は618

人で、予定している入学定員数を２倍以上上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性別

（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」が社会的に「必要だと思う」と回答し

た企業からの採用意向は、72.4％（467企業中、338企業）。採用想定人数の合計

は644人で、予定している入学定員数を２倍以上上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科

-学生確保(資料)-82-



⑤健康スポーツ科学部 栄養科学科

-学生確保(資料)-83-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 栄養科学科

東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生に対する
採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生を「採用したいと思う」と答え

た企業は、69.5％（515企業中、358企業）である。

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の卒業生を「採用したいと思う」と答

えた358企業へ東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生の採用を毎

年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は656名で、予定

している入学定員数100名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要

があることがうかがえる。

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、69.4％（497企業中、

345企業）。採用想定人数の合計は635人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「東京都」に本社がある企業で絞ると、採用意向は、70.5％

（234企業中、165企業）。採用想定人数の合計は308人で、予定している入学定員

数を３倍以上上回っている。

◇業種別

• 「医療・福祉」の企業からの採用意向は、71.8％（163企業中、117企業）。採用想

定人数の合計は205人で、予定している入学定員数を２倍以上上回っている。

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の社会的必要性についての評価

は、93.8％（515企業中、483企業）が「必要だと思う」と回答しており、多くの企業か

らこれからの社会にとって必要な学部・学科であると評価されていることがうかがえ

る。

東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の社会的必要性

-学生確保(資料)-84-
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◇従業員数別

• 従業員数が「100名～500名未満」「1,000名以上」の企業では、予定している入学

定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の学びに関連のある「栄養学（スポーツ栄養

学含む）」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、94.8％

（96企業中、91企業）。採用想定人数の合計は194人で、予定している入学定員数

を上回っている。

また、直接関連する分野以外では、「スポーツ学」を学んだ学生を採用したいと回

答した企業からの採用意向は、84.3％（70企業中、59企業）。採用想定人数の合

計は109人で、予定している入学定員数を上回っている。「社会学・社会福祉学」

を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、67.1％（152企業

中、102企業）で採用想定人数の合計は160人、「経済・経営・商学」を学んだ学生

を採用したいと回答した企業からの採用意向は、67.2％（128企業中、86企業）で

採用想定人数の合計は157人、「教員養成・教育学・保育学」を学んだ学生を採用

したいと回答した企業からの採用意向は、67.4％（89企業中、60企業）で採用想定

人数の合計は119人と、いずれも予定している入学定員数を上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する

魅力度別

• 東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の特色に魅力を感じている企業の

採用意向は、85.5％（379企業中、324企業）。採用想定人数の合計は616人で、予

定している入学定員数を大きく上回っている。

◇東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の社会的必要性別

（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学部 栄養科学科」が社会的に「必要だと思う」と回答した企業か

らの採用意向は、72.7％（483企業中、351企業）。採用想定人数の合計は648人

で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学部 栄養科学科

-学生確保(資料)-85-
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企業対象 調査結果まとめ

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学
専攻」（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学
研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）の特色
に対する魅力度

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課

程・博士後期課程）の各研究科の特色に対する魅力度（※）は、以下のとおり。

• 「Ａ．【健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士前期課程・博士後

期課程）】科学的根拠に基づいて、健康増進、介護予防、スポーツ振興やアスリー

ト支援を可能にするため、健康スポーツ科学領域における幅広くかつ専門的知識

を有し、その知識を有機的に活用できる人材を育成する」の魅力度は70.7％であ

る。

• 「Ｂ．【健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士前期課程・博士後

期課程）】『スポーツサイエンス＆カルチャー』『アスレティックコンディショニング＆

コーチング』『ヘルスプロモーション＆エデュケーション』の３つの学問分野を、複

合的・横断的に研究し、アスリートの競技力向上と人々の健康増進に科学的にア

プローチする」の魅力度は63.9％である。

• 「Ａ．【健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士前期課程・博士後期課程）】

栄養学とデータサイエンス・スポーツサイエンスを融合した『栄養科学』について研

究し、科学的根拠に基づいた健康寿命延伸策の実現や、スポーツ栄養学的立場

からアスリート支援を可能にするための専門的知識を修得する」の魅力度は

70.1％である。

• 「Ｂ．【健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士前期課程・博士後期課程）】

栄養科学領域の専門性の修得に加えて、健康スポーツ科学専攻の『スポーツサイ

エンス』『ヘルスプロモーション＆エデュケーション』領域とあわせて、両者を兼ね

備えたプロフェッショナルを育成する」の魅力度は68.3％である。

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した企業の合計値

-学生確保(資料)-86-



⑥健康スポーツ科学研究科
健康スポーツ科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-87-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士前期課程）

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学
専攻」（博士前期課程）修了生に対する採用意向・毎年の採用
想定人数

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程）修了生を「採用したいと思う」と答えた企業は、55.3％（515企業中、285企業）

である。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程）の修了生を「採用したいと思う」と答えた285企業へ東洋大学大学院「健康ス

ポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）修了生の採用を毎

年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は455名で、予定

している入学定員数20名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要

があることがうかがえる。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程）の社会的必要性についての評価は、88.2％（515企業中、454企業）が「必要

だと思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な研究科・

専攻であると評価されていることがうかがえる。

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学
専攻」（博士前期課程）の社会的必要性

-学生確保(資料)-88-



26

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、55.3％（497企業中、

275企業）。採用想定人数の合計は444人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「埼玉県」に本社がある企業に絞ると、採用意向は、50.8％

（63企業中、32企業）。採用想定人数の合計は52人で、予定している入学定員数

を２倍以上上回っている。「東京都」に本社がある企業からの採用意向は、

58.5％（234企業中、137企業）。採用想定人数の合計は221人で、予定している入

学定員数を大きく上回っている。「神奈川県」に本社がある企業からの採用意向

は、50.8％（59企業中、30企業）。採用想定人数の合計は41人で、予定している

入学定員数を２倍以上上回っている。

◇業種別

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）の学問内容

と関連のある「スポーツ関連業」の企業からの採用意向は、90.0％（20企業中、18

企業）。採用想定人数の合計は34人で、予定している入学定員数を上回ってい

る。また、同様に関連のある「医療・福祉」の企業からの採用意向は、54.6％（163

企業中、89企業）。採用想定人数の合計は141人で、予定している入学定員数を

大きく上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数にかかわらず、定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）の学びに関

連のある「スポーツ学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向

は、87.1％（70企業中、61企業）。採用想定人数の合計は91人で、予定している入

学定員数を４倍以上上回っている。また、同様に関連のある「看護・保健学」を学

んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、61.1％（54企業中、33

企業）。採用想定人数の合計は49人で、予定している入学定員数を２倍以上上

回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-89-
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◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の特色に対する魅力度別

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の特色に魅力を感じている企業の採用意向は、Ａ・Ｂどちら

の特色でも７割を超えている。採用想定人数の合計も400人以上と、予定している

入学定員数を大きく上回っている。

◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の社会的必要性別（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）が社会的に

「必要だと思う」と回答した企業からの採用意向は、60.8％（454企業中、276企

業）。採用想定人数の合計は437人で、予定している入学定員数を大きく上回って

いる。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-90-



⑦健康スポーツ科学研究科
健康スポーツ科学専攻（博士後期課程）

-学生確保(資料)-91-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士後期課程）

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学
専攻」（博士後期課程）修了生に対する採用意向・毎年の採用
想定人数

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期

課程）修了生を「採用したいと思う」と答えた企業は、53.6％（515企業中、276企業）

である。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期

課程）の修了生を「採用したいと思う」と答えた276企業へ東洋大学大学院「健康ス

ポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）修了生の採用を毎

年何名程度想定しているか聞いたところ、採用想定人数の合計は430名で、予定

している入学定員数５名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要が

あることがうかがえる。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期

課程）の社会的必要性についての評価は、87.2％（515企業中、449企業）が「必要

だと思う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な研究科・

専攻であると評価されていることがうかがえる。

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学
専攻」（博士後期課程）の社会的必要性

-学生確保(資料)-92-
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＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、53.5％（497企業中、

266企業）。採用想定人数の合計は419人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「埼玉県」に本社がある企業に絞ると、採用意向は、50.8％

（63企業中、32企業）、採用想定人数の合計は50人、「東京都」に本社がある企業

からの採用意向は、56.0％（234企業中、131企業）、採用想定人数の合計は207

人、「神奈川県」に本社がある企業からの採用意向は、50.8％（59企業中、30企

業）、採用想定人数の合計は36人で、いずれも予定している入学定員数を大きく

上回っている。「関東以北以外」のエリアに本社がある企業からの採用意向は、

55.6％（18企業中、10企業）。採用想定人数の合計は11人で、予定している入学

定員数を２倍以上上回っている。

◇業種別

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）の学問内容

と関連のある「スポーツ関連業」の企業からの採用意向は、85.0％（20企業中、17

企業）。採用想定人数の合計は31人で、予定している入学定員数を大きく上回っ

ている。また、同様に関連のある「医療・福祉」の企業からの採用意向は、53.4％

（163企業中、87企業）。採用想定人数の合計は139人で、予定している入学定員

数を大きく上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数にかかわらず、定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）の学びに関

連のある「スポーツ学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向

は、82.9％（70企業中、58企業）。採用想定人数の合計は80人で、予定している入

学定員数を大きく上回っている。また、同様に関連のある「看護・保健学」を学んだ

学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、57.4％（54企業中、31企

業）。採用想定人数の合計は43人で、予定している入学定員数を大きく上回って

いる。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士後期課程）

-学生確保(資料)-93-
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◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の特色に対する魅力度別

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の特色に魅力を感じている企業の採用意向は、Ａ・Ｂどちら

の特色でも７割を超えている。採用想定人数の合計も400人前後と、予定している

入学定員数を大きく上回っている。

◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の社会的必要性別（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）が社会的に

「必要だと思う」と回答した企業からの採用意向は、59.7％（449企業中、268企

業）。採用想定人数の合計は420人で、予定している入学定員数を大きく上回って

いる。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻（博士後期課程）

-学生確保(資料)-94-



⑧健康スポーツ科学研究科
栄養科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-95-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士前期課程）

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程）修了生に対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）修

了生を「採用したいと思う」と答えた企業は、55.9％（515企業中、288企業）である。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）の

修了生を「採用したいと思う」と答えた288企業へ東洋大学大学院「健康スポーツ科

学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）修了生の採用を毎年何名程度想定し

ているか聞いたところ、採用想定人数の合計は461名で、予定している入学定員

数10名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要があることがうかが

える。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）の

社会的必要性についての評価は、89.9％（515企業中、463企業）が「必要だと思

う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な研究科・専攻で

あると評価されていることがうかがえる。

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程）の社会的必要性

-学生確保(資料)-96-



34

＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、56.1％（497企業中、

279企業）。採用想定人数の合計は451人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「埼玉県」に本社がある企業に絞ると、採用意向は、47.6％

（63企業中、30企業）、採用想定人数の合計は54人、「東京都」に本社がある企業

からの採用意向は、59.0％（234企業中、138企業）、採用想定人数の合計は212

人で、どちらも予定している入学定員数を大きく上回っている。「神奈川県」に本社

がある企業からの採用意向は、47.5％（59企業中、28企業）。採用想定人数の合

計は38人で、予定している入学定員数を３倍以上上回っている。「関東以北以

外」のエリアに本社がある企業からの採用意向は、50.0％（18企業中、9企業）。

採用想定人数の合計は10人で、予定している入学定員数と同数である。

◇業種別

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）の学問内容と関連

のある「スポーツ関連業」の企業からの採用意向は、75.0％（20企業中、15企業）。

採用想定人数の合計は28人で、予定している入学定員数を２倍以上上回ってい

る。また、同様に関連のある「医療・福祉」の企業からの採用意向は、56.4％（163

企業中、92企業）。採用想定人数の合計は140人で、予定している入学定員数を

大きく上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数にかかわらず、定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）の学びに関連のある

「栄養学（スポーツ栄養学含む）」を学んだ学生を採用したいと回答した企業から

の採用意向は、74.0％（96企業中、71企業）。採用想定人数の合計は119人で、予

定している入学定員数を大きく上回っている。また、同様に関連のある「看護・保

健学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、63.0％（54企

業中、34企業）。採用想定人数の合計は54人で、予定している入学定員数を大き

く上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-97-
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◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博

士後期課程）の特色に対する魅力度別

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博

士後期課程）の特色に魅力を感じている企業の採用意向は、Ａ・Ｂどちらの特色で

も７割を超えている。採用想定人数の合計も400人以上と、予定している入学定員

数を大きく上回っている。

◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の社会的必要性別（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）が社会的に「必要だ

と思う」と回答した企業からの採用意向は、60.7％（463企業中、281企業）。採用想

定人数の合計は452人で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士前期課程）

-学生確保(資料)-98-



⑨健康スポーツ科学研究科
栄養科学専攻（博士後期課程）

-学生確保(資料)-99-
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企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士後期課程）

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士後期課程）修了生に対する採用意向・毎年の採用想定人数

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）修

了生を「採用したいと思う」と答えた企業は、54.0％（515企業中、278企業）である。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）の

修了生を「採用したいと思う」と答えた278企業へ東洋大学大学院「健康スポーツ科

学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）修了生の採用を毎年何名程度想定し

ているか聞いたところ、採用想定人数の合計は446名で、予定している入学定員

数３名を大きく上回っている。このことから、安定した人材需要があることがうかがえ

る。

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）の

社会的必要性についての評価は、88.7％（515企業中、457企業）が「必要だと思

う」と回答しており、多くの企業からこれからの社会にとって必要な研究科・専攻で

あると評価されていることがうかがえる。

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士後期課程）の社会的必要性

-学生確保(資料)-100-
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＜属性別＞

◇本社所在地別

• 「関東以北」エリアに本社がある企業からの採用意向は、54.1％（497企業中、

269企業）。採用想定人数の合計は436人で、予定している入学定員数を大きく上

回っている。また、「埼玉県」に本社がある企業に絞ると、採用意向は、46.0％

（63企業中、29企業）、採用想定人数の合計は49人、「東京都」に本社がある企業

からの採用意向は、57.3％（234企業中、134企業）、採用想定人数の合計は208

人、「神奈川県」に本社がある企業からの採用意向は、47.5％（59企業中、28企

業）、採用想定人数の合計は38人で、いずれも予定している入学定員数を大きく

上回っている。「関東以北以外」のエリアに本社がある企業からの採用意向は、

50.0％（18企業中、9企業）。採用想定人数の合計は10人で、予定している入学定

員数を３倍以上上回っている。

◇業種別

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）の学問内容と関連

のある「スポーツ関連業」の企業からの採用意向は、75.0％（20企業中、15企業）。

採用想定人数の合計は28人で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

また、同様に関連のある「医療・福祉」の企業からの採用意向は、53.4％（163企業

中、87企業）。採用想定人数の合計は135人で、予定している入学定員数を大きく

上回っている。

◇従業員数別

• 従業員数にかかわらず、定員数を上回る採用意向がみられる。

◇採用したい学問分野別

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）の学びに関連のある

「栄養学（スポーツ栄養学含む）」を学んだ学生を採用したいと回答した企業から

の採用意向は、69.8％（96企業中、67企業）。採用想定人数の合計は109人で、予

定している入学定員数を大きく上回っている。また、同様に関連のある「看護・保

健学」を学んだ学生を採用したいと回答した企業からの採用意向は、57.4％（54企

業中、31企業）。採用想定人数の合計は47人で、予定している入学定員数を大き

く上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士後期課程）
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◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博

士後期課程）の特色に対する魅力度別

• 東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博

士後期課程）の特色に魅力を感じている企業の採用意向は、Ａ・Ｂどちらの特色で

も７割を超えている。採用想定人数の合計も400人以上と、予定している入学定員

数を大きく上回っている。

◇東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）の社会的必要性別（必要だと思う）

• 「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）が社会的に「必要だ

と思う」と回答した企業からの採用意向は、59.1％（457企業中、270企業）。採用想

定人数の合計は436人で、予定している入学定員数を大きく上回っている。

企業対象 調査結果まとめ
健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻（博士後期課程）

-学生確保(資料)-102-
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採用の決裁権が
あり、選考に

かかわっている

採用の決裁権は
ないが、選考に
かかわっている

採用時には
直接かかわらず、

情報や意見を収集・
提供する立場にある

無回答

全体 (n=515) 25.8 63.5 10.7 

0.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

回答企業（回答者）の属性（人事採用への関与度／本社所在地）

■人事採用への関与度
Ｑ１. あなたの人事採用への関与度をお教えください。（1つだけ）

■本社所在地
Ｑ２. 貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

青
森
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

山
梨
県

長
野
県

(n=515)

0.2 
5.4 3.9 4.1 

12.2 

4.3 

45.4 

11.5 

3.1 1.6 
4.9 

0%

20%

40%

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

大
阪
府

兵
庫
県

岡
山
県

広
島
県

福
岡
県

宮
崎
県

無
回
答

0.2 0.2 0.2 1.4 0.6 0.4 0.2 0.2 0.2 0.0 
0%

20%

40%
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■業種
Ｑ３. 貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（もっともあてはまるもの１つだけ）

回答企業（回答者）の属性（業種）

ス
ポ
ー

ツ
関
連
業

食
品
関
連
業

（
製
造

、

流
通

、
販
売
な
ど

）

医
療
・
福
祉

学
校
・
教
育
機
関

製
造
業

建
設
業

運
輸
業

情
報
通
信
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業

農
・
林
・
漁
・
鉱
業

(n=515)

3.9 
7.0 

31.7 

3.1 

8.2 
10.1 

0.0 0.2 0.0 0.4 
0%

10%

20%

30%

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

飲
食
店
・
宿
泊
業

複
合
サ
ー

ビ
ス
事
業

サ
ー

ビ
ス
業

公
務

そ
の
他

無
回
答

10.9 

0.8 1.9 2.7 2.9 

10.3 

2.3 3.7 
0.0 

0%

10%

20%

30%
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回答企業（回答者）の属性（従業員数）

■従業員数
Ｑ４. 貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（１つだけ）

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
～

5
0
0
名
未
満

5
0
0
名
～

1
,
0
0
0
名
未
満

1
,
0
0
0
名
～

5
,
0
0
0
名
未
満

5
,
0
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=515)

13.0 12.2 

43.5 

13.2 14.0 

4.1 
0.0 

0%

20%

40%
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増やす 昨年度並み 減らす 未定 無回答

全体 (n=515) 23.3 65.6 4.7 6.4 

0.0 

【単位：％】

200 40 60 80 100

０
名

１
名
～

５
名
未
満

５
名
～

1
0
名
未
満

1
0
名
～

2
0
名
未
満

2
0
名
～

3
0
名
未
満

3
0
名
～

5
0
名
未
満

5
0
名
～

1
0
0
名
未
満

1
0
0
名
以
上

無
回
答

(n=515)

0.2 

27.0 

20.2 19.2 

9.9 
7.0 8.5 8.0 

0.0 
0%

10%

20%

正規社員の平均採用人数／本年度の採用予定数

Ｑ５. 貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えください。（１つだけ）

■正規社員の平均採用人数

■本年度の採用予定数

Ｑ６. 貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(１つだけ)
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(n=515)

ス
ポ
ー

ツ
学

栄
養
学

（
ス
ポ
ー

ツ

栄
養
学
含
む

）

社
会
学
・
社
会
福
祉
学

法
学

生
活
科
学

（
栄
養
学
除
く

）

総
合
科
学

経
済
・
経
営
・
商
学

文
学

語
学

教
員
養
成
・
教
育
学
・

保
育
学

13.6 
18.6 

29.5 

11.1 8.9 9.5 

24.9 

7.6 8.5 

17.3 

0%

20%

40%

国
際
関
係
学

理
学

工
学

農
・
水
産
学

看
護
・
保
健
学

医
・
歯
・
薬
学

芸
術
学

そ
の
他

学
ん
だ
学
問
分
野
に
は

こ
だ
わ
ら
な
い

無
回
答

7.0 
12.0 

18.3 

9.3 10.5 

4.5 3.7 3.3 

39.0 

0.0 
0%

20%

40%

採用したい学問分野

Ｑ７. 貴社・貴団体では、今後、大学や大学院でどのような学問分野を学んだ人物を採用したいとお考えですか。
(あてはまるものすべて）

■採用したい学問分野

-学生確保(資料)-108-



46

■東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ８. 東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）の各学科には、以下のような
特色があります。貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」
の特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない

(各n=515)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【福祉社会デザイン学部　社会福祉学科】
「社会福祉政策系」「福祉社会開発系」「福祉
臨床系」の３コースで、理論から実践まで幅
広く学び、社会福祉士、介護福祉士、精神保
健福祉士の国家資格を、希望に応じて複数
取得できる学びを展開

71.3

Ｂ．

【福祉社会デザイン学部　子ども支援学科】
保育学・幼児教育学・子ども家庭福祉学を統
合した子ども支援学を追究し、多文化共生や
ICT活用など現代的なテーマを学ぶとともに、
保育士・幼稚園教諭・社会福祉士(受験資格)
を取得できる学びを展開

70.9

Ｃ．

【福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン
学科】
「空間デザイン」「生活環境デザイン」「プロダ
クトデザイン」の3分野で、建築、福祉住環境
計画、都市計画から個々の製品や情報とそ
の活用まで、人間中心設計の視点で幅広い
「デザイン」の概念・手法を学ぶ

73.0

Ｄ．

【健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学
科】
アスリート支援や競技パフォーマンス向上等
のスポーツ科学から、生理・生化学、運動生
理学等の身体理解、さらに教育、文化、ビジ
ネスまで、健康・スポーツのあらゆる分野か
ら選べる幅広い学び

74.4

Ｅ．

【健康スポーツ科学部　栄養科学科】
栄養学、食品機能、スポーツ栄養など、食と
栄養に係わる分野を幅広く扱うとともに、栄
養士など資格関連科目を充実させ、さらに健
康関連企業との連携により栄養科学、栄養
管理のスペシャリストを育成

73.6

35.5 

32.6 

28.3 

25.6 

31.1 

35.7 

38.3 

44.7 

48.7 

42.5 

25.0 

25.4 

23.7 

22.1 

23.7 

3.7 

3.7 

3.3 

3.5 

2.7 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 58.0% 17.3% 10.0% 0.8% 9.5% 4.3%

企業数 214 64 37 3 35 16 369

名 214 128 111 12 175 160 800

 全体 369 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
71.7

（369企業）

28.3

（146企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の社会的必要性
／卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた369企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生に対する
採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）
の各学科を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生の毎年の
採用想定人数

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」の社会的必要性
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）

の各学科は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ11.Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
96.7

（498企業）

3.3

（17企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

-学生確保(資料)-110-



48

全体 (n=515) 369企業 800人 

関東以北 (n=497) 356企業 779人 

　東京都 (n=234) 158企業 341人 

業
種
別

医療・福祉 (n=163) 147企業 450人 

50名未満 (n=67) 35企業 42人 

50名～100名未満 (n=63) 43企業 71人 

100名～500名未満 (n=224) 160企業 310人 

500名～1,000名未満 (n=68) 55企業 123人 

1,000名以上 (n=93) 76企業 254人 

社会学・社会福祉学 (n=152) 141企業 374人 

学んだ学問分野にはこだわらない (n=201) 172企業 345人 

特
色

魅
力
度

別 特色Ａ　魅力あり (n=367) 325企業 741人 

社
会
的

必
要
度

別
福祉社会デザイン学部
社会福祉学科

(n=498) 365企業 795人 

本
社

所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

71.7 

71.6 

67.5 

90.2 

52.2 

68.3 

71.4 

80.9 

81.7 

92.8 

85.6 

88.6 

73.3 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学「福祉社会デザイン学部 社会福祉学科」に対して、Ｑ10で「採用したいと思う」
と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Q11で回答
した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
70.7

（364企業）

29.3

（151企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

 　
標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 59.6% 16.5% 11.0% 1.4% 8.2% 3.3%

企業数 217 60 40 5 30 12 364

名 217 120 120 20 150 120 747

 全体 364 ⇒

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
96.3

（496企業）

3.7

（19企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の社会的必要性
／卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた364企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生に対する
採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）
の各学科を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生の毎年の
採用想定人数

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」の社会的必要性
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）

の各学科は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ11.Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 364企業 747人 

関東以北 (n=497) 353企業 732人 

　埼玉県 (n=63) 48企業 111人 

　東京都 (n=234) 161企業 341人 

　神奈川県 (n=59) 46企業 102人 

業
種
別

医療・福祉 (n=163) 145企業 371人 

50名未満 (n=67) 39企業 50人 

50名～100名未満 (n=63) 43企業 66人 

100名～500名未満 (n=224) 163企業 324人 

500名～1,000名未満 (n=68) 47企業 106人 

1,000名以上 (n=93) 72企業 201人 

スポーツ学 (n=70) 57企業 112人 

栄養学（スポーツ栄養学含む） (n=96) 63企業 122人 

社会学・社会福祉学 (n=152) 124企業 260人 

経済・経営・商学 (n=128) 76企業 124人 

教員養成・教育学・保育学 (n=89) 83企業 235人 

学んだ学問分野にはこだわらない (n=201) 164企業 288人 

特
色

魅
力
度

別 特色Ｂ　魅力あり (n=365) 309企業 667人 

社
会
的

必
要
度

別
福祉社会デザイン学部
子ども支援学科

(n=496) 361企業 740人 

本
社
所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い
学
問
分
野
別

70.7 

71.0 

76.2 

68.8 

78.0 

89.0 

58.2 

68.3 

72.8 

69.1 

77.4 

81.4 

65.6 

81.6 

59.4 

93.3 

81.6 

84.7 

72.8 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学「福祉社会デザイン学部 子ども支援学科」に対して、Ｑ10で「採用したいと思
う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Q11で回
答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
72.0

（371企業）

28.0

（144企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

 　
標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 69.0% 16.4% 5.9% 0.8% 5.7% 2.2%

企業数 256 61 22 3 21 8 371

名 256 122 66 12 105 80 641

 全体 371 ⇒

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
90.5

（466企業）

9.5

（49企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の社会的必要性
／卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた371企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」卒業生に対する
採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）
の各学科を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」卒業生の毎年の
採用想定人数

■東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」の社会的必要性
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）

の各学科は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ11.Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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■東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」卒業生に対する
採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学「福祉社会デザイン学部 人間環境デザイン学科」に対して、Ｑ10で「採用した
いと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、
Q11で回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

全体 (n=515) 371企業 641人 

関東以北 (n=497) 357企業 623人 

　東京都 (n=234) 172企業 293人 

業
種
別

医療・福祉 (n=163) 102企業 199人 

50名未満 (n=67) 41企業 46人 

50名～100名未満 (n=63) 40企業 49人 

100名～500名未満 (n=224) 161企業 256人 

500名～1,000名未満 (n=68) 54企業 91人 

1,000名以上 (n=93) 75企業 199人 

社会学・社会福祉学 (n=152) 110企業 201人 

生活科学（栄養学除く） (n=46) 41企業 86人 

経済・経営・商学 (n=128) 104企業 168人 

工学 (n=94) 79企業 126人 

学んだ学問分野にはこだわらない (n=201) 181企業 325人 

特
色

魅
力
度

別 特色Ｃ　魅力あり (n=376) 325企業 586人 

社
会
的

必
要
度

別
福祉社会デザイン学部
人間環境デザイン学科

(n=466) 352企業 616人 

本
社

所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

72.0 

71.8 

73.5 

62.6 

61.2 

63.5 

71.9 

79.4 

80.6 

72.4 

89.1 

81.3 

84.0 

90.0 

86.4 

75.5 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）
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採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
68.2

（351企業）

31.8

（164企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

 　
標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 63.0% 18.2% 8.5% 0.9% 6.8% 2.6%

企業数 221 64 30 3 24 9 351

名 221 128 90 12 120 90 661

 全体 351 ⇒

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
90.7

（467企業）

9.3

（48企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の社会的必要性／
卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた351企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒業生に対する
採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）
の各学科を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒業生の毎年の
採用想定人数

■東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」の社会的必要性
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）

の各学科は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ11.Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 351企業 661人 

関東以北 (n=497) 338企業 643人 

　東京都 (n=234) 159企業 315人 

50名未満 (n=67) 27企業 33人 

50名～100名未満 (n=63) 38企業 51人 

100名～500名未満 (n=224) 159企業 261人 

500名～1,000名未満 (n=68) 51企業 97人 

1,000名以上 (n=93) 76企業 219人 

スポーツ学 (n=70) 70企業 159人 

看護・保健学 (n=54) 37企業 80人 

学んだ学問分野にはこだわらない (n=201) 175企業 318人 

特
色

魅
力
度

別 特色Ｄ　魅力あり (n=383) 327企業 618人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学部
健康スポーツ科学科

(n=467) 338企業 644人 

本
社

所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

68.2 

68.0 

67.9 

40.3 

60.3 

71.0 

75.0 

81.7 

100.0 

68.5 

87.1 

85.4 

72.4 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」卒業生に対する
採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学「健康スポーツ科学部 健康スポーツ科学科」に対して、Ｑ10で「採用したいと
思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Q11で
回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 65.4% 15.6% 8.1% 0.6% 8.7% 1.7%

企業数 234 56 29 2 31 6 358

名 234 112 87 8 155 60 656

 全体 358 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
69.5

（358企業）

30.5

（157企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
93.8

（483企業）

6.2

（32企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の社会的必要性
／卒業生に対する採用意向／卒業生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた358企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生に対する
採用意向

Ｑ10.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）
の各学科を卒業した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生の毎年の
採用想定人数

■東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」の社会的必要性
Ｑ９. 貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）

の各学科は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ11.Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 358企業 656人 

関東以北 (n=497) 345企業 635人 

　東京都 (n=234) 165企業 308人 

医療・福祉 (n=163) 117企業 205人 

その他 (n=62) 43企業 100人 

50名未満 (n=67) 27企業 35人 

50名～100名未満 (n=63) 35企業 48人 

100名～500名未満 (n=224) 162企業 259人 

500名～1,000名未満 (n=68) 54企業 98人 

1,000名以上 (n=93) 80企業 216人 

スポーツ学 (n=70) 59企業 109人 

栄養学（スポーツ栄養学含む） (n=96) 91企業 194人 

社会学・社会福祉学 (n=152) 102企業 160人 

経済・経営・商学 (n=128) 86企業 157人 

教員養成・教育学・保育学 (n=89) 60企業 119人 

学んだ学問分野にはこだわらない (n=201) 164企業 301人 

特
色

魅
力
度

別 特色Ｅ　魅力あり (n=379) 324企業 616人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学部
栄養科学科

(n=483) 351企業 648人 

本
社
所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い
学
問
分
野
別

業
種
別

69.5 

69.4 

70.5 

71.8 

69.4 

40.3 

55.6 

72.3 

79.4 

86.0 

84.3 

94.8 

67.1 

67.2 

67.4 

81.6 

85.5 

72.7 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」卒業生に対する採用意向／
採用想定人数＜属性別＞

東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」
卒業生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学「健康スポーツ科学部 栄養科学科」に対して、Ｑ10で「採用したいと思う」と回
答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向企業】のうち、Q11で回答した
企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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(各n=515)

とても魅力を
感じる

ある程度
魅力を感じる

あまり魅力を
感じない

まったく魅力を
感じない

無回答

Ａ．

【健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科
学専攻（博士前期課程・博士後期課程）】
科学的根拠に基づいて、健康増進、介護予
防、スポーツ振興やアスリート支援を可能に
するため、健康スポーツ科学領域における幅
広くかつ専門的知識を有し、その知識を有機
的に活用できる人材を育成する

70.7

Ｂ．

【健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科
学専攻（博士前期課程・博士後期課程）】
「スポーツサイエンス＆カルチャー」「アスレ
ティックコンディショニング＆コーチング」「ヘ
ルスプロモーション＆エデュケーション」の３
つの学問分野を、複合的・横断的に研究し、
アスリートの競技力向上と人々の健康増進
に科学的にアプローチする

63.9

Ａ．

【健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻
（博士前期課程・博士後期課程）】
栄養学とデータサイエンス・スポーツサイエン
スを融合した「栄養科学」について研究し、科
学的根拠に基づいた健康寿命延伸策の実現
や、スポーツ栄養学的立場からアスリート支
援を可能にするための専門的知識を修得す
る

70.1

Ｂ．

【健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻
（博士前期課程・博士後期課程）】
栄養科学領域の専門性の修得に加えて、健
康スポーツ科学専攻の「スポーツサイエン
ス」「ヘルスプロモーション＆エデュケーショ
ン」領域とあわせて、両者を兼ね備えたプロ
フェッショナルを育成する

68.3

20.6 

16.1 

19.8 

17.7 

50.1 

47.8 

50.3 

50.7 

25.0 

31.5 

25.8 

27.8 

4.3 

4.7 

4.1 

3.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

【単位：％】
200 40 60 80 100

魅力度

（※）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程・博士後期課程）の特色に対する魅力度

※魅力度＝「とても魅力を感じる」「ある程度魅力を感じる」と回答した人の合計値

Ｑ12.東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）、「健康スポーツ
科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置構想中）には、以下のような特色が
あります。貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期
課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期
課程・博士後期課程）の特色に対する魅力度

※魅力度は、人数をもとに％を算出し、小数点第二位を四捨五入しているため、「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計値と必ずしも一致しない
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採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
55.3

（285企業）

44.7

（230企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

 　
標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 77.2% 10.9% 3.5% 0.7% 6.0% 1.8%

企業数 220 31 10 2 17 5 285

名 220 62 30 8 85 50 455

 全体 285 ⇒

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
88.2

（454企業）

11.8

（61企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）の社会的必要性／修了生に対する採用意向／修了生の毎年の
採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた285企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）修了生に対する採用意向

Ｑ14.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）を修了した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）修了生の毎年の採用想定人数

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）の社会的必要性

Ｑ13.貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ15.Ｑ14でいずれかの修了生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された課程の修了生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

-学生確保(資料)-121-
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全体 (n=515) 285企業 455人 

関東以北 (n=497) 275企業 444人 

　埼玉県 (n=63) 32企業 52人 

　東京都 (n=234) 137企業 221人 

　神奈川県 (n=59) 30企業 41人 

スポーツ関連業 (n=20) 18企業 34人 

医療・福祉 (n=163) 89企業 141人 

50名未満 (n=67) 22企業 27人 

50名～100名未満 (n=63) 28企業 34人 

100名～500名未満 (n=224) 123企業 180人 

500名～1,000名未満 (n=68) 43企業 66人 

1,000名以上 (n=93) 69企業 148人 

スポーツ学 (n=70) 61企業 91人 

看護・保健学 (n=54) 33企業 49人 

特色Ａ　魅力あり (n=364) 266企業 432人 

特色Ｂ　魅力あり (n=329) 258企業 420人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学研究科
健康スポーツ科学専攻
（博士前期課程）

(n=454) 276企業 437人 

特
色

魅
力
度
別

本
社
所
在
地
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

業
種
別

55.3 

55.3 

50.8 

58.5 

50.8 

90.0 

54.6 

32.8 

44.4 

54.9 

63.2 

74.2 

87.1 

61.1 

73.1 

78.4 

60.8 

0 20 40 60 80 100

【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士前期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）
に対して、Ｑ14で「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに
【採用意向企業】のうち、Q15で回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と
定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

-学生確保(資料)-122-



60

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
53.6

（276企業）

46.4

（239企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

 　
標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 76.8% 12.0% 4.0% 0.4% 5.4% 1.4%

企業数 212 33 11 1 15 4 276

名 212 66 33 4 75 40 430

 全体 276 ⇒

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
87.2

（449企業）

12.8

（66企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）の社会的必要性／修了生に対する採用意向／修了生の毎年の
採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた276企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）修了生に対する採用意向

Ｑ14.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）を修了した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）修了生の毎年の採用想定人数

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）の社会的必要性

Ｑ13.貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ15.Ｑ14でいずれかの修了生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された課程の修了生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 276企業 430人 

関東以北 (n=497) 266企業 419人 

　埼玉県 (n=63) 32企業 50人 

　東京都 (n=234) 131企業 207人 

　神奈川県 (n=59) 30企業 36人 

関東以北以外 (n=18) 10企業 11人 

スポーツ関連業 (n=20) 17企業 31人 

医療・福祉 (n=163) 87企業 139人 

50名未満 (n=67) 20企業 24人 

50名～100名未満 (n=63) 28企業 36人 

100名～500名未満 (n=224) 118企業 171人 

500名～1,000名未満 (n=68) 43企業 65人 

1,000名以上 (n=93) 67企業 134人 

スポーツ学 (n=70) 58企業 80人 

看護・保健学 (n=54) 31企業 43人 

特色Ａ　魅力あり (n=364) 256企業 404人 

特色Ｂ　魅力あり (n=329) 250企業 396人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学研究科
健康スポーツ科学専攻
（博士後期課程）

(n=449) 268企業 420人 

特
色

魅
力
度
別

本
社
所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

53.6 

53.5 

50.8 

56.0 

50.8 

55.6 

85.0 

53.4 

29.9 

44.4 

52.7 

63.2 

72.0 

82.9 

57.4 

70.3 

76.0 

59.7 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」
（博士後期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）
に対して、Ｑ14で「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに
【採用意向企業】のうち、Q15で回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と
定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
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数
・
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お
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用
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定
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（
※

）

％ 75.7% 12.5% 3.1% 0.3% 6.9% 1.4%

企業数 218 36 9 1 20 4 288

名 218 72 27 4 100 40 461

 全体 288 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
55.9

（288企業）

44.1

（227企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
89.9

（463企業）

10.1

（52企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）
の社会的必要性／修了生に対する採用意向／修了生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた288企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）
修了生に対する採用意向

Ｑ14.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）を修了した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）
修了生の毎年の採用想定人数

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）
の社会的必要性

Ｑ13.貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ15.Ｑ14でいずれかの修了生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された課程の修了生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 288企業 461人 

関東以北 (n=497) 279企業 451人 

　埼玉県 (n=63) 30企業 54人 

　東京都 (n=234) 138企業 212人 

　神奈川県 (n=59) 28企業 38人 

関東以北以外 (n=18) 9企業 10人 

スポーツ関連業 (n=20) 15企業 28人 

医療・福祉 (n=163) 92企業 140人 

50名未満 (n=67) 20企業 26人 

50名～100名未満 (n=63) 29企業 38人 

100名～500名未満 (n=224) 127企業 189人 

500名～1,000名未満 (n=68) 43企業 69人 

1,000名以上 (n=93) 69企業 139人 

栄養学（スポーツ栄養学含む） (n=96) 71企業 119人 

看護・保健学 (n=54) 34企業 54人 

特色Ａ　魅力あり (n=361) 265企業 429人 

特色Ｂ　魅力あり (n=352) 264企業 426人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学研究科
栄養科学専攻
（博士前期課程）

(n=463) 281企業 452人 

特
色

魅
力
度
別

本
社
所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

55.9 

56.1 

47.6 

59.0 

47.5 

50.0 

75.0 

56.4 

29.9 

46.0 

56.7 

63.2 

74.2 

74.0 

63.0 

73.4 

75.0 

60.7 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）
修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士前期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程）に対して、
Ｑ14で「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向
企業】のうち、Q15で回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出
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標
本
数

　
単
位

１
名

２
名

３
名

４
名

５
名
～

９
名

1
0
名
以
上

毎
年
の
採
用
想
定
人
数
を

示
し
た
企
業
数
・
計

お
よ
び
採
用
想
定
人
数
・

計

（
※

）

％ 75.5% 12.6% 3.2% 0.4% 6.8% 1.4%

企業数 210 35 9 1 19 4 278

名 210 70 27 4 95 40 446

 全体 278 ⇒

採用したいと思う 採用したいと思わない 無回答

全体 (n=515)
54.0

（278企業）

46.0

（237企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

必要だと思う 必要だと思わない 無回答

全体 (n=515)
88.7

（457企業）

11.3

（58企業）

0.0

（0企業）

【単位：％】

200 40 60 80 100

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）
の社会的必要性／修了生に対する採用意向／修了生の毎年の採用想定人数

「採用したいと思う」と答えた278企業のみ抽出

※ 毎年の採用想定人数・計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）
修了生に対する採用意向

Ｑ14.貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）を修了した学生について、採用したいと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）
修了生の毎年の採用想定人数

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）
の社会的必要性

Ｑ13.貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・
博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置
構想中）は、これからの社会にとって必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

Ｑ15.Ｑ14でいずれかの修了生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。
「採用したいと思う」と回答された課程の修了生について、採用を考える場合、毎年何名程度の採用を想定されますか。
（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
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全体 (n=515) 278企業 446人 

関東以北 (n=497) 269企業 436人 

　埼玉県 (n=63) 29企業 49人 

　東京都 (n=234) 134企業 208人 

　神奈川県 (n=59) 28企業 38人 

関東以北以外 (n=18) 9企業 10人 

スポーツ関連業 (n=20) 15企業 28人 

医療・福祉 (n=163) 87企業 135人 

50名未満 (n=67) 18企業 24人 

50名～100名未満 (n=63) 26企業 35人 

100名～500名未満 (n=224) 126企業 188人 

500名～1,000名未満 (n=68) 42企業 68人 

1,000名以上 (n=93) 66企業 131人 

栄養学（スポーツ栄養学含む） (n=96) 67企業 109人 

看護・保健学 (n=54) 31企業 47人 

特色Ａ　魅力あり (n=361) 257企業 416人 

特色Ｂ　魅力あり (n=352) 255企業 412人 

社
会
的

必
要
度

別
健康スポーツ科学研究科
栄養科学専攻
（博士後期課程）

(n=457) 270企業 436人 

特
色

魅
力
度
別

本
社
所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
数
別

採
用
し
た
い

学
問
分
野
別

54.0 

54.1 

46.0 

57.3 

47.5 

50.0 

75.0 

53.4 

26.9 

41.3 

56.3 

61.8 

71.0 

69.8 

57.4 

71.2 

72.4 

59.1 

0 20 40 60 80 100
【単位：％】

採用意向

企業

・合計

採用

想定人数

・合計

採用意向（％）

■東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）
修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」
（博士後期課程）修了生に対する採用意向／採用想定人数＜属性別＞

※東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科 栄養科学専攻」（博士後期課程）に対して、
Ｑ14で「採用したいと思う」と回答した企業を【採用意向企業】と定義し、さらに【採用意向
企業】のうち、Q15で回答した企業が示す具体的な人数を【採用想定人数】と定義する。

＜属性別＞

※ 採用想定人数・合計 「５名～９名」＝５名、「10名以上」＝10名 を代入し合計値を算出

-学生確保(資料)-128-



巻末資料 調査票

-学生確保(資料)-129-



67

選択肢記号の説明

□ 複数選択（チェックボックス）

○ 単一選択（ラジオボタン）

▽ 単一選択（プルダウン）

SAR Q1

あなたの人事採用への関与度をお教えください。（1つだけ）

○ 1. 採用の決裁権があり、選考にかかわっている

○ 2. 採用の決裁権はないが、選考にかかわっている

○ 3. 採用時には直接かかわらず、情報や意見を収集・提供する立場にある

SAR Q2

貴社・貴団体の本社（本部）所在地について、都道府県名をお教えください。

○ 1. 北海道

○ 2. 青森県

○ 3. 岩手県

○ 4. 宮城県

○ 5. 秋田県

○ 6. 山形県

○ 7. 福島県

○ 8. 茨城県

○ 9. 栃木県

○ 10. 群馬県

○ 11. 埼玉県

○ 12. 千葉県

○ 13. 東京都

○ 14. 神奈川県

○ 15. 新潟県

○ 16. 富山県

○ 17. 石川県

○ 18. 福井県

○ 19. 山梨県

○ 20. 長野県

○ 21. 岐阜県

○ 22. 静岡県

○ 23. 愛知県

○ 24. 三重県

○ 25. 滋賀県

○ 26. 京都府

○ 27. 大阪府

○ 28. 兵庫県

○ 29. 奈良県

○ 30. 和歌山県

○ 31. 鳥取県

○ 32. 島根県

○ 33. 岡山県

○ 34. 広島県

○ 35. 山口県

○ 36. 徳島県

○ 37. 香川県

○ 38. 愛媛県

○ 39. 高知県

○ 40. 福岡県

○ 41. 佐賀県

○ 42. 長崎県

○ 43. 熊本県

○ 44. 大分県

○ 45. 宮崎県

○ 46. 鹿児島県

○ 47. 沖縄県

○ 48. 海外

東洋大学 新学部・学科、東洋大学大学院 新研究科・専攻に関するアンケート

調査票
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調査票

SAR Q3

貴社・貴団体の業種について、ご回答ください。（もっともあてはまるもの１つだけ）

○ 1. スポーツ関連業

○ 2. 食品関連業（製造、流通、販売など）

○ 3. 医療・福祉

○ 4. 学校・教育機関

○ 5. 製造業

○ 6. 建設業

○ 7. 運輸業

○ 8. 情報通信業

○ 9. 電気・ガス・熱供給・水道業

○ 10. 農・林・漁・鉱業

○ 11. 卸売・小売業

○ 12. 金融・保険業

○ 13. 不動産業

○ 14. 飲食店・宿泊業

○ 15. 複合サービス事業

○ 16. サービス業

○ 17. 公務

○ 18. その他【FA】 Q3_18FA

SAR Q4

貴社・貴団体の従業員数（正規社員）について、ご回答ください。（１つだけ）

○ 1. 50名未満

○ 2. 50名～100名未満

○ 3. 100名～500名未満

○ 4. 500名～1，000名未満

○ 5. 1，000名～5，000名未満

○ 6. 5，000名以上

SAR Q5
貴社・貴団体の過去３か年の平均的な正規社員の採用数について、お教えくださ

い。（１つだけ）

○ 1. 0名

○ 2. 1名～5名未満

○ 3. 5名～10名未満

○ 4. 10名～20名未満

○ 5. 20名～30名未満

○ 6. 30名～50名未満

○ 7. 50名～100名未満

○ 8. 100名以上

SAR Q6
貴社・貴団体の本年度の採用予定数は、昨年度と比較していかがですか。(１つだ

け)

○ 1. 増やす

○ 2. 昨年度並み

○ 3. 減らす

○ 4. 未定
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MAC Q7

貴社・貴団体では、今後、大学や大学院でどのような学問分野を学んだ人物を採

用したいとお考えですか。

(あてはまるものすべて）

▲ 設問文を折りたたむ

□ 1. スポーツ学
□ 2. 栄養学（スポーツ栄養学含む）
□ 3. 社会学・社会福祉学
□ 4. 法学
□ 5. 生活科学（栄養学除く)
□ 6. 総合科学
□ 7. 経済・経営・商学
□ 8. 文学
□ 9. 語学
□ 10. 教員養成・教育学・保育学
□ 11. 国際関係学
□ 12. 理学
□ 13. 工学
□ 14. 農・水産学
□ 15. 看護・保健学
□ 16. 医・歯・薬学
□ 17. 芸術学
□ 18. その他【FA】 Q7_18FA
□ 19. 学んだ学問分野にはこだわらない

MTS Q8
東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ科学部」（いずれも仮称、設置

構想中）の各学科には、以下のような特色があります。

貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じま

すか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）
▲ 設問文を折りたたむ

項目リスト

Q8S1 1.

「福祉社会デザイン学部　社会福祉学科」の特色

「社会福祉政策系」「福祉社会開発系」「福祉臨床系」の３コースで、理論から実

践まで幅広く学び、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士の国家資格を、

希望に応じて複数取得できる学びを展開

Q8S2 2.

「福祉社会デザイン学部　子ども支援学科」の特色

保育学・幼児教育学・子ども家庭福祉学を統合した子ども支援学を追究し、多文

化共生やICT活用など現代的なテーマを学ぶとともに、保育士・幼稚園教諭・社会

福祉士(受験資格)を取得できる学びを展開

Q8S3 3.

「福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン学科」の特色

「空間デザイン」「生活環境デザイン」「プロダクトデザイン」の3分野で、建築、福祉住

環境計画、都市計画から個々の製品や情報とその活用まで、人間中心設計の視

点で幅広い「デザイン」の概念・手法を学ぶ

Q8S4 4.

「健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学科」の特色

アスリート支援や競技パフォーマンス向上等のスポーツ科学から、生理・生化学、運

動生理学等の身体理解、さらに教育、文化、ビジネスまで、健康・スポーツのあらゆる

分野から選べる幅広い学び

Q8S5 5.

「健康スポーツ科学部　栄養科学科」の特色

栄養学、食品機能、スポーツ栄養など、食と栄養に係わる分野を幅広く扱うととも

に、栄養士など資格関連科目を充実させ、さらに健康関連企業との連携により栄養

科学、栄養管理のスペシャリストを育成

選択肢リスト
○ 1. とても魅力を感じる
○ 2. ある程度魅力を感じる
○ 3. あまり魅力を感じない
○ 4. まったく魅力を感じない

調査票
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調査票

MTS Q9

貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポーツ

科学部」（いずれも仮称、設置構想中）の各学科は、これからの社会にとって

必要だと思われますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

項目リスト

Q9S1 1. 「福祉社会デザイン学部　社会福祉学科」

Q9S2 2. 「福祉社会デザイン学部　子ども支援学科」

Q9S3 3. 「福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン学科」

Q9S4 4. 「健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学科」

Q9S5 5. 「健康スポーツ科学部　栄養科学科」

選択肢リスト

○ 1. 必要だと思う

○ 2. 必要だと思わない

MTS Q10
貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学「福祉社会デザイン学部」「健康スポー

ツ科学部」（いずれも仮称、設置構想中）の各学科を卒業した学生について、採

用したいと思われますか。

（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

項目リスト

Q10S1 1. 「福祉社会デザイン学部　社会福祉学科」

Q10S2 2. 「福祉社会デザイン学部　子ども支援学科」

Q10S3 3. 「福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン学科」

Q10S4 4. 「健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学科」

Q10S5 5. 「健康スポーツ科学部　栄養科学科」

選択肢リスト

○ 1. 採用したいと思う

○ 2. 採用したいと思わない

MTS Q11

Ｑ10でいずれかの卒業生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

「採用したいと思う」と回答された学科の卒業生について、採用を考える場合、毎年

何名程度の採用を想定されますか。

（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

項目リスト

Q11S1 1. 「福祉社会デザイン学部　社会福祉学科」

Q11S2 2. 「福祉社会デザイン学部　子ども支援学科」

Q11S3 3. 「福祉社会デザイン学部　人間環境デザイン学科」

Q11S4 4. 「健康スポーツ科学部　健康スポーツ科学科」

Q11S5 5. 「健康スポーツ科学部　栄養科学科」

選択肢リスト

○ 1. 1名

○ 2. 2名

○ 3. 3名

○ 4. 4名

○ 5. 5名～9名

○ 6. 10名以上
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MTS Q12

東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）、「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期

課程・博士後期課程）（いずれも仮称、設置構想中）には、以下のような特色が

あります。

貴社・貴団体（ご回答者）にとって、これらの特色はそれぞれどの程度魅力に感じま

すか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

※研究科名をクリックすると設置構想内容を再度ご確認いただけます。

項目リスト

Q12S1 1.

「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻（博士前期課程・博士後期課

程）」の特色A：科学的根拠に基づいて、健康増進、介護予防、スポーツ振興やア

スリート支援を可能にするため、健康スポーツ科学領域における幅広くかつ専門的知

識を有し、その知識を有機的に活用できる人材を育成する

Q12S2 2.

「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻（博士前期課程・博士後期課

程）」の特色B：「スポーツサイエンス＆カルチャー」「アスレティックコンディショニング＆

コーチング」「ヘルスプロモーション＆エデュケーション」の３つの学問分野を、複合的・

横断的に研究し、アスリートの競技力向上と人々の健康増進に科学的にアプローチ

する

Q12S3 3.

「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻（博士前期課程・博士後期課程）」

の特色A：栄養学とデータサイエンス・スポーツサイエンスを融合した「栄養科学」につ

いて研究し、科学的根拠に基づいた健康寿命延伸策の実現や、スポーツ栄養学的

立場からアスリート支援を可能にするための専門的知識を修得する

Q12S4 4.

「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻（博士前期課程・博士後期課程）」

の特色B：栄養科学領域の専門性の修得に加えて、健康スポーツ科学専攻の「ス

ポーツサイエンス」「ヘルスプロモーション＆エデュケーション」領域とあわせて、両者を兼

ね備えたプロフェッショナルを育成する

選択肢リスト

○ 1. とても魅力を感じる

○ 2. ある程度魅力を感じる

○ 3. あまり魅力を感じない

○ 4. まったく魅力を感じない

MTS Q13

貴社・貴団体（ご回答者）は、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科　健

康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）、

「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）

（いずれも仮称、設置構想中）は、これからの社会にとって必要だと思われますか。

（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

※研究科名をクリックすると設置構想内容を再度ご確認いただけます。

項目リスト

Q13S1 1. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）

Q13S2 2. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）

Q13S3 3. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期課程）

Q13S4 4. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士後期課程）

選択肢リスト

○ 1. 必要だと思う

○ 2. 必要だと思わない
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調査票

MTS Q14

貴社・貴団体（ご回答者）では、東洋大学大学院「健康スポーツ科学研究科　健

康スポーツ科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）、

「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期課程・博士後期課程）

（いずれも仮称、設置構想中）を修了した学生について、採用したいと思われます

か。

（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

※研究科名をクリックすると設置構想内容を再度ご確認いただけます。

項目リスト

Q14S1 1. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）

Q14S2 2. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）

Q14S3 3. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期課程）

Q14S4 4. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士後期課程）

選択肢リスト

○ 1. 採用したいと思う

○ 2. 採用したいと思わない

MTS Q15

Ｑ14でいずれかの修了生を「採用したいと思う」と回答された方におたずねします。

「採用したいと思う」と回答された課程の修了生について、採用を考える場合、毎年

何名程度の採用を想定されますか。（それぞれ、あてはまるもの１つだけ）

項目リスト

Q15S1 1. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士前期課程）

Q15S2 2. 「健康スポーツ科学研究科　健康スポーツ科学専攻」（博士後期課程）

Q15S3 3. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士前期課程）

Q15S4 4. 「健康スポーツ科学研究科　栄養科学専攻」（博士後期課程）

選択肢リスト

○ 1. 1名

○ 2. 2名

○ 3. 3名

○ 4. 4名

○ 5. 5名～9名

○ 6. 10名以上
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y表紙

令和2年度 福祉分野の求人求職動向

福祉人材センター・バンク

職業紹介実績報告

社会福祉法人　全国社会福祉協議会

中央福祉人材センター

＜資料4＞

＜抜粋版＞

-学生確保(資料)-136-



Ⅳ　令和2年度都道府県別データ

１．都道府県別求人求職状況
令和2年度

全 国 *1
平均対比

全国比 *2
(人口修正)

全 国 *1
平均対比

全国比 *2
(人口修正)

全 国 *1
平均対比

全国比 *2
(人口修正)

全 国 *1
平均対比

全国比 *2
(人口修正)

有効求人/
有効求職

ken 1  01.北 海 道 9,514 1.70 0.64 2,247 1.72 0.60 2,295 1.66 0.63 445 1.48 0.49 5.16

ken 2  02.青 森 県 2,444 0.44 0.70 779 0.59 0.87 579 0.42 0.67 152 0.51 0.70 3.81

ken 3  03.岩 手 県 4,839 0.86 1.40 1,304 1.00 1.48 1,183 0.86 1.39 244 0.81 1.14 4.84

ken 4  04.宮 城 県 3,415 0.61 0.53 768 0.59 0.46 829 0.60 0.52 140 0.46 0.35 5.94

ken 5  05.秋 田 県 2,365 0.42 0.87 333 0.25 0.48 571 0.41 0.85 68 0.23 0.41 8.35

ken 6  06.山 形 県 5,773 1.03 1.90 920 0.70 1.19 1,455 1.05 1.94 166 0.55 0.89 8.75

ken 7  07.福 島 県 3,811 0.68 0.73 777 0.59 0.59 949 0.69 0.74 156 0.52 0.48 6.09

ken 8  08.茨 城 県 3,900 0.70 0.48 781 0.60 0.38 1,001 0.73 0.50 124 0.41 0.25 8.07

ken 9  09.栃 木 県 7,230 1.29 1.33 1,689 1.29 1.22 1,684 1.22 1.25 322 1.07 0.96 5.23

ken10  10.群 馬 県 7,312 1.30 1.34 1,911 1.46 1.37 1,787 1.30 1.33 356 1.19 1.05 5.02

ken11  11.埼 玉 県 15,204 2.71 0.74 3,218 2.46 0.61 3,905 2.83 0.77 597 1.99 0.47 6.54

ken12  12.千 葉 県 6,102 1.09 0.35 1,486 1.13 0.33 1,626 1.18 0.37 307 1.02 0.28 5.30

ken13  13.東 京 都 18,189 3.25 0.46 6,140 4.69 0.62 4,315 3.13 0.45 1,299 4.33 0.54 3.32

ken14  14.神奈川県 19,452 3.47 0.75 3,405 2.60 0.52 4,803 3.48 0.75 556 1.85 0.35 8.64

ken15  15.新 潟 県 4,372 0.78 0.70 573 0.44 0.36 1,242 0.90 0.81 138 0.46 0.36 9.01

ken16  16.富 山 県 4,909 0.88 1.67 756 0.58 1.01 1,209 0.88 1.67 273 0.91 1.50 4.44

ken17  17.石 川 県 4,600 0.82 1.44 1,389 1.06 1.70 1,127 0.82 1.43 359 1.20 1.81 3.14

ken18  18.福 井 県 2,805 0.50 1.30 1,443 1.10 2.62 679 0.49 1.27 332 1.11 2.48 2.05

ken19  19.山 梨 県 2,575 0.46 1.13 392 0.30 0.67 661 0.48 1.17 89 0.30 0.63 7.40

ken20  20.長 野 県 5,544 0.99 0.96 1,408 1.07 0.96 1,344 0.97 0.94 387 1.29 1.08 3.48

ken21  21.岐 阜 県 4,850 0.87 0.87 571 0.44 0.40 1,164 0.84 0.84 141 0.47 0.41 8.28

ken22  22.静 岡 県 14,843 2.65 1.45 4,794 3.66 1.84 3,684 2.67 1.46 1,147 3.82 1.81 3.21

ken23  23.愛 知 県 7,622 1.36 0.36 1,642 1.25 0.30 1,886 1.37 0.36 425 1.41 0.32 4.44

ken24  24.三 重 県 5,049 0.90 1.01 582 0.44 0.46 1,281 0.93 1.04 138 0.46 0.44 9.31

ken25  25.滋 賀 県 4,287 0.76 1.08 1,226 0.94 1.21 1,080 0.78 1.10 328 1.09 1.33 3.29

ken26  26.京 都 府 8,629 1.54 1.19 1,836 1.40 0.99 2,252 1.63 1.26 513 1.71 1.14 4.39

ken27  27.大 阪 府 7,344 1.31 0.30 1,800 1.37 0.29 1,770 1.28 0.29 454 1.51 0.30 3.90

ken28  28.兵 庫 県 4,275 0.76 0.28 806 0.62 0.21 1,006 0.73 0.27 203 0.68 0.21 4.95

ken29  29.奈 良 県 5,541 0.99 1.48 913 0.70 0.96 1,270 0.92 1.38 186 0.62 0.81 6.81

ken30  30.和歌山県 2,964 0.53 1.14 716 0.55 1.08 709 0.51 1.10 182 0.61 1.13 3.89

ken31  31.鳥 取 県 1,601 0.29 1.02 289 0.22 0.73 472 0.34 1.22 77 0.26 0.80 6.12

ken32  32.島 根 県 4,395 0.78 2.32 1,052 0.80 2.18 1,091 0.79 2.33 303 1.01 2.58 3.60

ken33  33.岡 山 県 5,926 1.06 1.11 466 0.36 0.34 1,524 1.10 1.16 135 0.45 0.41 11.31

ken34  34.広 島 県 4,614 0.82 0.58 643 0.49 0.32 1,172 0.85 0.60 171 0.57 0.35 6.84

ken35  35.山 口 県 1,935 0.35 0.51 979 0.75 1.01 498 0.36 0.53 249 0.83 1.05 2.01

ken36  36.徳 島 県 4,030 0.72 1.97 2,761 2.11 5.29 934 0.68 1.85 666 2.22 5.25 1.40

ken37  37.香 川 県 5,030 0.90 1.87 1,611 1.23 2.35 1,198 0.87 1.80 421 1.40 2.53 2.85

ken38  38.愛 媛 県 2,939 0.52 0.78 524 0.40 0.55 698 0.51 0.75 131 0.44 0.56 5.34

ken39  39.高 知 県 4,426 0.79 2.25 1,553 1.19 3.10 1,141 0.83 2.35 462 1.54 3.80 2.47

ken40  40.福 岡 県 9,008 1.61 0.63 575 0.44 0.16 1,949 1.41 0.55 149 0.50 0.17 13.06

ken41  41.佐 賀 県 1,189 0.21 0.52 758 0.58 1.30 272 0.20 0.48 195 0.65 1.37 1.40

ken42  42.長 崎 県 4,530 0.81 1.21 1,258 0.96 1.32 1,116 0.81 1.21 298 0.99 1.29 3.75

ken43  43.熊 本 県 2,882 0.51 0.59 455 0.35 0.36 735 0.53 0.61 101 0.33 0.33 7.31

ken44  44.大 分 県 2,989 0.53 0.94 487 0.37 0.60 725 0.53 0.92 148 0.49 0.75 4.90

ken45  45.宮 崎 県 2,386 0.43 0.79 485 0.37 0.63 556 0.40 0.75 116 0.39 0.62 4.81

ken46  46.鹿児島県 2,863 0.51 0.64 335 0.26 0.29 736 0.53 0.66 84 0.28 0.30 8.77

ken47  47.沖 縄 県 2,928 0.52 0.72 727 0.56 0.70 683 0.49 0.68 181 0.60 0.71 3.78

ken48  合　計 263,430 61,563 64,845 14,109

ken49  全国平均値 5,605 1,310 1,380 300

※1　全国平均対比　Ｎ／Ｎの全国平均値

Ｎは各項目（新規求人・求職者数、有効求人・求職者数）の値を指す。

※2　全国比（人口修正）　補正値／補正値の全国平均値

補正値とは全国の平均人口を各都道府県の人口で除した値に上記Ｎを乗じたものであり、人口の全国平均値あたりのＮの値。

新規求人数 新規求職者数
有効求人数
（平均）

有効求職者数
（平均）

有効求人
倍率

- 34 -
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厚生労働省　令和２年社会福祉施設等調査　

　表１　施設の種類、年次別施設数（基本票）
  各年10月1日現在

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

総数 58613 61307 66213 70101 72887 77040 78724 80723

保護施設 総数 292 291 292 293 291 286 288 289

保護施設 救護施設 184 183 185 186 186 182 183 183

保護施設 更生施設 19 19 19 21 21 20 20 20

保護施設 医療保護施設 60 60 59 59 59 58 56 56

保護施設 授産施設 18 18 18 17 15 16 15 15

保護施設 宿所提供施設 11 11 11 10 10 10 14 15

老人福祉施設 総数 総数 5308 5334 5327 5291 5293 5251 5262 5228

老人福祉施設 養護老人ホーム 総数 953 952 957 954 959 953 946 948

老人福祉施設 養護老人ホーム 養護老人ホーム（一般） 903 901 906 902 907 901 894 896

老人福祉施設 養護老人ホーム 養護老人ホーム（盲） 50 51 51 52 52 52 52 52

老人福祉施設 軽費老人ホーム 総数 2198 2250 2264 2280 2302 2306 2319 2321

老人福祉施設 軽費老人ホーム 軽費老人ホームＡ型 213 209 204 199 194 192 191 190

老人福祉施設 軽費老人ホーム 軽費老人ホームＢ型 22 17 16 15 14 12 12 13

老人福祉施設 軽費老人ホーム 軽費老人ホーム（ケアハウス） 1963 1989 1996 2007 2023 2028 2035 2034

老人福祉施設 軽費老人ホーム 都市型軽費老人ホーム … 35 48 59 71 74 81 84

老人福祉施設 老人福祉センター 総数 2157 2132 2106 2057 2032 1992 1997 1959

老人福祉施設 老人福祉センター 老人福祉センター（特Ａ型） 253 250 246 244 242 237 237 227

老人福祉施設 老人福祉センター 老人福祉センター（Ａ型） 1454 1435 1417 1371 1353 1318 1320 1291

老人福祉施設 老人福祉センター 老人福祉センター（Ｂ型） 450 447 443 442 437 437 440 441

障害者支援施設等 総数 6099 5951 5874 5778 5734 5619 5636 5556

障害者支援施設等 障害者支援施設 2652 2612 2559 2550 2549 2544 2561 2570

障害者支援施設等 地域活動支援センター 3286 3183 3165 3082 3038 2935 2935 2849

障害者支援施設等 福祉ホーム 161 156 150 146 147 140 140 137

身体障害者社会参加支援施設 総数 322 322 322 309 314 317 315 316

身体障害者社会参加支援施設 身体障害者福祉センター 総数 162 163 161 151 150 152 154 154

身体障害者社会参加支援施設 身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター（Ａ型） 35 36 36 36 36 36 36 38

身体障害者社会参加支援施設 身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター（Ｂ型） 127 127 125 115 114 116 118 116

身体障害者社会参加支援施設 障害者更生センター 5 5 5 5 5 5 4 4

身体障害者社会参加支援施設 補装具製作施設 18 17 16 15 16 15 14 14

身体障害者社会参加支援施設 盲導犬訓練施設 13 12 12 12 13 13 13 13

身体障害者社会参加支援施設 点字図書館 73 74 73 72 73 73 72 71

身体障害者社会参加支援施設 点字出版施設 11 11 11 10 10 10 10 10

身体障害者社会参加支援施設 聴覚障害者情報提供施設 40 40 44 44 47 49 48 50

婦人保護施設 48 47 47 47 46 46 46 47

児童福祉施設等 総数 33938 34462 37139 38808 40137 43203 44616 45722

児童福祉施設等 助産施設 403 393 391 388 387 385 385 388

児童福祉施設等 乳児院 131 133 134 136 138 138 142 144

児童福祉施設等 母子生活支援施設 248 243 235 228 227 222 219 212

児童福祉施設等 保育所等 24076 24509 25580 26265 27137 27951 28737 29474

児童福祉施設等 地域型保育事業所 総数 … … 1555 2535 3401 5753 6441 6857

児童福祉施設等 地域型保育事業所 小規模保育事業所Ａ型 … … … 1805 2594 3390 4033 4467

児童福祉施設等 地域型保育事業所 小規模保育事業所Ｂ型 … … … 618 697 780 805 794

児童福祉施設等 地域型保育事業所 小規模保育事業所Ｃ型 … … … 112 110 97 99 87

児童福祉施設等 地域型保育事業所 家庭的保育事業所 … … … … … 931 899 868

児童福祉施設等 地域型保育事業所 居宅訪問型保育事業所 … … … … … 12 10 11

児童福祉施設等 地域型保育事業所 事業所内保育事業所 … … … … … 543 595 630

児童福祉施設等 児童養護施設 590 602 609 609 608 611 609 612

児童福祉施設等 障害児入所施設（福祉型） 263 276 267 266 263 258 255 254

児童福祉施設等 障害児入所施設（医療型） 189 207 200 212 212 218 218 220

児童福祉施設等 児童発達支援センター（福祉型） 355 453 467 500 528 571 601 642

児童福祉施設等 児童発達支援センター（医療型） 107 111 106 99 99 100 98 95

児童福祉施設等 児童心理治療施設 38 38 40 42 44 47 49 51

児童福祉施設等 児童自立支援施設 59 58 58 58 58 58 58 58

児童福祉施設等 児童家庭支援センター 96 99 103 108 114 121 130 144

児童福祉施設等 児童館 総数 4598 4598 4613 4637 4541 4477 4453 4398

児童福祉施設等 児童館 小型児童館 2723 2703 2692 2719 2680 2627 2593 2533

児童福祉施設等 児童館 児童センター 1767 1787 1784 1781 1725 1717 1726 1733

児童福祉施設等 児童館 大型児童館Ａ型 17 17 17 17 17 15 15 15

児童福祉施設等 児童館 大型児童館Ｂ型 4 4 4 4 4 4 4 4

児童福祉施設等 児童館 大型児童館Ｃ型 1 1 - - - - - -

児童福祉施設等 児童館 その他の児童館 86 86 116 116 115 114 115 113

児童福祉施設等 児童遊園 2785 2742 2781 2725 2380 2293 2221 2173

母子・父子福祉施設 総数 60 59 58 56 56 56 60 56

母子・父子福祉施設 母子・父子福祉センター 56 56 55 54 54 54 58 54

母子・父子福祉施設 母子・父子休養ホーム 4 3 3 2 2 2 2 2

その他の社会福祉施設等 総数 12546 14841 17154 19519 21016 22262 22501 23509

その他の社会福祉施設等 授産施設 70 71 68 68 66 62 61 61

その他の社会福祉施設等 無料低額宿泊所 291 296 296 350 366 403 448 512

その他の社会福祉施設等 盲人ホーム 19 19 20 19 19 19 19 18

その他の社会福祉施設等 無料低額診療施設 475 509 553 571 586 636 … …

その他の社会福祉施設等 隣保館 1089 1085 1076 1064 1071 1072 1066 1061

その他の社会福祉施設等 へき地保健福祉館 50 45 42 38 32 31 32 33

その他の社会福祉施設等 へき地保育所 517 493 … … … … … …

その他の社会福祉施設等 日常生活支援住居施設 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 9

その他の社会福祉施設等 有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅以外） 8502 9632 10651 12570 13525 14454 15134 15956

その他の社会福祉施設等 有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅であるもの） 1533 2691 4448 4839 5351 5585 5741 5859
注：都道府県・指定都市・中核市が把握する施設について、活動中の施設を集計している。

保育所等は、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園及び保育所である。

地域型保育事業所は、平成27年から29年は、小規模保育事業所について集計している。

無料低額宿泊所は、平成30年までは宿所提供施設として調査している。

＜資料5＞

＜抜粋版＞
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令和２年 社会福祉施設等調査　　令和２年１０月１日

第１表　（基本票）社会福祉施設等数，国－都道府県、施設の種類・経営主体の公営－私営別※

　※施設種類ごとの総数のみに加工

総数 保護施設
老人福祉施

設

障害者支援

施設等

身体障害者

社会参加支

援施設

婦人保護施

設

児童福祉施

設等

母子・父子

福祉施設

その他の社

会福祉施設

等

全国 80723 289 5228 5556 316 47 45722 56 23509

国 11 - - 7 1 - 3 - -

北海道 4165 11 263 379 17 1 1786 4 1704

青森 1313 3 83 98 6 - 660 - 463

岩手 1119 4 85 111 2 1 626 - 290

宮城 1704 2 89 105 4 1 1158 1 344

秋田 751 3 79 67 4 1 420 - 177

山形 863 4 48 51 3 1 503 1 252

福島 1012 10 93 57 4 1 577 1 269

茨城 1506 4 117 136 3 1 834 1 410

栃木 1060 4 61 103 4 1 626 - 261

群馬 1423 3 119 122 8 1 569 - 601

埼玉 3824 6 204 225 9 1 2298 5 1076

千葉 3556 5 194 221 12 2 2208 2 912

東京 7363 41 358 266 24 5 5225 - 1444

神奈川 4796 10 129 451 17 1 2803 1 1384

新潟 1543 6 129 153 4 1 1012 - 238

富山 680 3 52 50 3 - 388 - 184

石川 813 3 69 54 4 1 494 1 187

福井 590 2 39 39 3 1 421 1 84

山梨 584 4 52 64 2 1 347 1 113

長野 1646 7 143 156 8 1 893 1 437

岐阜 1180 1 126 82 3 1 617 3 347

静岡 1788 9 121 123 6 1 1071 - 457

愛知 4690 12 230 226 20 2 2992 4 1204

三重 1150 4 89 51 4 1 568 2 431

滋賀 798 5 52 37 4 1 543 2 154

京都 1436 6 128 79 15 1 929 1 277

大阪 4732 24 257 244 27 2 2339 5 1834

兵庫 2930 11 218 244 11 2 1728 5 711

奈良 688 6 71 56 4 - 329 - 222

和歌山 743 4 40 46 3 1 322 - 327

鳥取 546 2 56 32 1 - 307 - 148

島根 610 3 53 62 5 - 344 1 142

岡山 1245 10 124 116 2 - 626 - 367

広島 1744 5 139 133 6 1 1022 1 437

山口 1108 7 86 72 6 1 494 1 441

徳島 640 6 81 64 2 1 302 - 184

香川 685 3 62 53 4 1 325 - 237

愛媛 944 4 96 76 8 1 461 - 298

高知 645 2 56 47 3 - 394 - 143

福岡 3244 7 205 212 14 1 1565 4 1236

佐賀 753 3 58 46 5 1 366 1 273

長崎 1187 4 90 78 2 1 636 - 376

熊本 1613 7 112 115 5 - 832 2 540

大分 995 3 41 66 3 1 450 1 430

宮崎 1286 3 71 63 4 1 635 - 509

鹿児島 1471 1 121 136 4 1 745 1 462

沖縄 1550 2 39 82 3 1 929 2 492
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保育を取り巻く状況について

令和３年５月26日
厚生労働省子ども家庭局保育課

資料３

＜資料6＞

＜抜粋版＞
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保育所等定員数・利用児童数・保育所等数の推移

（出典） 26年－福祉行政報告例（厚生労働省大臣官房統計情報部）

24年、25年、27年、28年－厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ

29年～R2年－厚生労働省子ども家庭局保育課調べ

○保育所等定員数及び利用児童数の推移 ○保育所等数の推移

認可定員数 利用定員数

11
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出典：総務省「労働力調査」等を基に厚生労働省保育課で作成

48.1%

77.7%

女性の就業率
（25～44歳）

保育園等
利用率（全体）

保育園等利用率
（１・２歳児）

12

○女性の就業率（25～44歳）と１・２歳児保育利用率ともに、年々上昇傾向にある。

女性就業率(25～44歳)と保育所等の利用率の推移
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保育所の利用児童数の今後の見込み

○保育所の利用児童数のピークは令和７年となる見込み。

21
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利用率【右目盛】

634万人 631万人 626万人

605万人 601万人 593万人 585万人
573万人 571万人 563万人

551万人
540万人 530万人

522万人 516万人 510万人 506万人 502万人

女性の就業率（25-44歳）【右目盛】

0-5歳人口（出生中位）

利用児童数【左目盛】

上図の利用児童数は、０～５歳人口を基に、女性の就業率（令和７年：82％、2040年：87.2％）及びそれに伴う保育所等の利用率の上昇を踏まえて機械的に算定したものである。
※１ ０～５歳人口については、子どもの推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）による。
※２ 女性の就業率については、令和７年に82％との目標（第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略）に対応するとともに、労働政策研究・研修機構「労働力需給推計」(平成31年３月

29日、経済成長と労働参加が進むケース）において、2040年で87.2％まで伸びると推計されていることを踏まえて設定。
※３ 保育所等の利用率については、女性の就業率の上昇に対応するものとして算定。-学生確保(資料)-143-
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「保育所等関連状況取りまとめ（令和３年４月１日）」を公表します 

 

 

 厚生労働省では、このほど、令和３年４月１日時点での保育所等の定員や待機児童の状況

を取りまとめましたので公表します。 

 この取りまとめは、全国の保育所等の状況を把握することを目的に毎年実施しているもの

です。平成 27 年度の調査から、従来の保育所に加え、平成 27 年４月に施行した子ども・子

育て支援新制度において新たに位置づけられた幼保連携型認定こども園等の特定教育・保育

施設と特定地域型保育事業＊1（うち２号・３号認定）の数値を含みます。 
 

【保育所等関連状況取りまとめのポイント】 

 

 

 

 

 

 

                       

 
 
 
 
＊１ 特定教育・保育施設：幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び地方裁量型認定こども園 

特定地域型保育事業：小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び居宅訪問型保育事業 
 
＊２ 保育所等利用定員 ：保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園、地方裁量型認定こども園、 

小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び居宅訪問型保育事業の利用定員 

 

 

 

 
○保育所等利用定員＊2は302万人（前年比５万人の増加） 

 

○保育所等を利用する児童の数は274万人（前年比５千人の増加） 
 

○待機児童数は5,634人で前年比6,805人の減少 

・待機児童のいる市区町村は、前年から88減少して312市区町村。 

・待機児童が100人以上の市区町村は、前年から18減少して４市。 

・待機児童が100人以上増加した自治体はなし。待機児童が100人以上減少したのは、さ

いたま市（376人減）、岡山市（228人減）、明石市（216人減）など13市区町。 

 

令和３年８月 27 日 

【照会先】 

子ども家庭局 保育課 

課 長 補 佐 西浦 啓子（内線 4833） 

待機児童対策係長 野田 優也（内線 4840） 

（代表電話）03(5253)1111 

（直通電話）03(3595)2542 
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（令和３年４月１日現在）

保育所等数 利用定員数 利用児童数 待機児童数 保育所等数 利用定員数 利用児童数 待機児童数

か所 人 人 人 か所 人 人 人

1 北海道 738 46,368 41,813 68 48 札幌市 530 34,218 32,330 0
2 青森県 322 21,926 19,252 0 49 仙台市 410 21,770 21,410 44
3 岩手県 400 25,363 22,202 12 50 さいたま市 450 27,463 25,855 11
4 宮城県 403 24,500 22,223 178 51 千葉市 343 19,127 17,584 0
5 秋田県 218 17,810 14,936 10 52 横浜市 1,146 71,698 69,685 16
6 山形県 293 22,765 20,329 0 53 川崎市 520 33,812 33,552 0
7 福島県 263 19,410 16,906 58 54 相模原市 206 14,880 13,369 4
8 茨城県 716 59,600 53,473 5 55 新潟市 284 24,639 22,228 0
9 栃木県 419 34,305 29,640 0 56 静岡市 209 15,563 13,698 0
10 群馬県 335 31,647 28,890 4 57 浜松市 195 16,902 14,288 0
11 埼玉県 1,338 89,164 82,565 339 58 名古屋市 732 53,584 48,757 0
12 千葉県 1,221 88,119 77,795 416 59 京都市 423 31,869 30,682 0
13 東京都 4,450 321,424 294,404 950 60 大阪市 784 60,579 55,000 14
14 神奈川県 686 48,627 46,471 265 61 堺市 220 19,988 18,730 0
15 新潟県 522 44,734 37,077 0 62 神戸市 476 29,570 29,087 11
16 富山県 204 20,494 17,117 0 63 岡山市 194 18,820 18,061 31
17 石川県 242 25,560 21,006 0 64 広島市 298 30,002 27,424 11
18 福井県 204 18,687 16,255 0 65 北九州市 257 19,113 17,423 0
19 山梨県 221 19,027 15,853 0 66 福岡市 454 42,088 38,987 2
20 長野県 481 45,888 35,861 12 67 熊本市 266 21,295 21,407 0

21 岐阜県 412 38,923 31,480 0 8,397 606,980 569,557 144
22 静岡県 600 43,379 39,351 61 68 函館市 60 3,652 3,240 0
23 愛知県 904 99,360 78,945 102 69 旭川市 96 6,467 6,361 0
24 三重県 470 45,627 39,649 50 70 青森市 108 7,217 6,618 0
25 滋賀県 346 29,152 27,116 183 71 八戸市 85 6,080 5,572 0
26 京都府 280 29,050 26,239 6 72 盛岡市 107 7,599 7,010 0
27 大阪府 630 58,153 57,103 136 73 秋田市 103 7,702 6,977 0
28 兵庫県 559 46,621 45,313 211 74 山形市 91 6,542 5,927 0
29 奈良県 197 21,271 19,359 110 75 福島市 79 5,484 5,439 0
30 和歌山県 145 14,454 12,889 4 76 郡山市 84 5,624 5,374 0
31 鳥取県 163 13,271 11,180 0 77 いわき市 87 6,652 6,589 4
32 島根県 238 16,249 15,031 1 78 水戸市 104 6,538 6,026 8
33 岡山県 220 19,261 17,221 34 79 宇都宮市 153 10,758 11,093 0
34 広島県 314 25,218 20,688 0 80 前橋市 87 8,723 7,926 0
35 山口県 316 23,462 21,337 15 81 高崎市 104 9,541 8,739 0
36 徳島県 224 18,578 16,266 23 82 川越市 95 5,861 5,353 7
37 香川県 159 14,725 12,812 0 83 川口市 190 11,562 10,655 30
38 愛媛県 279 20,603 17,913 8 84 越谷市 113 6,055 5,863 1
39 高知県 173 12,892 10,068 1 85 船橋市 165 14,303 12,974 12
40 福岡県 635 59,628 56,980 588 86 柏市 95 8,534 8,787 0
41 佐賀県 340 26,527 24,346 24 87 八王子市 135 11,193 10,994 19
42 長崎県 339 21,058 20,328 0 88 横須賀市 75 4,699 4,512 21
43 熊本県 506 36,092 33,339 8 89 富山市 117 13,043 11,006 0
44 大分県 250 17,362 15,355 0 90 金沢市 131 13,355 12,297 0
45 宮崎県 325 22,121 20,448 0 91 福井市 93 9,662 8,374 0
46 鹿児島県 478 28,399 27,348 32 92 甲府市 59 5,423 4,384 0
47 沖縄県 688 50,285 48,159 527 93 長野市 92 9,297 7,914 7

23,866 1,877,139 1,680,331 4,441 94 松本市 66 7,365 5,537 2
95 岐阜市 78 6,409 5,939 0
96 豊橋市 64 9,835 8,342 0
97 岡崎市 56 8,360 7,163 72
98 豊田市 80 10,559 7,395 0
99 一宮市 91 9,869 8,501 0

100 大津市 127 9,065 8,524 1
101 豊中市 115 8,377 8,396 0
102 吹田市 112 7,563 7,539 8
103 高槻市 103 6,475 6,761 0
104 枚方市 80 7,526 7,946 0
105 八尾市 50 6,120 6,017 0
106 寝屋川市 47 4,518 4,434 0
107 東大阪市 110 8,928 8,851 0
108 姫路市 113 12,739 11,770 98
109 尼崎市 142 8,428 8,474 118
110 明石市 96 8,027 7,905 149
111 西宮市 141 8,180 8,275 182
112 奈良市 68 7,236 6,132 22
113 和歌山市 62 7,853 6,928 26
114 鳥取市 65 6,256 5,580 0
115 松江市 85 7,045 6,533 0
116 倉敷市 137 12,353 11,500 39
117 呉市 67 4,334 3,859 0
118 福山市 156 13,982 12,007 3
119 下関市 59 5,582 5,180 0
120 高松市 113 11,321 9,950 29
121 松山市 122 8,411 7,795 25

122 高知市 124 11,254 10,236 11

123 久留米市 90 9,183 8,603 35
124 長崎市 128 10,759 9,818 0
125 佐世保市 99 7,265 6,502 0
126 大分市 151 11,806 11,353 0
127 宮崎市 160 12,371 12,068 1
128 鹿児島市 181 13,475 13,197 82
129 那覇市 157 12,404 11,169 37

6,403 532,799 492,183 1,049
38,666 3,016,918 2,742,071 5,634

中核市計

合計

都道府県計

（資料３） 都道府県・指定都市・中核市別 待機児童数 集約表

都道府県
指定都市
中核市

指定都市計

注１：都道府県の数値には指定都市・中核市は含まず。
注２：保育所等数：保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園、地方裁量型認
定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事業
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（Ｒ２)
待機児童数

増減

人 ％ 人 人
北海道 68 0.08 134 ▲ 66
青森県 0 0.00 0 0
岩手県 12 0.04 58 ▲ 46
宮城県 222 0.50 340 ▲ 118
秋田県 10 0.05 22 ▲ 12
山形県 0 0.00 0 0
福島県 62 0.18 141 ▲ 79
茨城県 13 0.02 193 ▲ 180
栃木県 0 0.00 34 ▲ 34
群馬県 4 0.01 14 ▲ 10
埼玉県 388 0.28 1,083 ▲ 695
千葉県 428 0.35 833 ▲ 405
東京都 969 0.30 2,343 ▲ 1,374

神奈川県 306 0.17 496 ▲ 190
新潟県 0 0.00 3 ▲ 3
富山県 0 0.00 0 0
石川県 0 0.00 0 0
福井県 0 0.00 0 0
山梨県 0 0.00 0 0
長野県 21 0.04 46 ▲ 25
岐阜県 0 0.00 0 0
静岡県 61 0.09 122 ▲ 61
愛知県 174 0.11 155 19
三重県 50 0.12 81 ▲ 31
滋賀県 184 0.50 495 ▲ 311
京都府 6 0.01 48 ▲ 42
大阪府 158 0.08 348 ▲ 190
兵庫県 769 0.66 1,528 ▲ 759
奈良県 132 0.49 201 ▲ 69

和歌山県 30 0.15 35 ▲ 5
鳥取県 0 0.00 0 0
島根県 1 0.00 0 1
岡山県 104 0.21 403 ▲ 299
広島県 14 0.02 39 ▲ 25
山口県 15 0.06 17 ▲ 2
徳島県 23 0.14 61 ▲ 38
香川県 29 0.13 64 ▲ 35
愛媛県 33 0.13 55 ▲ 22
高知県 12 0.06 28 ▲ 16
福岡県 625 0.50 1,189 ▲ 564
佐賀県 24 0.10 49 ▲ 25
長崎県 0 0.00 0 0
熊本県 8 0.01 70 ▲ 62
大分県 0 0.00 10 ▲ 10
宮崎県 1 0.00 14 ▲ 13

鹿児島県 114 0.27 322 ▲ 208
沖縄県 564 0.91 1,365 ▲ 801

注：各都道府県には指定都市・中核市を含む。 計 5,634 0.20 12,439 ▲ 6,805

都道府県 待機児童数 待機児童率
参考

（資料４） 令和３年4月1日 全国待機児童マップ（都道府県別）

(10)

(4)

R3年4月1日現在

１人以上100人未満

100人以上500人未満

500人以上1,000人未満

(21)

(都道府県数)

0人 (12)

1,000人以上 (0)
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平成３０年 
 
 

特定サービス産業実態調査報告書 
 
 
 

デザイン業，機械設計業編 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和元年９月 
 
 

経済産業省大臣官房調査統計グループ 
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第 Ⅰ 編

《 デ ザ イ ン 業 》

１ ． 全 規 模 の 部

② 都 道 府 県 別 統 計 表
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１． 全 規

② 都 道 府 県

第１表 事業所数、従業者数、事業従事者数、年間売上高、

うち、デザイン業務
の事業従事者数

A B

（人） （人）

全 国 計 7,289 6,681 367 240 30,476 31,036 30,346

北 海 道 214 … … … 754 758 749

青 森 26 … … … 61 61 61

岩 手 31 … … … 48 48 46

宮 城 69 … … … 343 357 341

秋 田 43 … … … 148 157 154

山 形 25 … … … 63 63 63

福 島 48 … … … 155 157 157

茨 城 55 … … … 147 153 146

栃 木 43 … … … 148 148 141

群 馬 71 … … … 289 319 298

埼 玉 142 … … … 394 399 394

千 葉 89 … … … 283 283 282

東 京 2,608 … … … 13,114 13,536 13,334

神 奈 川 346 … … … 1,137 1,150 1,113

新 潟 80 … … … 255 259 235

富 山 55 … … … 196 196 196

石 川 79 … … … 252 251 246

福 井 41 … … … 94 94 94

山 梨 29 … … … 45 45 45

長 野 108 … … … 360 360 360

岐 阜 97 … … … 294 294 294

静 岡 172 … … … 658 658 615

愛 知 441 … … … 2,001 2,025 1,978

三 重 41 … … … 141 144 144

滋 賀 25 … … … 55 55 52

京 都 187 … … … 748 745 726

大 阪 1,088 … … … 4,416 4,434 4,326

兵 庫 202 … … … 592 600 592

奈 良 23 … … … 56 56 56

和 歌 山 23 … … … 119 120 104

鳥 取 24 … … … 71 71 71

島 根 14 … … … 33 33 33

岡 山 73 … … … 314 314 306

広 島 92 … … … 276 278 272

山 口 34 … … … 125 125 125

徳 島 23 … … … 68 68 57

香 川 43 … … … 137 137 135

愛 媛 48 … … … 142 142 142

高 知 14 … … … 64 64 40

福 岡 253 … … … 1,150 1,152 1,117

佐 賀 16 … … … 51 51 51

長 崎 21 … … … 51 51 51

熊 本 34 … … … 106 106 105

大 分 28 … … … 79 79 79

宮 崎 17 … … … 85 80 80

鹿 児 島 25 … … … 76 76 65

沖 縄 30 … … … 286 286 279

注6：「事業従事者数」とは、事業所の従業者数から「別経営の事業所に派遣している人」を除き、「別経営の事業所から派遣されている人」を加えた、いわゆる実際に従事している者をいう。

注7：標本調査で拡大推計して集計後に四捨五入をしているため、総計と内訳の合計とは一致しない場合がある。また、単位当たり換算の値は、各数値に単位以下の数値を有している

ため、公表値から求めても一致しない場合がある。

計
単独事業所 本 社 支 社

事 業 所 数

従業者数 事業従事者数

区 分
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模 の 部

別 統 計 表

年間営業費用、１事業所当たり及び１人当たりの年間売上高

計
デザイン業務
（主業）

その他業務
（従業）

年間売上高
デザイン業務の年

間売上高

C D C/A D/B

（百万円） （人） （人） （万円） （万円） （万円） （万円）

329,763 310,366 19,397 303,927 4 4 4,524 4,258 1,082 1,023

7,774 6,387 1,387 6,979 4 3 3,633 2,985 1,032 853

468 416 52 399 2 2 1,800 1,599 767 682

160 149 12 123 2 1 517 480 332 322

2,794 2,439 355 2,454 5 5 4,049 3,534 814 715

819 816 3 844 3 4 1,906 1,899 555 532

403 398 5 387 3 3 1,611 1,590 641 633

1,058 983 74 1,041 3 3 2,204 2,048 684 627

1,180 1,109 70 1,106 3 3 2,145 2,017 803 760

897 887 9 736 3 3 2,085 2,063 606 631

3,633 3,486 148 3,231 4 4 5,118 4,910 1,257 1,169

5,264 5,226 38 4,868 3 3 3,716 3,689 1,337 1,328

2,498 2,479 19 2,329 3 3 2,806 2,785 882 879

166,530 156,780 9,750 155,862 5 5 6,385 6,012 1,270 1,176

9,486 8,934 552 8,929 3 3 2,742 2,582 835 803

2,063 1,818 245 1,999 3 3 2,579 2,273 809 773

1,637 1,304 333 1,515 4 4 2,976 2,371 835 665

1,363 1,176 187 1,143 3 3 1,725 1,488 541 478

624 605 19 588 2 2 1,521 1,475 661 641

336 321 16 305 2 2 1,171 1,117 751 717

2,810 2,698 112 2,589 3 3 2,602 2,498 781 750

1,829 1,771 59 1,722 3 3 1,884 1,824 623 603

6,351 5,886 465 6,134 4 4 3,703 3,432 965 956

20,839 19,245 1,594 18,702 5 4 4,725 4,364 1,041 973

1,187 1,181 6 1,115 3 4 2,895 2,881 840 819

240 225 15 198 2 2 960 902 434 435

6,004 5,744 260 5,480 4 4 3,211 3,072 803 791

48,404 46,738 1,666 43,060 4 4 4,449 4,296 1,096 1,081

5,098 4,842 255 4,583 3 3 2,524 2,397 861 818

432 382 50 370 2 2 1,878 1,662 778 689

888 785 104 803 5 5 3,863 3,412 746 753

547 518 29 540 3 3 2,279 2,158 775 733

165 155 10 152 2 2 1,177 1,104 499 468

2,755 2,493 261 2,605 4 4 3,773 3,415 877 815

2,039 1,965 74 1,797 3 3 2,217 2,136 738 723

984 798 186 1,017 4 4 2,893 2,346 785 636

659 605 54 569 3 2 2,865 2,632 969 1,062

914 887 27 821 3 3 2,125 2,063 669 657

801 767 34 583 3 3 1,669 1,598 566 542

980 811 169 853 5 3 6,999 5,792 1,531 2,027

12,272 11,749 523 11,140 5 4 4,851 4,644 1,067 1,052

332 332 - 316 3 3 2,073 2,073 655 655

273 272 1 244 2 2 1,298 1,294 539 538

782 740 42 735 3 3 2,301 2,178 741 708

705 705 - 593 3 3 2,518 2,518 896 896

751 713 38 784 5 5 4,416 4,195 880 891

402 362 40 309 3 3 1,607 1,446 530 558

1,336 1,286 50 1,276 10 9 4,453 4,285 466 460

注8：統計表の「 」は、回収標本数が少ないために表章できない項目を表している。

デザイン業務事業
従事者１人当たり
の主業年間売上高

従業者数
デザイン業務
の事業従事者数

１事業所当たり年間売上高(百万円）

事業所の
年間営業費用

従業者１人
当たりの
年間売上高
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１．県内総生産（生産側、名目）※支出側も同じ
総括表

（実数） （単位：100万円）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

01 北 海 道  19,316,568  19,137,599  18,457,858  18,219,113  18,122,675  18,071,493  17,923,502  18,242,119  18,579,766  19,128,504  19,134,399  19,468,886  19,652,846 01

02 青 森 県  4,633,892  4,596,948  4,320,698  4,284,804  4,305,232  4,325,746  4,354,034  4,282,050  4,356,062  4,525,696  4,520,038  4,432,443  4,374,419 02

03 岩 手 県  4,397,997  4,363,825  4,140,157  4,036,974  3,994,065  4,022,143  4,184,370  4,351,679  4,455,260  4,567,554  4,568,299  4,666,740  4,739,618 03

04 宮 城 県  8,591,009  8,381,717  8,030,589  7,819,207  7,880,010  7,672,067  8,246,878  8,515,654  8,918,330  9,313,090  9,380,602  9,452,749  9,512,296 04

05 秋 田 県  3,674,389  3,586,058  3,352,546  3,282,004  3,286,393  3,311,212  3,281,522  3,301,810  3,334,742  3,383,219  3,432,098  3,568,310  3,520,558 05

06 山 形 県  4,167,601  4,239,464  3,843,058  3,680,028  3,753,095  3,683,819  3,710,067  3,848,276  3,803,834  3,939,120  4,054,994  4,278,165  4,275,855 06

07 福 島 県  8,265,754  8,080,916  7,637,805  7,284,859  7,168,892  6,560,830  6,932,399  7,405,271  7,621,532  7,729,259  7,823,757  7,872,892  7,905,423 07

08 茨 城 県  12,215,380  12,680,005  12,303,163  11,636,029  11,994,475  12,444,032  12,208,562  12,099,866  12,406,472  12,981,492  13,054,424  13,802,033  14,035,454 08

09 栃 木 県  8,694,875  8,797,377  8,272,255  8,098,891  8,209,263  8,071,631  7,963,689  8,438,449  8,467,013  9,051,240  9,123,072  9,349,264  9,374,826 09

10 群 馬 県  7,950,984  8,141,547  7,855,646  7,596,531  7,754,959  7,734,507  7,769,806  8,089,205  8,260,027  8,628,353  8,674,224  8,920,450  8,989,798 10

11 埼 玉 県  21,746,726  21,814,872  21,280,837  20,673,032  20,982,096  21,570,190  21,154,205  21,571,411  21,679,562  22,307,407  22,468,051  23,140,727  23,254,133 11

12 千 葉 県  19,723,384  20,175,752  19,645,192  19,191,053  19,022,214  18,914,276  18,614,159  19,638,201  19,628,679  20,142,306  20,161,010  20,810,069  21,074,667 12

13 東 京 都  104,897,928  105,331,451  103,814,636  97,556,925  97,911,461  100,277,084  99,824,147  101,234,576  101,769,228  104,494,963  105,126,848  105,964,694  107,041,763 13

14 神 奈 川 県  34,821,147  35,636,710  34,506,653  31,622,330  32,774,261  33,076,345  32,459,589  32,634,711  32,536,013  34,019,454  34,566,910  35,361,834  35,717,069 14

15 新 潟 県  9,141,002  9,127,640  8,671,670  8,459,433  8,510,346  8,498,962  8,463,996  8,626,928  8,604,100  8,807,438  8,858,173  9,012,655  9,122,176 15

16 富 山 県  4,653,671  4,679,561  4,413,428  4,124,288  4,343,429  4,374,644  4,314,889  4,367,335  4,454,662  4,585,364  4,532,778  4,635,991  4,824,735 16

17 石 川 県  4,575,786  4,606,898  4,456,919  4,179,063  4,170,485  4,116,826  4,170,290  4,323,798  4,421,260  4,598,413  4,602,340  4,663,393  4,768,715 17

18 福 井 県  3,590,786  3,618,277  3,474,720  3,358,259  3,412,593  3,353,061  3,107,438  3,131,508  3,033,810  3,272,114  3,212,044  3,351,735  3,459,511 18

19 山 梨 県  3,395,131  3,383,182  3,264,167  3,030,455  3,211,766  3,200,980  3,042,286  3,101,423  3,122,130  3,265,633  3,328,406  3,456,255  3,576,147 19

20 長 野 県  8,563,778  8,612,567  8,047,312  7,746,020  7,821,522  7,852,987  7,637,218  7,734,489  7,902,229  8,260,718  8,256,134  8,425,513  8,597,553 20

21 岐 阜 県  7,901,450  7,898,922  7,540,754  7,196,298  7,228,356  7,257,923  7,236,391  7,140,766  7,281,744  7,475,581  7,560,235  7,721,108  7,920,765 21

22 静 岡 県  17,764,869  17,905,190  17,065,566  15,916,488  16,209,776  16,242,556  16,111,235  16,478,744  16,365,211  16,855,484  16,982,932  17,150,767  17,462,055 22

23 愛 知 県  39,414,049  40,383,743  35,946,631  34,286,965  33,824,522  34,954,094  36,615,186  37,770,055  38,447,266  39,560,835  39,374,080  40,275,543  40,937,229 23

24 三 重 県  8,391,255  8,586,062  7,858,164  7,491,413  7,694,240  7,435,912  7,626,982  7,919,655  7,671,850  7,916,818  8,155,561  8,280,243  8,411,362 24

25 滋 賀 県  6,114,976  6,216,627  6,023,347  5,864,894  6,049,367  5,934,200  5,749,628  5,889,791  5,966,502  6,193,763  6,405,300  6,709,510  6,767,885 25

26 京 都 府  10,092,897  10,587,292  9,952,030  9,553,604  9,647,911  9,753,159  9,663,618  9,643,629  9,914,964  10,411,786  10,519,872  10,703,826  10,665,508 26

27 大 阪 府  39,890,155  39,939,941  38,558,397  36,710,031  37,001,134  37,604,481  37,100,179  37,354,921  38,074,073  38,861,735  38,767,605  39,952,558  40,195,600 27

28 兵 庫 県  20,684,630  20,640,541  20,204,930  18,779,913  19,645,070  19,413,327  19,566,105  19,829,287  20,308,831  20,844,443  20,892,594  21,268,039  21,177,777 28

29 奈 良 県  3,794,234  3,802,539  3,640,997  3,507,573  3,578,070  3,471,810  3,447,512  3,490,514  3,508,497  3,539,770  3,610,455  3,660,928  3,722,814 29

30 和 歌 山 県  3,728,114  3,674,159  3,579,034  3,354,795  3,503,887  3,571,571  3,554,210  3,569,818  3,497,475  3,479,081  3,640,733  3,476,433  3,604,365 30

31 鳥 取 県  2,084,134  1,987,302  1,902,049  1,830,017  1,756,885  1,727,434  1,713,905  1,738,638  1,750,700  1,812,681  1,841,731  1,896,972  1,908,004 31

32 島 根 県  2,532,733  2,567,244  2,377,855  2,361,988  2,362,733  2,375,380  2,314,568  2,335,051  2,378,773  2,466,857  2,488,444  2,482,271  2,531,780 32

33 岡 山 県  8,210,377  8,075,001  7,505,612  7,164,695  7,103,152  7,352,964  7,134,912  7,392,027  7,367,842  7,757,916  7,621,357  7,810,016  7,805,727 33

34 広 島 県  11,634,778  12,117,045  11,165,002  10,572,710  10,547,617  10,823,300  10,366,399  10,569,308  11,168,497  11,658,738  11,748,356  11,798,821  11,713,710 34

35 山 口 県  6,109,542  6,183,669  5,887,865  5,649,785  5,891,135  5,821,735  5,733,872  5,910,640  6,025,119  5,797,725  6,165,564  6,348,332  6,374,592 35

36 徳 島 県  2,945,348  2,918,230  2,870,670  2,821,873  2,908,998  2,917,689  2,874,822  2,991,705  3,054,005  3,082,666  3,054,820  3,135,012  3,173,285 36

37 香 川 県  3,834,214  3,882,221  3,705,437  3,670,278  3,600,091  3,742,019  3,718,163  3,646,766  3,662,957  3,733,406  3,791,888  3,838,857  3,855,119 37

38 愛 媛 県  5,069,932  4,977,450  4,672,385  4,625,527  4,706,117  4,927,371  4,554,110  4,668,221  4,698,714  4,873,214  4,964,425  5,092,895  4,988,260 38

39 高 知 県  2,371,437  2,346,634  2,266,215  2,231,008  2,239,260  2,239,925  2,226,993  2,286,986  2,326,388  2,375,747  2,402,093  2,413,717  2,418,966 39

40 福 岡 県  18,228,495  18,619,878  17,905,342  17,919,548  18,267,537  18,167,445  17,874,557  18,097,488  18,322,970  18,964,251  19,197,209  19,599,357  19,808,023 40

41 佐 賀 県  2,916,878  3,000,320  2,850,855  2,667,892  2,780,148  2,699,790  2,632,048  2,692,281  2,732,404  2,868,546  2,874,318  2,934,756  3,118,356 41

42 長 崎 県  4,378,827  4,410,114  4,268,437  4,285,469  4,306,027  4,281,328  4,216,361  4,191,475  4,124,274  4,467,739  4,576,578  4,597,055  4,676,556 42

43 熊 本 県  5,604,236  5,680,926  5,433,429  5,314,990  5,416,240  5,497,565  5,465,825  5,499,366  5,546,286  5,685,540  5,941,437  6,132,184  6,122,421 43

44 大 分 県  4,338,741  4,347,261  4,303,360  3,982,655  4,231,144  4,178,616  4,157,580  4,166,026  4,248,897  4,419,433  4,343,060  4,493,710  4,614,319 44

45 宮 崎 県  3,517,376  3,495,501  3,407,741  3,355,649  3,367,904  3,357,921  3,344,516  3,428,597  3,492,055  3,578,673  3,647,335  3,703,311  3,740,151 45

46 鹿 児 島 県  5,416,028  5,475,076  5,244,168  5,079,592  5,112,609  5,084,260  4,943,511  5,050,879  5,110,565  5,311,884  5,360,936  5,551,823  5,548,673 46

47 沖 縄 県  3,696,733  3,691,938  3,626,533  3,638,867  3,658,122  3,692,582  3,707,321  3,836,534  3,905,192  4,168,147  4,340,289  4,415,717  4,505,641 47

全 県 計  547,684,226  552,403,192  529,552,114  505,713,815  511,267,284  515,659,192  513,013,555  522,527,927  528,306,762  545,163,796  549,147,808  560,078,559  565,586,505

北 海 道 ・ 東 北  62,188,212  61,514,167  58,454,381  57,066,422  57,020,708  56,146,272  57,096,768  58,573,787  59,673,626  61,393,880  61,772,360  62,752,840  63,103,191

関 東  222,009,333  224,573,463  218,989,861  207,151,266  209,682,017  213,142,032  210,673,661  214,542,331  215,771,353  223,151,566  224,759,079  229,230,839  231,661,410

中 部  86,291,866  87,678,653  80,756,182  76,552,774  76,883,401  77,735,016  79,182,411  81,131,861  81,675,803  84,264,609  84,419,970  86,078,780  87,784,372

近 畿  84,305,006  84,861,099  81,958,735  77,770,810  79,425,439  79,748,548  79,081,252  79,777,960  81,270,342  83,330,578  83,836,559  85,771,294  86,133,949

中 国  30,571,564  30,930,261  28,838,383  27,579,195  27,661,522  28,100,813  27,263,656  27,945,664  28,690,931  29,493,917  29,865,452  30,336,412  30,333,813

四 国  14,220,931  14,124,535  13,514,707  13,348,686  13,454,466  13,827,004  13,374,088  13,593,678  13,742,064  14,065,033  14,213,226  14,480,481  14,435,630

九 州  48,097,314  48,721,014  47,039,865  46,244,662  47,139,731  46,959,507  46,341,719  46,962,646  47,482,643  49,464,213  50,281,162  51,427,913  52,134,140

札 幌 市  6,654,506  6,710,958  6,512,635  6,326,992  6,313,618  6,381,379  6,335,295  6,505,511  6,582,280  6,701,625  6,744,798  6,911,551  7,053,097

仙 台 市  4,418,017  4,372,344  4,200,826  4,214,126  4,211,614  4,253,073  4,722,405  4,825,081  4,884,755  5,105,373  5,151,709  5,163,846  5,165,620

さ い た ま 市  3,911,250  3,984,949  3,948,420  3,863,400  3,902,151  4,014,960  4,017,890  4,159,896  4,139,548  4,305,500  4,337,939  4,517,026  4,542,267

千 葉 市  3,758,091  3,834,287  3,712,167  3,522,325  3,528,877  3,515,448  3,422,968  3,580,991  3,649,083  3,756,127  3,775,844  3,840,883  3,933,453

横 浜 市  13,634,496  13,761,023  13,511,197  12,972,929  12,999,304  12,940,401  12,770,076  12,960,465  12,910,546  13,305,197  13,401,430  13,688,632  13,877,357

川 崎 市  5,993,592  6,040,161  6,087,451  5,609,911  5,751,756  5,788,534  5,687,632  5,810,581  5,885,007  6,151,600  6,127,267  6,352,502  6,381,556

新 潟 市  3,038,058  3,118,485  3,009,507  2,978,342  2,993,126  3,006,468  3,011,170  3,067,836  3,058,219  3,063,303  3,089,852  3,146,383  3,172,753

浜 松 市 -  3,496,122  3,170,218  3,163,882  3,122,651  3,154,109  3,092,971  3,264,213  3,082,073  3,065,281  3,099,088  3,258,469  3,265,548

名 古 屋 市  13,493,445  13,523,216  12,766,619  12,004,607  12,267,580  12,600,518  12,560,119  12,812,961  12,901,462  13,215,184  13,171,549  13,439,360  13,580,710

京 都 市  6,273,688  6,822,355  6,347,458  6,071,458  6,109,018  6,225,830  6,263,456  6,118,979  6,195,753  6,562,064  6,675,677  6,706,396  6,629,189

大 阪 市  20,562,589  20,414,531  19,748,910  18,573,570  18,623,326  18,998,354  18,744,357  18,857,145  18,991,792  19,440,584  19,519,570  19,989,780  20,193,841

堺 市  2,854,556  2,948,920  3,113,795  2,813,012  2,980,424  2,772,118  2,833,360  2,806,374  3,119,465  3,070,197  2,947,066  3,248,888  3,099,934

神 戸 市  6,265,315  6,306,427  6,097,924  5,991,125  6,127,788  6,036,909  5,978,819  5,999,002  6,229,969  6,449,840  6,483,979  6,634,094  6,656,098

岡 山 市 -  2,697,195  2,625,827  2,576,433  2,562,693  2,637,005  2,648,683  2,654,987  2,707,538  2,824,786  2,823,442  2,832,930  2,881,541

広 島 市  4,947,847  5,119,964  5,116,579  4,843,463  4,913,029  5,058,270  4,997,499  5,008,698  5,226,578  5,390,278  5,548,189  5,706,157  5,593,238

北 九 州 市  3,651,594  3,751,720  3,639,169  3,411,388  3,552,420  3,556,759  3,469,806  3,561,079  3,713,008  3,686,264  3,661,786  3,717,123  3,748,636

福 岡 市  7,142,214  7,111,789  6,934,526  6,750,425  6,759,364  7,075,857  7,027,968  7,176,675  7,273,425  7,543,321  7,632,249  7,748,745  7,849,783

都道府県

地域ブロック

政令指定都市

内閣府　県民経済計算（平成18年度 - 平成30年度） ＜資料9＞
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平成２８年社会生活基本調査　生活行動－地域（調査票Ａ）
第７８－２表　男女,スポーツの種類別行動者率(10歳以上)－全国，都道府県

サンプルサイズ 推定人口 行動者率
スポーツの種類

00_総数
(千人) (％)

男女 地域区分 人口集中地区・人口集中地区以外 
0_総数 13_東京都 0_総数 4,836 12,346 75.7
0_総数 11_埼玉県 0_総数 5,965 6,555 72.6
0_総数 14_神奈川県 0_総数 5,351 8,216 72.4
0_総数 12_千葉県 0_総数 5,046 5,614 71.6
0_総数 25_滋賀県 0_総数 3,566 1,253 71.6
0_総数 23_愛知県 0_総数 6,208 6,687 71.2
0_総数 26_京都府 0_総数 3,115 2,338 70.1
0_総数 28_兵庫県 0_総数 4,940 4,935 69.5
0_総数 29_奈良県 0_総数 3,458 1,217 69.5
0_総数 09_栃木県 0_総数 3,516 1,759 69.3
0_総数 17_石川県 0_総数 3,472 1,016 69.1
0_総数 00_全国 0_総数 179,297 113,300 68.8
0_総数 08_茨城県 0_総数 3,678 2,604 68.5
0_総数 19_山梨県 0_総数 3,297 744 68.2
0_総数 22_静岡県 0_総数 3,827 3,294 68.2
0_総数 46_鹿児島県 0_総数 3,167 1,424 68.2
0_総数 10_群馬県 0_総数 3,449 1,754 68.1
0_総数 20_長野県 0_総数 3,791 1,861 68.1
0_総数 16_富山県 0_総数 3,871 949 67.9
0_総数 47_沖縄県 0_総数 3,065 1,231 67.9
0_総数 21_岐阜県 0_総数 3,854 1,807 67.4
0_総数 44_大分県 0_総数 3,272 1,016 67.2
0_総数 24_三重県 0_総数 3,538 1,614 66.9
0_総数 27_大阪府 0_総数 5,197 7,923 66.9
0_総数 33_岡山県 0_総数 3,323 1,694 66.8
0_総数 38_愛媛県 0_総数 2,981 1,220 66.8
0_総数 43_熊本県 0_総数 3,176 1,548 66.7
0_総数 34_広島県 0_総数 3,472 2,507 66.5
0_総数 04_宮城県 0_総数 3,586 2,091 66.4
0_総数 37_香川県 0_総数 3,445 861 66.0
0_総数 35_山口県 0_総数 3,257 1,231 65.8
0_総数 40_福岡県 0_総数 4,388 4,481 65.8
0_総数 36_徳島県 0_総数 3,212 664 65.4
0_総数 31_鳥取県 0_総数 3,452 501 65.2
0_総数 18_福井県 0_総数 3,978 693 65.0
0_総数 01_北海道 0_総数 4,860 4,756 64.9
0_総数 42_長崎県 0_総数 3,490 1,191 64.5
0_総数 45_宮崎県 0_総数 3,098 955 64.5
0_総数 30_和歌山県 0_総数 3,280 852 63.6
0_総数 32_島根県 0_総数 3,710 607 63.5
0_総数 41_佐賀県 0_総数 3,719 721 63.4
0_総数 07_福島県 0_総数 3,743 1,708 63.1
0_総数 39_高知県 0_総数 3,064 637 62.7
0_総数 15_新潟県 0_総数 3,774 2,044 62.6
0_総数 06_山形県 0_総数 4,040 992 61.6
0_総数 03_岩手県 0_総数 3,555 1,135 60.6
0_総数 05_秋田県 0_総数 3,743 906 60.6
0_総数 02_青森県 0_総数 3,472 1,152 56.0

総務省統計局

※地域は都道府県別の「総数」、行動者率におけるスポーツの種類は「総数」のみを抜粋。

＜資料10＞
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よくある質問 お知らせ サイトマップ 会員校の方はこちら

全国栄養士養成施設協会‐栄養士・管理栄養士をサポート > 栄養士ってすばらしい > 卒業生の就職率と就職先

栄養士ってすばらしい

栄養士・管理栄養士の養成施設卒業生の就職率は大変高くなっています。


令和2年度の卒業生は、17,838人。就職率は90％です。


うち、栄養士・管理栄養士や関連業務に関する仕事の就職者は全体の70％。一般事務職等への就職は20％。就職以外の上級学部への進学や独立等が10％です。








協会概要 栄養士ってすばらしい 学校を探す 栄養士実力認定試験 テキスト紹介 学校の

社会貢献

よくある質問

卒業生の就職率と就職先

栄養士になるには 管理栄養士になるには 卒業生の就職率と就職先 先輩から後輩へ 栄養士の活躍と社会貢献

令和2年度：栄養士養成施設の卒業生の就職実態

https://www.eiyo.or.jp/about/shushoku.html  アクセス日：2022年3月4日

＜資料11＞
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令和元（2019）年 
 

医療施設(動態)調査･病院報告の概況 
 

目   次 

調査の概要 頁 

１ 医療施設調査 １ 

２ 病院報告  ２ 

３ 利用上の注意  ２ 

４ 用語の説明 ３ 
 
 

結果の概要 

Ⅰ 医療施設調査 

１ 施設数 ５ 

 (1) 施設の種類別にみた施設数     (3) 病床の規模別にみた施設数 

 (2) 開設者別にみた施設数      (4) 診療科目別にみた施設数 

２ 病床数 13 

 (1) 病床の種類別にみた病床数     (3) 都道府県別にみた人口 10 万対病院病床数 

 (2) 開設者別にみた病床数 
 

 Ⅱ 病院報告 

１ 患者数                                                                        16                                                                        

 (1) １日平均在院・新入院・退院患者数     (3)  病院の都道府県別にみた人口 10 万対 

 (2) 病院の１日平均外来患者数              1日平均在院患者数 

２ 病床利用率                                                                    20                                                                   

３ 平均在院日数                                                                  21                                                         

 (1) 病床の種類別にみた平均在院日数      (2) 病院の都道府県別にみた平均在院日数 

 

 
 
統計表 24 

 

令和元年医療施設(動態)調査･病院報告の結果は、厚生労働省のホームページにも掲載されています。 

厚生労働省ホームページ 医療施設調査（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/79-1.html） 

                        病 院 報 告（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/80-1.html） 

 

 

 

  

令和２年９月 29 日 
政策統括官付参事官付保健統計室 

   室 長  渡  三佳 
   室 長 補 佐  小川 武己 
（担当・内線） 

医療施設調査担当 医療施設統計第一係(内線 7520,7521） 
病 院 報 告 担 当  医療施設統計第二係(内線 7522） 

（代表電話） 03(5253)1111 
（直通電話） 03(3595)2958 

＜資料12＞

＜抜粋版＞
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統計表９ 都道府県－指定都市・特別区・中核市（再掲）別にみた施設数及び人口10万対施設数 

 

 

（２－１） 令和元(2019)年10月１日現在

　病　　　院 　一般診療所 　病　　　院 　一般診療所

有床 有床

（再掲） （再掲）

全 国  8 300  1 054  7 246  102 616  6 644  68 500   6.6   0.8   5.7   81.3   5.3   54.3 

北 海 道   552   68   484  3 397   394  2 884   10.5   1.3   9.2   64.7   7.5   54.9 

青 森   94   17   77   877   137   520   7.5   1.4   6.2   70.4   11.0   41.7 

岩 手   91   15   76   879   96   576   7.4   1.2   6.2   71.6   7.8   46.9 

宮 城   138   26   112  1 671   120  1 061   6.0   1.1   4.9   72.5   5.2   46.0 

秋 田   68   16   52   802   55   436   7.0   1.7   5.4   83.0   5.7   45.1 

山 形   68   14   54   919   57   483   6.3   1.3   5.0   85.3   5.3   44.8 

福 島   126   23   103  1 346   94   853   6.8   1.2   5.6   72.9   5.1   46.2 

茨 城   173   20   153  1 749   122  1 403   6.0   0.7   5.3   61.2   4.3   49.1 

栃 木   106   18   88  1 460   108   984   5.5   0.9   4.6   75.5   5.6   50.9 

群 馬   130   13   117  1 551   75   984   6.7   0.7   6.0   79.9   3.9   50.7 

埼 玉   342   47   295  4 378   200  3 558   4.7   0.6   4.0   59.6   2.7   48.4 

千 葉   289   34   255  3 818   170  3 273   4.6   0.5   4.1   61.0   2.7   52.3 

東 京   638   49   589  13 707   343  10 670   4.6   0.4   4.2   98.5   2.5   76.6 

神 奈 川   336   47   289  6 820   194  4 948   3.7   0.5   3.1   74.1   2.1   53.8 

新 潟   127   19   108  1 671   44  1 152   5.7   0.9   4.9   75.2   2.0   51.8 

富 山   107   20   87   762   37   443   10.2   1.9   8.3   73.0   3.5   42.4 

石 川   94   13   81   872   63   484   8.3   1.1   7.1   76.6   5.5   42.5 

福 井   67   10   57   573   62   300   8.7   1.3   7.4   74.6   8.1   39.1 

山 梨   60   8   52   698   37   435   7.4   1.0   6.4   86.1   4.6   53.6 

長 野   127   15   112  1 574   71  1 013   6.2   0.7   5.5   76.8   3.5   49.4 

岐 阜   98   12   86  1 587   124   968   4.9   0.6   4.3   79.9   6.2   48.7 

静 岡   175   31   144  2 732   180  1 761   4.8   0.9   4.0   75.0   4.9   48.3 

愛 知   323   37   286  5 455   297  3 735   4.3   0.5   3.8   72.2   3.9   49.5 

三 重   93   12   81  1 519   90   822   5.2   0.7   4.5   85.3   5.1   46.2 

滋 賀   57   7   50  1 091   39   565   4.0   0.5   3.5   77.2   2.8   40.0 

京 都   165   11   154  2 451   80  1 299   6.4   0.4   6.0   94.9   3.1   50.3 

大 阪   513   38   475  8 533   219  5 517   5.8   0.4   5.4   96.9   2.5   62.6 

兵 庫   348   32   316  5 125   197  2 986   6.4   0.6   5.8   93.8   3.6   54.6 

奈 良   79   4   75  1 215   34   681   5.9   0.3   5.6   91.4   2.6   51.2 

和 歌 山   83   8   75  1 025   58   527   9.0   0.9   8.1   110.8   6.3   57.0 

鳥 取   43   4   39   497   37   259   7.7   0.7   7.0   89.4   6.7   46.6 

島 根   49   9   40   715   40   268   7.3   1.3   5.9   106.1   5.9   39.8 

岡 山   161   16   145  1 650   143   988   8.5   0.8   7.7   87.3   7.6   52.3 

広 島   237   30   207  2 563   181  1 546   8.5   1.1   7.4   91.4   6.5   55.1 

山 口   145   28   117  1 240   101   656   10.7   2.1   8.6   91.3   7.4   48.3 

徳 島   107   15   92   727   94   431   14.7   2.1   12.6   99.9   12.9   59.2 

香 川   88   11   77   825   88   475   9.2   1.2   8.1   86.3   9.2   49.7 

愛 媛   135   13   122  1 226   154   660   10.1   1.0   9.1   91.6   11.5   49.3 

高 知   124   11   113   549   74   363   17.8   1.6   16.2   78.7   10.6   52.0 

福 岡   459   61   398  4 713   499  3 081   9.0   1.2   7.8   92.3   9.8   60.4 

佐 賀   101   14   87   691   149   416   12.4   1.7   10.7   84.8   18.3   51.0 

長 崎   149   28   121  1 371   231   729   11.2   2.1   9.1   103.3   17.4   54.9 

熊 本   211   38   173  1 469   296   845   12.1   2.2   9.9   84.0   16.9   48.3 

大 分   155   25   130   949   234   542   13.7   2.2   11.5   83.6   20.6   47.8 

宮 崎   137   17   120   899   149   506   12.8   1.6   11.2   83.8   13.9   47.2 

鹿 児 島   241   37   204  1 374   307   801   15.0   2.3   12.7   85.8   19.2   50.0 

沖 縄   91   13   78   901   70   613   6.3   0.9   5.4   62.0   4.8   42.2 

（医療施設調査）

歯　科
診療所

歯　科
診療所

施設数 人口10万対施設数

精神科病院 一般病院 精神科病院 一般病院
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 > 
内閣府の政策
 > 
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高齢社会対策
 > 
高齢社会白書
 > 
令和3年版高齢社会白書（全体版）
 > 
4　地域別にみた高齢化

[目次]  [前へ]  [次へ]

4　地域別にみた高齢化

令和元年現在の高齢化率は、最も高い秋田県で37.2％、最も低い沖縄県で22.2％となっている。今後、高齢化率は、すべての都道府県で上昇し、令和27
年には、最も高い秋田県では50.1％となり、最も低い東京都でも、30％を超えて30.7％に達すると見込まれている。また、首都圏を見ると、埼玉県の高齢
化率は、令和元年の26.7％から9.1ポイント上昇し、令和27年には35.8％に、神奈川県では25.3％から9.9ポイント上昇し35.2％になると見込まれてお
り、今後、我が国の高齢化は、大都市圏を含めて全国的な広がりをみることとなる（表1－1－10）。

表1－1－10　都道府県別高齢化率の推移

令和元年

（2019）

令和27年

（2045） 高齢化率の伸び


（ポイント）
総人口（千人） 65歳以上人口


（千人）
高齢化率（％） 高齢化率（％）

北海道 5,250 1,673 31.9 42.8 10.9

青森県 1,246 415 33.3 46.8 13.5

岩手県 1,227 406 33.1 43.2 10.1

宮城県 2,306 652 28.3 40.3 12.0

秋田県 966 359 37.2 50.1 12.9

山形県 1,078 360 33.4 43.0 9.6

福島県 1,846 582 31.5 44.2 12.7

茨城県 2,860 843 29.5 40.0 10.5

栃木県 1,934 554 28.6 37.3 8.7

群馬県 1,942 580 29.8 39.4 9.6

埼玉県 7,350 1,961 26.7 35.8 9.1

千葉県 6,259 1,743 27.9 36.4 8.5

東京都 13,921 3,209 23.1 30.7 7.6

神奈川県 9,198 2,329 25.3 35.2 9.9

新潟県 2,223 720 32.4 40.9 8.5

富山県 1,044 337 32.3 40.3 8.0

石川県 1,138 337 29.6 37.2 7.6

福井県 768 235 30.6 38.5 7.9

山梨県 811 250 30.8 43.0 12.2

長野県 2,049 653 31.9 41.7 9.8

岐阜県 1,987 599 30.1 38.7 8.6

静岡県 3,644 1,089 29.9 38.9 9.0

愛知県 7,552 1,892 25.1 33.1 8.0

三重県 1,781 530 29.7 38.3 8.6

滋賀県 1,414 368 26.0 34.3 8.3

京都府 2,583 753 29.1 37.8 8.7

大阪府 8,809 2,434 27.6 36.2 8.6

兵庫県 5,466 1,591 29.1 38.9 9.8

奈良県 1,330 417 31.3 41.1 9.8

和歌山県 925 306 33.1 39.8 6.7

鳥取県 556 178 32.1 38.7 6.6

島根県 674 231 34.3 39.5 5.2

岡山県 1,890 573 30.3 36.0 5.7

広島県 2,804 823 29.3 35.2 5.9

山口県 1,358 466 34.3 39.7 5.4

徳島県 728 245 33.6 41.5 7.9

香川県 956 305 31.8 38.3 6.5
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愛媛県 1,339 442 33.0 41.5 8.5

高知県 698 246 35.2 42.7 7.5

福岡県 5,104 1,425 27.9 35.2 7.3

佐賀県 815 246 30.3 37.0 6.7

長崎県 1,327 433 32.7 40.6 7.9

熊本県 1,748 543 31.1 37.1 6.0

大分県 1,135 373 32.9 39.3 6.4

宮崎県 1,073 346 32.3 40.0 7.7

鹿児島県 1,602 512 32.0 40.8 8.8

沖縄県 1,453 322 22.2 31.4 9.2

資料：令和元年は総務省「人口推計」、令和27年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」

さらに、平成27年を基準年として、都市規模別に65歳以上人口の推移を見ると、都市規模が大きいほど65歳以上人口の伸びが大きい見込みとなってい
る。一方で、「人口5万人未満の都市」では、令和2年をピークに65歳以上人口は減少し、令和17年には平成27年時点よりも減少する見込みである（図1－
1－11）。

都市規模別にみた65歳以上人口指数（2015年＝100）の推移 CSV形式（1KB）のファイルダウンロードはこちら

[目次]  [前へ]  [次へ]
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

- 学長
ヤグチ　エツコ
矢口　悦子

＜令和2年4月＞

博士
（人文科学）

東洋大学学長
（令和2年4月）

現　職
（就任年月）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

別記様式第３号（その１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 員 名 簿

学 長 の 氏 名 等

調書
番号

役職名 年齢
保有
学位等

月額基本給
（千円）
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審査意見への対応を記載した書類（７月） 

 

（目次）社会学部 第２部社会学科 

 １．既設の社会学部第２部において、専任教員数が大学設置基準を満たしていないため、適切に改め

ること。（是正事項）・・・１ 

 

（是正事項）社会学部 第２部社会学科 

１．既設の社会学部第２部において、専任教員数が大学設置基準を満たしていないため、適切に改め

ること。 

 

（対応）  

  当初は、基本計画書において既設学部学科である社会学部第２部社会学科の専任教員数を「教授２

名、准教授２名、計４名」として申請したが、これが大学設置基準上で定められた必要最小教員数未

満の人数であったため、社会学部第１部社会学科の教員のうち教授１名を社会学部第２部社会学科に

配置転換することにより、社会学部第２部社会学科の専任教員数を「教授３名、准教授２名、計５名」

と変更し、大学設置基準上の必要教員数を満たすよう改めた。 

東洋大学では、社会学部を含め第２部を有する学部が５学部あるが、そのいずれも、科目担当教員

の共通性、カリキュラムの類似性等から、第１部と第２部を一体として学部を運営しており、当該社

会学部も一つの教授会で第１部、第２部を運営している。この際、社会学部に所属する教員の数は、

大学設置基準（以下、設置基準）で求められる第１部、第２部の教員数の合計を上回っていることは

言うまでもない。各教員は自身の所属が第１部か、第２部かを意識することがなく、両方の科目を担

当し、両方の学生を指導している。 

  このたび、基本計画書（別記様式第２号（その１の１））において「教授２名、准教授２名、計４名」

（収容定員を変更する年度、学年進行完了時とも同数）と記載した社会学部第２部社会学科の教員数

が設置基準を満たしていない旨の指摘を是正事項として受けた。この数字は、上記の第１部、第２部

が一体となった社会学部の教員のうち、設置基準により社会学部第２部に必要とされる教員数を第２

部に記載し、残りの教員数を社会学部第１部の欄に記載したものであるが、この際、社会学部第２部

に必要な教員数の計算を間違えたために起こったものである。誤計算の理由は、社会学部第２部の学

科構成が、これまで第２部社会学科と第２部社会福祉学科の２学科であったものが、令和３年４月に

第２部社会福祉学科が学生募集を停止したことにより１学科となり、設置基準別表第一による必要教

員算出方法が変わったことによる。 

  以上の状況を踏まえ、今回いただいた審査意見（是正事項）に対して、社会学部第１部社会学科の

教員のうち教授１名を社会学部第２部社会学科に配置転換し、社会学部第２部社会学科の所属教員数

を４名（教授２名、准教授２名）から５名（教授３名、准教授２名）へと増やすことで対応する。こ

のことにより、社会学部第２部の教員数は設置基準を満たすことになる。 

  



 

 

 

（新旧対照表） 基本計画書（5～6ページ） 

事項 新 旧 補正理由 

基本計画書 

教員組織の概要 

専任教員等※ 

 

※（）内は収容定

員を変更する年

度の教員数 

社会学部第 2部社会学科 

教授 3（3）、准教授 2（2）、

計 5（5） 

社会学部第 2部社会学科 

教授 2（2）、准教授 2（2）、

計 4（4） 

審査意見 1（是正

事項）を踏まえ、

配置転換により、

学科の専任教員

数を、大学設置基

準を満たすよう

に改めた。 

社会学部第 1部社会学科 

教授 6（7）、准教授 7（7）、

講師 2（2）、助教 2（2）、計

17（18） 

社会学部第 1部社会学科 

教授 7（8）、准教授 7（7）、

講師 2（2）、助教 2（2）、計

18（19） 
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